




 



はじめに 

 
本報告書は、新潟大学 災害復興科学センターが、「次代の災害復興モデルの構築」を目指して、

新潟県と共同で実施してきた研究成果をまとめたものである。新潟大学は、それまで学内の研究

室や研究者単位で実施されてきた、被災地における支援活動を、さらに総合的・系統的に実施し

「災害復興学」という学問体系に結実するために、平成 18（2006）年 4 月に、全学組織である災

害復興科学センターを設立した。センターの設立を契機に、「新潟県との共同研究プロジェクト」

を立ち上げ、わが国の防災にとって新しい課題である中山間地域災害の復興過程について、科学

的に解明し、次の災害に備えることを目的として、3 年間にわたって活動してきた。 
 
平成 16（2004）年 10 月 23 日 17 時 56 分、土曜の夕方、新潟県中越地方を最大震度 7 のゆれ

が襲った。震源の深さは 13km、地震の規模は M6.8、新潟県中越地震の発生であった。また、本

震発生後 2 時間の間に 3 回の震度 6（弱が 1 回、強が 2 回）、地震発生日に計 164 回の有感地震、

翌 24 日も計 110 回の有感地震を観測、その後も余震が続き、被災地は不安な日々を送った。中

山間地域を含む被災地では甚大な被害が発生し、多くのコミュニティが被災した。新潟県全体に

与えた衝撃は大きく、新潟県は「新潟県中越大震災」と命名し、全県をあげて対応に臨んだ。 
 
「日本のふるさと」の原風景を有する中山間地域の被災を受けて、全国の平均レベルから見て、

高齢化率が高く人口減少が進むコミュニティがどのように動いたのか、行政の支援はどのように

機能したのか。被災地の歩みと悩みを研究者・研究機関の視点として描き、 
次世代に向かって発信することが本報告書の目的である。 
 
これまで新潟大学の調査研究に協力いただいた被災地の皆様に心よりの御礼を申し上げたい。

またプロジェクトの活動を支えていただいた新潟県に感謝申し上げたい。 
 
本報告書の試みが、今後の中山間地域災害からの減災・復興対策の一助となることを切に願っ

ている。 
 

平成 22 年 3 月 
新潟大学 災害復興科学センター長 

仙石 正和 
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１.１ 調査・研究の目的 
新潟県中越地震による被災経験を有する新潟県において、応急・復旧・復興にわたる過程を総

合的に「災害からの復興過程」と捉え、これまでの対応過程、復旧・復興過程の検証を行うとと

もに、今後の中山間地災害の災害対応に資するために、災害から復興までの「中山間地域モデル」

を構築し発信することを使命として位置づける。そのために新潟大学・災害復興科学センターは、

幅広い学問分野での専門的知見を生かし、内外の研究者が連携しながら、中山間地域災害におけ

る基礎研究を実施し、モデルの構築と、モデルに基づく施策提言を行うことを本プロジェクトの

目的とする。また、モデルについては標準化し、国内外に広く発信する。 
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図 1.1-1 中山間地域災害における復興事業の基本構造 

 
１.２ 調査・研究の全体構想 
中山間地域災害における復興事業の基本構造に則り、特に「住宅再建」「コミュニティ再建」「産

業復興」について基礎研究ならびに施策提言を行う。中山間地域災害における復興事業は、社会

基盤の復旧に基づき、①住宅再建、②コミュニティ再建、③産業復興、④経済の活性化、を完了

させることで、はじめて ⑤被災者の生活再建が完了し、中山間地域災害の復興がなされるとい

う基本構造を持つ。また、⑥中山間地災害への応急から復興までの対応経験を分析、効率化・標

準化し、総合的な知見として、広く発信・普及する仕組みを構築する。 
 
（１）中山間地域の住宅再建 

被災者の住宅再建の過程で、市町村で行った住宅再建支援の実態把握と、行政では直接把握困

難な住民の住宅再建にかかわる実態と実感を、把握する。中山間地域災害の実情に即した生活再

建支援策を提言する。 
 
（２）農業を中心とした産業復興 

中山間地域における農業を中心とした産業では、大量生産による効率化は構造的に望めない背

景があり、付加価値を持たせることで採算を取ろうとする試みが行われてきた。地震によって、

農業を中心とする産業の基盤である環境が破壊され、産業の復興が期待される。農業を中心とし

た産業の被災の実態と、その後の復旧過程を検証する。また、中山間地域の農業をベースとした、

食・環境・交流を総合的に融合させたプログラムを開発する。 
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（３）経済の活性化 

新潟県の全般的な傾向として、生産物を県内で消費する傾向が高く、県外消費の呼び込みにつ

いては消極的傾向がある。中越地震による知名度が、ある程度確保されたことを受け、県内外消

費の活性化のための効果的なプログラムの提言を行う。また、県内産業においては、強みと弱み

とが十分に把握されていないが、製造業の場合、伝統的技能を技術へと開花させた企業群（燕･

三条、長岡）も多く、これらはその技術力をコア・コンピタンス化し、国際環境のなかで十分な

競争力を持っている。非製造業の場合、フォロワー型企業が多く、新たな可能性を切り開く事に

は消極的な傾向にある。これらを調査分析し、経営資源の集中・特化による効果的な戦略・人材

育成の提言を行う。 
 
（４）中山間地域を含む被災地における被災者の生活再建 

被災者の生活再建実感について、定期的にモニタリングを行い、その変化を知る。また、被災

者の生活再建を規定する要因を明らかにし、効果的な復興施策構築のための、基礎資料とする。

具体的な方法としては、阪神・淡路大震災の被災地で実施してきた「生活復興調査」を基に、中

山間地域を含む被災地の実態に合わせた質問紙を構築する。対象者選出については無作為抽出と

し、被災地の復興の全体像を明らかにするための社会調査を実施する。 
 
（５）新潟県中越地震から得られた教訓の被災地への効果的な普及方策の検討 

新潟県中越地震の被災によって、新潟県はさまざまな対応を行ってきており、それは現在も継

続して取り組まれている。新潟県災害対策本部の事務処理過程を分析することで、特に最も迅速

な対応が要求される応急期の対応について、その業務の標準化と効率化をはかる。また、中山間

地災害の被災地として取り組んだ「被災者の生活再建に向けた総合的な施策体系」の構築を行う。

これらの成果を今後のわが国の防災対策に資するために、発信し、また「他の被災地への支援メ

ニュー」として整理する。 
 
（６）離散して近隣に分散している者を含めた広域的なコミュニティの創造 

災害後、事情により生活基盤を他地区（近隣）に移しても､村の行事への参加や通い営農などで

元の集落と繋がりを有する世帯がある。これらは一見、離村と判断されるが、新たなコミュニテ

ィの形態の一つとも捉えられる。このような新しいコミュニティのあり方を定義するために、従

前集落からの移動の実態の把握、広域でのコミュニティの維持方法などについて検討する。 
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２.１ 研究推進メンバー 

（１）中山間地域の住宅再建 

・研究者 
  五十嵐 由利子（生活安全ネットワーク分野・兼任教授・人文社会･教育科学系） 
  福留 邦洋（生活安全ネットワーク分野・特任准教授） 
  黒野 弘靖（生活安全ネットワーク分野・兼任准教授） 

・パートナーシップ 
  新潟県県民生活・環境部 

新潟県農林水産部 

新潟県土木部都市局建築住宅課 
川口町建築企業課 
長岡市財務部資産税課 
長岡市都市整備部都市開発課 
長岡市山古志支所地域振興課 
川口町観光協会川口町地域復興支援センター 
財団法人新潟県中越大震災復興基金 
社団法人新潟県建築士会 
社団法人新潟県建築組合連合会 
社団法人新潟県建築士事務所協会 

（２）農業を中心とした産業復興 

・研究者 
  有田 博之（地域産業支援部門・農業分野・教授） 
  岩本 嗣（地域産業支援部門・農業分野・准教授） 
  福山 利範（地域産業支援部門・農業分野・教授） 
  阿部 信行（地域産業支援部門・農業分野・教授） 
  岡島 毅（地域産業支援部門・農業分野・准教授） 
  吉川 夏樹（地域産業支援部門・農業分野・特任助教） 

・パートナーシップ 
  新潟県県民生活・環境部 
  新潟県福祉保健部 
  新潟県産業労働観光部 
  新潟県農林水産部 
  新潟県農地部 
  新潟県長岡地域振興局 
  小国森光集落 
  株式会社オリス 

（３）経済の活性化 

・研究者 
  永山 庸男（地域産業政策分野・兼任教授・技術経営研究科） 
  小浦 方格（地域産業政策分野・兼任准教授・地域共同研究センター） 
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・パートナーシップ 
新潟県県民生活・環境部 

新潟県産業労働観光部 

  小千谷市商工観光課 
  小千谷商工会議所 
  小千谷鉄工電子協同組合 
  新潟大学工学部  同附属工学力教育センター 
  新潟大学地域共同研究センター および同センター協力会 

（４）中山間地域を含む被災地における被災者の生活再建 
・研究者 
  田村 圭子（危機管理分野・教授） 
  井ノ口 宗成（危機管理分野・特任助教） 
  木村 玲欧（富士常葉大学 環境防災学部・教授） 
  宮下 純夫（危機管理分野・兼任教授・自然科学系） 
  林 春男（危機管理分野・客員教授・京都大学 防災研究所） 

・パートナーシップ 
新潟県総務管理部 

新潟県県民生活・環境部 

新潟県防災局 

新潟県福祉保健部 

新潟県産業労働観光部 

新潟県農林水産部 

  小千谷市総務課 
  柏崎市復興支援室 
  にいがた GIS 協議会 

（５）新潟県中越地震から得られた教訓の他被災地への効果的な普及方策の検討 

・研究者 
  田村 圭子（危機管理分野・教授） 
  井ノ口 宗成（危機管理分野・特任助教） 
  木村 玲欧（富士常葉大学 環境防災学部・教授） 
  宮下 純夫（危機管理分野・兼任教授・自然科学系） 
  林 春男（危機管理分野・客員教授・京都大学 防災研究所） 

・パートナーシップ 
新潟県県民生活・環境部 

新潟県防災局 

  小千谷市総務課 
  柏崎市防災・原子力課 
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（６）離村して近隣に分散している者を含めた広域的なコミュニティの創造 

・研究者 
  福留 邦洋（災害復興科学センター・生活安全ネットワーク分野・特任准教授） 
  伊藤 忠雄（自然科学系・農学部教授、災害復興科学センター・兼任教授） 

・パートナーシップ 
  新潟県総務管理部 

新潟県県民生活・環境部 

新潟県農林水産部 

  新潟県県民生活・環境部震災復興支援課 
長岡市社会福祉協議会栃尾支所 
社団法人中越防災安全推進機構 復興デザインセンター 
財団法人山の暮らし再生機構 地域復興支援センター栃尾サテライト 
川口町観光協会川口町地域復興支援センター 
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２.２ 新潟県とのワーキング実施状況 
新潟大学は、復興基金の目的である「被災者の救済及び自立支援並びに被災地域の総合的な復

興対策を長期・安定的、機動的に進め、災害により疲弊した被災地域を魅力ある地域に再生させ

る」ため、長年、本学が培ってきた英知を結集し、被災地の復興支援に取り組んできた。 
本学教員が被災地に直接出向き、被災者の生の声を聞き、科学的な検証を加えた上で、それを

行政の施策に生かそうとする試みであり、そうした提言について共に考える場として、新潟県、

新潟大学の双方の関係者が一堂に集まり、調査分析の方向性を確認し、刻々と変化する被災地の

状況に対応できるようワーキングを開催してきた。 
これまで、各分野の研究者がそれぞれのパートナーとなる新潟県の各部局・各課との連携を持

ちながらプロジェクトを推進してきた。また、プロジェクト各分野の研究者と新潟県担当部局が

一同に会する「合同ワーキング」については２回開催した。さらに、復興基金事業を含めた災害

復興科学センターの成果報告会を１回開催した。また、新潟県知事、新潟県中越地震復興関連部

課に参加いただき、中間報告を実施した。 

○第１回 震災復興に向けた調査・研究合同ワーキング 
 日 時 平成 19 年 5 月 18 日（金）10:00～ 
 場 所 新潟県自治会館本館 401 号室 
 出席者 新潟県中越地震復興関連部課、新潟大学災害復興科学センター 
 次 第 
 ○ 全体ＷＧ 
 １）開会あいさつ 
 新潟大学災害復興科学センター長 伊藤 忠雄 
 新潟県県民生活・環境部長 棚橋 進 
 ２）連携の枠組みについて 
 新潟県県民生活・環境部震災復興支援課長 丸山 由明 
 ３）新潟大学提案「災害復興における基礎研究ならびに基礎研究に基づく施策

提言」プロジェクト案についての概要説明 
 新潟大学災害復興科学センター長 伊藤 忠雄 
 各テーマ代表者 
 ４）質疑応答 
 ○ テーマ別ＷＧ 

○平成 20 年度 災害復興科学センター成果報告会 
 日 時 平成 20 年 12 月 3 日（水）13:30～16:00 
 場 所 新潟県自治会館本館 201 室 
 次 第 
 １．開会挨拶 
 災害復興科学センター長・理事 仙石 正和 
 新潟県県民生活・環境部副部長 飯沼 克英 
 ２．成果報告 
 ・「被災地の災害発生を監視するシステムの構築に向けて」 
 災害復興科学センター・准教授 河島 克久 
 ・「災害ボランティアの組織的活動とその盛衰」 
 大学院現代社会文化研究科・准教授 雲尾 周 
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 ・「生活復興調査に見る『中越地震被災地の生活復興状況』」 
 災害復興科学センター・特任准教授 田村 圭子 
 ・「持続可能な中山間地域づくりのための農業生産基盤のあり方」 
 災害復興科学センター・特任助教 吉川 夏樹 
 ・「被災した中山間地域における生活空間の変化」 
 災害復興科学センター・特任准教授 福留 邦洋 
 ・「中山間地ブロードバンドの実践と避難所通信システムの開発」 
 大学院自然科学研究科・教授 間瀬 憲一 
 ３．閉会挨拶 
 災害復興科学センター長代理・教授 伊藤 忠雄 

○第２回 震災復興に向けた調査・研究合同ワーキング 
 日 時 平成 21 年 6 月 17 日（水）9:00～11:40 
 場 所 新潟県庁行政庁舎 204 会議室 
 出席者 新潟県中越地震復興関連部課、新潟大学災害復興科学センター 
 次 第 
 １．開会あいさつ 
 新潟大学災害復興科学センター長 仙石 正和 
 新潟県県民生活・環境部長  渡邉 正 
 ２．調査・研究テーマに関する報告・意見交換 
 ・中山間地の住宅再建 教授・五十嵐 由利子 
 ・農業を中心とした産業復興 特任助教・吉川 夏樹 
 ・教訓等の他地域への普及方策 教授・田村 圭子 
 ・被災者の生活再建支援 教授・田村 圭子 
 ・中山間地のコミュニティ再建 教授・田村 圭子 
 ・県内経済の活性化 准教授・小浦方 格 
 ・広域的なコミュニティの創造 特任准教授・福留 邦洋 
 ・調査，研究の総括 教授・伊藤 忠雄 
 ３．まとめ 

○新潟県へのプロジェクト成果の中間報告 
 日 時 平成 21 年 9 月 18 日（金）10:10～10:55 
 場 所 県庁東回廊３F 第一応接室 
 出席者 新潟県知事、新潟県中越地震復興関連部課 
     新潟大学災害復興科学センター 
 １．あいさつ 
 新潟県知事 泉田 裕彦 
 ２．調査・研究テーマに関する中間報告 
 ・中山間地の住宅再建 教授・五十嵐 由利子 
 ・農業を中心とした産業復興 教授・伊藤 忠雄 
 ・広域的なコミュニティの創造 教授・伊藤 忠雄 
 ・教訓等の他地域への普及方策 教授・田村 圭子 
 ・被災者の生活再建支援 教授・田村 圭子 
 ・県内経済の活性化 教授・永山 庸男 
 ３）まとめ 
 新潟大学災害復興科学センター長 仙石 正和 
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３.１ 研究総括： 
被災からの「中山間地域におけるコミュニティ再建」のあり方を考える 

 
阪神・淡路大震災は戦後最大の被害をもたらした災害である。その人的被害は圧倒的であり、

被災地のみならず全国に与えた影響は大きかった。災害対応や支援の仕組みにおいても、阪神・

淡路大震災以降、整備されたものも多い。新潟県中越地震は、阪神・淡路大震災以降に発生した

最も被害の大きい地震災害であったといえるが、都市災害の規模と比較すると、はるかに人的被

害は少なかった。これは、人口の密集度が低かったこと、豪雪地帯のため雪に押し潰されないよ

う建物が頑丈に作られていたことなどが、被害を抑えた要因だといわれている。一方、「やまが動

いた」と称されるほどの大規模な土砂崩落や斜面崩壊が起こり、社会基盤・産業基盤である道路

や田畑などが破壊され、その影響と深刻さには計り知れないものがあった。特に、日本が抱える

「高齢化・人口減少」という問題を象徴するような中山間地域では、日常よりコミュニティの継

続性を維持することに多くの資源を投下してきたが、そのコミュニティを支える基盤が破壊され

たことで、それぞれの課題が顕在化し、その再建に向き合わなければならなくなった。災害を契

機に多くの資源が県内外から寄せられ、コミュニティ再建の力となったこともこの災害の特徴で

ある。 
研究機関として、新潟大学災害復興科学センターは、県内外の研究者による支援活動の中核と

なることを目指し活動してきた。それらの知見を「中山間地域災害からのコミュニティ再建」を

進めるためにどのようなことに重点をおくべきかについて、とりまとめた。この研究活動につい

ては、新潟県の全面的協力のもと、共同で実施してきたものである。 
新潟大学 災害復興科学センター 

センター長代理  伊藤 忠雄 
 
 
（１）中山間地域の住宅再建 

地域の実情に合わせ、住宅再建が弾力的に展開できる「支援の仕組み」の検討が必要である 

復興基金事業の利用には建築業者からの勧めが多かったものの、地元建築業者は比較的規模

の小さな会社が多く、地震直後は多忙を極め、復興基金の利用は多くないことが分かった。被

災者がどんな業者に依頼しても復興基金の利用が可能となるような環境整備が必要と考える。 

（２）農業を中心とした産業復興 
災害が与える「農業の持続的発展」への影響分析の成果を、今後の中山間地域の活性化技術の発

展に生かすための継続的な取り組みが必要である 

中山間地域農業は、過疎化・高齢化等の課題を抱えており、復旧の完了が地域の活性化を意味し

ている訳ではない。新潟県中越震災復興ビジョンで示されている「創造的復興」の実現を目標に多様

な技術提案をしてきたが、これらは復旧の枠を超えて、農業の持続化、地域の活性化を目指したもの

である。震災の経験で得られたこれらの知見を、中山間地域の活性化技術として普遍的、継続的に

有効活用してほしい。 
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（３）県内経済の活性化 
災害時に特化した処方箋ではなく、地域経済の持続的発展を支える日常的施策として、４つの方策を

講じることが、経済の活性化の促進につながる 

① 災害適応力を有する地域経済の形成：製造業と農業をコア産業として維持していくには、

インフラ、技術力（技能力）・生産力を有する労働者、資本という基本的な生産要素を供

給し続けられることが不可欠である 
② 第 2 次創業へのシーズ：競争力強化のためには、地域産業への流入・定着、高度技術者

養成、コーディネート人材確保、若手育成に対し、産学官の連携で取り組む 
③ 産学官のニーズ・シーズ情報流通推進：オープンな「情報共有システム」の構築が必要

不可欠である。具体例：「にいがた産業創造機構（NICO）1,100 の製造業者情報と受発注

ニュース」「新潟大 1,200 の研究者情報と産学連携のための研究者一覧」 
④ 地域としての事業継続マネジメント：公共インフラの一つとして、経営資源のデータベ

ース化を推進し、事業継続を地域で進めることが効果的である。 

（４）被災者の生活再建 
被災地域とそれ以外の地域の県民意識の違いを考慮した施策展開が必要である 

効果的な生活再建を実現するためには「被災者台帳の構築」の仕組み作りを進める必要がある 

○ 社会調査により明らかになった「中越地震の被災地」「中越沖地震の被災地」「それ以外

の新潟県内地域」の県民意識の違いを考慮した今後の施策展開が必要である。また中越

地震、沖地震の復興過程をモニタリングするために調査の継続的実施が必要である 
○ 被災者の効果的な生活再建を実現するためには状況認識の統一が不可欠であり、その仕

組みとして、災害過程に応じた「地図作成班の構築」「被災者台帳の構築」が実用可能で

あることを、新潟県中越地震から沖地震にかけて、実証的に検証した。これらを「にい

がた発の仕組み」として全国に発信する必要がある。 

（５）教訓等の他地域への普及方策 
災害対応業務のフロー・総量の解明結果を「にいがたモデル」として全国に発信する必要がある 

地元組織と全国組織からなる「産官学民連携支援チーム」を派遣する体制を整える必要がある 

○ 中越地震の教訓の多くは、3 年後に発生した中越沖地震の対応へと活用された。その対

応について、検証と同時にデータベース化することで、災害対応に関わる業務フローや

業務量が明らかにされた。今後は、具体的なシミュレーションモデルを構築し、想定災

害に活用できる「にいがたモデル」として他地域への発信を実施する必要がある 
○ 今後発生する災害に対し、「チームにいがた」として、地元組織と全国組織を融合させる

形の産官学民連携支援チームを派遣する体制を整える必要がある 

（６）広域的なコミュニティの創造 
被災集落と移転先(災害復興公営住宅等)をつなぐ仕組みづくりが、土地利用や生きがいなどの

点からも必要である 

離村者が多く入居する災害復興公営住宅などに関しては被災集落への支援体制に比べて手薄

であり、こうした移転先の住宅などにおける新しいコミュニティ育成への支援が不可欠である。

また被災集落と移転先の災害復興公営住宅など双方をつなぐしくみづくりが土地利用や生きが

いなどの点からも必要と考える。 
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３.２ 中山間地域の住宅再建 
 

施 策 提 言 

 

復興基金事業の利用には建築業者からの勧めが多かったものの、地元建築業者は比

較的規模の小さな会社が多く、地震直後は多忙を極め、復興基金の利用は多くない

ことが分かった。被災者がどんな業者に依頼しても復興基金の利用が可能となるよ

うな環境整備が必要と考える。 

 

 
【提言の趣旨】 

①行政資料から作成した住宅再建カルテの分析 

１戸１戸の住宅再建過程を把握するため、分散保管されている関係資料を収集し、整理・分

析した。そのデータをもとに住宅再建カルテを作成して住宅再建過程の類型化を試みたところ

４つのグループに分類できた（グループ１：復興基金の利用が多い・再建時期が早い、グルー

プ２：復興基金の利用が多い・再建時期が遅い、グループ３：復興基金の利用が少ない・再建

時期が早い、グループ４：復興基金の利用が少ない・再建時期が遅い）。カルテ作成において、

１戸１戸の住宅を地図で確認するなど多くの時間を要した。もともとの行政資料が照合可能な

データベースとして入力されていれば、それぞれの住宅の被害状況から再建までの過程が一目

瞭然となる。そのようなデータ管理システムの構築が望まれる。 
 
②住宅再建にかかる実態と実感の分析 

ヒアリング調査から、居住者の中には復興基金を自ら調べて利用したという人はごく少数で、

ほとんどが建築業者からの勧めであった。なお、再建された住宅は、断熱性能が高く、バリア

フリー設計も多く見られ、居住性に満足している住民が多かった。 
また、地元の建築業者に依頼した人が多く、このことは中山間地域の特徴と考えられる。地

元建築業者を対象とした調査から、比較的規模の小さな会社が多く、地震直後は多忙を極め、

復興基金の利用をしたくとも「利用できなかった」という会社が多かったと推察された。 
復興基金の利用に関して、被災住民への分かりやすい説明は重要であり否定するものではな

いが、被災住民がどんな業者に依頼しても復興基金の利用が可能となるような環境整備がより

重要と考える。例えば、小規模建築業者をサポートする仕組みを作り、そこで復興基金事業の

効果的かつ適切な利用を可能とするというような環境整備が期待される。 
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３.３ 農業を中心とした産業復興 
 

施 策 提 言 

 

中山間地域農業は過疎化・高齢化等の課題を抱えており、復旧の完了が地域の活性化

を意味している訳ではない。新潟県中越大震災復興ビジョンで示されている「創造的

復興」の実現を目標に多様な技術提案をしてきたが、これらは復旧の枠を超えて、農

業の持続化、地域の活性化を目指したものである。震災の経験で得られたこれらの知

見を、中山間地域の活性化技術として普遍的、継続的に有効活用してほしい。 

 

 
【提言の趣旨】 

①農業農村・災害対応ガイドブック 2009 

震災時には未経験のしかも多様な業務の迅速で適切な処理が求められる。一方、行政現場の

業務の多くは経験則に基づくものであるため、未経験な大規模災害においては対応方策に多く

の戸惑いや非効率を生む可能性がある。新潟県中越地震は農村地域に起きた地震として希有な

事例であるが、ここでの多様な取り組みを「経験知」として整理し、伝えることは、同様の災

害が生じた地区における対策や、防災対策の構築にとって有効な示唆を与えるものと思われる。

今回のガイドブックはこうした経験知の共有の第一歩として位置づけられる。 
 
②山古志の伝統野菜‘かぐらなんばん’の産地復興支援 

新潟県長岡地域振興局、JA 越後ながおかの協力を受け、山古志の伝統野菜‘かぐらなんば

ん’の 7 系統を収集し、比較栽培による系統の特性評価を実施した。その結果、分枝性、早晩

性、収量性、果実形質などの特性において、系統間で大きな差があることが明らかになった。

今後、生産性、市場性、差別化などを総合的に判断しながら、種子の保存を進める必要がある。 
 
③復旧田を含む山古志地域における水稲の生育と収量 

棚田 18 筆の水稲の生育状況（葉色調査）と収量、米品質の調査を行ったところ、収量、品

質ともに圃場間の差異が大きかったが、復旧後の年数との間には特に関係は認められなかった。

圃場間の差異は、むしろ各圃場の立地条件、周辺環境に依存していた。葉色（SPAD 値）と玄

米タンパク含量の間には有意な相関があったので、それぞれの圃場の生育状況に応じた施肥管

理をすることが、山古志地域の高品質米の安定生産に向けた今後の課題である。 
 
④衛星データを用いた水田のタンパク含有率の推定 

解像度(2m×2m)に優れた GeoEye-1 衛星の波長別輝度値と収穫後の玄米タンパク含有率と

の回帰式を用いて、旧山古志管内の大多数の水田におけるタンパク含有率の推定を行った。タ

ンパク含有率が比較的高い地区、低い地区があることが分かった。タンパク含有率は施肥量等

でコントロール可能であり、地域別のタンパク含有率の動態に応じた営農法を確立して、より

食味に優れた米の生産に繋げることができる。 
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⑤棚田および棚田畦畔における植生管理 

一般に、グリーンツーリズムに好ましいとされる草地景観は均一な短草型草地である。耕作

放棄された棚田および棚田畦畔では、ススキやヨシのような長草型草種が優占してくるが、除

草剤によるそのような植生の抑制は長期にわたって景観を悪化させ、土壌浸食の危惧もある。

そこで、刈取処理とその後の短草型牧草種導入によって長草型草種の繁茂を抑制し、短草型草

地景観の形成を促進させ、その後の草地管理作業の省力化をも図るものである。なお、傾斜の

ある畦畔では播種した種子の流乏対策が必要となる。 
 
⑥GIS を活用した傾斜地耕地における区画整理計画作成の簡便手法の開発 

中山間地域は、平地と比べて農地条件が不利である他、過疎化・高齢化の課題を抱えている。

こうした地域では、耕作放棄への圧力が高いため、機能•効用を従前に戻すことを前提とした

復旧のみでは不十分である。本研究では、これまで困難であった地形の複雑な中山間地域にお

ける等高線型区画の設計を簡便に行える手法を開発したが、被災地への適用に限定せず、平時

においても耕作放棄防止型手法として中山間地域の活性化に役立てていくことを期待する。 
 
⑦都市との交流のためのプラットホーム構築 

情報発信は、様々なサイトで発信されるようになってきており、今後は農山村集落における

交流の受け皿作りを支援する必要がある。イベント紹介などが行われるようになったが、そこ

での農家民宿や農家レストランなど来訪者の受入体制はまだ不十分である。また単にツアーで

来訪する人の受入だけでなく、農業をやってみたい人向けに、空き農家を貸し農家にして農業

体験希望者を募るなど、農業参入者を受け入れる仕組みの支援も必要である。加えて特産品の

商品化なども進める必要がある。 
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３.４ 経済の活性化 
 

施 策 提 言 

・ 災害適応力を有する地域経済の形成 

・ 第２次創業へのシーズ 

・ 産学官のニーズ・シーズ情報流通推進 

・ 地域としての事業継続マネジメント 

 

【提言の趣旨】 
①災害適応力を有する地域経済の形成 

新潟県は、米と酒という印象が先行して、一般的には農業県と見られている。確かに、日本

における産業別統計（2007 年数値）では、全国生産額で農業は 3.31％、工業では 1.55％と、

その比率は農業県を示している。しかしながら、県内産業比率では製造業の出荷額は農業の

20 倍となっており、農産物を含めた高品質の「ものづくり」県である。実際、（財）東北産業

活性化センターの 2006 年の調査では、世界一シェアを有する企業 9 社、日本一シェアを有す

る企業 28 社と、東北六県と比較して圧倒している（ちなみに宮城県の世界一は 3 社、日本一

は17社）。製造業と農業という2つの産業を持続性をもったコア産業として維持していくには、

インフラ、技術力（技能力）・生産力を有する労働者、資本という基本的な生産要素を供給し

続けられることが不可欠である。 
そのために必要とされるのは、 

1）電力・水等の緊急時の安定供給を可能にするインフラバックアップ仕組み作り 
2）人材育成を支える社会人教育支援 
3）県内金融機関とにいがた産業創造機構(NICO)・新潟県信用保証協会との連携強化 

という継続的取組である。 
それは、災害時における処方箋としての対策ではなく、地域経済の持続的発展を支える日常

的施策であることは言うまでもない。 
 
②第２次創業へのシーズ； 震災を通じた新たな産業育成 

製造業の多角化の可能性を探り、とりわけ、新潟県の「政策プラン」に謳われた製造業重点

分野とサービス産業（健康・福祉等）に結びつくフレーム構築を焦点とした。前記ミクロ分析

から、精密機械、計測機器、電気・電子部品等の産業には強さが確認できたが、健康・福祉分

野を中心とした産業高度化を図るには、現有技術の組み合わせに加え、大学等の研究シーズの

活用、その為の高度人材の育成が重要である。これまで数度にわたる産学官の連携促進事業を

行い、いくらかの成果を得つつあるが、技術シーズと研究シーズの融合によるイノベーション

創出、新規市場創出には未だ遠い。地域産業の競争力強化のためには、高学歴者の地域産業へ

の流入・定着、継続的高度技術者養成、コーディネート人材確保と若手育成に対し、やはり産

学官の連携により継続して取り組むことが、震災復興のみならず、地域経済全体の持続的発展

を支える原動力である。 
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③産学官のニーズ・シーズ情報流通推進 

技術シーズと研究シーズの融合によるイノベーション創出の条件として、オープンな情報共

有システムは重要な要素である。例えば、にいがた産業創造機構（NICO）にあっては県内約

1,100 の製造業者情報と受発注ニュースが、新潟大学では約 1,200 名の研究者情報に加え、産

学連携のための研究者一覧がインターネットサイト上に公開されている。しかし、それぞれが

独立して運営されており、真の意味で産学間のマッチングシステムとして機能しているとは言

い難い。産業界と大学研究者が潜在的・顕在的に有するそれぞれのニーズとシーズを集約し、

イノベーション創出の効果的マネジメントに供することを目的としたデータベースの構築を

試みた。これは、新潟大学地域共同研究センターの協力の下に産学連携コーディネータ、コー

ディネートスタッフ、専任教員らによって利用され、その有効性について現在検証が進められ

ている。現時点では、いわばスケールダウン版による試行段階にあり、特に系統的情報収集と

更新・保守に課題が見られる。一般的にデータベース活用の失敗は、蓄積データが死蔵化する

ことにあると言えるが、将来のフルスケール統合データベースとして産学連携情報が活用され

るには、これまでに得られたノウハウを基にデータ死蔵化を防止し、そのための責任部署の明

確化と強力なリーダーシップが必須と言える。本県においては、NICO、工業技術総合研究所

などの公的機関にその役割が望まれるものと思われる。 
 
④地域としての事業継続マネジメント 

結果として、中越大震災被災企業は円滑に事業継続を果たした。実際には、企業として地震

災害に対する備えを行っていた組織は皆無であり、平時における受発注企業間関係が、震災直

後の迅速な復旧にも有効に働いたことが、ただ幸いしたとも言える。非常時の代替経営資源の

相互融通は、企業単独ではなく、広域にわたる地域間で予め情報の共有などを進めることによ

り効果を発揮するであろう。産業集積地域として、上記③で述べた情報共有システムと共に、

公共インフラの一つとして、経営資源のデータベース化を推進することは単なる災害対策に留

まらず、地域産業力強化に直結する。 



Ⅲ.施策への提言 

 22 © NHDR

３.５ 中山間地域を含む被災地における被災者の生活再建 
 

施 策 提 言 

 

・ 社会調査により明らかになった「中越地震の被災地」「中越沖地震の被災地」「そ

れ以外の新潟県内地域」の県民意識の違いを考慮した今後の施策展開が必要であ

る。また中越地震、沖地震の復興過程をモニタリングするために調査の継続的実

施が必要である。 

・ 被災者の効果的な生活再建を実現するためには状況認識の統一が不可欠であり、

その仕組みとして、災害過程に応じた「地図作成班の構築」「被災者台帳の構築」

が実用可能であることを、新潟県中越地震から沖地震にかけて、実証的に検証し

た。これらを「にいがた発の仕組み」として全国に発信する必要がある。 

 

 
【提言の趣旨】 

①大規模社会調査に基づく中越地震・中越沖地震からの復興過程の検証 

社会調査においては、「中越地震の被災地」と「中越沖地震の被災地」「それ以外の新潟県内

地域」を比較することで、中越地震の被災者の復興過程の実態を解明した。中越地震からの復

興については、ほぼ７割の人が生活復興を実感していることが分かった。また同時に、地域な

ど被災者が、所属するカテゴリに応じてその意識に差があることが分かった。  
 
②状況認識の統一を目指した地図作成班の実現 

災害過程（応急・復旧から復興期）において、効果的な災害対応を実現するためには、状況

認識の統一を実現する必要がある。状況認識の統一とは、①被災状況をはじめとする災害の全

体像を可視化する、②災害対応業務の実態を可視化する、③災害対応業務の効果を可視化する、

を実現することである。中越地震の知見を沖地震に活用することで、新潟大は地元大学として、

産官学民連携支援チームを呼び込み、地図上に情報集約の結果を可視化し、被災者の生活を支

援するための効果的な対応の実現に貢献するとともに、災害対応に実際に必要とされた地図が

どのようなものであったかを系統的に明らかにした。 
 
③被災者台帳を中心とした効果的なり災証明発給業務と生活再建支援業務の実現 

災害過程において、効果的な生活再建を実現するために、関係機関は①被災世帯の被災状況

を把握、②被災者への支援状況を把握、③被災者の生活再建状況を把握、するための仕組み作

りが不可欠である。新潟大では、中越地震の知見を活用することで、柏崎市において関係機関

と連携しながら「被災者台帳」を整備することで、一元的に被災者の生活再建状況を把握し、

柏崎市が推進する「一人の取り残しのない生活再建の実現」に貢献した。 
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３.６ 新潟県中越地震から得られた教訓の他被災地への効果的な普及方策の検討 
 

施 策 提 言 

 

・ 中越地震の教訓の多くは、3 年後に発生した中越沖地震の対応へと活用された。

その対応について、検証と同時にデータベース化することで、災害対応に関わる

業務フローや業務量が明らかにされた。今後は、具体的なシミュレーションモデ

ルを構築し、想定災害に活用できる「にいがたモデル」として他地域への発信を

実施する必要がある。 

・ 今後発生する災害に対し、「チームにいがた」として、地元組織と全国組織を融

合させる形の産官学民連携支援チームを派遣する体制を整える必要がある。 

 

【提言の趣旨】 
①新潟県中越沖地震の対応に関わる検証 

新潟県は中越地震の教訓をもとに体制を整備し、災害対応の内容を見直し、３年後の沖地震

において、それらを実質的に検証する結果となった。その結果、全国レベルで見て先進的な取

り組みがいくつか行なわれ、また、災害対応のレベルは高い水準であったと評価できる。今後

の災害対応に向けて「業務の領域」と「関わる組織」における検討を進め、多くの組織が参画

して、効果的な災害対応を推進するためのさらなる検討が必要である。 
 
②中越地震の災害対策本部資料の分析 

中越地震・中越沖地震の災害対策資料のアーカイブ化と解析を実施した。もっとも顕著な成

果としてみられたのは、新潟県の「中越地震災害対策本部の活動に使用された資料」の全体の

6 割以上が救援物資関係のものであったが、中越沖地震においては小口救援物資の受け入れを

工夫することによって、1 割までその事務量を削減することができたことである。今後は、さ

らにこの資料の解析を進め、災害対応に必要な書式とその項目について、検討を継続する必要

がある。 
 
③次の災害に備えた災害対応実態の伝承 

被災者の生活再建支援に必要な業務フローと全体量の把握に成功した。これは、全国初の実

現であり、今後の災害対応のあり方を考える上で、基礎データとなるものである。今後は、想

定災害において、どの程度の業務が発生するか、その業務を実施するために必要な資源はどれ

ほどかについて、具体的なシミュレーションモデルを構築し、にいがたモデルとして他地域へ

の発信を検討する必要がある。 
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④効果的な人的・物的資源配分のためのデータベース構築 

災害対応において、その有効な資源配分は災害対応の質を決めるもっとも重要な要素である。

ところが日本において、資源管理については業務として重要視されず、その業務についての認

識も確立していないため、全体的にどのように資源が活用されたかについての知見が存在して

いなかった。沖地震においては中越地震の反省を踏まえて、官学連携支援チームにより資源管

理班を災害対策本部内に立ち上げた。その活動によって沖地震においては、どのような資源が

いつどこに投入されていたのかの把握が実現した。今後は、この経験をシステム化することに

よって、特に広域連携が求められる災害において資源管理を効果的に実現するための検討が必

要である。 
 
⑤県外被災地における災害対応業務の支援 

ひとたび災害が発生すると被災自治体だけでは災害対応が実現しないことは広く知られる

ようになったが、どのように支援を実施すれば効果的であるかについては実証されたことがな

かった。中越地震を経て、新潟県においては地元組織と全国組織を融合させる形で産官学民連

携支援チーム（チームにいがた）が構築された。チームにいがたは、能登半島地震、中越沖地

震、岩手・宮城内陸地震と継続的に活動を展開している。この緩やかな連携をにいがた発の仕

組みとして、今後も継続するための体制整備が必要である。 
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３.７ 離村して近隣に分散している者を含めた広域的なコミュニティの創造 
 

施 策 提 言 

 

被災した中山間地域の集落と集落から離村・移転した世帯との関係、コミュニティ

について調査、現状把握を行った。離村者が多く入居する災害復興公営住宅などに

関しては被災集落への支援体制に比べて手薄であり、こうした移転先の住宅などに

おける新しいコミュニティ育成への支援が不可欠である。また被災集落と移転先の

災害復興公営住宅など双方をつなぐしくみづくりが土地利用や生きがいなどの点か

らも必要と考える。 

 

 
【提言の趣旨】 

①移転先の住宅におけるコミュニティ育成の支援 

離村者が多く入居する災害復興住宅に関しては、住宅（団地）内コミュニティが十分に形成、

機能しておらず、福祉等の観点からみた特定の個人だけでなく住宅全体のコミュニティ形成や

活動を支援する制度は皆無に近い。対象住宅は高齢化が著しく自力だけによるコミュニティ形

成は困難であることがうかがわれた。住宅（団地）内コミュニティ形成を支援する人材等が存

在すれば、住宅（団地）内コミュニティだけでなく、従前集落との関係性構築、維持などにも

つながり、結果的に広域コミュニティの形成にも寄与すると考える。住宅（団地）内コミュニ

ティの形成が大切ではあるが、高齢者を中心に従前集落、中山間地域への想いが強いことをふ

まえると従前集落との関係性構築、維持も必要である。従前被災集落については地域復興支援

員制度があるものの、新しく建設された災害復興公営住宅などに関しても生活支援相談員の再

活用など同様の支援、配慮が期待される。 
 
②人の繋がりを考慮した広域コミュニティの形成 

既存集落における土地利用（農地）に関する調査から、農地の維持・保全には離村者や隣接

集落関係者の関与が不可欠であることがうかがえた。この点からも広域コミュニティの形成が

重要である。多くの制度が既存集落を補助・支援対象範囲にしているが、人の繋がりを考慮し

た範囲設定も検討すべきと考える。例えば土地（農地）所有者を基盤とする組織形成や支援だ

けでなく、実際の耕作者を基礎とした範囲設定、支援制度という観点も求められるように思わ

れる。従前集落への想いが残る離村者や近隣在住者が従来の既存集落へ往来しやすくする環境

整備が広域コミュニティの創造となり、最終的には既存集落の持続性獲得にもつながると考え

られる。 
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４.１ 中山間地域の住宅再建 

生活安全部門 
生活安全ネットワーク分野 五十嵐由利子・黒野弘靖・福留邦洋 

被災直後から１戸１戸の住宅がどのような過程を経て再建に至ったかを、行政が所有する複数

の資料を時系列に整理、分析することにより各住戸のカルテを作成し、そこからの実態把握を行

った。また、住宅再建過程、各種支援事業の評価、再建住宅の居住環境評価などを把握するため、

ヒアリング調査を実施した。それらの分析から住宅再建に実際に関わった建築業者を対象とした

調査が必要となり実施した。なお、それぞれのデータ収集、調査の実施にあたっては、新潟県、

長岡市、川口町の関係者との協議、そして協力を得て行った。 

（１）行政資料からみた住宅再建過程 

１）川口町について 

川口町全域における応急危険度判定及び罹災判定資料を照合した被災家屋データ（1347 件）、

平成 19 年５月までの建築確認台帳（511 件）と復興基金利用データ（557 件）を整理・分析

した。復興基金の利用に係る主な結果は以下の通りである。 

・ 復興基金を利用して新築した数が多かったのは、応急危険度判定が「危険」で罹災判定

が「全壊」となった住宅で、次いで、応急危険度判定が「要注意」で罹災判定が「全壊」

だった住宅であった。また、応急危険度判定が「危険」で罹災判定が「全壊」だった住

宅でも、新築を行わず、復興基金を利用して修復も行われていた。 
・ 復興基金の利用状況は、「雪国住まいづくり支援」が最も多く、次いで「被災者住宅復興

資金利子補給」であった。その次に利用が多かったのは、改修では「被災宅地復旧工事」

で、新築・増改築では「越後杉で家づくり復興支援」であった。 
・ 雪国住まいづくり支援により、高床・落雪式克雪住宅の建設が半数以上であったが、他

の支援事業も利用した住宅で融雪式屋根の克雪住宅が３割近くあった。 

以上の行政資料から１戸１戸の住宅再建カルテを作成し、そのデータをもとに住宅再建過程

の類型化を試みたところ、復興基金の利用件数（Ⅰ軸）と住宅再建時期（Ⅱ軸）により図 4.1-1-1
のように４つのグループに分類できた。グループ１と２は全壊住宅が多かったが、グループ３

でも全壊が半数あった。 

２）長岡市について 

各資料から１戸１戸の住宅再建過程を追うことができた長岡市の６地域（村松町、横枕町、

六日市町、滝谷町、妙見町、三俵野町）の 1905 戸と旧山古志村 942 戸を対象とした。主な結

果は以下の通りである。 

・ 被災住宅と再建住宅の延床面積を比較すると、長岡市６地域では全体的に再建住宅の面

積が広くなる傾向が見られた。この要因として、各階の床面積が同規模に近い形の高床

式克雪住宅への再建により、居住階の延べ床面積が増加したものと考えられた。一方、

旧山古志村では再建住宅の方が狭くなる傾向がみられ、世帯人数の変化も大きく影響し

ていると推察された。 
・ 長岡市６地域の解体新築を行った 118 戸について、住宅再建の状況を追ったところ、以

前と同じ場所に新築する住宅がおよそ９割であったが、村松町では地域内で移転新築を

行う住宅が 19 戸中５戸と他の地域より多かった。 
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・ 長岡市６地域において、建築確認申請のあった 238 戸のうち復興基金の利用は 94 戸

（39.5％）であった。なお、全体としては 1905 戸のうち 194 戸（10.2％）の利用であ

った。 
・ 利用された復興基金メニューのうち、最も多かったのが「被災者住宅復興資金利子補給」

（155 件）で、これは、川口町が「雪国住まいづくり支援」が多かったのは異なる傾向

であった。 
・ 川口町のような類型化を試みたが、グループ分けはできなかった。 

グループ３
グループ１

グループ４

グループ２

G１
復興基金の利用が多く、
再建検討時期が早い住宅
１３５世帯（４８％）

G３
復興基金の利用が少なく、
再建検討時期が早い住宅

４９世帯（１７％）

G４
復興基金の利用が少なく、
再建検討時期が遅い住宅

２９世帯（１０％）

G２
復興基金の利用が多く、
再建検討時期が遅い住宅
６８世帯（２４％）

全壊：55％

全壊：62％
全壊：71％

全壊：84％

再建検討時期が早い

再建検討時期が遅い

復興基金の利用が多い復興基金の利用が少ない

行政資料からみる住宅再建過程

川口町の住宅の被災状況と住宅再建
（６件以上あった組合せ）

応急危険度判定 罹災判定 新築の有無
基金利用の

有無
件数

危険 全壊 新築 有 45

危険 全壊
そのまま

（改修を含む）
有 16

危険 大規模半壊
そのまま

（改修を含む）
有 6

要注意 全壊 新築 有 19

要注意 半壊 新築 有 7

要注意 半壊
そのまま

（改修を含む）
有 8

調査済み 半壊 新築 有 6

調査済み 一部損壊 新築 有 6

全壊と判定され、新築した住宅の多くが、
復興基金を利用していた。

長岡市６地域（村松町、横枕町、六日市町、滝谷町、妙見町、
三俵野町）と旧山古志村における被災住宅と再建住宅の延
べ床面積の比較

長岡市６地域では全体的に再建住宅の面積が広くなる傾向が見
られる。また、被災住宅が200m2を超えると再建住宅の延床面積
の縮小傾向が見られる。
一方、旧山古志村では再建住宅の方が狭くなる傾向が見られる。

川口町について

１戸１戸の被災状況、住宅再建過程
についてカルテを作成

住宅再建過程の類型化

 

 図 4.1-1-1 行政資料からみる住宅再建過程 
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（２）ヒアリング調査からみた住宅再建過程 

ヒアリング調査は復興基金を利用して住宅再建を行った住宅を中心に協力依頼を行い、長岡市

虫亀地区 12 戸と川口町 26 戸から協力いただいた。結果を要約すると以下のようになる。 
 
・ 新築を決断した決め手に、「被災した家を見て諦めた」、「怖くて住めない」、「修理は無理と

いわれた」、「年齢、経済的なことを考えて」などがあげられ、また、修復した住宅では、「思

い入れのある家だから」、「修復を進められたから」、「経済的なメリットを考えて」などが

あげられた。 
・ 資金調達方法として、自己資金の他、復興基金と建更（JA 建物更生共済）が多く、またこ

の２つの組合せも多かった。 
・ 再建された住宅の延べ床面積は被災前の住宅のそれと大きな違いはなかった。 
・ 再建された住宅の居住性評価で満足度が最も高かったのは「暖かさ・涼しさ」であった。

実際、ほとんどの住宅で窓は断熱サッシに複層ガラスで、オール電化住宅も見られた。ま

た、ほとんどの住宅で室内のバリアフリー化が行われていたが、高床式克雪住宅のため、「避

難のしやすさ」では、十分満足が２割と低かった。 
・ 復興基金の利用について、分かりやすい説明を求める声が多く、実際の利用については、「建

築業者からの勧めで利用」、「建築業者に任せた」という家が多かった。 
 
ヒアリング対象の住宅は、（１）のデータからの類型化によるグループ２～４に相当していた。

ヒアリング調査結果からそれぞれのグループの背景にあるものを以下のように推察できた。 
 
 【グループ２：復興基金の利用が多い。再建時期が遅い。】 
   理由：職場の復旧を優先させた。家族内で意見が分裂し、まとまるのに時間がかかった。 
      知り合いの業者に依頼したが、すぐにやってもらえる状況でなかったので待った。 
 
 【グループ３：復興基金の利用が少ない。再建時期が早かった。】 
   理由：復興基金を利用する必要がなかった。 
 
 【グループ４：復興基金の利用が少ない。再建時期が遅い。】 
   理由：農機具庫の修復を優先させた。その場所で新築・改築するかを迷っていた。 
      復興基金に興味がなかった。 
 
以上の調査結果から、住宅の再建にあたり復興基金の事業を利用するかどうかについて、建築

主（居住者）が決めた事例は非常に少なく、ほとんどが建築業者からの勧めであった。 
データからみた住宅再建過程では、復興基金の利用は決して多くはなかった背景について検討

するためにも、建築業者を対象とした調査研究が不可欠と考えた。 
その結果については次の（３）に記載した。 
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0 5 10 15 20 25

復興基金

建更

借入（金融機関・共済等）

親戚

その他（保険等）

（件）

川口町

虫亀地区

0
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模
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被災住宅規模/ 坪

被災前後の延べ床面積変化（役場周り）
①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬*①⑬は一般住宅ではないので分析には含めない。
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

0 2 4 6 8 10 12

被災以前

～H16.9

被災直後

h16.10～H16.11

仮設住宅入居後

H16.12～H17.2

被災翌年の春

H17.3～H17.5

それ以降

H17.6～

川口町

虫亀地区

（戸）

ヒアリング調査からみる住宅再建過程

住宅再建を本格的に考え始めた時期
住宅再建のための資金調達方法

（自己資金を除く）

川口町対象住宅における被災住宅と再
建住宅の延べ床面積の比較

川口町の方が再建検討時期が早かった。 両地区とも復興基金と建更の利用が多かった。

被災住宅と再建住宅の規模はあまり変わらなかった。

川口町対象住宅における再建住宅の居住性評価

0 4 8 12 16 20 24

総合

公共施設の利便性

通学・通勤の利便性

通院の利便性

買い物の利便性

近所づきあい

避難のしやすさ

暖かさ・涼しさ

敷地内の除雪

屋根雪の除雪

居住性評価
十分満足 ほぼ満足 やや満足 不満 その他

（件）

0

4

8

12

16

20

24

暖かさ 避難のしやすさ バリアフリー

居住性の客観評価
十分 普通 不足

評価が高かったのは「暖かさ・涼しさ」
評価が低かったのは「避難のしやすさ」

バリアフリーになっている
住宅が多かった

 
図 4.1-1-2 ヒアリングからみる住宅再建過程 
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（３）建築業者の関わり方からみた住宅再建過程 

建築確認申請書に記載のあった建築業者、そして新潟県建築士会、新潟県建築組合連合会、新

潟県建築士事務所協会にも協力をお願いし、アンケート調査を平成 21 年 9 月に行った。有効回収

数は 102 部（回収率 33％）であった。また、回答のあった建築業者の中から、会社規模の異なる

４社へのヒアリング調査を行った。結果を要約すると以下のようになる。 
 
１）アンケート調査結果から 

・ 地震の翌日から業務を再開した建築業者が約半数で、半壊以上の社屋被害があっても翌日

から業務を再開した会社もあり、自社の修復工事よりお客様の依頼を優先させていた会社

が多かった。 
・ 受注範囲を超えた時の対応として、「お客様に待ってもらった」という回答が多かった。 
・ 利用した復興基金のメニューでは、「雪国住まいづくり支援」と「被災者住宅復興資金利

子補給」が多かった。 
・ 復興基金に関する今後の課題として、基金を利用した建築業者のうち 44％が「手続きを

もっと簡単にすること」をあげていた。 
・ 建築業者の復興期金利用状況を見るため、類型化を試みたところ、以下の４つのグループ

に分類できた。 

G1：復興基金の利用は少なかった。業務再開時期は早かった。 
G2：復興基金の利用は少なかった。業務再開時期はやや早かった。 
G3：復興基金の利用が少なかった。業務再開時期が遅かった。 
G4：復興基金の利用が多かった。業務再開時期は様々であって。 

・ 上記の G1 と G4 は従業員数が 6 人以上の中規模、大規模の会社が 7 割以上であったこと

から、業務再開と時期と復興基金利用件数には会社規模が関係していると推察された。 

２）ヒアリング調査から 

・ ４社ともお客様に待ってもらったが、トラブルはなかった。その背景として、先代からの

付き合いがある、普段からお客様とコミュニケーションがとれているなど信頼関係が築け

ていることが大きく影響していることが分かった。 
・ ４社のうち２社は従業員数の多い会社で、復興基金の利用も多く、申請書を作る担当者も

いた。 
・ ４社のうち小規模の２社は、復興基金について説明会に参加したものの利用はなかった。

従業員が２～３人では、睡眠時間を削って修復、建築を行っており、書類を書く時間はな

かったとのことであった。この２社のうち１社の社長さんは、「役員もしていて、復興基

金の利用を勧めていた立場であったものの、時間がなく使えなかった。今思うと、どうし

て使わなかったかとも思う。」とのことであった。 
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以上のアンケート調査とヒアリング調査から、地元建築業者は比較的規模の小さな会社が多く、

地震直後は多忙を極め、復興基金の利用をしたくとも「利用できなかった」という会社が多かっ

たのではないかと考えられる。 
このような状況を鑑みるに、被災住宅の居住者がどんな業者に依頼しても復興基金の利用が可

能となるような環境整備が必要ではないかと考える。例えば、小規模建築業者をサポートする仕

組みを作り、そこで復興基金事業の効果的かつ適切な利用を可能とするというような環境整備が

期待される。 
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４.２ 農業を中心とした産業復興 
 
（１）農業農村・災害対応ガイドブック 2009 

 
地域産業支援部門 

農業分野 有田博之 
 
本ガイドブック（図 4.2-1-1、B5 判・258 頁）は、中越地震、中越沖地震における震災後の農

業農村分野の復旧・復興現場での取り組みの調査をもとに、現場で検討・工夫された、放ってお

けば忘れられがちな試みや知恵を「経験知」として集約し、まとめた。こうした構成としたのは、

今回の経験で解決できたこと以外に、伝え、今後に委ねなければならないことも多く、これらを

含めて引き継ぐ必要があると考えたためである。制度化された個別の事業等については、他資料

に譲ることとし、記述は必要範囲に止めた。 
 
１）本書の対象 

主として全国の都道府県・市町村の農業・農村分野の担当者を予定 
 
２）本書の性格 

「現場で検討・工夫された、放っておけば忘れられがちな新たな試みや知恵を経験知として集

約し、まとめる」ことを目的とした。このため、記述内容は必ずしも一般化し他地域でも活用で

きるとは限らない。 
 
３）本書の構成 

計画篇と工種篇とした。計画篇は、初期段階、査定段階、復旧段階とし、災害発生から復旧事

業の実施に至る過程において留意すべき事項を拾い出した。項目は時系列に沿って記述した。工

種篇は、農業農村に係わる農地、道路、水路・ため池、農業集落排水施設、コミュニティ施設を

取り上げ、技術的取り組みのポイントに絞って記述した。 
各項目は 1 ページに収めた。災害時等にも必要な項目の要点が短時間に把握できることが、こ

うしたガイドブックでは大切であると考えた。項目は、一般的事項と参考資料にわけて記述した。

一般的事項には原則的な事項を、参考資料には補足的な説明事項を提示した。 
 
４）本書の利用の仕方 

本書は、多くの都道府県・市町村で作成されている災害対策マニュアルとは異なる。中越・中

越沖地震は多くの教訓を残したが、必ずしも一般化できない経験知も本書には留めた。情報によ

っては地域毎に受け取り方が異なるものもあると思われる。本書は新潟県の経験をまとめたもの

だが、今後の防災対策におけるマニュアル作成や防災型の地域形成計画等の基礎的資料や、被災

時の補助的参考資料として、有効活用されることを期待したい。 
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図 4.2-1-1 農業農村・災害対応ガイドブック 2009 
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（２）山古志の伝統野菜‘かぐらなんばん’の産地復興支援 

地域産業支援部門 
農業分野 岩本嗣 

１）背景 

中越大震災から丸 5 年が経過した。未曾有の被害を受けた長岡市山古志地区（旧山古志村）で

は、道路、住宅、ガス、電気、水道などのライフラインの復旧が進みつつあり、被害の面影は目

立たなくなってきている。しかし、高齢化が進んだ今日、農業復興の足並みは揃っていないのが

現状である。 

２）取り組み 

新潟大学農学部附属フィールド科学教育研究センターでは、新潟大学災害復興科学センター、

新潟県長岡地域振興局、JA 越後ながおかと連携を組みながら、特産品開発の支援を行っている。

また、当センターに所属する学生が中心となって、生産者との交流も始まっている。学生達は、

生産者から譲り受けた種子を収集し、長岡市山古志地区と当センター新通ステーションの 2 地点

で栽培し、系統比較試験を実施した。研究成果検討会には、‘かぐらなんばん’生産者の方々が多

数参加され、活発な意見交換を行った。これらの取り組みは、下記の通り、メディアにも取り上

げられ、生産者の士気を高め、学生との結びつきにも一役買っている。学生達は、生産者との交

流を一層深めながら、特産品開発の支援を続け、伝統野菜‘かぐらなんばん’の産地振興に貢献

したいと張り切っている。 
 

   
図 4.2-2-1 長岡市山古志地区における系統比較試験 

   
 図 4.2-2-2 新通ステーションの視察 図 4.2-2-3 研究成果検討会 

記事掲載（9/8 日本経済新聞，新潟日報，日本農業新聞，10/21 日本農業新聞） 
テレビ放映（9/8 NHK，10/6 NST，10/17 NST，10/19 BSN，10/23 TeNY） 
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（３）復旧田を含む山古志地域における水稲の生育と収量 

地域産業支援部門 
農業分野 福山利範・阿部信行 

１）はじめに 

中越地震被災後５年が経過した旧山古志村の復旧田を含む 17 圃場で水稲の生育、収量、米品質

を調査した。とくに、食味に深く関わる玄米タンパク含量と葉色の関係を明らかにし、当地域で

の高品質米安定生産に資することを目的とした。 

２）調査圃場および調査項目 

長岡市山古志地区の虫亀、油夫、竹沢、大久保、池谷、種苧原の水田 17 圃場を調査対象とした。

各圃場で収量調査のための坪刈り区を設定し、その近傍で連続する 10 株を葉色調査の対象とした。

平成 21 年 7 月 17 日、30 日、8 月 12 日、31 日、9 月 11 日および収穫時に、これら 10 株の最上

位葉の葉色を葉緑素計（ミノルタ社製、SPAD-502）で SPAD 値を測定し、完熟後に収量構成要

素を調査した。収量は坪刈り区の試料につき、1.8ｍｍ篩で選別した精玄米で推定した。また、こ

の玄米のタンパク含量（水分 0％換算）を静岡精機（PS－500）で測定した。 

３）結果 

SPAD 値の推移は、17 圃場の平均で 7 月 17 日が 35.2 と最大で、その後徐々に低下して収穫時

では 16.4 であった。いずれの時期も圃場間でかなりの差があり、収穫時は 6.2～24.2 と大きく異

なった。坪刈りから推定した 10ａ当りの精玄米収量は 252ｋｇ～591ｋｇと圃場間で顕著な差が

みられた。この差異は被災後の作付け年数とは密接な関連はみられず、個々の圃場の環境要因（土

壌、日当たりなど）の影響の方が大きいと思われた。 
精玄米のタンパク含量は 5.7%～7.6％の圃場間差異が認められた。図 4.2-3-1 には精玄米タンパ

ク含量（％）と 7 月 17 日および収穫時の SPAD 値との関係を示した。穂肥の時期に近い 7 月 17
日では、ｒ＝0.58 と 5％水準で有意な正の相関が得られ、収穫時ではｒ＝0.84 と 1％水準で有意

な相関が得られた。回帰直線から逸脱する圃場については、さらに要因解析を行う必要があるが、

7 月の SPAD 値である程度穂肥の量を推定できる可能性が示唆された。また、収穫時の SPAD 値

と食味スコアはｒ＝0.78 ときわめて高く、SPAD を用いた生育診断により高品質米の安定生産が

可能となると思われる。 
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 （a）SPAD(X)とタンパク含量(Y)（7 月 17 日） （b）SPAD(X)とタンパク含量(Y)（収穫時） 

図 4.2-3-1 精玄米タンパク含量（％）と 7 月 17 日および収穫時の SPAD 値との関係 
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（４）衛星データを用いた水田のタンパク含有率の推定 

 
地域産業支援部門 

農業分野 阿部信行・福山利範 
 

１）はじめに 

旧山古志村管内を対象に、収穫期の葉色から広域の米タンパク含有率を推定するために、衛星

データを利用して解析を行った。タンパク含有率は生育後半の窒素栄養状態の影響を受けるため、

施肥量や散布時期による制御が可能である。新潟県の新潟米良味・品質基準検討会では、米のタ

ンパク含有率 6.5％以下を目指す答申が行われた。そこで、衛星データを利用して広域の米タンパ

ク含有率の推定結果を報告する。 
 
２）対象地 

長岡市山古志地区の虫亀、油夫、竹沢、大久保、池谷、種苧原の水田 18 ケ所である。 
 
３）解析方法 

使用した衛星データは GeoEye-1 衛星、2009 年 9 月 24 日撮影である。この衛星データの分解

能は 2m×2m であり、棚田の正確な判読が可能である。水田から収穫された玄米を対象に食味計

（静岡製機製）でタンパク含有率を測定した。測定では水分基準を 0 としたので、タンパク含有

率は約 1％高くなる。試験用水田 18 ケ所のタンパク含有率と水田位置における衛星データの波長

別輝度値との関係式を調べた。 
 
４）結果 

GeoEye-1 衛星は 4 つの波長を持っており、これらの波長別輝度値、波長を組み合わせた植生

指数（NDVI）との相関関係を解析した結果、次の推定式を得た。 
 

 玄米タンパク含有率（Y）=2.1415x(NDVI の値)+5.4125 
 
ここで、NDVI は近赤外波長と赤波長から計算される値である。相関係数は 0 と有意差を示し

た 0.67 である。 
 
５）米粒タンパク含有率推定マップの作成 

水田として抽出された箇所を対象に、上述の式から画素ごとのタンパク含有率を推定し、４段

階で示した。凡例は上から黒（6.0～6.5）、緑（6.5～6.8）、黄（6.8～7.0）、赤（7.0～7.5）を意味

している。山古志全体では、ややタンパク含有率の多い地区、少ない地区が認められた。 
種苧原地区のタンパク含有率の状態を図 4.2-4-1 に、大久保地区を図 4.2-4-2 に示した。 
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図 4.2-4-1 種苧原地区のタンパク含有率の状態 

 

 

図 4.2-4-2 大久保地区のタンパク含有率の状態 
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（５）棚田および棚田畦畔における植生管理 

地域産業支援部門 
農業分野 岡島毅 

 
平成 16 年 10 月 23 日の新潟県中越地震で大きな被害を受けた中山間地域は、もとより過疎化

に伴って作付け放棄地が増大しており、棚田畦畔や農道沿いもその多くが放置されている。その

ような地域では、景観の保全と改善のための省力的な雑草管理手法が必要とされる。そこで平成

19 年より、作付け放棄地や畦畔の刈り払い処理ならびに牧草種導入による植生と景観管理のため

の実証試験を実施した。 
 
１）長岡市小国町森光地区の放棄棚田 

8 月上旬に、現地においてススキおよびヨシが優占する棚田（図 4.2-5-1）の刈払いを実施した。

優占草種の種類、草丈および現存量と刈払い作業に要する時間との関係を明らかにするため、刈

払い時には所要時間を計測した。8 月下旬に刈払い後の植生調査を実施し、9 月下旬に 2 回目の刈

払いと植生調査を行い、牧草種子（コヌカグサおよびオオウシノケグサ）を表面播種した。その

後、10 月中旬に植生調査を実施した。 
刈払い処理による現存量の減少と草丈の低下は明確であり（図 4.2-5-2）、次年度以降の植生推

移ならびにそれに伴う刈払い作業の低減が予想された。あわせて播種草種の出芽状態を確認した

ところ、両草種ともに順調に発芽し、定着したことが確認された（図 4.2-5-3）。 
 

２）小千谷市東吉谷地区の棚田畦畔 

8 月上旬に、現地においてススキが優占する棚田畦畔の刈払いを実施した。森光地区と同様に、

刈払い時には所要時間を計測した。9 月中旬の刈払い後、牧草種子を播種した。傾斜のある畦畔

が対象であり、表面播種では種子が流亡する恐れがあるため、以下の播種方法とした。牧草種子 
（0.05ｇ）と培養土を充填したコンポストボウル（半球状、開口部直径 4.5cm、容積 25ml）を地

面に埋め、覆土して軽く鎮圧した。あわせて牧草種子と培養土のみも地面に埋め、同様に覆土し

て軽く鎮圧した。播種牧草には、ホソムギ、オニウシノケグサ、コヌカグサ、ナガハグサ、オオ

ウシノケグサそれぞれの矮性品種およびムカデシバを用いた。いずれの草種も土壌適応性は広く、

やせ地や酸性土壌にも耐え、定着すれば維持年限の長い草種である。 
播種草種の出芽状態を確認したところ、ムカデシバ以外はいずれの草種も順調に発芽し、コン

ポストボウル使用区と未使用区との間に明確な差異は確認されなかった。しかしながら、播種部

分の一部には流亡の形跡が認められた。 
 
３）新大農学部内の実験圃場 

優占草種の違いと刈払いに要する時間との関係を明らかにするため、新大農学部実験圃場内の

チガヤ、イネ科夏雑草（エノコログサ、メヒシバ）、オニウシノケグサ、スズメノヒエ、およびオ

オアレチノギクそれぞれが優占する放棄草地において刈払い作業を実施し、あわせて植生調査を

行った。 
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同じチガヤ優占草地においても草丈が高くて現存量が多い場合には刈払いに要する時間が長く

なったが、刈払いに要する時間の長短に及ぼす主要因は、現存量の多少および草種の違いよりも

草丈の高低であることが推察され、森光地区の棚田および小千谷地区の棚田畦畔においても同様

の傾向であった。 

 
図 4.2-5-1 ススキおよびヨシが優占する棚田 

 
図 4.2-5-2 刈払い処理による現存量の減少と草丈の低下 

 

図 4.2-5-3 播種草種の出芽状態 
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（６）都市との交流のためのプラットホーム構築 

 
地域産業支援部門 

農業分野 三沢眞一 
 
中山間地域にある農村集落は過疎・高齢化が進行し、集落の活力が失われてきている。中越地

震がそれに拍車をかける事態となっている。都市住民との交流はこのような中山間集落を活性化

させるための大きな手段になる。中山間集落には都市住民にとって魅力ある資源がある。また集

落にとって都市住民と交流することは、地域の産物の購入者としてあるいはツーリストとしてあ

るいは農業体験希望者として、地域外から人が入ってくることであり、活性化につながる。現在

それを自力で行っている集落もあることはあるが、大半の集落は自力ではできない。それをプロ

モートしようというのが、都市と中山間集落を結ぶプラットホーム「おらの村にこいて」である。

「私の村にいらっしゃい」という意味である。 
 
プラットホームは中山間集落の情報を都市住民に伝え、また都市住民からメッセージも返すこ

とのできるポータルサイトがある。図 4.2-6-1 はそのホームページである。平成 19 年に立ち上げ、

20 年に改良して、情報も追加し現在に至っている。 
現在中越の 13 の地区・集落の情報（イベント、特産物、名所など）を掲載しており、連絡先な

ども公開している。アクセス数をカウントし始めてから 10 ヶ月余りで 22,000 件を超えるアクセ

ス数に達している。現在ホームページ上で紹介している地区・集落はいずれも活発に地域活動を

行っているところであり、今後このような集落が続くことを期待している。 
 
改良版では、会員登録すると自由に書き込みもできるようになっており、掲示板の役割も持っ

ている。これについては「おらの村にこいて」（図 4.2-6-1）で簡単に検索できる。 
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図 4.2-6-1 ホームページ「おらの村にこいて！」 
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（７）GIS を活用した傾斜地耕地における区画整理計画作成の簡便手法の開発 

 
地域産業支援部門 

農業分野 吉川夏樹 
 
本研究は、地形が複雑な中山間地域における区画整理計画を GIS の活用によって簡便に作成す

る手法を開発したものである。迅速な対応が求められる大規模災害発生時の復旧工法として有効

な支援ツールとなるほか、平時においても耕作放棄が懸念される地域での区画整理手法としての

活用も期待できる。 
 
開発した手法は、①二次元空間では把握が困難な事項を三次元的に表現でき、②デジタルデー

タを用いることにより計画修正や代替案作成が容易に行え、③GIS の高度な演算機能に支援され

て、面積や土工量の計算が短時間に処理できる、という点に大きな特徴がある。 
 
本手法は、①圃場管理作業の負担軽減と安全性の確保、②移動土工量の削減、③上らいの区画

規模拡張への対応、④景観への配慮、等の傾斜地耕地で充足すべき要件に対応した「平行畦畔型

等高線区画」の適用を前提に開発した手法である。これは、長方形区画がもつ畦畔の平行条件を

保ちながら、作業の支障にならない程度に区画を折り曲げ、区画拡大を等高線方向に行うもので

あるが、これまでの 2 次元的手法では、設計の難易度が高いことから、ほとんど適用事例がなか

った。本手法の開発により、傾斜地における区画整理の計画作成は高い自由度を手にすることが

でき、今後の災害復旧および耕作放棄地防止工法として、普及することが期待できる。 
 

   

 （a）原案 （b）筆者ら案 
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図 4.2-7-1 区画整理原案と平行畦畔型等高線区画による筆者ら案 
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４.３ 経済の活性化 
 

（１）地域経済のコンピテンシー 

 
地域産業支援部門 

地域産業政策分野 永山庸男 
 
１）復旧資金の調達速度が事業継続の迅速性を実現する 

新潟県中越地域に所在する企業群は、一部の大手中間財製造企業や食品加工企業を除いて、そ

のほとんどが中小・零細企業である。これらの中小・零細企業は、近年のグローバル経済の特徴

であるモジュラー型製品の部品製造という方向と、インテグラル型製品のパートナー部品製造と

いう方向のいずれかに収斂している。日本経済低迷期の 1990 年代前半において、自らの持続的

発展への道として選択されたものである。その選択を必死に確かなものとするために努力してい

た矢先に起こった中越地震は、これらの企業努力を測るかのような踏み絵となった。 
現場での創意工夫を活かして、継続的な技術開発や改善を行い、個別ニーズにきめ細かく応じ

る柔軟性をもった企業群は、世界経済の好景気の波にうまく乗り、被災後の復旧から日常的復興

へと比較的スムーズに移行できた。その一方で、場当たり的な対応力しか有しない企業群は復旧

段階で、その存続に大きな危機を迎えたのである。 
 
２）企業の持続的発展の模索が復旧から復興への連続性を生む 

上述の復興段階への比較的連続性をもった企業群にとって、復旧段階でのひとつの有効な支援

となったのは行政による融資政策である。表 4.3-1-1 に示した政策保証実績に見られるように、被

災時の 2004(平成 16)年度では 1 件あたり約 1,300 万円弱、2005(平成 17)年度では 1 件あたり約

1,800 万円強の融資が行われ、復旧段階での資金の行き渡りが窺える。 
また、表4.3-1-2に示されるように、「平成16年大規模災害対策資金地震対応枠」及び「新潟県セ

ーフティネット資金経営支援地震枠」の数値でも、2004(平成16)年度と2005(平成17)年度の2カ年

での実績は大きなものであると言えよう。さらに、関係市町村による融資もまた2004(平成16)年度

の実績を見る限り、他の融資と重層的に働いたことが窺える（表4.3-1-3）。 
しかしながら、小浦方が後述するように、復旧に係る費用を全て自己資金で賄えた企業も少な

くなかったことは事実である。それは、潤沢な資金を有していたということでは決してない。預

貯金や有価証券等をはたいてまでも早急に対応しなければならなかったという事情による。でき

るだけ速やかに操業を行わなければ、取引停止という死活に関わる状況に陥るからである。この

ような支出は、その後訪れるリーマンショックを引き金とした世界的不況での資金難を導くこと

になる。 
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表 4.3-1-1 中越地震に係る政策保証 保証承諾実績 
 (単位：百万円) 

 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 合 計 

件数 1,157 335 45 6 0 1,543 

金額 14,734 6,081 973 73 0 21,861 

 （出所）新潟県信用保証協会提供資料より作成。 

 
表 4.3-1-2 県制度融資保証承諾実績 

 (単位：万円) 

 平成16年大規模災害対策資金 

地震対応枠 

新潟県セーフティネット資金 

経営支援地震枠 

件数 313 46 
平成16年度 

金額 639,170 74,000 

件数 213 26 
平成17年度 

金額 493,591 21,150 

件数 40 0 
平成18年度 

金額 91,350 0 

件数 6 0 
平成19年度 

金額 7,310 0 

件数 0 0 
平成20年度 

金額 0 0 

件数 572 72 
合 計 

金額 1,231,421 95,150 
 （出所）表 4.3-1-1 と同じ。 

 
表 4.3-1-3 県制度融資保証承諾実績 

(単位：万円) 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

新潟市　中越地震対策緊急特別融資 71 53,250 0 0 0 0 0 0 0 0 71 53,250

長岡市　中小企業災害復旧資金（H16） 34 32,940 18 16,360 4 6,700 56 56,000

小千谷市　中小企業地震災害特別資金 86 122,880 0 0 0 0 0 0 0 0 86 122,880

十日町市　中越地震災害緊急特別資金 126 99,488 0 0 0 0 0 0 0 0 126 99,488

村上市　中小企業振興資金（震災枠） 2 1,500 0 0 0 0 2 1,500

栃尾市　災害対策緊急融資(H16) 10 11,300 0 0 0 0 10 11,300

魚沼市　地震災害対策資金 36 41,987 1 500 0 0 0 0 0 0 37 42,487

南魚沼市　中小企業中越大震災復旧資金 7 3,765 0 0 0 0 0 0 0 0 7 3,765

湯沢町　H16湯沢町中越地震間接被害対策 63 35,400 0 0 0 0 0 0 0 0 63 35,400

塩沢町　不況対策経営支援資金（地震枠） 17 6,300 21 6,360 0 0 38 12,660

合　　　　　計平成20年度平成19年度平成16年度 平成17年度 平成18年度

 
（出所）表 4.3-1-1 と同じ。 
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３）地域産業政策分野活動内容 

１．活動主項目 

①自然災害が地域産業に与える影響に関する調査研究  
②行政との連携による産官学協同シーズイノベーション化に関する研究 
③IT 技術活用による効率的シーズ展開手法の開発 
④地域産業構造と広域企業供給連鎖の空間経済分析と復興「新潟モデル」に関する基礎的検

討 
 

２．活動概要 

①自然災害が地域産業に与える影響に関する調査研究 
2005（平成 17）年 7 月 

災害復興科学センターの前身であるコアステーション新潟大学復興科学センターに

よる（新潟大学地域共同研究センターと合同）アンケート調査（04.7.13 水害と 04.10.23
震災） 

 
図 4.3-1-1 アンケート調査の結果 
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図 4.3-1-2 アンケート調査の結果 
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図 4.3-1-3 アンケート調査の結果 
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②行政との連携による産官学協同シーズイノベーション化に関する研究 

県内各地における大学研究者と地域企業、行政関係者らとの連携・交流イベントを開催し、

大学の持つ知的資源と社会ニーズのマッチングを常に目指す。 
「新潟大学」、「小千谷市」、「小千谷商工会議所」、「小千谷鉄工電子協同組合」、「㈱第四銀行」、

「新潟大学地域共同研究センター協力会」が主催し、「だいし経営者クラブ」が共催で開催の研

究会。 
 
・2007（平成 19）年 8 月 8 日  

第 1 回小千谷産学交流研究会（小千谷市総合産業会館サンプラザ）  
・同 12 月 6 日  

第 2 回小千谷産学交流研究会（新潟大学工学部 103 講義室）  
・2008（平成 20）年 11 月 25 日  

第 3 回小千谷産学交流研究会（小千谷市総合産業会館サンプラザ）  
・2009（平成 21）年 8 月 9 日  

第 4 回小千谷産学交流研究会（小千谷市総合産業会館サンプラザ）  
 

 
（a）学から産へ 

 
（b）産から学へ 

図 4.3-1-4 交流研究会 
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③IT 技術活用による効率的シーズ展開手法の開発 
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図 4.3-1-5 交流研究会 

 
 
④地域産業構造と広域企業供給連鎖の空間経済分析と復興「新潟モデル」に関する基礎的検討 

・ 自然災害への対応として、日本の製造業における企業内・企業間国際分業の戦略的再設計

が必要 という前提での検討 
・ 近年の国際的な企業間競争のキーファクターは、 

①インテグラル型製造業では、高付加価値部品の開発・製造は国内拠点化  
②モジュラー部品は、市場調達（日本の場合系列を含む）  
③組立は当該市場立地  

 という戦略  
 これを受けて、地域企業の方向性として、 

a）デザイン・イン型企業レベルにある地域企業は、復旧に不可欠なインフラバックアッ

プ（電力・水等の生産要素）を行政と連携して整備することが不可欠  
b）大学の使命は、デザイン・イン型企業への進化の支援（技術シーズと市場ニーズとの

マッチング）と複数顧客化に向けた市場行動支援（マーケティング戦略策定）  

 の 2 点であり、それが地域イノベーション創出へのトリガーとなる。 
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表 4.3-1-4 新潟県工業概要（従業員者 4 人以上の事業所） 

 
 
 

表 4.3-1-5 新潟県商業概要 
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（２）産業集積地域としての事業継続マネジメント／計画 

地域産業支援部門 
地域産業政策分野 小浦方 格 

１）研究の背景と目的 

小千谷市経済の製造業への依存度を、平成 17 年事業所・企業統計調査から概観すると、製造業

事業所数 313、製造業従業者数 7,547、これらの全産業に対する比はそれぞれ 15.7%、40.3%と極め

て高い。中越大震災直後には、いくつかの報道によって「小千谷の産業は壊滅的」といった印象が

強かったが、実際には震災 1 週間～10 日後にはほとんどの事業所は操業を再開し、折しも景気回復

期であったことも幸いし、震災が原因で廃業、倒産に至った企業は無かった。著者は、被災企業が

円滑に事業再開を果たした要因を抽出し、中小零細規模の企業であっても、将来起こりうる同様の

大規模災害に対応できる事業継続計画（BCP）のフレームワーク提言を目的とし、小千谷市、小千

谷商工会議所、小千谷鉄工電子協同組合の全面的な協力の下に調査研究を行った。 
 
２）仮説とケーススタディによる検証 

詳細な調査を進める前に、被災企業の置かれた状況や、復旧、復興に関わる要因として下記のよ

うな仮説をたて、続いて、中核企業数社に対するケーススタディを適用することで検証した。 
 
・仮説Ａ： ほとんどの企業で、復旧に要する経済的蓄えは十分ではない 
・仮説Ｂ： 各企業は１～２個所の事業所しか持たず、非常時における事業所間相互バックアッ

プは不可能である 
・仮説Ｃ： 人的資源の制約、また従業員も被災住民であるため、組織外からの支援無くして早

期復旧はできなかった 
・仮説Ｄ： 中間財や資本財の製造業者であるため、大規模な顧客企業を持ち、これらからの復

旧支援活動が早期復旧に大きく寄与した 
・仮説Ｅ： ゆえに、地域内企業間および域外顧客企業との緊密な関係が、災害発生時において

重要な要因となる 
・仮説Ｆ： 域内の被災下請け企業は独自に復旧するには規模が小さく、中核企業にあっては調

達に極めて困難を来した 
・仮説Ｇ： 従って、緊急 OEM 委託は、企業存続のために必要不可欠である 

 
調査は各企業を訪問の上、社長または取締役級の方々と面談する形とした。その結果、次のよう

な知見を得た。 
 
ａ．公的金融支援の有効性 

復旧費用を全て自己資金で賄えた企業も少なくなかったが、いくつかの企業では震災関連政策

融資および利子補給が、一時的な操業停止に伴う資金繰り悪化を食い止めるために有効であった。

永山の報告からも、これらの支援が企業の存続に果たした役割の大きさが窺える。一方で、制度

利用申請の複雑さ、関連情報の錯綜による混乱、厳しい審査条件等に対する不満の声も聞かれた。
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例えば、米国中小企業局（SMBA）では disaster loan と呼ばれる公的災害融資制度が、同局のイ

ンターネットサイトで紹介されており、申請もオンラインで簡便に行える。日本においても検討

に値するシステムであろう。 
 
ｂ．代替サイトの準備 

工場建屋の大規模損壊のため、震災後の事業継続がそのままでは困難であった企業も少なくな

い。しかし、例えば親会社の一部工場間借り、空き工場の一時借用または恒久移転により、結果

として全ての企業は存続し得た。特に、他社の空き工場を使用したケースでは、同業組合を通じ

た情報提供によってリソースの相互利用が図られている。いわゆる代替サイトは、BCP において

も重要なコンセプトであるが、中小企業独自で予め準備することは経済的に見て困難であろう。

しかし、地域全体や近隣地域を含めて見た場合、不使用工場等が皆無であることも考えにくく、

ゆえに、非常時にはこれらを有効資源として活用できることから、平時から利用可能な経営資源

情報を共有するシステムを構築することが有効と考えられる。 
阪神淡路大震災後にあっては、公的支援によって仮設工場が整備され、産業復興に極めて重要

な役割を果たしていることも大いに参考にすべきである。 
 
ｃ．外部支援の効率的分配 

一部の例外を除き、外部からの人員や機材の派遣による支援は復旧に不可欠である。しかし、

それらのほとんどは企業それぞれの取引関係に依存しており、必ずしも被災地域の多数の要支援

組織に対して効率的に分配されていないようである。即ち、作業待ちがある一方で支援待ちもあ

る。小規模な事業所では、普段は付き合いのない企業から協力が得られ、非常に助かったとの声

もある。平時における企業間の連関はあくまで経営上の事項であるが、非常時にあってはこの枠

組みを超えた提供資源の分配システムが重要な役割を果たしうる。 
 
ｄ．遠隔地域との代替経営資源の相互融通 

製品の生産が障害を受けた際には、予め契約済みの非常時 OEM 体制が企業を存続に導く。同

様に、損傷した生産設備の早期復旧のためには、これらに対処しうる外部組織との連携が必要と

なる。通常であれば、同地域内、または近隣の企業等との取引関係が構築されているであろうが、

地震などの比較的広域が影響を受ける災害時にあっては、通常の取引関係が利用不可能になるこ

ともあり、遠隔地間の企業間連携をいかに素早く活用できるかが事業継続のカギとなる。どこに

どのような経営資源が存在し、非常時の相互融通可能性に関する情報を共有するために、広域間

で相互利用可能なデータベースの構築と運用が必要と考えられる。複数の商工会議所、工業組合、

地方自治体が関わるだけに、より上位の公的機関が重要な役割を担いうる。 
 

BCP は、とかく「金がかかる」という印象が強く、調査の中でもしばしば聞かれた意見である。

しかし、上記で提案した各事項は、必ずしも高額な経費を必要とするものではない。利害関係組織

間の合意さえ整えば、すぐにでも実施可能なこともある。一方で、複数の組織が関与するために、

その合意形成は容易でないことも多く、このような場面においては県などの行政組織によるリーダ

ーシップが求められるであろう。 
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３）広域連携と地域としての事業継続計画 

前節での議論から、産業が集積する地域において、地域としての BCP フレームワークを構築す

ることの重要性を述べた。地域を一つの組織と見なせば、地域間における代替サイトの確保、経営

資源の地域間相互融通、これらに関する情報基盤整備は欠かせない。しかし、連携すべき地域はラ

ンダムに選択すべきでなく、例えば、産業構造的に類似の自治体や地域が相互にパートナーとなる

べきであり、かつ、相互アクセシビリティに困難があってはならない。 
連携可能地域の探索として、平成 18 年事業所・企業統計調査データに主成分分析を適用し、新

潟県を含む近隣 8 県の産業構造による類型化を試み、その結果を、GIS ソフトウェアである ArcGIS
を用いて地図上に示したものを下図に示す。 

鉄工・電子・電気機械・部品集積度

 

図 4.3-2-1 平成 18 年事業所・企業統計調査データに主成分分析を適用し、 

新潟県を含む近隣 8 県の産業構造を類型化した結果 
 
分析では、第４主成分得点を「鉄工・電子・電気機械・部品工業の集積度」と解釈し、得点が高

いほどこれらの産業集積度が高く、図では青から赤に遷移する。本分析は、考慮すべきデータ項目

も十分ではなく、まだ予備的段階を出ていないものの、産業構造の類型化手法としての有効性が示

されている。今後は国勢調査、農業センサス等のデータを考慮し、さらに ArcGIS によるネットワ

ーク解析機能をも活用することで、本研究の目的である「地域としての BCP フレームワーク構築」

に大きく寄与できるものと思われる。 
 

関連発表 

1） “The Way to Strengthen SMEs' Resiliency in Industrial Agglomerated Suburban City: A Case Study 
Applied to Niigata Chuetsu Earthquake,” KOURAKATA, Itaru, 21st Conference of the Pacific Regional 
Science Conference Organization, Conference Program(2009) 

2） “Strengthening the Regional Resiliency of Industrialized Suburban Cities through BCP Consolidation: A 
Case Study Based on the Niigataken Chuetsu Earthquake,”（論文投稿中） 
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４）イベント、成果発表会等の開催実績 

 
【小千谷産学交流研究会】 

・平成 19 年 8 月 8 日（小千谷市サンプラザ・企業側参加者約 40 名） 
   提案内容：産学連携スキーム、公的研究資金制度、ナノ粒子の活用 
        その他、ポスター、資料等による研究紹介 
・平成 19 年 12 月 3 日～7 日（新潟大学工学部） 

   小千谷市内製造業者 2 社による学内プレゼンテーション 
   学内教職員、学生との産学連携共同研究推進のための企業による説明会と展示 
・平成 20 年 11 月 25 日（小千谷市サンプラザ・企業側参加者約 40 名） 

   提案内容：MQL 切削加工技術研究、災害復興とコミュニティ、高機能性食品の開発 
        その他、ポスター、資料等による研究紹介 
・平成 21 年 8 月 7 日（小千谷グリーンパーク・企業側参加者約 40 名） 

   提案内容：産学連携先進事例の紹介（サッポロバレーの挑戦について） 
        中小企業が参入可能な医工連携領域と新潟大学の人材育成の取り組み 
・平成 21 年 10 月 2 日（新潟大学ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー） 

   小千谷鉄工電子協同組合 新潟大学視察・情報交換会 
   組合理事・会員 10 名、小千谷市 2 名、新潟大学教員 8 名による情報交換会 
 
【共同研究のための企業ニーズプレゼンテーション】 
・平成 20 年 7 月 14 日～18 日（新潟大学工学部、科学技術交流悠久会館） 

   小千谷市内製造業による技術展示とプレゼンテーション 
・平成 21 年 6 月 23 日～25 日（新潟大学工学部） 

   新潟県内製造業による技術展示とプレゼンテーション 
 
【事業継続計画に関する調査研究結果報告・意見交換会】 
・平成 21 年 5 月 14 日（東忠、小千谷鉄工電子協同組合総会にて） 

『中越地震での経験～企業の事業継続計画に反映されるか・中越地震・中越沖地震の経験

を産業集積地域として活かす』  小浦方 格 
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（３）近年の被害地震における企業・事業所の事業中断に関する実態調査 

 
鹿島技術研究所 永田茂 

生活安全部門・危機管理分野 田村圭子 

 

１）はじめに 

地震発生後の企業活動に影響を与える要因としては、従業員の被害、在庫・仕掛品の被害、建

物・建築設備・非構造部材・生産装置・ユーティリティの被害、サプライチェーンの被害、ライ

フラインや交通インフラ（道路・鉄道・港湾・空港）の機能障害などが挙げられる。これらのう

ち企業・事業所の事業中断の主な原因は上記の人的および物的被害であるが、これらの被害の有

無に関わらずライフラインや交通インフラの機能障害が企業活動度を低下させることとなる。本

報告では、近年の 2004 年新潟県中越地震（M6.8、最大震度７）、2007 年能登半島地震（M6.9、
最大震度 6 強）、2007 年新潟県中越沖地震（M6.8、最大震度 6 強）、2008 年岩手・宮城内陸地震

（M7.2、最大震度 6 強）、2008 年岩手県沿岸北部地震（M6.8、最大震度 6 強）における 236 企

業・事業所（以下、事業所とする）の公開情報 2)～15)をもとに、ライフラインの機能障害が事業中

断に与えた影響の調査結果を報告する。 
なお、本稿は安全工学シンポジウム 2009 で発表した論文 1)から一部を引用したものである。 

 
２）近年の 5被害地震の被害実態 

表 4.3-3-1 に調査結果の集計結果を示した。製造業、非製造業ともに企業活動に影響を与えた主

要な原因は施設の物的被害であり、調査対象のうち約 38%の 90 事業所で建物、装置、在庫、製

品等の被害による事業中断が報告されている。また、表 4.3-3-1 に示すように物的被害の有無に関

わらずライフライン機能障害による事業中断が報告されたのは全体の約 10％にあたる 25 事業所

であり、3事業所は複数のライフラインの機能障害が報告されている。内訳は製造業が 19事業所、

非製造業が 6 事業所となっており、製造業の方がライフライン機能障害に敏感に影響を受けるこ

とがわかる。 
ライフラインや交通インフラの機能障害が企業活動に与えた事例を整理すると、発災後の企業

活動度（操業、営業活動、サービス等）の低下や停止、点検作業・復旧準備・復旧作業など企業

活動の再開遅延、原材料の輸送・製品の配送・復旧資機材の輸送の遅延などがあげられる。これ

らのうち、企業活動度の低下や停止の具体例としては、停電や断水等による製造業（各種製造業、

食料品、鉄鋼、各種製造を含む）の製造装置の稼動停止、生産計画システムの停止などがあり、

停電や都市ガス供給停止による非製造業（小売業、飲食業など）の営業停止などが報告されてい

る。また、復旧活動への影響としては、停電や都市ガス供給停止による製造装置の点検及び確認

作業の遅延などが報告されている。なお、交通インフラの機能障害による企業活動の停止は発生

していない。 
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表 4.3-3-1 物的被害、ライフライン機能障害の影響 

ライフライン
の機能障害有

り

製造 142 47 8 5
食品 32 7 1
製紙 5 2 1
医薬 5
製鋼 4 1 1 2
エネルギー 3 1 1
小計 191 58 11 8
小売 25 22 1
サービス 14 6 1 1
金融 6 4 3
小計 45 32 4 2

236 90 15 10

非製造業

合計

物的被害無し

ライフラインの
機能障害有り

調査対象の企業・事業所

製造業

物的被害(建物・装置・
在庫・製品被害）有り

 
 
図 4.3-3-1 には供給系ライフラインの電力、都市ガス、水道の供給停止が報告された事業所数と

事業中断日数の幅（最大、最小、平均）を示している。この事業中断期間は、建物や製造装置等

の被害復旧期間も含むと考えられることに加えて、非製造業のサンプル数が十分ではなく追加調

査の必要があるが、今回収集したデータの範囲では製造業の最大中断期間は長くなる傾向にある。

ライフライン別では停電の影響を受けた事業所が 14 箇所と最も多くなっており、これまでの被害

地震と同様に電力の復旧が相対的に短期間で済んだため、事業中断日数は 0～9 日と短期間であっ

た。都市ガス供給停止や断水が発生した事業所は、停電が発生した事業所の半数以下であったが、

事業中断日数は 2～15 日と長期化する傾向が確認できた。 
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図 4.3-3-1 ライフラインの機能障害による事業中断期間 
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３）地震動強さとライフライン機能障害および企業影響の関係に関する検討 

236 事業所の実態調査結果から、地震動強さ（震度階）、供給系ライフラインの供給停止期間お

よび事業中断日数の関係を整理した。 
まず、気象庁が公表している 5 地震の推計震度分布図 16)を用いて表 4.4-3-1 の事業所の所在地

の推計震度を調査した。さらに、ライフライン事業者等の公開情報から市区町村単位の供給支障

日数（孤立地域を除く市町村単位の応急復旧率 90％の日数）を調査した。以上の結果のうち新潟

県中越地震と新潟県中越沖地震を図 4.3-3-2、図 4.3-3-3 に示した。 
図 4.3-3-2、図 4.3-3-3 の結果を用いて製造業、非製造業別の事業中断日数、推計震度、電力・

都市ガス・水道の供給支障日数を被害地震ごとに整理した。図 4.3-3-4 には、一例として新潟県中

越地震の結果を示した。また、5 被害地震で発生した事業所の事業中断期間と震度階および電力・

都市ガス・水道の供給支障日数（事業所が位置する市町村単位での応急復旧率 90％の日数）の最

大、最小、平均値のデータについて整理し、結果を図 4.3-3-5 に示した。 
これらの結果によれば、事業所が保有する施設の地震対策の状況に依存するが、震度 5 弱以下

では、事業中断期間は約 2 日以内となっている。この地震動レベルでは、事業所の施設被害が軽

微となる傾向が強いことから、ライフラインの機能障害期間がそのまま事業中断となって現れる

が、ライフラインの復旧が早いことから事業中断期間は非常に短期間となっている。 
一方で、震度 5 強以上からライフラインの機能障害に加え、事業所が保有する施設の被害発生

が考えられ、事業所の事業中断期間は数日～30 日程度に及ぶ事例が見られた。前述のようにライ

フラインの機能障害日数は市町村単位の値を採用しているため、個別の事業所位置での復旧日数

とは若干の違いがあると考えられるが、震度 5 強では製造業、非製造業ともに電力の復旧と前後

して事業を再開していることが確認できる。非製造業は、震度 6 弱まで電力の復旧と前後して事

業を再開している。 
製造業では震度 6 弱以上、非製造業では震度 6 強以上から電力の供給が再開されても事業再開

までにさらに日数を要する事業所が増加しており、上述したようにライフラインの機能障害に加

えて、保有施設の物的被害が事業再開に影響を与えていることが考えられる。特に製造業の場合、

保有施設が震度 6 弱相当の地震動に対して耐震性を有していない場合には、事業再開時期は保有

施設の復旧時期の影響を受けることとなり、相対的にライフラインの機能障害の影響は限定的と

なる。 
 

４）まとめ 

近年の地震災害などの際にライフラインが被災することによって企業活動に与えた影響の実態

調査（現地調査・文献調査）として、近年発生した 5 被害地震における 236 企業・事業所の被害

および事業継続状況に関する公開情報を収集し、ライフラインや交通インフラの機能障害が事業

活動に与えた影響を整理した。この結果、製造業の全体的な傾向としては、停電による事業中断

の発生件数が多く、その他のライフラインの影響は限定的であること、また非製造業は製造業に

比べて柔軟な対応が可能であり停電中でも営業やサービスを継続した事例を多数確認した。また、

本調査から得られた結果は、既往のアンケート調査に基づく調査研究成果 17)～19)と同様な傾向が

見られることを確認した。 
なお、本研究は文部科学省「首都直下地震防災・減災研究プロジェクト」の一部として実施し

たものである。
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（a）新潟県中越地震 

 

 

（b）新潟県中越沖地震 

 

図 4.3-3-2 企業・事業所の所在地における震度と事業中断日数 
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（a）新潟県中越地震 

 

 

（b）新潟県中越沖地震 

 

図 4.3-3-3 企業・事業所の所在地における震度と事業中断日数 
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図 4.3-3-4 新潟県中越地震における個別企業・事業所の事業中断日数、 

地震動強さ、ライフラインの供給支障日数の関係 
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図 4.3-3-5 5 被害地震における地震動強さと企業・事業所の事業中断日数、 

ライフラインの供給支障日数の関係 
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４.４ 中山間地域を含む被災地における被災者の生活再建 
 
（１）大規模社会調査に基づく中越大震災・中越沖地震からの復興過程の検証 

 
生活安全部門 危機管理分野 田村圭子・井ノ口宗成・林春男 

富士常葉大学大学院 環境防災研究科 木村玲欧 
 
１）大規模社会調査の実施によって総合的な復興過程・防災意識を解明 

中越大震災から約 4 年半、中越沖地震から約 1 年半が経過した 2009 年 3 月、ランダムサンプ

リング手法に基づく大規模社会調査「新潟県における地震災害からの総合的な復興支援調査」を

実施した。 
調査企画は、新潟県・新潟大学災害復興科学センター・京都大学防災研究所・富士常葉大学大

学院環境防災研究科が共同で行い、①中越大震災における震度 6 弱以上の被災地域、②中越沖地

震における震度 6 弱以上の被災地域、③その他新潟県全域、以上 3 地域における成人男女を対象

に調査をした。調査数は 250 地点から 5000 人を抽出し、郵送自記入・郵送返却方式で、調査期

間は平成 21 年 3 月 15 日発送、4 月 17 日まで回収を行った。その結果、有効回答数は 2042、有

効回答率は 40.8%だった。 
質問項目は、①地震による被害状況、②地震後の住まいの変遷、③地震後のくらしや仕事、④

現在の心身の健康や人間関係の変化、⑤まちやご近所についての意識、⑥今後予想される災害に

ついての考えなど、総合的な復興過程・防災意識を明らかにできるよう多岐にわたった。 
 
２）復旧・復興カレンダーによる被災地・被災者の復旧・復興過程の把握、被災地は多くの点で

９割復旧・復興、しかし経済復興・生活復興は８割程度 

本調査において「復旧・復興カレンダー」という手法による調査を行った。本手法は、さまざ

まな側面における復旧・復興における重大な出来事（マイルストーン）を挙げ、そのイベントが

いつ起こったのかについて尋ねることによって、被災者からみた自分自身や被災地の復旧・復興

状況を明らかにするものである。具体的には「被災地の人たちがどのように復旧・復興するかは、

ほとんど知られていません。あなたの気持ちや行動が、震災後、時間とともにどんな風に変化し

てきたのか、振り返ってみてください。あてはまると思われる時期のカレンダーの番号に○をつ

けてください」と質問して、その下に「被害の全体像がつかめた」「不自由な暮らしが当分続くと

覚悟した」「もう安全だと思った」「仕事または学校がもとに戻った」「すまいの問題が最終的に解

決した」「自分が被災者だと意識しなくなった」「地域の道路がもとに戻った」「地域の活動がもと

に戻った」「地域経済が震災の影響を脱した」といった質問項目（マイルストーン）を挙げた。 
図 4.4-1-1 が、2009 年 3 月に行った中越大震災被災地での調査結果である。図の横軸は震災発

生後の時間経過を対数軸で表し、縦軸はその時点までに「そう思った／それを行った」と回答し

た割合を、積み上げ折れ線グラフで表したものである。この割合が 50%を超えた（全体の半数が

「そう思った／それを行った」）時期を、その項目に関する復旧・復興状況が完了した時期と定義

して分析していった。 
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結果を見ると、地震翌日に「不自由な暮らしが当分続くと覚悟した」人が過半数を超え（63.4%）、

地震後 1 週間で「被害の全体像がつかめた」人が過半数を超え（76.2%）、地震後 2 週間で「仕事

／学校がもとにもどった」と回答した人が過半数を超えた（51.7%）ことがわかった。その後、

地震から 3 カ月が経過してから、「もう安全だと思った」（53.9%）、「毎日の生活が落ち着いた」

（53.2%）と感じ、地震後半年が経過してから「すまいの問題が最終的に解決した」（56.6%）、「地

域の活動がもとに戻った」（58.4%）と過半数の人が回答していた。「地域の道路がもとに戻った」

（66.5%）、「家計への震災の影響がなくなった」（64.2%）のは震災から 1 年が経過してから、「自

分が被災者だと意識しなくなった」のは震災から 2 年が経過してから（62.6%）、そして「地域経

済が震災の影響を脱した」と回答した人が過半数を超えたのは震災から 3 年が経過した 2007 年

10 月ごろであった（64.4%）。 
震災から 4 年半が経過した調査時点（2009 年 3 月）での状況を見ると、ほとんどの項目で 90%

以上の人が「そう思った／それを行った」と回答しており、被災地の復旧・復興が多くの点で 9
割程度進んでいることがわかった。ただし「家計への震災の影響がなくなった」が 84.8%、「自分

が被災者だと意識しなくなった」が 82.2%、「地域経済が震災の影響を脱した」が 78.2%であり、

経済状況の復興、被災者から日常生活への移行（生活復興の完成）については 8 割程度であるこ

とがわかった。 
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図 4.4-1-1 中越大震災被災地での復旧・復興カレンダー 

（2009 年 3 月（震災から 4 年半）） 
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３）地域経済・生活復興については川口町が遅れている 

次に、被災地内の地域別で見ると、長岡市（山古志除く）は（図 4.4-1-2）、すべての項目でほ

ぼ 9 割以上が「そう思った／それを行った」と回答しており、復旧・復興がほぼ完了しているこ

とが伺える。小千谷市を見ると（図 4.4-1-3）、3 項目以外は 9 割以上が復旧・復興していたが、「家

計への震災の影響がなくなった」が 81.3%、「自分が被災者だと意識しなくなった」が 76.8%、「地

域経済が震災の影響を脱した」が 74.3%であり、経済復興や被災者意識からの脱却についてはま

だ 8 割程度であった。山古志村（震災時）は（図 4.4-1-4）、「家計への震災の影響がなくなった」

が 54.5%、「地域経済が震災の影響を脱した」が 63.6%であり、経済への影響がいまだに大きいこ

とがわかった。しかしそれ以外の項目については、2007 年以降急速に上昇して 9 割以上になって

いた。一方、川口町は（図 4.4-1-5）、「自分が被災者だと意識しなくなった」が 71.0%、「家計へ

の震災の影響がなくなった」が 67.7%、「地域経済が震災の影響を脱した」はわずか 34.5%であり、

経済復興や被災者意識からの脱却は他地域に比べていまだに進んでいないことがわかった（図

4.4-1-6）。 
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図 4.4-1-2 中越大震災被災地での復旧・復興カレンダー 

（長岡市（中越大地震時））（2009 年 3 月（震災から 4 年半）） 
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図 4.4-1-3 中越大震災被災地での復旧・復興カレンダー 

（小千谷市）（2009 年 3 月（震災から 4 年半）） 
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図 4.4-1-4 中越大震災被災地での復旧・復興カレンダー 

（山古志村（中越大震災時）（2009 年 3 月（震災から 4 年半）） 
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図 4.4-1-5 中越大震災被災地での復旧・復興カレンダー 

（川口町（2009 年 3 月（震災から 4 年半）） 
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図 4.4-1-6 中越大震災被災地での復旧・復興カレンダー「地域経済が震災の 

影響を脱した」（地域別）（2009 年 3 月（震災から 4 年半）） 
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４）震災から 4年半で経済復興・生活復興は 8割程度の復興状況 

被災地の復旧・復興は着実に進み、被災者への大規模社会調査によって「被災者・被災地の復

旧・復興状況（復旧・復興カレンダー）」を把握したところ、震災から 4 年半が経過した 2009 年

3 月時点において、ほとんどの項目で 9 割程度の復旧・復興が完了し、経済復興・生活復興につ

いては 8 割程度の復興状況であることがわかった。 
地域別にみると、長岡市（山古志除く）はほぼ 9 割が復旧・復興し、小千谷市では経済復興・

生活復興については 8 割程度の復興状況であった。また山古志村（震災時）は、経済復興が 6 割

程度であり経済への影響がいまだに大きいことがわかったが、その他の項目では 2007 年以降急

速に上昇していることがわかった。一方、川口町は、家計への影響や生活復興では 7 割程度の復

興であるのに加え、地域経済の復興はわずか 4 割弱であり、他地域に比べて復興状況が遅れてい

ることがわかった。 
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（２）状況認識の統一を目指した地図作成班の実現 

 
生活安全部門 

危機管理分野 井ノ口宗成・田村圭子 
 
１）新潟県および柏崎市において応急期から復興期に至るまで地図作成班の活動を行なった 

我々は、2007 年新潟県中越沖地震発生の後、新潟県および柏崎市において効果的な災害対応を

実現するための状況認識の統一を目的とした地図作成の活動を行なった。新潟県では応急・復旧

期における地図作成を支援し、柏崎市では復興期における地図作成を支援した。いずれの活動も

産官学連携により具体的な地図作成を行ない、災害対策本部でそれらが活用された。その後、こ

れらの活動により得られた成果を社会へ還元することを目的としてデータ利活用協議会を設立し

た。協議会では、申請者に対して新しい地図データを協議会に提供することを条件として、これ

までの成果を幅広く新しい研究に利活用するための仕組みを確立している。データ利用の申請は

現在もなお続いている。 
 
２）応急復旧期において新潟県災害対策本部のために地図作成班（EMC）の活動を行なった 

新潟県における地図作成の活動では、2007 年 7 月 19 日に地図作成班という新しい組織を立ち

上げ、現場からのニーズを受けて実際に地図を作成した。この活動は 2007 年 8 月 10 日までの

23 日間続けられ、約 200 種類の地図を作成した。それらを演繹的に整理した結果が上図である。

上図の「トップダウンでニーズが生まれた地図群」は、我々がこれまでに必要だと考えていた地

図 4.4-2-1 である。これらは作成された地図の全体に対して半分にも満たない。一方で「ボトムア

ップでニーズが生まれた地図群」は、現場の実務者からその必要性の声があがった地図である。

これらは全体の大半をしめており、中越沖地震以前にはあまり見えていなかった地図群である。 

ボ
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図 4.4-2-1 応急復旧期に地図作成班で作成された地図 
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なかでも、図 4.4-2-2 に示す上水通水復旧図は継続的に作成され、日々の災害対策本部会議にお

いて実務者間の状況認識を統一するために利用された。会議後の知事の「ぶら下がり説明」にお

いても利用され、その有効性が示された。 

 

通水復旧図 (全体版)

 

図 4.4-2-2 上水通水復旧図 

 

３）EMC を効果的に運用するためには災害対策本部との密な情報連携の確立が必要であった 

地図作成班を運用するにあたり、2 つの重要なポイントがある。1 つめは機能面におけるポイン

トである。地図作成班では「受付・相談機能」と「地図作成機能」を明確に分けた。受付・相談

機能では、実務者からのニーズを的確に把握し、具体的にどのような地図を作成すればよいかを、

実務者との対話によって決定する。地図作成機能では、受付・相談機能で受けた内容を実際的に

地図として作成し、受付・相談機能に返す役割を担う。これらが明確に分けられ、また、お互い

に密に連携を行なうことで地図作成班は全体とし合理的に運用された。2 つめは空間レイアウト

に関するポイントである。地図作成班は新しい組織であったため、事前から運用するための場所

が確保されていなかった。そこで、我々は新潟県の協力を得て、災害対策本部の隣の倉庫を活動

場所として確保した。災害対策本部の隣に確保することで、常に実務者とのコミュニケーション

が図られ、地図作成班に対する実務者の認識が高まるとともに、地図作成に関する様々な情報を

一元的に管理することができた。また、空間的な制約もあり、受付・相談機能のみを本部の隣に

設置し、地図作成機能については別館に設置した。これにより、地図作成が他の要因によって妨

げられることがなくなり、結果として効率的な地図作成が実現された。 
 
４）柏崎市においても被災者生活再建支援のために地図作成班（EMC-K）の活動を行なった 

新潟県の EMC の実績に基づき、柏崎市においても同様の地図作成の活動を行なった。柏崎市

でも新しく地図作成班（EMC-K）を立ち上げ、被災者の生活再建支援を目的とした復興期におけ

る地図作成を進めた。この活動は、柏崎市におけるり災証明の集中発給業務が完了した翌月の

2007 年 9 月 10 日より開始し、2008 年 3 月 31 日までの約半年間続けられた。この間に約 100 種
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類の地図が作成され、被災者の生活再建の状況が可視化された。作成された地図を整理した結果

が図 4.4-2-3 である。この図が示すように、被災者の生活再建の状況を把握する上で、まずは被災

程度を決定するり災証明書がどのように発行されていったかを可視化し、半壊以上の世帯の進捗

状況を可視化した。また、仮設住宅に焦点を当て、入居者の再建状況の可視化を行なった。 

生活再建の進捗状況生活再建の進捗状況

り災証明発給状況り災証明発給状況
仮設トイレ設置状況仮設トイレ設置状況

応急仮設住宅の入居状況応急仮設住宅の入居状況

廃棄物処理の状況図廃棄物処理の状況図

建物被害状況図
（密度）

建物被害状況図
（密度）

建物被害状況図
（広報用）

建物被害状況図
（広報用）

建物被害状況図
（調査点）
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（調査点）

被
害
の
状
況
を

可
視
化
し
た
地
図

被
災
者
生
活
再
建
支
援
の
進
捗

状
況
を
可
視
化
し
た
地
図

 

図 4.4-2-3 復興期に柏崎市地図作成班で作成された地図 

５）EMC-K を効果的に運用するためには復興支援室との密な情報連携の確立が必要であった 

まず、物品等の物理的な資源面においては、EMC-K の活動が EMC の終結の後に開始されたた

め、EMC で利用した資機材一式を EMC-K に移行することで資源の確保は容易に進められた。機

能面においては、EMC-K の活動も EMC と同様に受付・相談機能と地図作成機能を分けた。しか

しながら、EMC-K で対象とした復興期では、状況の変化が緩やかであり、時間的制約が厳しく

ない状況下での活動となった。そのため、受付・相談機能の担当者は EMC-K に常駐するものの、

地図作成機能の担当者は週に 2 度参集し集中的に地図を作成することとした。 
活動場所としては、復興期において生活再建支援を目的として柏崎市に新しく設置された復興

支援室の向かいに位置する空き部屋を確保した。復興支援室と向き合った場所を確保できたこと

で、復興支援室との情報連携が密に進められ、被災者の生活再建過程における状況や課題につい

ての共有化が実現された。確保した部屋は 2 間で構成されており、1 つを相談・受付機能に割り

当て、もう 1 つを地図作成機能に割り当てた。また、相談・受付機能のスペース内に「打ち合わ

せスペース」を設けた。このスペースは実務者と研究者が協働で再建支援に関わる様々な課題に

ついて議論を行なうために用いられた。そのため、EMC-K としても課題を早急に把握すること

ができ、EMC-K からの積極的な地図化に関する提案がなされた。この関係を確立することで、

EMC-K は複雑に変化する復興期の課題に対して効果的な地図を継続的に作成することが実現さ

れた。 
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W.C

復興支援室受付・相談
スペース

会議室地図作成
スペース

打ち合わせ

スペース

EMC-K
EMC-Kの活動場所

 
図 4.4-2-4 EMC-K の活動場所 

 
６）得られた成果を共有・発信するためにデータ利活用協議会を設立した 

これまでの活動を通して得られた成果を関係者だけでなく幅広く利活用し、さらなる新しい成

果を生み出すことを目的としてデータ利活用協議会の設立を行なった。2008 年 7 月 26 日に

EMC-K の成果を共有・発信する協議会を、2009 年 8 月 4 日に EMC の成果を共有・発信する協

議会を設立した。いずれも EMC・EMC-K の成果地図およびそれらを構成するデータを共有して

いる。データの利用を望む申請者は、協議会が設けた申請書に必要な情報を記入し、審査会の審

議を経てデータの利用が可能となる。 
データ利活用協議会では、一方的なデータ共有でなく、申請者が保有するデータを協議会へ提

供することを義務づけている。これで得られたデータは、さらに協議会より共有を行ない、より

広くデータの利活用を促進している。2009 年 1 月末時点で EMC-K の成果データの利活用申請が

10 件に至っている。これらの 10 件は学のみならず産・官からの申請も含まれている。いずれの

申請も新しい研究テーマが設定されており、今後の発展が期待される研究ばかりである。 
また、EMC および EMC-K の成果地図は画像形式で公開している（成果地図の共有ホームペー

ジ：http://emc.nhdr.niigata-u.ac.jp/）。画像の入手においては申請を必要とせず、誰もが閲覧・

入手することを可能としている。これらの取り組みは現在も進行中であり、今後もデータ利用お

よび地図閲覧のニーズは増えるものと期待している。 
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（３）被災者台帳を中心とした効果的なり災証明発給業務と生活再建支援業務の実現 

 
生活安全部門 

危機管理分野 井ノ口宗成・田村圭子 
 
１）り災証明書は生活再建を進める上で必要であるため確実かつ迅速な発給が求められる 

り災証明書は各被災者世帯の被災程度を証明するものであり、この被災程度によって、受けら

れる支援金や義援金、その他の支援メニューが異なる。そのため、生活再建を進めるすべての被

災者にとってり災証明書は非常に重要な証明書である。この特徴から、り災証明書はすべての被

災者に迅速かつ確実に発給されなければならない。そこで我々は、GIS を基盤とした支援システ

ムを開発・活用し、効果的な発給業務の運用を行なうことで、合理的なり災証明発給を実現した。 
 
２）効果的にり災証明書を発給するために GIS を基盤としたり災証明発給システムを開発した 

り災証明書では「誰が」「どの建物に」「どういう被害を受けた」かが記される。これらに関す

る情報として、自治体では住民基本台帳、家屋課税台帳、建物被害認定調査結果を管理するもの

の、お互いを結合するための手がかりは存在しない。そこで我々はそれぞれの情報を空間上に重

ね合わせることで統合することとした。この空間上での重ね合わせを可能とする仕組みが GIS で

ある。我々は GIS を基盤として図 4.4-3-1 に示すようなシステムを開発した。本システムでは、

り災発給時における受付の記録を行なう機能、申請者と対象物件、調査結果等を検索する機能、

さらには空間的な重ね合わせによりその情報の確定を可視的に確認する機能を設けている。り災

証明書の申請者を検索機能で同定し、結果として得られる人・建物・調査結果の情報を地図確認

の画面で、申請者自身が確認をして、合意を得てり災証明が発給される。本システムの活用によ

り、住民登録外や建物の未登記などの特異的な場合を除き、平均で 1 件あたり 2 分での発給が実

現された。 
受付の記録対象の検索

地図による確認

 
図 4.4-3-1 GIS を基盤としたり災証明発給システム 
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３）申請者の動きを捉えたワークフローを確立し、適切な会場の設営を行なった 

先に示した効率的なり災証明発給を支える仕組みはシステムだけではない。システムを活用し

た業務運用にあたり、申請者の動きを捉えたワークフローを適切に確立し、申請者を円滑に流す

ための空間レイアウトを設計することは必要不可欠である。 
我々はり災証明発給時における申請者を分類し、それぞれの申請者への対応を一連の流れの中

で行なえるようワークフローを確立した。具体的な申請者数を想定し、それぞれのフローを流す

ために必要な人的資源数や物的資源数を推定し、それぞれの確保と配置を行なった。また、この

ワークフローに基づき各人的資源に対しての運用マニュアルの作成を行なった。 
また、空間レイアウトにおいては会場の確保から始まり、申請者の安全面を最優先しながらも

自治体の持つ情報を閲覧するシステム構成となっていたため、ネットワーク整備状況も考慮した。

結果として柏崎市では市役所付近に位置し大きな駐車場を有した市立図書館であるソフィアセン

ターを会場として選定した。ソフィアセンター自体も中越沖地震により被災しており、利用可能

なスペースが限られていた。しかしながら多くの申請者が訪れることが想定されており、可能な

限りスペースを確保する必要があった。結果的に、1 階と 2 階のフロアを貸し切る形となり、導

線が複雑になることは避けられなかった。 
そこで、図 4.4-3-2 に示すように、申請書類も整っておりトラブル発生が見込まれない申請者に

対しては単純な導線を設計し、1 階のみで申請から発給までを受けられるよう配慮した。その他

のトラブル発生が見込まれる申請者に対しては、それぞれのトラブルに要する時間を考慮し、時

間をより多く要する申請者をより長い導線となるよう設計した。結果として、図 4.4-4-3 に示すよ

うな空間レイアウトを設計することで、り災証明の申請から発給までが円滑に進められた。 
このように、システムの支援を受ける場合においても、そのシステムを最大限に活用するために

取り巻く環境の整備としてワークフローの確立と空間レイアウトの設計は欠かせない。 
 

 
図 4.4-3-2 り災証明発給のワークフロー 
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図 4.4-3-3 り災証明発給会場のレイアウト例 

 
４）効果的な被災者生活再建支援を進めるためには、一元的に被災者の生活再建状況を把握する

被災者台帳の構築が求められる 

効果的な被災者生活再建支援の 1 つの形として「取り残しのない被災者生活再建支援」があげ

られる。この「取り残しのない被災者生活再建支援」を目指して、我々は柏崎市において被災者

台帳の構築を行なった。被災者台帳とは、各種支援業務を進める上で「誰が支援の対象者か」を

把握するための基盤となる台帳である。これは図 4.4-3-4 が示すように、被災者の生活再建支援の

第一段階であるり災証明発給が進められることで、その基盤が構築される。 
さらにり災証明発給データベースをもとに、平常時から自治体が管理している市民税課税台帳

や固定資産税課税台帳を統合することで、各被災者は災害発生前においてどういう状況であった

かを把握することができる。これを基盤として各種支援業務が展開されることで、被災者への各

種支援の提供状況が記録され、包括的にどの被災者にどういう支援が進められているかが把握で

きる。また、支援を提供するにあたり被災者から「被災時の生活実態」や「その後の生活再建の

状況」が示される。これらも被災者台帳で一元的に集約することにより、多面的に「被災者の実

態」が把握できるようになる。 
 

 

図 4.4-3-4 被災者台帳の全体構成図 
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５）被災者台帳を活用するための被災者支援業務管理システムを開発した 

被災者台帳を中心として各種の支援業務を展開するためには、被災者台帳内の情報を閲覧・集

約し、また被災者台帳へ支援業務の対応結果を記録するための仕組みが必要となる。そこで我々

は、各種の業務を遂行する中で被災者台帳を豊かにするための情報システムとして、「被災者支援

業務管理システム」を開発した。 
まず、本システムでは、被災者生活再建支援の相談対応の中で被災者の実態を聞き取り、それ

らを被災者台帳へ登録できる仕組みが搭載されている。これは相談対応の中で被災者から申請者

およびり災者に関する情報だけでなく、世帯の基本情報や建物の所有状況などの情報を収集し、

被災者台帳へ登録する仕組みである。また、相談対応の中で被災者から提供される各種資料や相

談対応を記録した個別相談シートなどを PDF で保存し、各被災者へ結合される仕組みが搭載され

ている。この仕組みにより、個別の被災者を同定した際、その被災者の詳細な情報を閲覧するこ

とが可能となる。また、本システムでは様々な条件を設定することで、条件に該当する被災者を

集約する機能も搭載されており、必要に応じて被災者の支援策への申請状況や被災者の再建状況

を容易に集約することが可能である。 

申請者
情報

り災者
情報

建物調査
状況

建物所有
状況

世帯の
基本情報

支援の
進捗状況

 

 

PDFで
表示

 
図 4.4-3-5 被災者支援業務管理システムの入力画面とデータ保存 
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６）被災者台帳を活用して「取り残しのない被災者生活再建支援」を実現した 

柏崎市では「被災者支援業務管理システム」を活用することで、図 4.4-3-6 に示すように各支援

策に対して相談や申請を行なっていない被災者を同定することができた。これが「取り残された

被災者」となる。この被災者に対して柏崎市では、該当する被災者の状況を個別に把握し、「未相

談」や「未申請」の被災者に対して積極的な働きかけを行ない、相談や申請を促進することとな

った。これは平常時における行政の一般的な「申請主義」とは大きく異なる新しい体制であり、

「攻めの行政」と呼ぶことができる。この活動により生活再建支援金（基礎支援金）の申請期限

となった 2009 年 9 月 15 日時点では、り災証明未取得が 50 世帯、未相談が 71 世帯、支援金未申

請が 4 世帯にまで減少した。この実例が示すように、合理的に被災者の生活再建支援を進めるた

めには、この「攻めの行政」を確立させることが欠かせない。これを各種の支援策において継続

的に実施することで、「取り残しのない被災者生活再建支援」が実現される。 
 

 
 

図 4.4-3-6 各支援策における“取り残された”被災者の同定 
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４.５ 新潟県中越地震から得られた教訓の他被災地への効果的な普及方策の検討 
 
（１）新潟県中越沖地震の対応に関わる検証 

 
生活安全部門 

危機管理分野 田村圭子 
 
１）新潟県中越沖地震における県の応急・復旧対応期の活動について、県と共働しながら専門家

の立場から検証を実施し、今後の対応の改善に向けて提言を行った 

本検証は、新潟県からの依頼を受け、新潟大学災害復興科学センターが、危機管理の側面から、

平成 19（2007）年 7 月 16 日に発生した新潟県中越沖地震における災害対応過程のうち県の応急・

復旧期の活動について、専門家の立場から、その活動の実態と今後の課題について確認し、提言

の形でまとめ、今後の災害対応に資することを目的とした。新潟県では、平成 16 年の中越地震の

対応経験を経て、災害対応の見直しを行った。沖地震の検証について、中越地震の対応との比較

を 1 つの視点としている。 
検証の手順は、①災害対策本部において、災害対応業務の任を負った班・グループの職員に対

し聞き取りを実施した。インタビューを受けた職員が考える「対応の実態」「今後の課題」につい

て明らかにする、②県庁内部で実施された本部各班のふりかえりに基づき、班・グループ全体が

考える対応の実態、今後の課題について明らかにする、③客観的な証拠となるようなデータをで

きるだけ収集し、参照する。 
 

 
 

図 4.5-1-1 新潟県中越沖地震検証報告書 
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２）中越沖地震の対応は概ね円滑に進み、特に先進的な対応が実施されたことは評価できる 

中越沖地震においては、中越地震よりも余震回数が少なく、全体状況の把握が比較的容易であ

ったこともあり、概ね対応は円滑に進んだと評価できる。専門家として特に評価したいのは、県

が実施したいくつかの先進的な試みである。例えば、①県による戦略的な対応方針の決定と実現、

②統括調整グループによる被災市町村ならびに関係機関への積極的な調整活動、③広報局による

積極的なマスコミ対応、④要援護者対策を中心とした現地保健福祉本部の設置、⑤生活再建支援

につながる建物被害認定調査業務の積極的支援、⑥食料を含む救援物資の調達・輸送を地元専門

企業と連携して実施、⑦外部の人的資源を取り込み災害対策本部内で実施した地図作成班、資源

管理班の活動、である。本検証は提言の形で県へと示され、今後に向けて、専門家などを交えて

検討を実施し、今後の災害対応に生かすための試みが開始されている。 
 

３）検証の成果を、対応組織の類型に着目しながら、さらに詳細に検証した 

検証の成果をさらに専門的に考察するために、新潟県中越沖地震で実施された対応の中から、

特に他組織の組織・団体の支援を得て実施した対応について、対応組織の類型に着目しながらそ

の対応の業務内容について、さらに詳細に検証した。この検証には、アメリカ社会学における災

害対応組織の類型のうち、Quarantelli 他が示す「組織構造」「機能」の軸、Kreps 他が示す「業

務」を分析する軸を用いることで支援体制ならびに活動の検証を可能にした。 
Quarantelli 他 1)は、災害対応組織を 2 つの軸で整理している。１つの軸は、災害対応組織の構

造（Strucure）で「日常とは変化がない（Old）－日常とは変化している（New）」、もう一方の

軸は、災害対応の機能（Task）に着目し「日常からある（Regular）－日常にはない（Non-regular）」、
この 2 軸からなる４つの象限に分類した。林 2)は、タイプⅠを「通常業務」タイプⅡを「拡大業

務」タイプⅢを「拡張業務」タイプⅣを「創発業務」とし、機能（Task）に、より着目するラベ

リングを行っている。一方、高梨 3)はタイプⅠを「定置型組織」タイプⅡを「拡大型組織」タイ

プⅢを「転置型組織」タイプⅣを「創発型組織」とし、より組織の構造（Strucure）に着目する

ラベリングを行っている（図 4.5-1-2）。 
Kreps 他 4)は、Quarantelli 他の分類を基に、対応組織が「公的な組織活動（Formal Organizing）

-集合行動（Collective Behavior）」の一軸上に分類する方法を提唱している。これは Domain（自

己完結型の団体で外部に認知されており存在意義が確立している）、Tasks（社会活動として認知

された業務の一部を請け負っている）、Resources（人的資源、物的資源を有している）、Acitivities
（物理的空間で継続的に行われる活動を実施している）の４つのうちどの項目に対してその組織

が重きをおいているか、優先順位が高いか、存在意義としているかの判断にたって、分類を行う。

最も公的な組織活動は、D-T-R-A（組織の存在意義や業務を優先する）が組織の形態であるもの

をいい、最も集合行動的なものは、A-R-T-D（実際の活動や資源の保有度合いに重きをおいてい

る）となる。 
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４）今後の災害対応に向けて「業務の領域」と「関わる組織」における検討を進め、多くの組織

が参画して、効果的な災害対応を推進するための検討が必要である 

 
Quarantelli 他の 4 タイプに従って分類した結果を図 4.5-1-3 に示した。組織の類型と検証内容

については、TypeI（応急仮設）（物資輸送）については、組織や業務手順がはっきりと確立して

おり、受援側が対応を誤らなければ、かなり業務効率が期待できる。これらについては発災後の

県側の調整力にかなり依存すると言わざるを得ない。TypeⅡ（DMAT）（応急危険度）（ニーズ調

査）については、組織や業務手順がはっきりしている先の 2 つについては TypeI と同様に県など

の調整機能が問われる。ニーズ調査については、業務や領域が確立しておらず、既存の専門家集

団を大量投入することで短期間に実現しようとする業務であり、今後の発災程度・規模によって、

実施すべき業務かどうかについての優先度の決定が必要となる。災害時要援護者の対応に着目が

集まる中、どのような判断を行政が下すべきかについては判断が分かれるところといえる。Type
Ⅲ（コミュニティＦＭ）については、資源や業務手順については確立された情報発信という日常

業務を災害情報発信という活動に読み替えることで実現した。今後は業界として災害情報の発信

を目指すのであれば、スポンサーの獲得について検討する必要がある。TypeⅣ（地図作成班・資

源管理班）（福祉避難所）については、他の自治体に先駆けて実施されており、また、それらの機

能の重要性は防災関係者が認めるところであり、創発としての価値は高いと評価される。 
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TASKS

STRUCTURE

Typed of Organized Behavior in Disasters

Regular Non-Regular

Old

New

Type Ⅰ : Established

Type Ⅱ: Expanding

Type Ⅲ: Extending

Type Ⅳ: Emergent

既存の組織が平時から期待さ
れている役割を果たす

事前に組織的な活動計画が練
られており、災害時に計画に則
り機能を実現する

発災後に結成され、被災地で展
開される様々な活動のかなめと
して調整役を果たす

既存の組織や集団がその機能
を発揮して、災害時に必要と
なった役割を果たす

①通常業務、
②定置型組織、規制型組織

①拡張業務
②転置型組織、伸展性組織

①拡大業務
②拡大型組織

①創発業務
②創発型組織、緊急表出型組織

①林(2001)、②高梨(2008)による命名 Quarantelli, E.L.が提唱

組織構造が日常と変化がある/なし

組織が果たすべき機能が日常からある/なし

 

図 4.5-1-2 組織の構造（Strucure）に着目するラベリング（林 2)、高梨 3)） 

TASKS

STRUCTURE

Typed of Organized Behavior in Disasters

Regular Non-Regular

Old

New

Type Ⅰ : Established

Type Ⅱ: Expanding

Type Ⅲ: Extending

Type Ⅳ: Emergent

仮設住宅の建設

企業が中心となった救援

物資配送センターの運営

ＤＭＡＴ

応急危険度判定

現地保健福祉本部による

被災者のニーズ調査

災害対策本部

ＦＭピッカラの24時間災害放送

地図作成班

資源管理班

柏崎小における福祉避難所

の設置・運営

 

図 4.5-1-3 Typed of Organized Behavior in Disasters（Quarantelli 他の 4 タイプ） 
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（２）新潟県中越地震・中越沖地震の災害対策本部資料の分析 

 
生活安全部門 

危機管理分野 井ノ口宗成・田村圭子 
 
１）中越地震における「新潟県の災害対策本部の活動に使用された資料」の系統的保存と分析を

実施した 

新潟県からの依頼を受け、新潟大学災害復興科学センターが中越地震における新潟県の災害対

策本部資料の系統的保存と内容分析を実施した。2004 年新潟県中越地震への新潟県の災害対応に

おいて処理された情報資料を分析し、情報処理の実態分析を行なう。中越地震の資料は、段ボー

ルに 38 箱あり、総重量が 475.5kg（平均：12.5kg/1 箱）、資料体冊数：20,104 冊（平均：529.1
冊/1 箱）、資料体枚数：92,245 枚（平均：2426.1 枚/1 箱）であった。これまで自治体の災害対策

本部で使われた書類・資料を総合的に分析した事例はなく、県との連携の中で実現した貴重な研

究活動である。 
 
２）新潟県の「中越地震災害対策本部の活動に使用された資料」の全体の 6 割以上が救援物資関

係のものであった 

新潟県中越地震の書類の総重量の実に 60%（総枚数 62％）が救援物資関係の書類であった。阪

神・淡路大震災以降、全国から善意に基づいて送られる救援物資の処理に被災自治体が忙殺され

る実態については、よく知られている。今回、その実態が、処理書類の量の上で検証された。特

に、小口物資については、送り主とのやりとり、物資の受け渡しに関わる書類が多く、現場がそ

の処理に多くの労力を割いたことが伺える。 
 

表 4.5-2-1 新潟県中越・中越沖地震における災害対策本部資料 

 
7

箱数 総重量 資料枚数 箱数 総重量 資料枚数
22 288.5 56,797 60.7 9.2 2 23.0 3,561
1 9.0 1,943 1.9 2.6 1 6.5 1,792
3 21.0 3,568 4.4 12.6 3 31.3 6,726
6 63.0 10,858 13.2 対応（対策） 被害調査 16.4 4 41.0 9,162

情報分析 8.0 1 20.0 4,160
情報作戦 4.2 1 10.5 2,192

4 63.5 11,897 13.4 庶務 庶務 5.2 1 13.0 2,938
庶務（緊急車両） 10.2 2 25.5 5,080

庶務（本部会議資料） 10.4 3 26.0 7,282
2 30.5 6,308 6.4 21.1 2 52.5 10,005
38 475.5 91,371 100.0 100.0 20 249.3 52,898合計

情報収集

その他

総重量に
占める割

中越地震 沖地震

救援物資
ライフライン

項目
総重量に
占める割
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３）中越沖地震では、中越地震の教訓を受け、小口物資の受け入れについては断る方針を立てた 

中越地震の教訓を受けて、中越沖地震において、救援物資の対応方針を大きく転換した。手順

としては「物資を送りたい」との申し出があった場合、①その内容を書き留める、②申し出に謝

意を伝える、③その物資が必要となった場合は再度行政から連絡すると伝える、④実際に被災地

で必要な物資について、地元のニーズを確認してから、再度連絡し、できるかぎり送り主から直

接必要としている先へと運搬の手続きをとってもらう、とした。すると、実際的に小口物資の受

け入れは発生せず、まとまった物資の受け入れのみを行う結果となった。沖地震における新潟県

災害対策本部資料について、中越地震のものと比較したところ、6 割であった資料が 1 割弱まで

減り、災害対策本部業務全体にかかる業務の負担をスリム化することに成功した。 
 
４）新潟県中越地震における県と小千谷市の災害対応業務を比較しながら検討すると、災害対応

業務は 17 サービス・87 業務に分類された 

中越地震の被災地である小千谷市における災害対策本部業務の系統的な保存と分析を実施し、

県の災害対策本部資料の分析結果を専門的にさらに分析したところ、①災害対応業務は 17 サービ

ス、87 業務あった、②「被害を知る」などの全体像の把握に関わる土木関係の資料は県にのみ存

在していた、③県独自の業務（市町を越えた全体の被害対策など）、市独自の業務（被災への直接

対応など）についても、明らかになった。 
 

表 4.5-2-2 災害対応業務の分類 

 

サービス 業務
安否確認
捜索
救助救出
死者対応
傷病者対応
遺体対策
医療対策
健康管理
一時避難者対策
避難勧告
通行許可対策
危険物撤去対策
応急危険度判定
火災対策
被災動物対策
外部資料
電気復旧
水道復旧
ガス復旧
電気・水道・ガス復旧
原発対応
外部資料
鉄道復旧
バス復旧
道路復旧
鉄道・バス・道路復旧
被災トンネル対応
空路対応
港湾施設対応
外部資料
電話復旧
応急通信
庁内資料

命を守る

ライフライン(供給系)を復旧する

交通を復旧する

通信を復旧する

サービス 業務
孤立(人)対応
孤立集落対応
指定外避難場所支援
指定避難所運営
仮設トイレ対策
ゴミ対策
し尿処理対策
入浴施設管理
水害対策
雪害対策
障害物撤去
土砂崩れ対策
被災地盤対応
がけ崩れ対応
擁壁崩壊対応
外部資料
被災下水道対応
被災水路対応
被災貯水池対応
路駐対策
仮住まい対策
仮設住宅対策
被災者生活支援
救援物資処理
救援物資(給食・給水)
救援物資(保管・配送)
救援物資(提供・受付)
給水処置
ボランティア
心のケア
災害弱者対策
給食支援
被災生徒・児童対策

二次災害を防止する

生活フローを安定させる

避難者に対応する

衛生を管理する

サービス 業務
産業復旧復興対策
民間施設運営
罹災証明発行
義援金処理
その他の経済的支援業務

住宅の再建を支援する 被災建物対応
被災河川対応
河川施設対応
被災橋梁対応
被災文化施設対応
被災公共施設対応
被災文教施設対応
応援派遣員処理
自衛隊
緊急消防援助隊
ヘリ対策(視察)
外部資料
情報発信業務
環境対策
定例会議
クレーム対応
立ち入り禁止エリア対策
地域別対策
その他
情報受付業務
庁内資料
○班の統括調整
情報受付業務
庁内資料
外部資料
マスコミ対応
庶務
情報収集業務
情報受付業務(電話対応)
基礎資料
庁内資料
外部資料

その他のサービスを提供する

被害を知る

本部を運営する

産業の再建を支援する

生活の再建を支援する

都市の再建を支援する

応援派遣員を処理する

県独自の業務

市独自の業務

市では個別業務、県では集
約されて実施

庁内で回覧した資料
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（３）次の災害に備えた災害対応実態の伝承 

生活安全部門 
危機管理分野 井ノ口宗成・田村圭子 

 

１）被災者生活再建支援に関する業務の実態を時系列で可視化し全体像を把握した 

被災者台帳を中心として一元的に各部局の生活再建支援状況が管理されたことにより、各支援

業務の実態を明らかにすることができた。本活動では、我々が深く関わり、被災者の生活再建支

援を進める中で重要と考えられる 5 つの目的に基づく 14 の業務を対象とした。各々の業務におい

て、発災当日から約 2 年半が経過した 2009 年 11 月 30 日までにおける日々の処理件数を集計し、

いつピークが訪れ、その量はどれほどになるか、また業務はどれほど継続され、総業務量はどれ

ほどになるかを明らかにした。 

２）14 種類の業務の時系列展開の実態から 4つの特徴が見いだされた 

前出の図 4.5-3-1 に示すように 14 種類の業務の業務量を明らかにした後、それらの特徴に基づ

いて整理を行なったところ 4 つの特徴が見られた。 

ａ）短期決戦の業務 

短期決戦の業務とは、業務の終了時期が明確な業務である。これらの業務は法制度によって

期限が決められている場合や、次に展開される業務の前提として行なわれる場合が多い。具体

的には、発災後 3 週間で完了を迎える応急危険度判定に関する業務やり災発給の前提となる建

物被害認定調査やその結果のデータベース構築に関する業務は発災後約 1 ヶ月で完了される。

また、申請期限が半年間と明確な応急住宅修理に関する業務や、入居者が決定しており建設完

了と同時に短期間で進められる復興公営住宅への入居支援に関する業務が該当する。これらは、

総業務量は大きいものの終了時期が短期で明確なため、各業務に対する資源投入を集中的に行

なう必要がある。 

ｂ）長期継続の業務 

長期継続の業務とは、業務の終了時期が不明確な業務である。これらの業務の終了時期は自

治体の意思決定に委ねられており、被災者への積極的な働きかけを行なわなければ完了するこ

とが出来ない。具体的には再調査業務やり災証明発給業務、生活再建相談窓口の対応業務が該

当する。さらには仮設住宅入退居に関する業務も、継続的に被災者が退居するために長期継続

の業務として分類される。これらの業務に対しては、自治体が被災者の生活再建状況を的確に

把握し、いつ業務を終了するかの判断を行なう必要がある。 

ｃ）想定外の課題に対して取り組む業務 

柏崎市では事前に想定もしていなかった課題が発生した。1つは被災者認定の見直しである。

自治体が平常時から住民基本台帳などで把握している状況と被災時の被災者の生活実態が異

なる場合が見受けられた。これらの世帯に対して、改めて被災者の認定を見直した。もう 1 つ

は仮設住宅入居者への生活再建の支援である。入居者が抱える課題は個々に異なり、それらは

なかなか見えない。そこで柏崎市では全戸訪問を継続的に行ない、課題の把握と個別の再建方

針の検討を進めた。これらの 2 つは柏崎市で初めて明らかとなった新しい課題であるが、今後

の他地域における災害においても検討すべき課題である。自治体としてこれらの課題に取り組

むべきかの方針決定が求められる。 
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図 4.5-3-1 被災者生活再建支援業務の時系列での可視化 
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ｄ）方針変更により影響を受ける業務 

これは、業務が運用される途中において方針変更がなされた業務を指す。特に柏崎市では発

災から 4 ヶ月後の 2007 年 11 月に被災者生活再建支援法が改正され、申請要件が大幅に変更

された。これを受けて対象者が大幅に増え、結果として業務量の増加につながった。また、義

援金の支給においても、第一次義援金では半壊以上の世帯を対象としていたが、第二次義援金

では一部損壊も対象とした。そのため、第二次義援金では業務量として約 5 倍近くにまでふく

れあがった。このような業務においては、方針変更による対象者の増加を事前に把握し、どれ

ほど業務量に影響するかを考慮する必要がある。 
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３）り災証明発給業務の実態の伝承を目的として業務内容を整理した 

柏崎市におけるり災証明発給業務は 1 つの成功事例として位置づけることができる。この事例

を次の災害に伝承するためには、業務の実態を可視化することが求められる。そこで我々は、業

務の開始から終了までに携わった実務者へのヒアリングを通して、業務がどのように進められた

かを記録することとした。 
このヒアリングは 17 名の実務者に対して約 2 ヶ月にわたり計 36 回実施した。対象とした実務

者は現場の担当者レベルから企画立案を担う課長や部長に至るまで、幅広く選定した。また、業

務の対象としてはり災発給現場における業務だけでなく事前の準備に関する業務も含めた。その

結果として、り災証明発給に必要となる 64 の仕事が明らかとなった。これらの仕事を目的と実務

者の立場によって 3 階層に分類した後、時系列で整理した。その結果として下表に示す業務全体

像が得られた。この業務全体像は、他の被災経験のない自治体に対して共有・発信している。こ

の成果をもとに各自治体では各自の状況を踏まえ、運用可能な形へと修正し、具体的な災害対応

マニュアルの策定に活用している。 
 

表 4.5-3-1 り災証明発給業務の時系列での可視化 

１　 り災証明発行業務を立ち上げする 1-1 り災証明発行担当者が業務量を算定する 1-1-1 事務局が被害世帯数を確認する

1-1-2 事務局が被害状況(住家・非住家）を確認する

1-1-3 事務局が建物被害調査の進捗状況を確認する

1-2 り災証明発行担当者が組織体制を確立する 1-2-1 事務局が必要となる人員を確認する

1-2-2 事務局が必要となる人員を確保する

1-3 り災証明発行担当者が外部支援団体に支援を要請する 1-3-1 事務局が外部支援団体の提案内容を受入する

1-3-2 事務局が必要な人員に関する情報を収集する

1-3-3 事務局が外部支援団体に支援要請を決定する

1-4 り災証明発行担当者が当面の計画を立てる 1-4-1 事務局が大まかなスケジュール案を作成する

1-4-2 事務局がキックオフミーティングを実施する

1-4-3 事務局が実施計画を作成する

1-4-4 事務局が実施計画を伝達する

1-5 り災証明発行担当者が運営環境を整備する 1-5-1 事務局が必要となる設備を確認する

1-5-2 事務局が必要となる設備を確保する

2 り災証明発行業務を準備する 2-1 り災証明発行担当者が罹災証明発行業務の方針を決定する 2-1-1 方針決定担当がり災証明発行業務に関わる方針を決定する

2-1-2 方針決定担当が発行場所を選定する

2-1-3 方針決定担当がステークホルダーとなる組織の方針と調整する

2-1-4 方針決定担当がり災証明発行業務の実施方針を決定する

2-2 り災証明発行担当者が発行概要を広報する 2-2-1 広報担当がリーフレットを設計する

2-2-2 広報担当がリーフレットを作成する

2-2-3 広報担当が広報を申請する

2-2-4 広報担当が広報資料を配布する

2-3 り災証明発行担当者がり災証明発行のための情報システムを構築する 2-3-1 情報システム構築担当がり災証明発行支援システムを開発する

2-3-2 情報システム構築担当がり災証明発行支援システムをテストする

2-3-3 情報システム構築担当がアプリを研修する

2-4 り災証明発行担当者が罹災証明発行基盤台帳を構築する 2-4-1 情報システム構築担当が建物被害認定調査結果台帳を構築する

2-4-2 発行基盤台帳構築担当がり災証明発行基盤台帳を設計する

2-4-3 発行基盤台帳構築担当が被災認定調査結果と被災者を結合する

2-5 り災証明発行担当者がワークフローを構築する 2-5-1 ワークフロー構築担当が業務フローを決定する

2-5-2 ワークフロー構築担当がマニュアルを作成する

2-5-3 ワークフロー構築担当が研修を実施する

2-6 り災証明発行担当者が罹災証明発行会場を設営する 2-6-1 会場設営担当が動線を決定する

2-6-2 会場設営担当が会場レイアウトを決定する

2-6-3 会場設営担当が会場を配置する

3 罹災証明集中発行業務を実施する 3-1 り災証明発行担当者が発行業務を管理する 3-1-1 り災証明発行管理担当が指導する

3-1-2 り災証明発行管理担当がローテーションを実施する

3-1-3 り災証明発行管理担当が安全管理・労務管理を実施する

3-2 り災証明発行担当者が発行業務を実施する 3-2-1 発行業務実施担当が受付する

3-2-2 発行業務実施担当がり災判定結果を通知・発行する

3-2-3 発行業務実施担当が単純発行で見つからなかったり災判定結果を通知・判定する

3-2-4 発行業務実施担当が再調査予約する

3-2-5 発行業務実施担当が個別相談を受付する

3-3 り災証明発行担当者が県に集計実績を報告する 3-3-1 報告担当が収集する

3-3-2 報告担当が集計する

3-3-3 報告担当が県に集計実績を報告する

3-4 り災証明発行担当者が再調査結果を更新する 3-4-1 再調査結果更新担当が再調査結果を更新する

4 罹災証明集中発行業務を撤収する 4-1 り災証明発行担当者が罹災証明集中発行会場を撤収する 4-1-1 会場撤収担当が会場撤収を計画する

4-1-2 会場撤収担当が会場を撤去する

4-2 り災証明発行担当者が罹災結果を関係各課に配布する 4-2-1 罹災結果配布担当が関係する担当各課を検討する

4-2-2 罹災結果配布担当が関係する担当各課の問い合わせに対応する

4-2-3 罹災結果配布担当が罹災結果利用の通知を伝達する

4-2-4 罹災結果配布担当が罹災結果を配布する

5 り災証明発行業務を維持する 5-1 り災証明発行担当者が定例ミーティングを実施する　 5-1-1 事務局が開催日時を決定する

5-1-2 事務局がメンバーを設定する

5-1-3 事務局がミーティングを実施する

5-1-4 事務局が議事録を共有する

5-2 り災証明発行担当者が人員を確保する 5-2-1 事務局が人員を確認する

5-2-2 事務局が人事に照会する

5-2-3 事務局が他市町村に照会する

5-3 り災証明発行担当者が物品を確保する 5-3-1 事務局が物品を確認する

5-3-2 事務局が必要な物品を発注する

5-3-3 事務局が必要な物品を調達する

5-4 り災証明発行担当者が実施計画を修正する 5-4-1 事務局が実施計画を修正する

5-4-2 事務局が実施計画を伝達する

レベル1
(り災証明発行責任者(部長級)：意思決定機能)

レベル２
（り災証明発行担当者（課長級）：企画立案機能）

レベル３
(各担当（係長,担当）：実行機能)
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（４）効果的な人的・物的資源配分のためのデータベース構築 

 
生活安全部門 危機管理分野 田村圭子・井ノ口宗成・林春男 

富士常葉大学大学院 環境防災研究科 木村玲欧 
 
１）外部組織からの「人的応援資源」「物的応援資源」を一元的に管理する「資源管理班」の必要

性の認識と中越沖地震での実践 

中越地震の災害対応において、県市町村は、さまざまな外部組織から「人的応援資源」「物的応

援資源」を派遣・送付され、資源活用および資源処理において 3 点の教訓が生まれた。1 つ目は

「被災自治体職員にとって、資源管理業務の優先順位は低くなりがちである」、2 つ目は「縦割り

行政の中で効果的な資源管理を成し遂げるためには、組織内の人間ではなく他組織（特に研究者

などの違う立場）の人間による介入によった方が資源の共有をしやすい」、3 つ目は「現時点で標

準的な資源管理手法が存在しない」である。 
これらの教訓をもとにして、2007 年新潟県中越沖地震において、災害から 6 日目の 2007 年 7

月 21 日より 8 月 31 日にわたって、新潟県職員・近畿ブロックの応援職員・研究者からなる「新

潟県災害対策本部・資源管理班」を結成して活動を行った。特に、人的応援・物的支援に関して

各自治体・組織から送られてくるさまざまなフォーマットの文書から、応援資源管理に必要な項

目を取り出して、それを一元的に管理する「応援要請 DB（データベース）」を作ることがその業

務の中核となった（図 4.5-4-1）。 
資源管理班の具体的な業務フローは、①情報を収集する、②情報を整理する、③応援要請 DB

を構築・更新する、④リクエストに応じた情報を提供する、の 4 つである。結果的に、8 月 31 日

の資源管理班の活動終了まで、計39,205件のデータが応援要請DBに入力され、人的資源は11,444
件、物的資源は 26,817 件、不明が 944 件というデータベースが完成することになった。特に、

データベースのフォーマットが形づくられてきた活動の後半においては、新潟県災害対策本部内

の各部署からのリクエスト応じて、応援要請 DB から必要に応じたデータを抽出・加工して各部

署に提供を行った。 
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内容
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書類

会計処理

資源管理班の役割

会計処理
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図 4.5-4-1 新潟県災害対策本部・資源管理班の業務フローと作成されたデータベース 

ID 依頼先 支援内容１ 支援内容２ 支援内容３ 支援日 数量 単位 単価 金額 依頼元 支援先 支援内容備考 備考

1 奈良県 人的応援 保健活動支援 保健師 7月19日 5 人 福祉保健課 柏崎市 奈良県３人、橿原市２人 奈良県がまとめて派遣？（cf, ID66）
2 奈良県 人的応援 保健活動支援 保健師 7月20日 5 人 福祉保健課 柏崎市 奈良県３人、橿原市２人 奈良県がまとめて派遣？（cf, ID66）
3 奈良県 人的応援 保健活動支援 保健師 7月21日 5 人 福祉保健課 柏崎市 奈良県３人、橿原市２人 奈良県がまとめて派遣？（cf, ID66）
4 奈良県 人的応援 保健活動支援 保健師 7月22日 10 人 福祉保健課 柏崎市 奈良県６人、橿原市２人、大和奈良県がまとめて派遣？（cf, ID66）
5 奈良県 人的応援 保健活動支援 保健師 7月23日 5 人 福祉保健課 柏崎市 奈良県３人、大和郡山市２人 奈良県がまとめて派遣？（cf, ID66）
6 奈良県 人的応援 保健活動支援 保健師 7月24日 5 人 福祉保健課 柏崎市 奈良県３人、大和郡山市２人 奈良県がまとめて派遣？（cf, ID66）
7 奈良県 人的応援 医療救護支援 医師 7月19日 10 人 医療活動支援班 柏崎市・刈羽村
8 奈良県 人的応援 医療救護支援 医師 7月20日 10 人 医療活動支援班 柏崎市・刈羽村
9 奈良県 人的応援 医療救護支援 医師 7月21日 5 人 医療活動支援班 柏崎市・刈羽村

10 奈良県 人的応援 医療救護支援 医師 7月22日 5 人 医療活動支援班 柏崎市・刈羽村
11 奈良県 人的応援 医療救護支援 医師 7月23日 5 人 医療活動支援班 柏崎市・刈羽村
12 奈良県 人的応援 医療救護支援 医師 7月24日 5 人 医療活動支援班 柏崎市・刈羽村
13 奈良県 人的応援 医療救護支援 看護師 7月19日 10 人 柏崎市・刈羽村
14 奈良県 人的応援 医療救護支援 看護師 7月20日 8 人 柏崎市・刈羽村
15 奈良県 人的応援 医療救護支援 看護師 7月21日 8 人 柏崎市・刈羽村
16 奈良県 人的応援 医療救護支援 看護師 7月22日 8 人 柏崎市・刈羽村
17 奈良県 人的応援 医療救護支援 看護師 7月23日 人 柏崎市・刈羽村 人数不明
18 奈良県 人的応援 医療救護支援 看護師 7月24日 人 柏崎市・刈羽村 人数不明
19 奈良県 人的応援 医療救護支援 薬剤師 7月19日 4 人 8000 32000 統括調整グループ
20 奈良県 人的応援 医療救護支援 薬剤師 7月20日 4 人 8000 32000 統括調整グループ
21 奈良県 人的応援 医療救護支援 薬剤師 7月21日 4 人 8000 32000 統括調整グループ
22 奈良県 人的応援 医療救護支援 薬剤師 7月22日 4 人 8000 32000 統括調整グループ
23 奈良県 人的応援 医療救護支援 薬剤師 7月23日 4 人 8000 32000 統括調整グループ
24 奈良県 人的応援 医療救護支援 薬剤師 7月24日 4 人 8000 32000 統括調整グループ
25 奈良県 人的応援 家屋被害調査支援税務職員 7月19日 50 人 5000 250000 建築住宅課
26 奈良県 人的応援 家屋被害調査支援税務職員 7月20日 50 人 5000 250000 建築住宅課
27 奈良県 人的応援 家屋被害調査支援税務職員 7月23日 50 人 5000 250000 建築住宅課 21日・22日のデータないがよいか
28 奈良県 人的応援 家屋被害調査支援税務職員 7月24日 50 人 5000 250000 建築住宅課

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

66 奈良県奈良市 人的応援 保健活動支援 保健師 7月19日 2 人 福祉保健課 柏崎市 奈良市が独自に派遣？（cf, ID1）
67 奈良県奈良市 人的応援 保健活動支援 保健師 7月20日 2 人 福祉保健課 柏崎市 奈良市が独自に派遣？（cf, ID1）
68 奈良県奈良市 人的応援 保健活動支援 保健師 7月21日 2 人 福祉保健課 柏崎市 奈良市が独自に派遣？（cf, ID1）
69 奈良県奈良市 人的応援 保健活動支援 保健師 7月22日 2 人 福祉保健課 柏崎市 奈良市が独自に派遣？（cf, ID1）
70 奈良県奈良市 人的応援 保健活動支援 保健師 7月23日 2 人 福祉保健課 柏崎市 奈良市が独自に派遣？（cf, ID1）
71 奈良県奈良市 人的応援 保健活動支援 保健師 7月24日 2 人 福祉保健課 柏崎市 奈良市が独自に派遣？（cf, ID1）
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２）新潟県災害対策本部・資源管理班による「応援要請 DB（データベース）」の構築 

データベース構築をすることによって、人的資源・物的資源がどのように投入されたかについ

て明らかにした。 
人的応援のパレート分析を行った。その結果、医療・保健・福祉 5,727 (50.0%)、ライフライン

復旧 2,884(25.2%)、被災者対応 1,456(12.7%)、被害調査 1,157(10.1%)、ボランティア 125(1.2%)、
産業支援 68(0.6%)、救命・救助 11(0.1%)、防災 6(0.1%)であることがわかり、被害調査までで上

位の 95%となった(資源の単位は件)（図 4.5-4-2 左）。人的資源の配分に関して、まず何よりも命

にかかわる「医療・保健・福祉」が最も多かった。次にライフラインの供給停止による生活支障

を解消するためのライフライン復旧が 2 番目に多かった。また、生活支障の解消を図っている一

方、避難所運営や救援物資対応、被災者窓口などの被災者対応サービスが求められていることも

分かった。さらに復旧・復興を目指してさまざまな被害調査を行ったため、被害調査も多かった

ではないかと考えられる。 
次に、物的応援のパレート分析を行った。その結果、衛生用品 6,650(24.8%)、氷 2,723(10.2%)、

食器 2,466(9.2%)、建材 1,904(7.1%)、食品 1,637(6.1%)、衣類 1,508(5.6%)、電気製品 1,292(4.8%)、
トイレ関係 1,248(4.7%)、水 1,242(4.6%)、作業用品 1,198(4.5%)、避難所用品 1,016(3.8%)、医薬

品 1,003(3.7%)、電気用品 662(2.5%)、キッチン用品 582(2.2%)、ペット用品 361(1.3%)、殺虫剤

354(1.3%)、ドリンク 293(1.1%)、水容器 214(0.8%)、ベビー用品 201(0.7%)、輸送手段が 99(0.7%)、
給水 66(0.2%)、その他 53(0.2%)、燃料 36(0.1%)であることが分かり、ペット用品まで累積比率

が 95%となった(資源の単位は件)（図 4.5-4-2 右）。衛生用品は生活にかかわっている身近なモノ

が非常に多く、さらに中越沖地震は 7 月中旬に発生し夏場であったため、感染症の多発時期で衛

生管理が求められた。また、暑さ対策として避難所で飲み物を冷やしたり、氷柱を避難所に置い

たりしたため、氷の件数が 2 番目となった。 
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図 4.5-4-2 データベースを分析することによって得られた情報 
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（５）県外被災地における災害対応業務の支援 

 
生活安全部門 

危機管理分野 田村圭子・井ノ口宗成 
 
１）2008 年岩手宮城内陸地震における被災自治体の災害対応実態の調査を行なった 

2008 年 6 月 14 日に岩手県内陸南部を震源とした M7.2 の地震が発生した。この地震により岩

手県奥州市および宮城県栗原市では最大震度 6強を記録した。2008年 8月 8日現在で死者 13名、

行方不明者 10 名の人的被害に加えて、全壊 28 棟、半壊 112 棟の住家被害が発生した。これらの

被害に対して、岩手県および宮城県では災害対策本部を立ち上げ災害対応を進める運びとなった。 
そこで我々は中越地震および中越沖地震における対応の経験をもとに、被害が集中した被災地で

ある宮城県および栗原市へ赴き、災害対応における情報処理に関する実態調査および支援を進め

てきた。この調査の中で、これまでの我々の対応をふりかえり、地図作成班（EMC）の必要性の

見極めについて検討を行なった。 
 
２）宮城県における災害対策本部では限られた空間の中で本部運営がなされていた 

2008 年岩手宮城内陸地震の発災直後、我々は新潟県の防災部局とともに現地の視察および支援

を行なうこととした。そこでまずは宮城県庁へ赴き、その実態を調査した。宮城県庁では、図

4.5-5-1 の左写真が示すように危機対策課内が災害対策本部の情報処理スペースとして利用され

ており限られた狭いスペースの中で情報収集・集約・共有がなされていた。その隣には本部の会

議室が用意されており、本部会議はこの会議室で行なわれた。図 4.5-5-1 の右写真が示すように災

害対策本部ではマスコミや外部支援者も同席可能な状態であり、大きく混雑していた。 
 

災害対策本部

  

災害対策本部会議

 
図 4.5-5-1 災害対策本部 

 
一方、情報集約においては図 4.5-5-2 が示すようにホワイトボードを活用し、情報内容別に時系

列で情報を整理していた。過去の訓練が活かされており、情報集約は非常に円滑に進められてい

た。また、ホワイトボードに書き出した情報は、別の実務者によって PC 入力され、ホワイトボ

ードの余白がなくなれば入力結果を出力し、それを貼り出すという流れで情報を失うことなく効

率的な集約がなされていた。 
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情報の集約

  

情報の集約

 
図 4.5-5-2 情報の集約 

 
３）栗原市における災害対策本部では目的に応じて空間設計を行なっていた 

県庁の視察の後、我々は栗原市へ移動し、市の災害対策本部の状況を調査した。栗原市では大

会議室のスペースが災害対策本部に割り当てられており、本部の活動および本部会議が同じ部屋

で行なわれていた。県と同様にパネルを利用した情報共有がなされていた。またマスコミは本部

内に入れることなく、本部外に記者が集結する場所を確保し、本部とマスコミが切り離されてい

た。 
 

災害対策本部

  

マスコミ対応

 
図 4.5-5-3 災害対策本部とマスコミ対応 
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栗原市では、特に本部の運用面において興味深い変化が見られた。それは空間レイアウトの変

化である。発災直後においては部局ごとに集まり、それぞれの活動のためのテーブルが用意され

ていた。しかしながら、5 日後には解決すべき課題ごとに関係する部局が集まり議論ができるレ

イアウトへと変更がなされた。また、本部内に設置されていた情報収集・整理機能は本部外に移

動していた。これらは、より議論が効果的に進められるような配慮がなされた結果によるものだ

といえる。 

  
（a）2008 年 6 月 17 日のレイアウト 

  
（b）2008 年 6 月 20 日のレイアウト 

図 4.5-5-4 災害対策本部のレイアウト 

 
４）現地に赴く先遣隊としては EMC の必要性を見極めなければならない 

現地に最初に派遣される先遣隊としては、EMC の立ち上げを見極める必要がある。EMC は目

的と現場ニーズが合致しなければ、単なる「お手伝い」になると考えられる。すなわち、現場か

らの要請ベースで EMC を立ち上げ、支援を行なうことが求められる。 
今回の岩手宮城内陸地震では、我々は EMC が必要ないと判断した。この判断は、本災害では

大規模斜面崩落による道路の途絶と土砂ダムの危険性が主な課題として明確であり、実務者が把

握可能な被災程度であったことによる。この経験から、EMC の必要性を見極めるには、被害の様

相と自治体業務の進み方が判断要素であることが明らかとなった。 
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４.６ 離村して近隣に分散している者を含めた広域的なコミュニティの創造 

 
地域産業支援部門 農業分野 伊藤忠雄 

生活安全部門 生活安全ネットワーク分野 福留邦洋 
 
（１）はじめに 

中越大震災で大きく被災した中山間地集落では人口が震災発生当時と比較して平均で約 30％
減少している（例えば、住民基本台帳によると旧山古志村では地震発生当時の 690 世帯、2167
人から 2009 年 10 月には 460 世帯、1355 人など）。短期間の急速な人口減少、高齢化の進行は既

存の集落およびコミュニティ維持に影響が出始めている。 
しかし、災害発生後の事情により生活基盤を他地区（近隣）に移しても､集落の行事への参加や

通い営農などで元の集落と繋がりを有する世帯がある。これらは一見、離村と判断されるが、新

たなコミュニティの形態の一つとも捉えられる。このような新しいコミュニティのあり方につい

て、従前集落からの移動実態の把握、広域でのコミュニティの維持方法などの検討を行った。 
 
（２）調査項目等 

調査は、被災中山間地域集落の支援を行っている行政職員、人口が減少したものの交流事業な

ど活動を行っている集落住民からのヒアリングを行い、また離村者を中心に別の場所に建設され

た復興公営住宅の入居者に関する資料収集およびヒアリング、被災集落における耕作状況と耕作

従事者との関係などについて資料収集、ヒアリングを行った。 
 
（３）調査結果概要 

１）被災市町村等行政職員へのヒアリングから 

・ 「本気でつきあえる仲間づくり」など特定の人とのつながりを深めようとしている集落

がある 
・ 空き家（建物）などを活用した交流拠点への転換を始めた事例も生まれつつある 
・ 集落において協働の場で何かをする機会が減り、コミュニティが弱体化したような気が

する→協働、共同作業を通して信頼関係を築いていくしかない 
・ 集落内部でのむすびつきを見直そうとしている動きもある 
・ 耕作放棄すれば山に戻ると誤解している住民が一部にみられる など 

 
２）被災集落におけるヒアリングから 

・ 集落全員ではなく有志の任意団体で交流活動などを行っている 
・ 離村した世帯からすると、集落の共有財産、積立金などの扱いについて気がかりな部分

があるかと思う 
・ 離村した人々が転入した地域でのコミュニティづくりはこれから など 
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３）災害復興公営住宅について 

中越地震の災害復興公営住宅の入居者を対象に「親族や行政関係者以外で日常生活の中で会

話する相手」を聞いた質問紙調査結果では、同じ建物や近隣に話し相手がいる人は約 3 人に 1
人の割合となっている。地震発生当時居住していた集落の人は 13％であり、特にいないという

人が 25％存在する。 
自治会役員が緊急時や日常生活の相談相手として重要視されていないことがうかがわれる。

従来の集落コミュニティにおいて、区長、総代等と呼ばれる地域の取りまとめ役（自治会役員）

は重要な役割をはたす。地震発生直後の避難生活等でもその存在は大きかった。このような状

況から、災害復興公営住宅においてはコミュニティが十分に形成されていないことが推測され

る。 
入居してあまり時間が経過していないものの、中越地震の災害復興公営住宅においても、旧

集落に近接された木造連棟式公営住宅ではなく、とくに集合住宅型では、高齢者世帯が多い中

での近隣関係の構築など「住宅（団地）における新しいコミュニティの形成」が課題といえよ

う。 
実際に災害復興公営住宅を訪問すると、団地に集会施設など集まれる場所が確保されていな

い事例、集会施設があるにもかかわらずほとんど利用されていない事例などが確認された。利

用されていない事例について住民にヒアリングしたところ、団地内における住民間のコミュニ

ケーションが希薄、団地内の意見等をとりまとめるような役を担える人材がいない（団地内自

治会役員の人材不足）などの意見が聞かれた。 
一方、震災当時居住していた従前集落と公営住宅との往来状況についてうかがったところ、

夏季を中心に畑など耕作を行っている人は週数回の割合で往来している事例がかなり確認され

た。耕作を行っていない世帯では、墓参等を除いてほとんど往来していないとの回答が目立っ

た。耕作の有無が従前集落との往来に大きく影響しているとみられる。しかし山へ山菜やキノ

コ採取に行った際などにはホッとするなどの話も聞かれ、潜在的には従前集落、集落周辺へ行

きたいという気持ちは多くの離村者が保持しているように思われた。なお自動車を保有しない

世帯（もしくは個人）は往来に苦労しており、交通手段の確保が大きな課題である。 
 

 
図 4.6-3-1 ヒアリングの様子 
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 図 4.6-3-2 集会施設が存在せず、 図 4.6-3-3 集落在住者と離村者との交流 

 廊下を利用した寄合スペース 

 
４）被災集落における耕作状況 

中越地震で大きく被災した長岡市（旧栃尾市）H 集落で調査したところ、耕地面積では約 80％
が復旧、耕作されているが、実際の耕作者については地震を契機に入れ替わっている事例が多

く確認された。現在の耕作地のうち、約 20％は H 集落以外に居住する人により耕作されてい

るようである。震災を契機に集落から離村した者や隣接する集落の住民が請け負っている。そ

の一方で、離村者は集落に残った住民に耕作を依頼している事例も確認できた。このように農

地の耕作という観点からは、集落居住者と離村者との関係は重要であることがうかがえた。 
ちなみに中越地震で被災した集落を対象にした質問紙調査では、離村者とのつきあいがない

集落は震災後の営農活動（営農体制など）が落ち込んでいる割合が高いとの結果も出ている。 
 

（４）おわりに－広域コミュニティの創造にむけた課題・提案 

離村者が多く入居している災害復興住宅に関しては、住宅（団地）内コミュニティが十分に形

成、機能しておらず、コミュニティ形成や活動を支援する制度は皆無に近い（現在住宅に関わっ

ている公的な支援者は福祉関係者が多く、この場合は住宅全体のコミュニティより要介護者等特

定の個人を支えることが役割となっている）。住宅内コミュニティ形成を支援する人材等が存在す

れば、住宅内コミュニティだけでなく、従前集落との関係性構築、維持などにもつながり、結果

的に広域コミュニティの形成にも寄与すると考える。住宅内コミュニティの形成が大切ではある

が、高齢者を中心に従前集落、中山間地域への想いが強いことをふまえると従前集落との関係性

構築、維持も必要である。従前集落については地域復興支援員制度があるものの、新しく建設さ

れた災害復興公営住宅などに関しても同様の支援、関心・配慮が期待される。 
一方、既存集落における農地調査から、農地の維持・保全には離村者や隣接集落関係者の関与

が不可欠であることがうかがえた。この点からも広域コミュニティの形成が重要である。多くの

制度が既存集落を補助・支援対象範囲にしているが、人の繋がりを考慮した範囲設定も検討すべ

きと考える。特に農地（土地）所有者を基盤とする組織形成や支援だけでなく、実際の耕作者を

基礎とした範囲設定、支援制度という観点も求められるように思われる。離村者が従来の集落へ

往来しやすくする環境整備が広域コミュニティの創造となり、最終的には既存集落の持続性獲得

にもつながると考えられる。 
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図 4.6-3-4 耕作放棄地の分布（集落外在住者の割合が高い） 

 

図 4.6-3-5 年齢別耕作状況（集落外からの耕作者は若年層の割合が高い） 
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４.７ プロジェクト成果の発信 
 
新潟大学では研究成果を発信するための報告会を定期的に実施している。特にここでは、一般

向けにわかりやすい形で実施した周年事業 3 イベントについて紹介する。 
 
（１）新潟県中越大震災３周年シンポジウム「どう進める ふるさとの復興」 

（H19.9.29 長岡リリックホールシアター） 

中山間地域は国土の７割にも及び、食糧生産、水源涵養、生態系の土台、また日本人の心のふ

るさととして重要な存在である一方、過疎高齢化による担い手の減少という大きな課題を抱えて

いる。そうした中山間地の弱点を直撃した新潟県中越大震災から 3 年。本シンポでは、これまで

にない知恵と力が必要とされる中越地域の復興の道筋を考えることで、全国の地域づくりに資す

る創造的な討論を実施した。 

【パネリスト】 
◇ 河田惠昭（京都大学防災研究所 巨大災害研究センター長）防災の専門家 
◇ 稲垣文彦（中越復興市民会議事務局長）行政と住民をつなぐパイプ役 
◇ 星野知子（女優）長岡市出身。震災後度々被災地に足を運び、復興ぶりにふれている。 
◇ 伊藤忠雄（新潟大学災害復興科学センター長）農業経済学の視点から復興のビジョンを提示。 
◇ 泉田裕彦（新潟県知事）県の施策の成果と課題、行政としてのビジョンを提示。 

【コーディネータ】 
◇ 山崎登（NHK 解説委員） 

 
図 4.7-1-1 新潟県中越大震災３周年シンポジウム「どう進める ふるさとの復興」 
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（２）中越大震災３周年防災フォーラム「中越地震の教訓はいかに生きたか」 

（H19.10.23 長岡リリックホール） 

新潟県は中越地震の教訓をもとに体制を整備し、災害対応の内容を見直した。3 年後の沖地震

において、それらの教訓はいかに生きたのか。沖地震で実施された全国レベルで見て先進的な取

り組みを紹介し、専門家をまじえて今後の防災対策に沖地震の対応が果たした役割を検証した。 
 
第１部 事例紹介（中越地震の教訓が沖地震の対応に生きた事例） 
◇ 林春男（京都大学防災研究所 教授）防災の専門家 
◇ 新潟県の報告（災害情報、保健福祉本部の活動、地図作成班・支援管理班の試み、復興の

取り組み） 
 
第２部 トークセッション（中越地震から沖地震の対応が今後の防災に与える役割） 
◇ 河田惠昭（京都大学防災研究所 巨大災害研究センター長）防災の専門家 
◇ 泉田裕彦（新潟県知事）県の施策の成果と課題、行政としてのビジョンを提示。 

 

 

 

 

 
図 4.7-2-1 中越大震災３周年防災フォーラム「中越地震の教訓はいかに生きたか」 
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（３）中越大震災５周年シンポジウム「震災からの復興検証～私たちのいまと教訓の発信～」 

（H21.10.23 ハイブ長岡） 

第１部 新潟大学・新潟県が協働で考える「中越大震災からの復興状況」 
◇ 五十嵐由利子（新潟大学災害復興科学センター教授・生活安全部門長）生活の復興 
◇ 伊藤忠雄（新潟大学災害復興科学センター教授・センター長代理）地域の復興 
◇ 永山庸男（新潟大学災害復興科学センター教授・地域産業支援部門長）産業の復興 

 
第２部 復興を経験した新潟から発信する「今後の復興施策への提言」 
◇ 重川希志依（富士常葉大学大学院 環境防災研究科 教授、中央防災会議委員）  
◇ 中川和之（時事通信社 防災リスクマネジメント Web 編集長） 
◇ 泉田裕彦（新潟県知事、中央防災会議委員） 

 

 

 

図 4.7-3-1 中越大震災５周年シンポジウム「震災からの復興検証～私たちのいまと教訓の発信～」 
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新潟県中越沖地震発生後の柏崎市内中小製造業者の被害及び
復旧状況調査報告

小浦方　格1

The Investigation Report about Damage and Recovery Situation of 
Small and Medium Sized Production Workshops in Kashiwazaki-shi 

on Few Days after Niigataken Chuetsu-oki Earthquake

by

Itaru KOURAKATA

Abstract
         Niigataken chuetsu-oki earthquake attacked the area where hundreds of small and medium-sized produciton 
firms concentrate most of which manufacure metal parts, industrial machines, and other related materials. The 
author visited some industiral parks in Kashiwazaki-shi on five days after the incidence to investigate and grasp 
dameges of manufacturing machines or apparatuses at the workshops and saw very immediate recoveries in spite of 
very severe condition like frequent occurrence of displacement or falling of equipments. This paper reports the 
resultant knowledge by field research carried out on the day and some following additional works. For example 
fixation of machines using anchor bolts was so effective to damage suppression, however, a lot of bolts fractured also. 
Later part of this report shortly treats remaining issues to be improved: designing and implementation of business 
continuity plan, risk management, and information delivery using internet environment.

キーワード：災害復旧，産業被害，生産機械，事業継続計画
Keywords：Disaster Recovery, Industrial Damage, Production Machine, Business Continuity Plan

はじめに

　平成16年の新潟・福島豪雨（７.13水害）と新潟県中越地震，
及び平成19年の新潟県中越沖地震は，いずれもが地方の中小
製造業集積地を直撃したことが特徴として挙げられる．一般
に新潟県は「農業県」のイメージが強く，７.13水害発生の
際は水田の冠水による農業被害，中越地震では山間棚田の崩
落や，特産品である錦鯉の養殖施設の被害が注目を浴びたが，
一方で製造業，特に機械，金属関連業への従事者割合が全国
平均に比べて非常に高く，住民の経済生活が製造業に強く依
存しているといって良い．中越沖地震発生直後には，柏崎市
内にある大手自動車部品メーカに，発注元である完成車メー
カから数百人規模の復旧支援部隊が派遣されたことは報道等
により衆目の知るところである．被災事業所における生産の
早期復旧は，ただサプライヤの責任という観点からだけでは
なく，従業員の生活基盤を維持する意味においても極めて重
大である．しかし，その他大多数の中小製造事業所における
被害と復旧状況，その後の復興に関して，正確な記録や情報

発信は十分とはいえないようである．著者は，以降の適切な
復旧・復興支援のためにも正確な被害状況の把握が重要と考
え，地震発生５日後である７月21日の土曜日に柏崎市内の工
業団地を訪問調査した．当日も各事業所では懸命な復旧作業
が続けられており，作業者らへの配慮から事業所内部への立
ち入りも遠慮せざるを得ない場合も多く，被害調査としては
十分とはいえないが，その後に収集した情報とあわせ，中小
製造業における被害の実情をとりまとめて報告する．
　なお本稿は，事業所被害調査速報として同年7月23日にイ
ンターネット上にて公開した速報に加筆，再編集を行ったも
のである．

柏崎圏の産業概要

　近世の柏崎市は絹織物の仲買卸や海運の中継地として繁栄
したが，明治中期からは石油製造業の設立に始まる機械金属
製造業の集積，以後の企業進出等により，製造業の集積地と
して発展してきた．このような背景から，柏崎市及びその近
隣における地場産業は，即ち，機械金属製造業といって差し

143
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Fig. 1   Distribution of manufacturers in Kashiwazaki-shi (red 
colored) and industrial parks. Blue heavy line shows Hokuriku 
expressway.

支えない．大手食品製造メーカの本社工場も同市内にあり，
製造品出荷額，製造業従事者数，製造業事業所数いずれも新
潟県全体の約5％を占める．全産業就業者数に対する製造業
従事者数割合は24.6％であり，県内燕市の43.1％，三条市の
31.3％には及ばないまでも全国平均17.3％の1.4倍を超えてお
り，このことからも製造業の集積度合いがうかがえる．
　柏崎市内製造業従事者総数は11,196人を数え，うち産業中
分類で，既述の自動車部品メーカの属する一般機械器具製造
4,481人，金属製品製造業1,685人，情報通信機械器具製造業
1,016人の順に多い．次いで食料品製造業の946人，輸送用機
械器具製造業は633人である（平成18年事業所統計調査）．
　柏崎市内には柏崎機械金属団地（田塚），北斗機械金属工
業団地（北斗町），柏崎臨海工業団地（安政町），藤井工業団
地（藤井），劔工業団地（劔），田尻工業団地（田尻）の工業
団地があり，就業人口は4,000人を超える（柏崎市ＨＰ）．
Fig. 1に，柏崎市内の製造業分布を示す．図中の赤い塗りつ
ぶしが製造業事業所の敷地に相当し，左上から右下方向に臨
海，北斗，田塚，藤井，そして北陸自動車道を越えて田尻の
各工業団地が配置する．
　なお柏崎圏とは柏崎市と刈羽村を指す．現在の柏崎市は，
それまでの柏崎市，高柳町，西山町の３市町が平成17年に合
併したものである．刈羽村の製造業従業者数は590人，全産
業に対する製造業従事者割合は23％超である．

調査結果

　現地調査には，臨海工業団地１，田塚工業団地３，田尻工
業団地２，その他１の計７社を訪問し，聞きとり，写真撮影
等を依頼した．全て機械・金属加工業である．従業員数の分
布は11，11，20，20，35，80，130人．うち１社は，復旧作
業に支障を来す心配から，工場内立ち入りは断られ，もう１
社についても屋外敷地内での簡単な聞きとりにとどめた．以
下，現地調査により得られた結果とその後に得られた情報を
あわせて記す．

加工機械の被害
　金型製造業者であるＡ社はマシニングセンタや大型５面加
工機等，比較的大きな設備を有しており，これらの多くはア
ンカーにより固定されていたため機械の移動はほとんど無
く，精度確認作業の後に再稼働可能であった．Ａ社以外では，
一部の機械設備を除いてアンカー固定が施されておらず，マ
シニングセンタ，フライス盤，ＮＣ旋盤などは床面を移動，
あるいは転倒の被害があった．Fig. 2にはＢ社内の大型フラ
イス盤が，レベリングボルトの支持ブロック（レベリングブ
ロック）を外れて約40cm移動した部分を示す．機械全重量
は約10tで，重量支持とレベリングのためにボルトを用いた
例．大型機械でもアンカー固定をせず，このようにレベリン
グボルトやレベリングフット（レベルアジャスター）を介し
て床上に「置く」だけのことも多い．Ｃ社では，様々な大き
さの切削加工機等を所有しているが，大型立て型旋盤，５面
加工機以外はアンカー固定しておらず，ほとんどの設備が移
動した．これらフライス盤やマシニングセンタは，ベッドや
テーブルの高い剛性が求められるため比較的低重心であり，
かつレベリングボルト間のスパンが広いことから，結果とし

Fig. 2   A milling machine weighing approx. 10t that fell off 
leveling blocks.

Fig. 3   A large size vertical lathe and cracked floor around it. 
Installation with anchor bolts made the machine be fixed 
securely.
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Fig. 4   A small size lathe without anchor bolts which toppled as 
the earthquake attacked. The photo shows the state after it 
was raised up and checked horizontal alignment.

Fig. 5   A special tooling machine whose mounting bracket of 
pneumatic cylinder deformed when it fell over.

Fig. 6   The trace on the concrete floor by displacement of a 
manufacturing machine shown at the upper left part and the 
cracked floor. White rectangular is 257 x 182 mm notebook.

て転倒にまで及ばなかったと推測される．Ｃ社の５面加工機
と立て型旋盤はアンカー固定されているものの，設置床面そ
のものが歪んでしまっているため，精度確認は慎重に行う必
用がある．Fig. 3に，立て型旋盤設置基礎を取り囲むように

生じたコンクリート床亀裂を示す．
　上記のように，ほとんどの中型以上のフライス系加工機で
は移動，レベリングブロックからの脱落で済んだのに対し，
小型の普通旋盤や専用加工機では多くの転倒が見られた．
　Ｄ社は直径数十ミリのリング状部品を量産する小規模工場
であり，加工機械はほぼ全てが小型の旋盤である．Fig. 4，
Fig. 5は既に引き起こされた後の写真であるが，いずれも転
倒し，Fig. 5手前の機械はワークローダ用空気圧シリンダ取
り付けブラケットが転倒により変形している．Fig. 6は，同
じくＤ社工場のコンクリート床面の写真であり，亀裂ととも
に，写真左上にある機械が移動した際につけた傷跡が生々し
い．写真中央やや下に見える白い長方形は，Ｂ５判サイズの
ノートである．
　田尻工業団地内の企業は比較的被害が軽かったようであ
る．他地区では地盤が軟弱であるのに対し，同工業団地は市
内やや山手にあり，地盤も強固であるからかもしれない．訪
問した２社いずれも機械の移動や建屋壁面パネルの脱落が
あったものの，調査当日にはほぼ復旧完了しており，地震発
生１週間後には操業再開の見通しであった．
　機械装置を製造するE社はやはり地盤が軟弱な地区に位置
するが，主工場建屋の建設に際し十分な基礎工事を施したた
め，主工場そのものの被害は小さかった．ただし，主工場周
囲が全体で25cmほど沈下したため，運搬車両が建屋内に出
入りできなくなるといった問題が生じた．
　この他，機械本体とは異なるが，一部水溶性切削液を使用
しているケースではタンク内の切削液が流失し，上水道の復
旧が遅れたことから切削液の補充に問題が生じたことがわ
かった．
復旧状況
　新潟県が行った，柏崎市と刈羽村の製造業114社に対する
調査によれば，地震発生２週間後には95％の企業で地震前比
50％以上，さらに48％の企業で地震前比100％の程度にまで
操業が再開された（新潟県産業労働観光HP，2007）．著者に
よる現地調査でも，最も早かった例では，震災２日後には操
業を再開していたほか，調査訪問翌日から，あるいは地震発
生後２週間以内には80％程度まで操業再開可能との回答が多
かった．阪神・淡路大震災においても同様に多くの金属加工
業者が被害を受けたが，文献によれば，「早いところでは震
災後一週間以内に操業を再開したところもあった」と報告さ
れており（阪神・淡路大震災調査報告編集委員会，1998），
これと比較すると，中越沖地震後の製造設備復旧は非常に早
いという印象を受ける．これには，製造装置メーカや顧客で
ある完成車メーカが素早く復旧要員を派遣したことが理由と
して挙げられよう．事実，著者が訪問した７事業所のうち，
ほぼ自社単独で復旧にあたっていたのは，設備機械の加工，
組立を業とする２社のみであった．
情報発信
　地震発生２日後である７月18日から，著者はインターネッ
トを通じて断続的に企業の安否確認を試みた．対象は，柏崎
モノづくりガイドブック2005掲載企業，柏崎工業メッセ2007
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出展企業のうち，東京電力を除いた計121の製造業者，情報
通信業者である．地震発生当時，何らかの形で自社のウェブ
サイト保有を確認できたのは60社（48.8％）であるが，震災
後の被害や操業再開に関する記載が見られたのは，７月18日
現在で121社中７社（5.8％），７月20日現在で11社（９％），
８月２日現在で20社（16.5％），以後最終的に８月９日まで
に新たな情報掲載企業は見られなかった．特に地震発生直後
は電話がつながりにくいこと，現在ではインターネットを通
じて情報収集を図るということが一般的といって良いことを
考慮すると，これらの数字はいかにも小さく感じられる．住
居や製造設備といった直接的被害の復旧に注力することは当
然であるが，遠隔地の顧客等に対する正確な情報発信は，企
業としては必要不可欠のことである．平常時であればウェブ
サイトの閲覧数はさほど多くないかもしれない．しかし，地
震のような災害発生時には，情報を求めて関連サイトへのア
クセスが極めて多くなることもわかっている（志村，2007）．
ウェブサイトの維持費は他の経費に比較して小さいこと，大
手のインターネットサービスプロバイダ等は頑健，かつ冗長
なシステムを保有しており，非常時においてもサーバに一旦
アクセスできさえすればデータのアップロードは可能である
ため，危機管理の一貫として極めて有効である．

考察・課題

機械設備の耐震対策
　阪神・淡路大震災以降度々報告されているが，中越沖地震
においても機械装置のアンカー固定が被害を小さくしたこと
が本調査によっても明らかとなった．地震発生は月曜日で
あったが，たまたま休日と重なったため工場内における人的
被害がほとんどなかったものの，仮に転倒した旋盤で作業者
が加工に従事していたなら，重大な結果を招いたことは間違
いない．一部の企業は平日と同様の操業をしており，死傷者
が出なかったことはただ幸運であったとしかいえない．生産
状況に応じた柔軟な配置変更を可能にするため装置の固定を
行わない場合も多いが，復旧時間の短縮のためにもアンカー
固定は重要である．
　しかし，一部の企業においてはアンカーボルトの破断例も
聞かれた．これは，1,000gal（100gal＝1m/s2）を超える地震
動がアンカーボルト設計時の想定値を大幅に上回っていたこ
とによる．この値は阪神・淡路大震災で観測された約800gal
をも上回っており，さらに平成16年の新潟県中越地震では
2,500galという地震動さえ観測されている（防災科学技術研
究所強震ネットワークHP）．人命が第一であることに間違い
はないものの，このような大きな地震動全てに耐えうる構造
は現実的とは思われず，また，現状の機械設備に対して追加
工事で対応することは事実上困難であろう．設計基準値の見
直しと適切なアンカーボルトの選定を行うと同時に，過大な
地震動に対してボルトが破断した最悪の場合でも，例えばブ
レースやワイヤ等により機械装置の転倒を防ぐような対策を
考慮すべきである．機械加工や組み立て工場内では，設備下
の床面との間の清掃を容易に行えるよう，レベリングブロッ

クやレベルアジャスターを用いて150～200mmの間隔を設け
るべきとする基準を設定している例も多い．また，工場内面
積の有効利用という観点から，機械の設置面積を小さくする
ために制御盤等の付帯機器を本体背面や上部に取り付けるな
ど，高重心構造とあわせて脚折れ，レベリングブロックから
の脱落，転倒が予想される設備は少なくない．密集した設備
配置にあってはアンカー固定と共に，隣接する機械装置間を
構造材で接続するなどの対策を考慮すべきであろう．
危機管理対策とインターネットの活用
　自然災害や火災などの非常事態発生時に被害を最小限にと
どめることが，企業としての危機管理である．その一つとし
て，円滑な従業員の安否確認も含まれる．柏崎市内の酒造
メーカF社では，平成16年の中越地震後に電話を用いた緊急
連絡網を設けたものの，電話回線の切断のために事業所の電
話が使用できず，連絡網は機能しなかった．幸い従業員の多
くが事業所の近くに居住しており，直接出社することで安否
確認が可能であった．同社はインターネット上にウェブサイ
トを開設していたが，地震発生直後は工場建屋の倒壊等のた
めに混乱が甚だしく，また電話回線の切断もあり，ウェブサ
イトに被害，復旧に関する情報を掲載したのは数日後のこと
であった．なお，当初のデータアップロードには，従業員の
個人宅から電話回線を通じて行った．
　市内の情報通信企業Ｇ社では，やはり中越地震後に従業員
の安否確認方法を見直した．Ｇ社の場合，大手インターネッ
トサービスプロバイダと契約し，非常時には各従業員が携帯
電話やパソコンからインターネット上の専用サイトに接続
し，安否情報を個々に登録することとした．仮に本社サイト
が回線不通であった場合でも，携帯電話を含むインターネッ
トに接続可能な何らかの方法が一つでも確保されれば，安否
確認が可能である．
　インターネットの利用については３－３節でも述べた．前
述のE社は通常業務で電子メールを多用しており，地震発生
後の顧客からの問い合わせにはメールが活用された．しか
し，E社は自社のウェブサイトを保有しているものの，調査
を行った８月９日までにサイト上での情報発信は確認されて
いない．メールによる個々の取引先との連絡確保に加え，イ
ンターネットを利用した早期の正確かつ積極的な情報発信
は，いわゆる風評被害の防止にも有効と思われる．７．13水
害や中越地震の際にも見られたが，大きな災害により被害が
広く知られると，早期に復旧できた場合でもその情報はあま
り伝えられず，他地域の顧客からは，壊滅的である，操業再
開まで長期を要する，または新潟県全域が被害を受けた，等
といった風評のため，その後の地域全体の経済活動に重大な
支障が生ずることが懸念される（大川ほか，2006）．Ｇ社の
ように，「一人一台」の普及率である携帯電話端末，頑健性
と冗長性を兼ね備えたインターネットの活用は，過去数年の
教訓からも積極的な活用が望まれる．
事業継続マネジメント
　災害等により大きな被害を受けた中小企業が，自社単独で
早期操業再開を果たすことは必ずしもたやすくない．反し
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て，操業停止期間が長期化すれば，経営基盤の脆弱な中小企
業は顧客からの発注先変更等により，企業としての存亡に直
接影響を与える．即ち，企業としてのコア事業を明確に定義
し，優先順位を定めた上で早期復旧と事業の継続を図らなく
てはならない．これが事業継続計画（Business Continuity 
Plan: BCP）， 及 び 事 業 継 続 マ ネ ジ メ ン ト（Business 
Continuity Management: BCM）である．中越沖地震発生後
には，工作機械メーカや自動車メーカがＤ社のような小規模
零細企業にも復旧支援に駆けつけており，結果として柏崎市
内の製造業全体が非常に早期の操業再開を果たした．しか
し，自社から被害状況を顧客や協力企業に伝え，これに呼応
する形で外部から支援が提供開始された訳ではなく，多くは
外部のメーカによる自主的行動（初動）が奏功したものと推
察される．Ｅ社にも，機械メーカ等が復旧支援を行っている
が，Ｅ社自ら依頼したことは無かった．地方の中小製造業集
積地にあっては，域内外の企業間や行政，公的機関との連携
も含め，緊急時の相互協力体制を早急に構築し，単に外部組
織に依存するだけではないBCP/BCM策定が課題である．

おわりに

　本報告では，地震発生直後の被災地製造業の状況を現地調
査により把握した結果を，将来の耐震対策や危機管理，さら
には事業継続計画策定の一助とすべくとりまとめ，若干の考
察を加えた．今後はより広範，かつ継続した検証が必用と考
えている．
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ABSTRACT : 

Once a major disaster hit a community, its victims immediately begin to suffer from many devastating 
situations. They need various kinds of help and support from various sources in order to repair the damage
sustained in the disaster, and to return to their normal lives. Many types of organizations try to help them to this
end. In this context, it is relevant to ask exactly what kind of help does a victim rely upon the most? In order to
discover the answer to this pertinent question we conducted random social surveys in the areas affected by the
1995 Kobe Earthquake and the 2004 Mid-Niigata Earthquake. We asked the victims about their attitudes
towards the help and support that had been provided to them from various sources. The actual questions we
composed were structured as follows: If another damaging earthquake occurred, you might need personal and
emotional support, material and financial assistance, or assistance in receiving vital information. For each of the
following persons, facilities and organizations, please indicate in which ones you have trust and confidence in
terms of receiving personal and emotional support. Please circle all those in which you have trust and
confidence, and double-circle the one in which you have the most trust and confidence.” 24 names of
organizations and individuals were then listed below the question. 
In both the urban and the mountainous areas, personal and emotional support was sought from close family,
such as partners and children. Additionally, urban victims placed confidence and trust in the abilities of lifeline
services and industries to provide such support, whilst rural victims placed greater value on the local
administration and relatives. In terms of material and financial assistance, victims from the mountainous area
showed strong expectation towards government assistance, whilst urban victims saw the speedy recovery of 
normal lifeline utilities as constituting material and financial assistance. Finally, in terms of assistance in
receiving vital information, victims in both the urban and the mountainous areas looked to the mass media to 
provide them with information about the scale of the disaster and wider recovery and reconstruction, and to
governmental administrations for information about more immediate life recovery and relief.  

KEYWORDS: quantitative survey, support for victims, personal and emotional support, material and
financial assistance, assistance in receiving vital information 
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1. INTRODUCTION 
Major disasters cause sudden, large-scale shifts in the living environments of those people affected. As a result
of a major disaster, victims may sustain both person and material damage, and struggle to carry on with their
ordinary lives as normal. In the extraordinary days that follow any major disaster, then, in order for the victims
to be able to re-establish their everyday lives, effective aid from supporters, working in both mutual assistance
and public assistance, is vitally important to supplement the self-help efforts undertaken by the victims 
themselves.   
This research sought to uncover the true state of assistance provided to victims in the wake of major disasters, 
by undertaking a qualitative survey of victims of two major earthquake disasters. It also sought to consider how
disaster relief and assistance could be most effectively provided in the wake of the next major disaster. 
 
2. SURVEY DESIGN 
2.1. The two major earthquake disasters considered in this survey 
Two major earthquake disasters that occurred in Japan formed the basis of our survey of disaster victims, the
Kobe (Hanshin-Awaji) Earthquake that struck on January 17 1995 and the Mid-Niigata Earthquake that struck 
on October 23 2004. 6437 people died as a result of the Kobe Earthquake, and around 250,000 homes were
either fully or partially destroyed. It was an urban disaster in a major urban centre containing both a 
concentrated population and complex and advanced urban infrastructure. The Mid-Niigata Earthquake, by 
contrast, had a death toll of 68 people, and around 16,000 homes were either fully or partially destroyed. It was
an intermediate and mountainous area disaster, striking an intermediate and mountainous area in the rice
producing area of Japan. By highlighting the nature of assistance provided to victims of disasters in these two
areas, we sought to investigate how disaster victims relief should be provided in urban and in mountainous 
regions.  
The data used in this report is from a survey about the Kobe Earthquake undertaken in January 2001, six years
after the earthquake struck, and from a survey about the Mid-Niigata Earthquake undertaken in October 2005, 
two years after that earthquake struck. Table 1 shows the survey results.  Using a stratified two-stage sampling 
method, each survey randomly sampled the afflicted area, and then the final survey targets were sampled with
the probability proportional to size so that one person from one household was sampled based on the Basic
Resident Register of each municipality.  The response rate was as high as 36.5% in the January 2001 survey,
which was six years after the Kobe Earthquake.  We feel that the response rate indicates that there is still high 
interest among the victims in the Kobe Earthquake and that our questionnaire was easy to respond to.
Therefore, we believe the reliability of the survey results is high.  
For the survey frame and analysis of survey items other than support for victims, please refer to Kimura et al.,
2001, Hayashi(eds.) 2002, for the 2001 survey on the Kobe (Hanshin-Awaji) Earthquake, and Kimura, 2007, 
Kimura et al., 2007, for the 2006 survey on the Mid-Niigata Earthquake. 
 

Table 1 Overview of two surveys 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

the Kobe Survey in January 2001 the Mid-Niigata Survey in October 2006

Earthquake occurred in 17 January 1995 23 October 2004

Surveyed Area Areas where 7 on the seismic scale was
recorded and gas was stopped + Kobe
City Kita ward and Nishi ward

Areas in Nagaoka City, Ojiya City, and
Kawaguchi Town, where 6 lower on the
Japanese seismic scale was recorded

Surveyed person Man and woman 20 years or older Man and woman 20 years or older

Sampling Sampled from resident register using
stratified two-stage sampling

Sampled from resident register using
stratified two-stage sampling (each 50
points in Nagaoka City and Ojiya City, 7
points in Kawaguchi Town, 20 residents
per point)

Number of surveyed
persons

3,300 2,140

Number of effective
answers

1,203 1,013

Rate of effective answers 36.5% 47.3%

Method of survey Fill out questionnaire sent by mail and
collect it by mail

Fill out questionnaire sent by mail and
collect it by mail
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2.2. Structuring the survey questions 
In order to establish exactly what kind of assistance was provided to disaster victims, the survey questions were
structured using the following three techniques.  
Firstly, victim support was divided into three aspects: personal and emotional support, material and financial
assistance, and assistance for receiving vital information. Simply asking “who provided you with support?” will
not help us to understand the specific nature of the support provided, and therefore will not enable us to take
steps towards providing more effective assistance when disaster next strikes. Our research, then, splits the
support provided into three categories - personal and emotional, material and financial, and vital information –
in order to avoid this potential pitfall.  
Secondly, we structured the mode of expression used in the survey questions in order that disaster victims could
not directly evaluate the providers of support. If, for example, we were to ask “Which persons, facilities and 
organizations were useful in providing you with material and financial assistance after the 1995 Kobe
Earthquake? Please circle all those applicable”, this makes it possible for the respondent to refuse to answer the 
question, responding perhaps instead that “the scale of support may have differed, but everyone did what they
could! I will not single out certain people only.” Equally he or she could circle all of the possible answers. In
order to avoid this, care was taken over the structure of our survey questions, for example: “If another
damaging earthquake were to occur, in which of the following persons, facilities and organizations providing
support would you have trust and confidence in terms of receiving financial and material assistance? Please 
circle all those applicable.” Asking the questions in this way makes it possible for us to reveal the evaluation of,
and expectations towards, providers of assistance that disaster victims have, by inquiring as to whom they 
would look towards in a future disaster as a result of those persons or organizations already having providing
them with meaningful support in the past.   
Thirdly, we drew up two distinct patterns within questions. By asking, “if another damaging earthquake were to 
occur, in which of the following persons, facilities and organizations providing support would you have trust
and confidence in terms of receiving financial and material assistance? Please circle all those applicable”, there
is a risk that the respondent will exhaustively circle all of the possible answers. As such, we drew up questions
with two pattern answers: “If another damaging earthquake were to occur, in which of the following persons,
facilities and organizations providing support would you have trust and confidence in terms of receiving
financial and material assistance? Please circle all those applicable. Please also double-circle the ONE in which 
you have the MOST trust and confidence.” The multiple answers (MA, singly circled) gleaned from such a 
question, then, allow us to discover the evaluation of the victims – revealing all of the persons, facilities and 
organizations in which they would place trust and confidence in a subsequent earthquake disaster, based upon
their own experiences of earthquake disaster. By contrast, the single answers (SA, doubly circled) help us to
understand their true expectations – revealing who they would really look to for support in the event of another
disaster.  
Using these three techniques, earthquake victims provided us with their evaluations of 24 categories of person,
facility and organization that provided support after the Kobe Earthquake, and 29 categories of person, facility
organization that support provided support after the Mid-Niigata Earthquake.   
 
3. RESULTS 
3.1. Support aspect determines the most effective supporter 
Figures 1 through 6 illustrate the nature of support provided in the three aspects of personal and emotional,
material and financial, and vital information. The figures have been ordered according to the results of the 
Mid-Niigata Earthquake victim’s survey, starting at the left with those categories receiving the highest number
of responses. Figures 1 through 3 show the results obtained from asking who the victims thought they would be 
able to rely on in the event of a disaster, whereas figures 4 through 6 show the results obtained from asking who
the victims would most like to turn to for support.  
Looking at the results showing in which support providers the victims had trust and confidence in terms of 
receiving personal and emotional support (multiple answers, Figure 1), we can see that, in the 1995 Kobe 
Earthquake, close relatives such as partner (69%), children (66%) and siblings (56%), together with public
bodies such as lifeline services and industries (57%), medical services (52%) and the police/fire service (39%)
scored highly as providers of support. In addition to blood relations, victims of the 2004 Mid-Niigata 
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Earthquake also looked to local community connections such as neighbors (70%), community and town 
associations (42%) and city administrations (55%) for support. In terms of the persons, facilities or
organizations the victims would have the most trust and confidence (single answer, Figure 2), one’s partner 
scored significantly higher than any other option in both the urban and the intermediate/mountainous area
(urban: 42%, mountainous: 36%), followed by children (urban: 12%, mountainous: 12%). Whilst in the
mountainous area local community connections such as the city or town administration (10%) and neighbors
(10%) were also expected to provide support, in the urban area this expectation was placed rather upon lifeline
services and industries (8%).  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 1 Persons, facilities and organizations in which victims would place trust and confidence in terms of
receiving personal and emotional support in the event of another disaster  (multiple answers possible) 
(Arranged right to left, in order of highest number of responses from the Mid-Niigata Earthquake victims 
survey.: same as Figure 1 to Figure 6) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 2 Persons, facilities or organizations in which victims would place the most trust and confidence in
terms of receiving personal and emotional support in the event of another disaster (single answer) 
 
Looking next at the results showing in which support providers the victims had trust and confidence in terms of
receiving material and financial assistance (multiple answers, Figure 3), victims from the urban center looked 
most to lifeline services and industries (57%), city administration (54%), followed by various family relations,
such as relatives (44%). The results for the mountainous area showed most confidence in the local city or town
administration (69%), followed by various family relations, such as relative (52%). These trends were repeated
in the results for of the persons, facilities or organizations the victims would most like to rely on for support
(single answer, Figure 4), with victims in the mountainous area looking primarily to local governmental 
authorities for assistance, whilst expectations for material and financial assistance amongst urban victims were
concentrated on the rapid reestablishment of lifeline utilities. We can surmise from these results that the
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victims’ assessments and expectations are based on such factors as urban areas being strongly reliant on the
lifeline utilities, a lack of back-up plans in the event of any stoppage of these lifelines, and that so-called life 
reconstruction support systems are qualitatively limited and hard to disseminate in the case of a large urban
population.  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 3 Persons, facilities and organizations in which victims would place trust and confidence in terms of
receiving material and financial assistance in the event of another disaster  (multiple answers possible) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 4 Persons, facilities or organizations in which victims would place the most trust and confidence in
terms of receiving material and financial assistance in the event of another disaster (single answer) 
 
Finally, looking next at the results showing in which support providers the victims had trust and confidence in
terms of receiving assistance in receiving vital information (multiple answers, Figure 5), both the urban and 
mountainous areas looked to the mass media (urban: 41%, mountainous: 30%) and town or city administrations
(urban: 20%, mountainous: 32%) as the main sources of information. The same trends were repeated in terms
of those persons, facilities or organizations the victims would place the most trust and confidence (single
answer, Figure 6). From further interviews with victims we were able to establish that they looked to the mass
media for information on the scale of the disaster and on wider social recovery and reconstruction, and to the 
local administration for information on more immediate life recovery and relief. It appears that victims look to
the mass media and the local administration, therefore, as two distinct ‘channels’ providing information of two
distinct natures, and expect both sources to provide them with the information which they are seeking. 
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Figure 5 Persons, facilities and organizations in which victims would place trust and confidence in terms of
receiving assistance in receiving vital information in the event of another disaster  (multiple answers possible)
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 6 Persons, facilities or organizations in which victims would place the most trust and confidence in
terms of receiving assistance in receiving vital information in the event of another disaster (single answer) 
 
3.2. Urban disasters unable to benefit from community connections 
Figures 7 and 8 show the overall attitude towards support and assistance displayed by our survey respondents.
Taking Figure 7 as an example, support providers are shown within the three circles (ellipses) representing
personal and emotional support, material and financial assistance, and assistance in receiving vital information.
Their presence in the ellipses indicates that they received above average scores in each relevant aspect. Figure 7 
shows, then, that the mass media received an above average score in terms of providing assistance in receiving
vital information, that volunteer groups received above average scores in terms of both personal and emotional 
support and material and financial assistance, and that the lifeline services and industries received above
average scores in all three aspects of victim support. These figures allow us to construct an overall picture of 
the support provided to disaster victims, through a clear representation of who victims see as providing them
with support, and how effectively.  
Looking at the individual people being assessed as support providers (multiple answers, Figures 7), we can see 
that, unlike the urban area, disaster victims in the mountainous area were able to place trust and confidence in
the mutual assistance provided through both extended family ties, such as relatives and siblings not living with
the victims’ family, and local community ties, such as local community and town associations. This was the
case for all three aspects of support. Moreover, for both the urban and mountainous areas, most individual
support providers which recorded above average scores also scored highly in terms of victims’ confidence in 
looking to them for material and financial assistance. What this implies is that, setting aside those support
providers who offer specialized or limited assistance, such as the mass media, the police and the fire service, 
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considering how support providers could best provide material and financial assistance that is appropriate to the
needs of victims at the time of a major disaster will contribute to the improvement of the overall support
structures available to victims at such times.  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 7 Persons, facilities and organization in which victims would have trust and confidence in terms of
receiving support in the event of an earthquake disaster (multiple answers possible)  
(left figure: 1995 Kobe Earthquake victims, right figure: 2004 Mid-Niigata Earthquake victims) 
 
Furthermore, results on the persons, facilities or organization in which victims would place the most trust and
confidence in terms of receiving support in the event of a subsequent disaster (single answer, Figures 8), 
victims from the mountainous area were confident that they would received support from all corners, both from
the local community in the shape of the local administration and community associations, and from family,
such as partners and children. This clearly shows the strength of the social resources available to the
communities in the mountainous area examined in this survey, which allows the community to overcome the
adversity brought about by disaster through a close network of family and relatives, as well as the local 
community and local organizations. It also shows the contrastive vulnerability shown by urban areas, which
cannot rely on such social resources.  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 8 Persons, facilities or organization in which victims would place the most trust and confidence in terms
of receiving support in the event of an earthquake disaster (single answer)  
(left figure: 1995 Kobe Earthquake victims, right figure: 2004 Mid-Niigata Earthquake victims) 
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In addition, it was significant that the only support provider in the intersection of all three circles was the
lifeline services and industries. For disaster victims living in urban areas, the timely recovery of lifeline utilities
– stopping gas leaks, fixing the electricity supply, ensuring running water is available and that toilets can be
flushed – is more than just the reinstatement of normal social flow; it is seen as an overall relief service,
significant in terms of all three aspects of support – personal and emotional, material and financial, and vital 
information – in which great trust and confidence is placed.  
These results suggest that, in crowded urban areas, it is simply not possible for government administrations to
provide precise and tailored support to the entire body of victims. In the case of mountainous areas, government
administrations should be working to strengthen and improve disaster response policy to allow local authorities
to take charge in the event of any subsequent disasters, and make use of relief structures and systems that are 
strongly focused on local community ties. By contrast, families and lifeline services should be looked to in
urban centers to provide overall support to victims, whilst ensuring that there is an ample safety net – in the 
form of public assistance - available for any victims who slip through the cracks. These seem to represent the
optimal structures for the effective provision of support and assistance. 
 
4. CONCLUSIONS 
Having divided the support provided to disaster victims into the three categories of personal and emotional
support, material and financial assistance, and assistance in receiving vital information, this research sought to
determine the nature of the support provided to victims, the victims’ evaluation of that support, and their future 
expectations in any subsequent disaster.  
In both the urban and the mountainous areas, personal and emotional support was sought from close family,
such as partners and children. Additionally, urban victims placed confidence and trust in the abilities of lifeline 
services and industries to provide such support, whilst rural victims placed greater value on the local
administration and relatives. In terms of material and financial assistance, victims from the mountainous area
showed strong expectation towards government assistance, whilst urban victims saw the speedy recovery of
normal lifeline utilities as constituting material and financial assistance. Finally, in terms of assistance in
receiving vital information, victims in both the urban and the mountainous areas looked to the mass media to
provide them with information about the scale of the disaster and wider recovery and reconstruction, and to
governmental administrations for information about more immediate life recovery and relief.  
Looking at the nature of the overall support provided to victims, our research has made clear that whilst victims
in the mountainous area had expectations for overall support provided holistically from both local communities
ties, such as the local authority and community associations, as well as family and blood ties such as partners
and children, urban victims looked to lifeline services and industries to provide overall relief. As well as
highlighting the paucity of social resources in urban communities, the victims’ evaluations have clearly shown
that the current disaster management policy, in which overall victim support is left to the lifeline services and
industries and the government provides a safety net in the form of public assistance, is an effective approach. 
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There is not yet any management system for supporting "Life Recovery" of disaster victims in Japan.  It is mainly 

because we have no scheme to develop the Victims' Master Database (VMDB) which records all the transactions 

between individual disaster victims and the local government where they register. As a consequence, it was difficult 

for local government to provide their services effectively and fairly. A management system for supporting victims' life 

recovery process was developed in Kashiwazaki City after Niigata Chuetsu-oki Earthquake in 2007. In this 

application, we created a new database, "VMDB", and realized so that a high quality local-government services for 

disaster victims was realized by recording their service transactions with individual victims continuously to VMDB. 

 

Keywords: life recovery, basic victims database, Niigata Chuetsu-oki earthquake, Kashiwazaki city, IP map 

approach 

 

 

１．はじめに 

 

(1) 本研究の背景 

 我が国では，近年，自然災害の頻発化・激化傾向が見

受けられる．記憶に新しいものでは，2004年の7・13新

潟福島豪雨災害，福井豪雨災害，新潟県中越地震災害，

2007年の石川県能登半島地震災害，新潟県中越沖地震災

害があげられる．いずれの災害においても被災自治体で

は多くの被災者と向き合いながら，被災者が納得できる

形での生活再建が一刻も早く実現できるように様々な支

援サービスが行なわれてきた． 

 しかしながら，これまでの支援サービス提供の実態を

鑑みると，いずれの被災自治体でも被災者の実状を十分

に考慮できていない．そのために，「支援業務の終結点

が見えない」「被災者の生活再建の実態が不明である」

「市への生活再建支援要請を断っているのか，要請が出

来ないのかが不明である」といった課題に苦悩してきた．

2007年の著者らのヒアリング調査を通して，2004年新潟

県中越地震災害で被災した小千谷市では，3年の月日が

経過した後においても，数百程度の世帯の再建実態が把

握できていない．行政の責務上，この数百世帯を同定し，

公平な被災者生活再建支援を進めなければいけないもの

の，当該被災者に関する状況把握が十分になされていな

いために，公平な被災者生活再建支援の実現は難しいの

が被災自治体の現状である． 

 このような事態が発生する背景には，平常業務を進め

る上での自治体の特性が関与している．自治体では平時

において，「① 申請ベースで申込を受けてサービスを

提供する」「② 自治体で把握できている住民（住民登

録者）に対して公的サービスを提供する」という指針の

下で運営を行なっている．これに対して，災害対応業務

は「被災自治体内の被災者に対して均一かつ公平にサー

ビスを提供する」という指針となり，申請者だけへの支

援を進めるだけで支援業務が完了することはない．ここ

での課題を「被災自治体内の被災者をどのように把握す

るのか」と「支援対象者全体に対してどのように均一か

つ公平にサービスを提供するのか」の2点と考えた． 

 これらの課題は，情報処理の視点からみれば，被災者

生活再建支援の業務を進める上でよりどころとなるマス

タデータベースとしての基本台帳がないことに起因する
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と考えられる．国の被災者生活再建支援法や県の被災者

生活再建支援制度に該当する業務をはじめとして，被災

者の生活を再建するにあたり行政が提供できうる種々の

支援業務（本研究ではこれに該当する支援業務を総括し

て“被災者生活再建支援業務”と呼ぶ）は，それまでに

対応経験のない業務であるために，基盤となる基本台帳

で管理すべき情報項目も不明確である．また，被災後の

時間的制約の厳しい中で新しい台帳を構築することは困

難である．しかしながら，被災地における被災者の全体

復興を早期に実現するためには，被災自治体が行政とし

ての責務を果たし，被災者への合理的な支援業務を運用

することは必須であり，これを実現するための被災者生

活再建支援のための基本台帳である被災者基本台帳の構

築と活用について追究する必要がある． 

 

(2) 既存の被災者再建支援のための仕掛けと課題 

 我が国では，これまでの被災経験をふまえて被災者生

活再建支援を実現するための仕掛けが考案されてきた．

代表的なものとしては，高島らが提案した「被災者生活

再建支援システムの外部設計1)」，西宮市が開発した

「被災者支援システム2)」があげられる．以下にそれぞ

れの概要と課題を記す． 

a) 高島らによる被災者生活再建支援システム 

 2004年新潟県中越地震における小千谷市の被災者生活

再建支援業務を対象として，エスノグラフィー調査を行

い，被災者生活再建支援システムの外部設計を行なった．

このシステムではサービスマネジメントの視点から小千

谷市の被災者生活再建支援業務の効率化を狙っている． 

 しかしながら，窓口業務の効率化と，窓口に訪れた被

災者への顧客満足度の向上は確保できるが，窓口に訪れ

ない被災者に対して，行政としての「公平かつ均一なサ

ービス提供」には至らない．アクションを起こさない，

あるいは起こせない被災者は窓口に訪れることはないが，

行政として，当該被災者はアクションを「自立的に起こ

せない」のか「意識的に起こさない」のかを明確化する

必要がある．サービス受給資格のある被災者全員に対し

て，行政としての責務を果たし，被災地における被災者

の全体的な早期の生活再建を目指さなければならない． 

b) 西宮市による被災者支援システム 

 西宮市では，1995年阪神・淡路大震災の経験をもとに，

避難所運営システムや仮設住宅管理システムなどとの連

携を可能とする被災者支援システムを構築している．当

システムでは，様々な情報を総合的に管理することでシ

ステム連携を実現している． 

 しかしながら，システム運用に至るための台帳管理に

ついては十分な考慮がなされていない．特に本研究で提

案する被災者基本台帳のように，被災後に新しく構築さ

れる台帳は，自治体の規模が大きくなるにつれて情報入

力・台帳作成に多大な労力が必要となる．台帳構築上の

労力削減と，台帳として利用されるための情報の確定と

品質管理に対する課題を有している．台帳に十分な情報

が登録され，情報の信頼性が確保されなければ，システ

ム運用による業務の合理化は実現されない． 

 

(3) 本研究の概要と目的 

 本研究では，研究背景で示した2つの主要課題に対し，

被災者基本台帳の構築と，それを用いた業務運用の展開

により課題解決を行なうこととした． 

 まず，合理的な被災者生活再建支援のあり方を定義し，

それを実現するために必要な情報要件の整理を行なう．

その結果として，建物被害と被災者を結合した被災者台

帳を基盤とし，支援業務を運用する上で必要となる種々

の台帳を統合し，被災者基本台帳の構築を行なう． 

 被災者基本台帳では，時々刻々と変化する被災者の実

態を管理しており，被災者基本台帳の情報製造過程と情

報管理過程において適切な仕掛けが設けられ，実務者に

よる継続的な管理が必要である．被災者基本台帳の情報

製造モデルを明示化し，業務運用モデルを提示するとと

もに，情報の品質管理を実現し業務支援を行なう被災者

支援台帳システムの構築を行なう． 

 被災者基本台帳とシステムの検証の場として，2007年

新潟県中越沖地震災害の被災地である柏崎市を選定し，

被災者生活再建支援業務の一部を対象としてシステム導

入と業務運用の実現を試みる．結果として，柏崎市では

これまでの平時の行政サービスから見ることは出来ない

Push型の支援サービス提供の業務体制が確立される．平

時の行政サービスの提供形態は申請者に対し，申請内容

に応じたサービス提供を行なう．これに対して被災者生

活再建支援においては，申請者や相談者に対してのみな

らず，アクションを起こしていない被災者に対しても自

治体からの積極的なアプローチが行なわれ，被災者のア

クションを促すこととなる． 

 最終的に，柏崎市を対象とした検証実験で得られた成

果をもとに，被災者基本台帳の有効性を示し，本研究の

今後の展開について言及する． 

 

 

２．合理的な被災者生活再建支援業務の実現方策 

 

 被災者が生活再建を進める上で，柏崎市は様々な支援

を行なっている．これらの支援メニューでは，それぞれ

の支援の対象が異なる．支援の対象は，世帯や個人とい

った支援対象の単位と，収入や世帯構成などの支援対象

の要件によって決定される．本章では，被災者生活再建

支援業務における合理性を定義し，支援業務の対象単位

と要件を整理し，合理性の確保の方策について論じる． 

 

(1) 「合理的な被災者生活再建支援」の定義 

 本研究において「合理的な被災者生活再建支援」とは，

当該被災自治体が管轄する被災地において，全被災者が

自治体からの行政支援サービスを確実に取得できること

を意味する． 

 被災自治体は，行政という立場において，均一かつ公

平なサービス提供を行なうことが前提とされる．くわえ

て，合理的な被災者生活再建支援では，全被災者が確実

に支援を受けられることを目的として，被災者の生活再

建支援に関わる業務を円滑かつ継続的に運用し，被災者

の実態を的確に把握することで実現される．業務が滞り

なく遂行され，被災者の認識と自治体の認識にズレが生

じず，手続きに後戻りや重複が生じないことが必要条件

である．すべての被災者がどの時点においても提供され

るサービスに質の偏りが無く，資格を有するすべての被

災者は各々の行動に依存することなく行政からの支援を

的確に受給されるように業務が遂行される必要がある． 

 また，継続的な業務運用の視点からプロジェクトマネ

ジメントの枠組みに従えば，支援業務がプロジェクトと

して成立するための「有期性」が確保される必要がある
3)．この有期性は，本稿の目的でも述べたとおり，支援

サービスの受給資格を有する全ての被災者に確実にサー

ビスが行き届くことで確保される． 

 本研究の定義では，合理的な被災者生活再建支援は，

被災自治体が的確に被災者の実態を把握し，すべての被

災者に均一なサービスを継続的に提供することで実現さ
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れると位置づけられる．個別の業務効率を高めるだけで

は合理的な被災者生活再建支援業務は運用されない．合

理的な被災者生活再建支援業務は，自治体が継続的にサ

ービス提供を行ない，またサービス内容として個々の状

況に応じた適切な支援を選定し，全ての被災者が均一か

つ公平に支援を受けられることで実現される． 

 

(2) 柏崎市の実態に基づく支援業務運用上の情報要件の

整理 

 本節では，柏崎市の被災者生活再建支援業務を対象と

し，それぞれの業務を進める上での支援対象者の同定に

必要な情報を整理する．先述の通り，支援の対象は支援

対象単位（支援状況を管理する単位）と支援対象状況

（支援対象となるための要件）により決定される．この

2点に着目して整理を行なった．結果を表１に記す． 

 表１から見てとれるように，業務によって支援対象単

位が異なる．支援対象単位は，台帳上では管理すべき情

報単位（レコード単位）となる．既存の台帳である住民

基本台帳では住民登録済みの個人や世帯が個人番号・世

帯番号で管理されているが，被災時の全被災世帯につい

ての管理情報はない．被災時の世帯とは，みなし世帯分

離(1)を認めた，被災者の実態に基づいた世帯である．既

存の台帳上では管理されていない新規の単位である．被

災時世帯については，明確に世帯分離等がなされない場

合を除いては，被災者への確認過程を経て，被災者の実

態を反映させる必要がある． 

 また，支援判定基準においても，各被災者が関係する

建物被害判定が管理された被災者台帳の情報に加え，被

災者が認識する「主たる居宅」を決めなければ，支援業

務の対象者の支援判定は行なえない．支援判定の審査を

進めるためには，支援対象単位に1つの判定基準根拠を

確定する必要がある．複数の選択肢から一意に決定する

には，被災者の事実確認が欠かせない． 

 このように，各種の支援業務において被災者の支援資

格の判定を行なうためには，被災者からの事実確認に基

づき，被災者の実態を反映させた「被災者の支援世帯の

確定」「被災者の支援判定となる要件の確定」が求めら

れる．被災者の生活再建支援において支援対象の被災者

を確実に把握するためには，被災者と建物被害判定を結

合した被災者台帳に加え，被災者の実態を統合した台帳

へと拡張しなければならない．本研究では，この既存台

帳との整合性を確保した上で，被災者の実態を的確に情

報化した台帳を「被災者基本台帳」と呼ぶこととした． 

 

(3) 被災者基本台帳を用いた支援業務の合理性の確保 

 本節では，被災者基本台帳を持つことにより，各種支

援業務を遂行する上で，自治体の立場として均一かつ公

平なサービス提供が行なわれることを言及する． 

 被災者基本台帳は確定情報を管理するマスタデータベ

ースと，対応の中で変動しうる更新型データベースの２

種類から構成される．マスタデータベースには，事前か

ら台帳として管理される確定したデータベースならびに

対応を通して得られた情報で確定し変動がないデータベ

ースが該当し，一方，更新型データベースには各種支援

業務の対応途中の状況を管理した台帳が該当する． 

 均一なサービス提供は，マスタデータベースを確定し，

共有し，ある被災者に対して対応すべき職員が変わった

場合においても，一元化され共有された情報を参照し，

規定の支援メニューに従って対応を進めることで実現さ

れる．対応に従事する実務者間で一元的な情報を共有し，

確定した情報に基づいて支援判定を適切に審査すること

により，均一性が確保される． 

 一方で，公平なサービス提供は，支援判定結果に基づ

いた被災者のすべてにサービス提供されることで実現さ

れる．被災者基本台帳が整備されることで，全被災者に

対する支援判定が可能となり，支援の対象者が確定する．

これに対して，支援業務ごとに進捗状況を管理する更新

型の対応情報台帳を持つ．被災者基本台帳より支援対象

者を同定し，対応情報台帳と突合することで支援が未完

了の被災者を同定する．確実なマスタデータベースと更

新型データベースの管理を前提として，お互いの台帳を

比較することにより，支援対象者を追跡できる．支援対

象者のおかれた状況に応じて，支援が未完了の原因を追

及し，追跡した形での支援サービス提供の方針を行なう． 

 ここで示したように，マスタデータベースとしての基

本台帳を整備し，各種の支援業務の対応情報を管理した

更新型データベースを整備することで，業務の合理性は

確保されるといえる．しかしながら被災者の実態は時系

列的に変化するため，マスタデータベースとして固定的

な情報保持は難しい．各種の支援業務における被災者と

向き合う業務の中で情報を確定し，更新型データベース

から確定情報のみを抽出してマスタデータベース化する

プロセスが必要となる．次章において，情報確定の仕組

みを取り入れた被災者基本台帳の構築について言及する． 

 

 

３．情報製造モデルを用いた被災者台帳に基づく

被災者基本台帳の構築 

 

 本章では，複数の実務者が関わる中での情報が製造さ

れる過程を情報製造モデルとして捉え，被災者台帳から

被災者基本台帳への情報展開のプロセスを明らかにする．

本研究では，被災者生活再建支援業務を例として取り上

げ，業務の実態に基づいた情報製造モデルを取り入れ，

継続的な被災者基本台帳の構築を実現する．また，既存

の基幹台帳の取り込みを行なうことで台帳構築における

効率性と確実性を確保する． 

 

支援業務メニュー

業務内容 参照すべき台帳 単位 建物被害 人的被害 所得・収入 年齢 要援護者 建物解体 再建方針

固定資産税減免 住民基本台帳 個人 主たる居宅

市民税減免 住民基本台帳 個人 主たる居宅 個人（申請）

医療費負担減免 住民基本台帳 個人 主たる居宅

国民保険料減免 住民基本台帳 世帯 主たる居宅 個人（申請） 住基世帯

福祉サービス負担減免 住民基本台帳 個人 主たる居宅 住基世帯 要介護，身体障害等

第１次義援金配分 住民基本台帳 世帯 主たる居宅

第２次義援金配分 被災者基本台帳 世帯 主たる居宅

県制度の支援金配分（旧） 被災者基本台帳 世帯 居住実態居宅 被災世帯 世帯主 身体・精神・知的障害等 主たる居宅

国制度の支援金配分（旧） 被災者基本台帳 世帯 居住実態居宅 被災世帯 世帯主 主たる居宅

県制度の支援金配分（新） 被災者基本台帳 世帯 居住実態居宅 被災世帯 世帯主 主たる居宅

国制度の支援金配分（新） 被災者基本台帳 世帯 居住実態居宅 主たる居宅 住まい再建方針

被災住宅解体撤去支援 被災者基本台帳 世帯 従たる居宅 従たる居宅

支援対象単位 支援対象要件

表１ 各種支援業務における支援対象者の同定条件 
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(1) 情報製造モデルの必要性と提案 

 被災者基本台帳は，新規に被災者の事実確認に基づき，

被災者の実態を情報として確定することで構築される．

被災者から得られる情報を登録するだけではなく，被災

者基本台帳として各種支援業務に活用されるためには，

情報の信頼性の確保と継続的な更新・管理が必要である． 

 近年，企業の情報技術部門では，情報の品質管理にお

いて情報を製品として捉え，製造業の企業が製品の品質

を管理している仕組みと同様にして情報を管理する傾向

にある 4)．そこで本研究では，被災者基本台帳を情報製

品として捉え，台帳の構築過程を情報製造モデルに読み

かえる．これにより，利用価値が高く，信頼性が高く，

十分な品質管理がなされた被災者基本台帳の構築が実現

されると考えた． 

 そこで，情報製造過程を可視化して分析することで，

台帳の合理的な構築過程をモデル化することが可能とな

る．情報製造過程を体系的に可視化する仕組みとして，

IPマップアプローチ 5)がある．IPマップアプローチでは，

これまでのデータモデル記述言語とは異なり，情報の製

造過程そのものを記述することが可能である．本研究の

中で提示する被災者基本台帳を用いた業務運用において

は，被災者基本台帳へ複数の主体が関わり，情報操作を

行なう．そのため，いつ，誰が，どのように情報操作を

するのか，また，どのように情報が確定されるのかを考

慮しなければ，確定情報と不確定情報が混在し，台帳の

信頼性を確保できない．一元的な情報管理を行なう被災

者基本台帳を考える上では，情報の信頼性をいかにして

高めるかが大きな課題となりうる．そこで，本研究にお

いても，IP マップアプローチにより，被災者基本台帳の

構築過程を体系的に整理し，被災者から聞き出した実態

に関する内容を適切な情報へと変換し，確実に被災者基

本台帳を構築する過程をモデルとして提示する． 

 

(2) 被災者台帳を基盤とした被災者基本台帳の構築 

 前章において，被災者台帳を基盤として複数の台帳を

統合し，被災者基本台帳へ拡張する必要性について述べ

た．被災者基本台帳では，自治体から被災者への生活再

建支援を進める上での被災者の同定に必要十分な情報を

管理されなければいけない． 

 支援業務運用上の情報要件をみると，税の減免や医療

費負担の軽減など，平常業務の延長で処理される業務に

おいては平時から基本台帳として整備されている住民基

本台帳と課税台帳が基盤となる．一方で，再建支援相談

業務，支援金配分業務や復興事業メニュー，仮設住宅管

理業務，復興公営住宅管理業務など，被災後に新しく発

生する業務においては，被災によって変化した被災者の

実態を把握する台帳が基盤となる．しかしながら，被災

者の実態が一元管理された被災者基本台帳は，被災地に

おいて被災直後からは存在しない．先述のとおり，被災

者基本台帳は，各種支援業務の中で得られる必要情報を

統合することで，随時更新されながら構築されることと

なる． 

 被災後の自治体の業務と被災者の関わりをみれば，被

災者基本台帳の基盤となる被災者台帳は，り災証明発行

において構築される．り災証明発行は，それまでに自治

体が実施した建物被害認定調査結果をもととし，各被災

世帯に関する建物の被害を確定し，証明する仕組みであ

る．被災後，早期に実施されるこの業務において，頼り

となる基本台帳は住民基本台帳であり，基本的には被災

当日の住民登録情報に基づき，各世帯の被害状況との関

係性が被災者台帳として構築される． 

 被災者台帳が構築された後の全体的な業務運用の中で，

必要な情報を管理した台帳を統合し，被災者基本台帳の

基盤を構築する．さらに，被災者の実態を被災者自身か

ら聞き出し，実態内容を情報として台帳へと登録する．

被災者基本台帳を用いて被災者の実態に応じた支援が必

要な業務を中心として被災者基本台帳の継続的な管理と

情報更新が行なわれることで，被災者の実態を的確に反

映した被災者基本台帳が構築される． 

 被災者台帳から被災者基本台帳への拡張の模式図を図

1 に示す．被災者台帳は建物被害認定調査台帳にり災証

明発行時における被災者の確認を得て，住民基本台帳と

統合されることで構築される．この被災者台帳に加えて

図１では，被災者の生活再建に関する種々の情報を得ら

れる被災者生活再建支援相談窓口での対応情報，支援金

配分の状況といった「被災者生活再建支援台帳」，仮設

住宅入居者への対応を管理する「仮設住宅入居者台帳」，

また，平時の基本台帳からは，収入を算出するための市

県民税台帳（課税台帳），居宅の持ち家判断を行なうた

めの固定資産税台帳を統合する． 

 被災者台帳から被災者基本台帳へ展開する際，被災者

台帳からは各被災者の建物被害を確定した情報を援用す

る．この際，住民基本台帳で管理された個人番号・世帯

番号をキーとする．これらの番号を基準として，被災者

基本台帳では被災者個人番号・被災者世帯番号を付与す

る．台帳間の連携を考え，住民登録がなされている被災

者は，住民基本台帳上の番号を使用する．みなし世帯分

離や住民登録外の被災者(2)の場合は新たな番号を付与す

る．これにより，平常業務における基本台帳の連携と，

被災後の被災者の実態に関する種々の情報を統合するこ

とが可能となる． 

 本研究では，図 1 に示したように，被災者台帳を基盤

として被災者支援相談台帳を構築し，新たに被災者個人

番号・被災者世帯番号を発行する．これに既存台帳から

収入・所得を確定する市民税台帳，持ち家状況を確定す

る固定資産税台帳，世帯主年齢や世帯構成状況を確定す

る住民基本台帳を統合し，さらに住まいの実態を確定す

るために仮設住宅台帳を統合(3)して被災者基本台帳を完

成形へと導く．その後に展開される種々の支援業務を，

支援対象単位でのキーを確実に保持することで，被災者

基本台帳へ情報が統合され，被災者の実態を継続的に，

かつ総合的に把握するための被災者基本台帳へと拡張さ

れる． 

 

図 1 被災者基本台帳を構成する各種台帳と業務の関係性 

建物被害認定調査

り災証明発行 り災証明

発行台帳

建物被害
調査台帳

住民基本
台帳

被災者台帳：誰がどういう被害を受けたのかを管理

生活再建支援相談

仮設住宅対応

市県民税

課税台帳

固定資産税

課税台帳
生活再建支援金配分

仮設住宅
管理台帳

生活再建支援
相談台帳

被災者個人番号・被災者
世帯番号を発行し，支援
業務の台帳に活用する

支援金配分
台帳

被災者基本台帳：現在の被災者の実態はどうであるかを管理

平時における基盤台帳：
被災時における住民
登録者の基本情報を
管理

その他，生活再建支援
に関わる業務

各種支援
対応台帳
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(3) 情報製造モデルの取り込んだ被災者基本台帳構築の

ための被災者生活再建支援業務モデルの構築 

 本節では，IP マップアプローチに則し，被災者生活再

建支援の業務モデルの構築を行なう．被災者生活再建支

援業務において被災者基本台帳を継続的に維持すること

を考慮すると，業務の中で情報を確定し，台帳へと反映

しなければならない．情報の確定においては，井ノ口ら

が 2007 年能登半島地震災害の輪島市で導入した相談業

務モデルに従い，被災者自身の合意を得ることが必須で

ある 6)． 

 ここで提示する業務モデルにおいても，被災者から情

報を収集するだけでなく，自治体の持つ情報と被災者か

ら得られる情報を比較し，被災者の合意を得て確定情報

とする．このモデルを図 2 に示す． 

 図 2 では，被災者基本台帳を業務の中枢に位置づけ，

被災者と被災者基本台帳との同期が図られることを目的

とする．被災者が基本台帳を直接操作すると，被災者の

思いで情報が更新される．情報の品質管理が損なわれる

可能性が高いため，被災者と被災者基本台帳の間に自治

体の実務担当者を配置し，実務担当者が被災者の情報と

被災者基本台帳にある既存情報とを比較して，情報内容

を審査する．また，人と人の対話により業務が組み立て

られており，実務者は被災者から提示される種々の紙資

料を，被災者の提示する情報の根拠として受け取る．す

なわち，被災者基本台帳にデジタルデータとして登録さ

れている情報と被災者の提示する資料を判断材料として，

被災者の提示する情報を審査し，確実な情報と審査され

れば被災者基本台帳へ情報登録がなされる． 

 その後の業務においても同様の仕組みを通して，継続

的に被災者の情報が審査されることで，情報に虚偽があ

れば，情報の整合性が保たれず，その虚偽情報を発見す

ることが可能となる．情報の確実性が担保されなければ，

実務者は被災者への再確認を行ない，情報の確実性を担

保する． 

 

４．被災者基本台帳を用いた柏崎市被災者生活再

建支援台帳システムの構築 
 

 本章では，前章にて構築された被災者基本台帳を中心

とした被災者生活再建支援業務運用のための被災者生活

再建支援台帳システムの構築を行なう．業務内への情報

確定プロセスの組み込みと基本台帳構築モデルに基づい

た標準的な要件定義を行い，システムの設計と構築を行

なう． 

 

(1) 被災者生活再建支援台帳システムの要件定義 

 被災者生活再建支援台帳システムの構築にあたり，シ

ステムに求める要件定義を行なう．ここでは，実務に根

付いたシステム構築のための業務分析手法として確立さ

れた井ノ口ら 7)による業務分析手法を援用し，柏崎市復

興支援室が実施していた生活再建支援業務を対象とした

業務分析を行なうことでシステム要件を定義した．また，

システム利用者としては情報処理プロセスを考慮し，情

報処理に関わるステークホルダーを設定することで，

各々の立場と操作権限に基づいて要件の整理を行なった．

ここでは，本システムの利用者として行政職員を位置づ

け，被災者は情報提供を行なうステークホルダーではあ

るが，システムの利用者としては位置づけていない． 

 

a) ステークホルダーの設定 

 前章において提示した業務モデルに従い，システム利

用者の立場から 4 種類のステークホルダーを抽出した．

以下にそれぞれの概要を記す． 

① 情報閲覧者 

 被災者と向き合い，被災者への情報提供を行なう上で，

システムを利用して，過去に記録された情報を検索・閲

覧する． 

② 情報入力者 

 システムに搭載された入力画面を用いて，新たな情

報・更新された情報を入力する．担当すべき仕事内容に

応じて複数の入力者が存在し，それぞれの入力能力に初

期情報の品質が依存する． 

③ 情報管理者 

 初期登録時の情報の品質向上に向けた，登録情報の管

理・精査を行なう．情報の品質管理において，この機能

が責任を持ち，複数の情報処理を比較検討することで情

報の整合性を確保する．整合性が確保された情報に対し

ては，情報管理者が情報確定を承認する． 

④ 情報集約者 

 業務方針・実行計画を策定する上で必要となる情報を

集約する．本研究の目的である「取り残しのない被災者

生活再建支援」を実現する上で，情報集約者がシステム

の持つ集計機能を利活用することで，被災者の実態に応

じた業務方針の策定が可能となる． 

  

これらの 4 つのステークホルダーが共通の情報を操作・

処理することで業務が進むとともに，情報製造モデルが

実行される．それぞれのユーザごとに操作可能な情報と

機能を制約し，システムからの適切な支援が実行される

ことで，情報の品質管理は実現される． 

 

b) システムの要件定義 

 前項にて設定された 4 種類のユーザのシステムとのイ

ンタラクションを踏まえ，有効性の高い業務システム設

計に必要な要件定義を行なう．要件定義には，渡辺 8)が

実行性の高いシステム開発のための要件表現手法として

提唱する要件ツリーを用いる．以下に本研究で構築する

被災者生活再建支援台帳システムの要件を示す． 

 

図 2 被災者基本情報を確定するための IP マップ 
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① 業務の効率化を実現する 

� システム利用自体が業務運用の妨げにならない 

� システム利用により統合化された確定情報を閲覧し，

初歩的なミスや情報の齟齬を早期に発見する 

� 物理的に離れた行政機関間で情報共有を可能とする 

② 集計機能による一覧性の確保 

� 切り出したい軸の設定により該当情報をリスト化し，

それぞれの該当件数等を集計値で表示する 

� 集計機能は個別にボタン化し，目的別のカテゴリを

設定してボタンを分類し，配列する 

③ 必要なＩＴリテラシーレベルを低く設定する 

� 様式類については紙の様式を反映する 

� 表示される情報は業務上の利用情報カテゴリ別に整

理する 

� 紙の情報をすべて入力するのではなく，PDF による

紙資料の管理を可能とする 

� 行政職員が使い慣れている外部ソフトウェア（エク

セル）へのデータエクスポート機能を設ける 

④ データの品質を管理する 

� 手入力による文字数を物理的に最小限にとどめる 

� 全角・半角・カタカナを自動的に修正する 

� エラーの根源となる不適切な文字は受け付けない 

� アクセス権限・書き換え権限・情報確定権限をユー

ザごとに設定する 

⑤ 確定情報を適切に管理する 

� 登録情報に対して，確定・未確定・要調査等の段階

を設定し，情報の確定レベルを明示化する 

� 確定済みの情報についての書き換えを制御する 

� 未確定情報を特定し，他業務における被災者への対

応を通して情報を確定する 

⑥ 他のシステム・台帳との連携を可能とする 

� 外部からの参照可能な基本 IDを設定・発行する 

� 登録情報の検索・閲覧・引用を可能とする 

� その後の実態調査等のデータも管理可能とする 

⑦ 取り扱う個人情報を保護する 

� ユーザごとに権限を設定し，閲覧可能な情報を制御

する 

� 被災者の同意ボタンを設定し，同意・拒否を確実に

処理する 

� 個人情報保護法を遵守したシステム設計を行なう 

 

(2) 被災者生活再建支援台帳システムの設計・構築 

 前節の要件定義に基づき，システムの設計と構築を行

なう．システムの設計・構築にあたっては検証の場とし

て選定した柏崎市復興支援室においてシステム利用が実

現されるように，柏崎市の持つセキュリティポリシーや

ネットワーク環境に従うこととした． 

 

a) システムの開発環境の準備 

 本システムは，一元管理された台帳を閲覧・更新・管

理するシステムとなる．そのため，庁内イントラを利用

したクライアント－サーバ型でのシステム開発とした．

システム開発の言語としては，庁内の PCが Windows環

境であることと，セキュリティポリシーを遵守すること

と.Net Flamework 2.0 がインストールできないことから

Visual Basic .Net 2003 を選定した．これにより，情報操

作の権限を持つ職員は，イントラに接続されたいかなる

PCからも，情報閲覧・情報更新が可能となる． 

 

b) 画面設計とそれらの持つ機能設計 

 本システムの画面は，大きく 6 種類の画面機能から構

成される．各画面には，画面内で扱う情報に応じた情報

処理機能が搭載されている．以下に画面と機能について

の概要を述べる． 

① ログイン画面 

 ユーザ名・パスワードを入力し，ユーザの情報操作権

限を決定する． 

② 検索画面 

 手がかりとキーワードの組み合わせにより，条件に合

致した被災者世帯の一覧を表示する．氏名や住所に加え，

支援金の支給番号や住民基本台帳上の個人番号，世帯番

号等で検索が可能とした． 

③ 被災者基本情報閲覧画面 

 被災者に関する基本情報が表示される．図 4 に示すよ

うに，相談者の情報，り災者の情報，建物被害の状況，

建物の所有状況，被災者世帯の基本情報に加え，各種支

援金の対応履歴が表示される．相談窓口では，この画面

を閲覧することで，どういう支援メニューが可能か，全

壊の対応でどこまで手続きが完了しているかが把握でき

る．また，これらの情報は情報管理者の手により情報確

定がなされると，確定ボタンを選択することで情報更新

が不可能となる．これにより，人的ミスによる不適切な

情報更新を制御する． 

④ 各種支援金の申請・支給状況画面 

県制度の支援金や国制度の支援金の申請状況，支給状況

が表示される．図 5 には国制度の支援金の支給状況確認

画面を示している．制度改正にともない，改正前と改正

後の支援状況を確認できる．相談窓口対応において本画

面を確認することで，被災者の申請状況に応じて適切な

支援メニューの提示が可能となる． 

⑤ 各種 PDF 資料の閲覧画面 

 相談対応や支援金処理を進める上で処理された紙資料

旧制度の
申請状況

新制度の
申請状況

振込先申請者の
基本情報

図 5 国制度の支援金の申請・支給状況確認画面 

図 4 被災者の基本情報閲覧・更新画面 
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を PDF として保存した場合，それらの資料をこの画面で

確認が出来る．次項にて PDF 閲覧機能の詳細を述べる． 

⑥ 情報管理・情報集約画面 

 情報の品質を管理する画面である．情報を一覧表示し，

記録された情報の内容を確認するとともに，情報入力時

における人的ミスのパターンに応じてシステムによる自

動修正を行なう機能を持つ．個々の機能をボタン化し，

図 6（前頁）に示すように機能を整理して配置した．被

災者基本台帳の登録情報を，本機能を用いて定期的に検

査することで，被災者に関する情報の品質を維持する． 

 

c) PDF 技術との連携による必要書類の管理 

 支援金の申請処理や，その他の申請処理業務では，被

災者から種々の資料を受け取る．それらの多くは，振込

口座の通帳コピー，公共料金の支払い明細書，賃貸契約

書や源泉徴収票の写しなど，被災者の実態を明らかにす

る資料である．これらは，被災者からの申請内容を審査

する際に，審査者によって事実確認として利用される．

申請件数の多さゆえに申請受付と審査が同場所で行なう

ことは難しい．また，これらの資料には他業務での利用

の可能性がある．そこで，紙資料の共有方法として PDF

技術を援用することとした． 

 紙資料を PDF へと変換し，各被災者世帯とリンクを

貼ることで被災者世帯に関する種々の情報を閲覧可能と

した．これらの PDF は，書類の内容に応じてカテゴリ

分けされており，本システムでは 9 つのカテゴリ(4)を設

定した．情報入力者は資料の内容を 9 カテゴリに従って

整理を行ない，PDF を作成してシステムへ登録を行なう． 

 この仕組みは，個別の相談のメモにおいても利用され

る．電子システムの制約とユーザの IT リテラシの制約

により，フリーハンドで絵を描くことは難しい．自由な

手書きメモである個別相談のメモも PDF として管理さ

れる．これらのメモをそのままに管理することで，相談

内容の履歴をたどれるとともに，被災者の“生の声”を的

確に記録することが出来る． 

 

d) 集計機能の設計 

 本システムにおいての最大の特徴でもある集計機能を

設計する．集計機能は，「進捗状況の把握から，マスタ

データベースとの比較による未申請者の同定」と「情報

の品質管理を目的とした，一覧表示による登録情報のエ

ラーの同定」の 2つの側面を持つ．これらの 2 点におい

て，本システムで搭載した機能を以下に示す． 

 

① 未申請者の同定のための集計機能 

� 相談者一覧表示と未相談者同定機能 

� 制度改正にともなう差額支給者同定機能 

� 県支援金・国支援金の支給済者一覧表示 

� 制度改正にともなう支援金未精算者の一覧表示 

� 県支援金・国支援金の支給件数・支給額表示 

② 情報品質管理のための集計機能 

� フリガナ表記揺れ（全角と半角の混在）の一覧表示 

� 住所表記揺れの一覧表示 

� 個別対応書類（PDF）の対応関係の一覧表示 

� 重複する相談者氏名・り災者氏名・住所の一覧表示 

� 世帯種別不明者の一覧表示 

� システム操作ログの一覧表示 

 

e) システムの実装 

 これまでの要件定義からシステム設計までをまとめて，

2007年 9月 18日から 10月 16日にかけて，システムの

実装を行なった．システムの実装にあたっては，実務者

のシステム利用により発見されたバグを処理する．その

他，利用者が必要とする機能の追加を行ない，システム

の改良を進めた．システムの第１版が完成するまでに約

30 日を要し，その後，システムが確定するまでの 90 日

間で 50 回以上の更新を重ねた．システムの実装プロセ

スとしては，台帳の基盤データが並行的に構築されるこ

とを意識し，データ入力部分を優先的に進めた．その後

は実務者がシステム利用にともなって必要とした機能や

制度改正にともなう機能追加，画面設計変更を重ねた．

特に，システム構築にあたり，基本台帳には被災者の個

人情報が管理されるため，ユーザへ適切に情報操作権限

を割り当てることや被災者からの個人情報利用の同意を

得ることなどで個人情報の保護にも配慮した(5)．柏崎市

の支援業務内におけるシステム運用の具体的な内容と，

システム利用による成果については次章に譲る． 

 

 

５．合理的な被災者生活再建支援業務運用の実現 

 

 本章では，３章と４章において構築した被災者基本台

帳と被災者生活再建支援台帳システムの動作検証と有効

性の考察を行なう．検証の場として，柏崎市復興支援室

を選定し，有効性の考察においては実務者の業務形態や

業務方針の変化から本研究の成果を捉える． 

 

(1) 被災者生活再建支援台帳システムの検証の概要 

 今回の検証では，本研究において構築された被災者生

活再建支援台帳システムと被災者基本台帳の構築モデル

が，実際の災害対応の現場で利活用されるかをはかった．

本検証では，柏崎市のなかでも，被災者生活再建支援に

おいて中心的な役割を担うために 2007 年 9 月 1 日に新

しく設置された復興支援室を対象とした． 

 対象とした業務は，被災者生活再建支援に関わる業務

のうち，被災者との対話の中で実態を明らかにする役割

を担う“被災者生活再建支援相談業務（以下，相談業

務）”と“被災者生活再建支援金配分業務（以下，支援

金配分業務）”とした．特に我が国では 2007年 11月 9

日に被災者生活再建支援制度の改正案が国会を通過し，

新潟県中越沖地震災害も新制度の適用範囲となった．制

度改正にともなう支援要件の変更に対しても，本システ

ムと被災者基本台帳が有効であることを試す場として，

図 6 情報の品質管理を行なうための情報管理・集約画面 
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柏崎市復興支援室は非常に意義が高い．  

 検証期間は，本システムが運用可能となった 2007 年

10月 17日から 2008年 4月 25日までとした．検証の内

容については，次節以降に譲る． 

 

(2) 柏崎市における被災者基本台帳の基盤の整備 

 柏崎市では 2007 年 8 月 1 日より被災者生活再建支援

相談窓口が開設され，り災証明の発行にともない被災者

生活再建支援金の申請受け付けが開始された．相談業務

と支援金配分業務がシステム導入以前から既にはじまっ

ていたために，システム運用が始まるまでに受け付けた

相談者の情報を台帳化する必要があった． 

 相談者情報の台帳化に先んじて，基盤の整備として住

民基本台帳・市民税台帳・固定資産税台帳をデータベー

スに取り込み，被災者台帳と統合した．また，システム

導入以前の相談者の実態情報については，相談者から収

集した相談受付票や個別相談シートなどの紙資料に記録

されており，これらの情報を専用入力者によりシステム

を用いて事前に台帳へ登録した．さらに，システム導入

以前にエクセルで管理されていた支援金申請者情報を取

り込んだ．この作業により，被災者基本台帳へ 4,442 件

が支援相談・支援金申請データとして登録された． 

 

(3) 窓口業務から支援金処理までのシステムの運用によ

る被災者基本台帳の構築 

 2007 年 11 月 9 日に生活再建支援法の制度が改正され，

柏崎市においても 2008年 1月 21日より新制度における

支援金の申請の受付が始まった．これにともない，柏崎

市では相談・支援金受付窓口を増設し，各窓口に PC 端

末を設置した．各端末に本研究で開発した被災者生活再

建支援台帳システムを導入し，運用の体制を整備した． 

 システムの運用にあたり，相談窓口業務を担当する情

報閲覧者を 5 名，相談内容のうち被災者の基本情報を登

録する情報入力者を 3 名，相談内容の個別資料を PDF

化する情報入力者を 2 名，入力情報から申請者の資格を

審査し情報確定する情報入力者を 3 名，確定済みの情報

に対する品質管理を行なう情報管理者を 1 名，業務の方

針立てのために情報を整理する情報集約者を 1 名という

各機能を担当する情報処理者を配置した．これにより，

被災者に関する基本情報と対応情報が，各機能の担当者

間を流れることで確定され，被災者基本台帳への登録が

完了した．被災者基本情報の登録件数を図 7 に，県制度

と国制度の支援金支給状況の推移を図 8 に示す． 

 また，柏崎市は 2005 年に西山町・高柳町と合併して

おり，相談窓口と支援金受付を西山町事務所でも同時展

開することとなった．こちらにおいても，一元的な台帳

を参照し，同様の仕組みを導入することにより，被災者

は柏崎市役所・西山町事務所のいずれに訪れても，それ

までの相談内容の続きから均一なサービスを受けられる

こととなった．西山町事務所のみに訪れた被災者の実態

についても同様に台帳へと情報が蓄積され，市内の被災

者の実態の全体像を把握することが可能となった． 

 

(4) 被災者基本台帳を用いた行政体制の変革 

 柏崎市では，被災者基本台帳という被災者の全体像を

把握できる台帳を持つことにより，行政の体制に変化が

見られた．本節ではこの体制の変化について述べる． 

 前節で示したとおり，被災者基本台帳が業務運用の中

で構築された柏崎市復興支援室では，各種支援業務にお

ける支援要件に従い被災者基本台帳から支援対象者を同

定・抽出することで，支援すべき対象者の一覧を取得す

る運びとなった．また，一元的に管理された被災者台帳

から発行される被災者個人番号と被災者世帯番号を効果

的に用いることで，支援業務の対応結果が共通のキーを

持った形で蓄積された． 

 台帳が整備されたことにより，柏崎市復興支援室は，

被災者基本台帳から得られた支援対象者の一覧と，相談

対応業務や支援金配分業務等で管理される対応結果の一

覧を突合することで，「相談所に訪れていない被災者世

帯」や「支援金が未支給の被災者世帯」といったサービ

スの提供が完了していない被災者を洗い出すことが出来

た．この情報が把握できることで，それまでは「申請者

に対して的確にサービス提供を行なう」ことを業務方針

として位置づけていた体制が，「サービス提供が完了し

ていない被災者世帯に対して積極的に申請を促す」とい

う Push型のサービス提供を行なう体制へと変化した． 

 被災者基本台帳は，情報を一元的に管理し，業務の効

率化を図るためだけでなく，「取り残された被災者」を

同定するためにも利用される．サービス提供先が確定す

ることで，柏崎市は効果的な業務方針を立て，能動的な

サービス提供を実現した．この具体的な実施方策は次節

に譲る． 

 

(5) 取り残しのない被災者生活再建支援に向けた“攻め

の行政”の実現 

 本節では，取り残しのない被災者生活再建支援に向け

て，被災者基本台帳を用いることにより柏崎市で実施さ

れた“攻めの行政”について述べる． 

a) 生活再建支援法改正に対する“攻めの行政” 

 2007 年 10 月に生活再建支援法が改正された．法制度

の改正にともない，国の支援金では所得要件・年齢要件

図 8 県制度・国制度の支援金の申請世帯数の推移 
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が外れ，居宅被害が半壊以上の全世帯において支援金の

受給資格が与えられた．県の支援金では，所得要件・年

齢要件は外れなかったが居宅被害が大規模半壊の世帯へ

の 50万円の差額支給が発生した． 

 この法制度の改正により，柏崎市復興支援室では受給

資格の再審査を行い，再度，支援対象者の同定が求めら

れた．支援対象者の同定においては，それぞれの被災者

の持つ基本情報とり災証明の判定結果を基とし，これま

での支給状況との比較を行なうこととなった． 

 柏崎市では被災者生活再建支援台帳システムを用いた

業務の運用により，被災者基本台帳の整備が進められた．

時点時点における被災者基本台帳を基として，全被災者

の支援金受給資格の審査を行ない，それまでの各申請者

の支給状況を突き合わせることで差分を抽出し，差額支

給対象者の同定を行なうことができた． 

 差額支給対象者については，対象者自身の個人基本情

報や支給済の支援金額，支援金振込先などが，基本台帳

内で既に管理されており，対象者が作成すべき申請書の

内容を柏崎市は十分に把握していた．これにより，柏崎

市が申請書を作成し，対象者への送付を行なうことが可

能となった．対象者は申請書内容を再確認し，柏崎市へ

提出することで満額の支援金受給が可能となった．一方

で市側でも対象者の支援金申込における行動を把握でき，

差額支給を申請しない世帯の同定も同様の仕掛けで即時

把握が可能であった．最終的に，柏崎市では 121 世帯が

県支援金の差額支給対象者となり，2008年 4月末時点で

119 件（97%）が満額支給され，残る 2 件についても本

人の意思と未申請の理由が把握されている． 

 

b) 未相談者と未申請者への“攻めの行政” 

 柏崎市では，り災証明の発行により被災者基本台帳の

基盤となる被災者台帳を構築していた．生活再建支援に

関わる支援対象は，義援金配分などの一部を除いて，居

宅被害が半壊以上の被災者世帯となっている．被災者台

帳から居宅被害が半壊以上の世帯を同定することで，実

態を把握して支援金やその他の支援メニューが適用され

るかを，市として判断し把握する必要がある． 

 市として被災者の実態を把握するためには，被災者自

身に生活再建支援相談窓口に来訪してもらい，被災者か

ら事実を確認する必要がある．そこで被災者基本台帳に

統合された情報から，相談対応情報を引用し，それまで

の相談に訪れた被災者世帯の同定を行なった．この相談

者情報と，居宅のり災証明判定が半壊以上の被災者世帯

の一覧とを突合し，相談所に訪れていないために被災者

の実態を把握できていない世帯を同定した．同定された

世帯に対しては，居宅所在地へ案内の郵便送付を行ない，

被災者の相談所への来訪を促す方策をとった． 

 また，柏崎市は相談所に来訪し支援金の支給資格があ

るにも関わらず支援金の申請をしていない被災者世帯の

同定を行なった．日々，支援金支給状況は変化する．こ

の状況を的確に台帳へと反映させ，Push型で支援金申請

を促すべき被災者世帯を継続的に同定していくこととな

る．これで同定される未申請者は，一度は生活再建相談

窓口に来訪しているため，被災者基本台帳において現住

所と電話番号が明確に管理されている．柏崎市では，こ

の現住所・電話番号を用いて，未申請世帯に対して支援

金支給資格がある旨を再通知することとした． 

 これらの未相談者・未申請者の同定結果と，柏崎市の

方策を図 9 にまとめる．図 9 は 2007年 12月 20日現在

の現況図であり，柏崎市が実際に方針策定を行なう上で

用いた．この時点では 5,631 件の居宅が半壊以上の被災

と認定(6)され，図を右方向に追うことで，該当世帯が生

活再建に至る過程で各プロセスを経ていない状況を読み

取ることが出来る．生活再建支援の申請に関しては，み

なし世帯分離が認められるケースもあり，本来の世帯数

よりは増えるという現象が見受けられるため，下軸へグ

ラフを拡張して表現している． 

 さらに，り災証明発行時に発行情報は位置情報と共に

管理されてきた．この位置情報を利用し，図 10 に示す

ように未相談者と未申請者を空間的に可視化した．図 9

のような数値的な把握だけでなく，未相談者・未申請者

の散在状況を俯瞰的に把握した地図は，案内の郵送通知

や出前相談所の開設などの具体的方策を決定する有効的

な資料として用いられた． 

 

 

６．終わりに 

 

 本研究では，被災自治体が行政として被災者の生活再

建支援を合理的に行なうために，被災者の実態を的確に

かつ継続的に把握した被災者基本台帳の重要性について

言及した．特に，被災者基本台帳は事前に整備すること

は難しく，被災者への各種支援業務を進める中で，被災
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者からの事実確認に基づき情報が登録され，様々な情報

資料や他台帳を用いた審査を通して確定され，新たな台

帳として構築される． 

 この被災者基本台帳の構築を，情報製造として捉え，

構築プロセスをモデル化した．ここでは，IP マップアプ

ローチという手法を用いることで，情報の品質を管理し

ながら進められる台帳構築過程を明確化した．ここでり

災証明発行を通して構築される被災者台帳を基盤として，

住民基本台帳・固定資産税台帳・市民税台帳の既存台帳

を統合し，個別に進められる支援業務において被災者基

本台帳を共有するなかで，被災者基本台帳の整備と維持

管理を実現することとした． 

 また，被災者基本台帳がマスタデータベースとなるた

めには，各種の情報が確定される必要がある．確定情報

を確実に台帳として管理するために，情報の品質管理の

観点に立ち，被災者生活再建支援台帳システムの構築を

行なった．これにおいては，柏崎市復興支援室が進める

業務を分析し，要件定義からシステム設計までを行ない，

実務に根ざした「被災者生活再建支援台帳システム」の

構築を試みた．情報の品質を管理するためには，自治体

が把握する情報に対して被災者の合意を得ること，情報

入力者によるエラーをパターン化しシステムで自動修正

すること，各種の信頼性を担保する資料を参照し，確定

された情報は明確に管理され，情報操作を制限すること

とした． 

 システムの検証にあたっては，柏崎市復興支援室の被

災者生活再建支援相談業務ならびに被災者生活再建支援

制度に基づく支援金配分業務を対象として，5 ヶ月以上

にわたって継続的な運用を進めた．この継続的な取り組

みにより，柏崎市では被災者基本台帳が構築され，合理

的な被災者生活再建支援業務が実現された．合理的な支

援業務の実現の中で，窓口対応業務の合理化と提供サー

ビスの均一化に加え，柏崎市ではこれまでの行政体制と

は異なる「Push型」の支援業務遂行がなされた． 

 「Push型」の支援業務遂行では，アクションを起こし

ていない被災者世帯を同定し，市から各世帯の実態に応

じたアクションを起こすような仕掛けをとる．これによ

り，柏崎市は取り残しのない被災者生活再建を目指して，

まずは直近の課題である住宅の再建を対象として，再建

過程を追跡し，業務を遂行している． 

 今後は，被災者基本台帳をもとに，被災者の生活再建

支援に向けて，個別に再建支援プランの構築を目指す．

再建支援プランの策定を通して，継続的な見守りが必要

となる被災者世帯を同定し，被災者基本台帳へと支援プ

ランならびに見守り情報を結合する．被災者の生活再建

が完了するまで，被災者基本台帳において被災者の実態

を記録し，自治体が生活再建の変遷を把握できるように

する．これにより，被災自治体における全被災者が納得

を得た形で生活再建が実現されることを目指す．本研究

の延長として，これらの記録から個々の生活再建過程を

分析することで，再建過程をパターン化し，各パターン

に応じた標準的な生活再建支援プログラムの構築を目指

す．プログラムの構築とともに，業務そのものの進め方

に起因した課題等をも改善し，統合的かつ標準的な生活

再建支援のあり方について検討を続けることを考えてい

る．これが実現されることで，今後，被災経験のない自

治体においても合理的な被災者生活再建支援が可能とな

り，社会の防災力の向上に大きく貢献できると考えてい

る． 

 また，今回のシステム導入においては，窓口開設後か

らの業務分析を通してシステム開発を行ない，システム

の導入と至った．そのため，システムが稼働するまでに

対応した被災者の情報は，５章２節に示すとおり，後追

い型でデータ入力を行なうこととなった．入力件数は

4,500 件近くに至り，システムの導入コストが高くなっ

た．窓口開設時からシステムならびに基盤台帳の整備が

なされていれば，入力にかかるコストは削減できうる．

事前から整備できる台帳と事後でなければ構築できない

台帳がある．事前から整備できる台帳については，平時

からの防災に関する取り組みの中で進められることが望

まれる一方，事後でなければ構築できない台帳は，該当

する業務が展開される段階で，被災者の現実と台帳で管

理された情報との差を極小化するべく，早期に被災者台

帳を基盤とした業務遂行を実施すべきであると考えてい

る． 

 特に，システム面におけるコスト削減の方策として，

本研究におけるクライアント－サーバ型のシステムを展

開し，柏崎市以外の自治体においても仕組みを利用でき

るよう整備することが考えられる．これにより，単なる

導入コストの削減だけでなく，今後の発生が想定されて

いる東海・東南海地震などの大規模災害においても，被

災後から同様の仕組みを用いることが出来るように整備

することで，早期の被災者の実態把握が可能となる．広

域の大規模災害においては，システム運用に向けたデー

タ整備のための人材確保が課題となるが，この課題を解

決し，本研究で提示した仕組みを効果的に利用すること

で，被災者の早期の生活再建の実現に寄与したいと考え

ている． 
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本研究を進めるにあたり，自治体の持つ知恵と検証の

場を与えてくださった新潟県柏崎市復興管理監 細貝和

司様，復興支援室 田中雅樹様，藤村和良様ならびに柏

崎市各課の職員の皆様方，本研究を進める上で協力して

頂いた全ての方々に心より深く御礼申し上げます． 

 

 

補 注 

 

(1) みなし世帯分離 

 住民基本台帳上に，世帯を分離して登録されていない世帯に

おいても，柏崎市では被災者の生活実態に応じてみなし世帯分

離を認めた．みなし世帯分離を認めるためには，生計や居住実

態が複数存在することを証明しなければいけない．被災者の生

計が異なる証明，居住実態証明（ガスや電気の使用状況を示す

書類）などに基づいて判断がなされる． 

 

(2) 住民登録外の被災者 

 住民登録外の被災者とは，住民登録の手続きを済ませていな

い被災者を指す．住民登録のない被災者には，災害発生の直前
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に異動した住民や外国人，被災地以外に住民票を置いておきな

がらも被災地において居住を続けていた住民が含まれる．特に，

柏崎市では新潟産業大学の留学生寮が被災し，留学生も被災者

生活再建支援の対象となった．今回の留学生の場合は，基本的

に住民登録をされていたために，住民基本台帳から情報取得が

可能となった．住民登録が済んでいない留学生については，住

民登録外の被災者として位置づけ，新たに被災者個人番号や被

災者世帯番号を付与し，被災者基本台帳の中で適切に管理され

ることとなる． 

 

(3) 住まいの実態を確定するための仮設住宅台帳の統合 

 住まいの実態においては，被災した場所に住み続ける場合と

被災した場所以外の場所で仮生活を営む場合がある．仮生活を

営む場合の中に仮設住宅での生活が含まれるが，その他にも親

族との同居や新たに民間賃貸住宅を借りることで仮住まいを確

保して営む生活も含まれる．仮住まいにおいて生活を営む被災

者においては，被災者生活再建支援相談の中で，仮住まいの実

態を把握し，システム内の住まいの特記事項の中に情報を記録

することで，適切に被災者の住まいの状況を把握することが可

能となっている．そのため，台帳の統合ではなく，直接，実務

者により被災者基本台帳内の被災者生活支援相談台帳の中に情

報が登録されることとなる． 

 

(4) 被災者に関する紙資料整理の 9 カテゴリ 

 柏崎市で，それまでの対応の中で被災者から収集していた紙

資料を，それらの内容と利用される業務に基づいて整理を行な

った．結果として，「相談受付票」「個別相談シート」「銀行

口座関連」「居住証明関連」「賃貸証明関連」「解体・修理関

連」「みなし世帯分離関連」「再建確認書類関連」「その他」

の 9つの整理カテゴリが作成された． 

 

(5) システム運用における個人情報保護措置 

 本研究では，住民基本台帳や課税台帳といった行政の平常業

務において利用している基本台帳の情報と，被災者個人から得

られる被災者の実態に関する個人情報など，いくつもの個人情

報を扱うことでシステム運用の実現を行なっている．本研究に

おいては，個人情報の保護措置を適切に進めるために，専門家

による助言をもとに，ユーザ設定によりシステム面で制御する

だけでなく，ユーザの教育，業務フローにおける情報漏洩の危

険性の制御など，多岐にわたる制御を行なった．特に本システ

ムでは，詳細な個人情報を全て一覧で表示することはなく，被

災者個人を同定し，被災者自身の許可を得た場合のみ，詳細な

個人情報を閲覧できるように設計している．個人情報の扱いに

ついては，市の持つ個人情報保護法令の規則に従い，関係各課

の個人情報利用申請を行なう一方で，被災者からの個人情報利

用の同意を得ており，利用同意を得られない被災者については

個人情報利用を中止している．今後，個人情報保護法とシステ

ム運用のあり方との検討は進められ，適切に個人情報が保護さ

れながら，業務の合理化と効率化が進められると考えている． 

 

(6) 被災者基本台帳への登録件数 

 本文中の図 7 では，2008 年 4 月 25 日現在で 5,959 件の被災

者情報が管理されているのに対して，図 9 では半壊以上の被災

者生活再建支援に該当する件数が 5,631 件となっている．被災

者は建物被害認定調査により半壊以上と判定され，り災証明を

受けて被害が確定し，その後に相談へと進む．台帳からの情報

集約の年月日が異なるだけでなく，図 7 では支援に関する相談

者を 1 件として算出しているため，図 7 と図 9 では件数に差異

が生じている． 

  

参考文献 
 

1) 高島 正典, 重川 希志依, 田中 聡：新潟県中越地震における

小千谷市被災者生活再建支援業務のエスノグラフィー調査

に基づく被災者生活再建支援システムの外部設計, 地域安

全学会論文集, No.8, pp.163-172, 2006. 

2) 西宮市：被災者支援システム, http://www.nishi.or.jp/homepa 

ge/museum/pamphlet/ 

3) プロジェクトマネジメント協会：プロジェクトマネジメン

ト知識体系ガイド，Project Management Institute， 

pp.225, 2000. 

4) Richard Y.W, Elizabeth M. P, Stuart E. M, Craig W. F 編, 関口 

恭毅 監訳：情報品質管理, 中央経済社, pp.244, 2008. 

5) G. Shankar, Richard Wang, and Mostapha Ziad： IP-MAP: 

Representing the Manufacture of an Information Product, 

Proceedings of the 2000 Conference on Information Quality, pp.1-

16, 2000.10. 

6) 井ノ口 宗成, 林 春男, 吉富 望, 浦川 豪, 藤春 兼久： 短期の

学習モデルを取り入れた自治体職員による GEOINT データ

ベース利用型の効果的な危機対応業務の実現 －2007 年能

登半島地震災害への輪島市の対応を事例として－, 地域安

全学会論文集, No.9, pp.177-187, 2007.11. 

7) 井ノ口宗成, 林春男, 東田光裕：災害対応支援システム構築

に向けた職員だけでの要件定義のための災害対応業務分析

手法の開発 －奈良県を対象とした適用可能性の検討－, 地

域安全学会論文集, No.8, pp.173-182, 2006. 

8) 渡辺幸三：業務システムのための上流工程入門, 日本実業

出版社, pp.261 ,  2003. 

 

 (原稿受付 2008.5.24)  

(登載決定 2008.9.13) 

 

 

 

 

 

166



地域安全学会論文集 No.10, 2008.11 

 

 

 
 

実行担当者のエスノグラフィーに基づく 
罹災証明集中発行業務プロセスの明確化 

Visualization Business Process of  
Damage Cetificate Issuing process from Ethnographical Interviews 

 
 

小松原 康弘
1
，林 春男

2
，牧 紀男

2
，田村 圭子

3
，浦川 豪

4
，吉冨 望

2
， 

井ノ口 宗成
3
，藤春 兼久

1 

 
Yasuhiro KOMATSUBARA

1
，Haruo HAYASHI

2
，Norio MAKI

2
， 

Keiko TAMURA
3
，Go URAKAWA

4
，Nozomu YOSHITOMI

2
， 

Munenari INOGUCHI
2
，Kanehisa FUJIHARU

1
 

 
 
1 京都大学大学院 情報学研究科 
     Graduate School of Informatics, Kyoto University 
2 京都大学 防災研究所 
     Disaster Prevention Research Institute, Kyoto University 
3  新潟大学 災害復興科学センター 

     Research Center for Natural Hazards and Disaster Recovery ,Niigata University 
4  京都大学 生存基盤科学研究ユニット 

     Institute of Sustainability Science ,Kyoto University 
 

The 2007 Niigataken Chuetsu-oki earthquake caused a devastating damage to Kashiwazaki City, which has a 
population of 100,000 people and a total of 60,000 building footprints.  As the first step for disaster victims to 
recover from the disaster, they need to receive “Damage Cetrificate”. The city succeeded in issuing about 18,000 
certificates for the first 14 days with the help by the GIS based Damage Certificate Issuing Program which was 
developed based on the lessons learned from the 2004 Niigata Chuetsu earthquake. In order to share the know-how 
about this operation, we developed  a pacakage of Work Breakdown Structure (WBS), Scheduling in the form of 
Gant Chart, Resource Assignment based on the PMBOK framework developed by PMI . 
 
Keywords: Niigataken Chuetsu-oki earthquake, damage certificate issuing process, WBS, Project Management 

 
 
１．はじめに 
 

災害エスノグラフィーは効果的な災害対応を分析する

ための重要な研究手法である．それには，被災地の人々

が持つ災害対応に関する暗黙知を形式知化し，災害過程

に関する理解を深め，将来の減災に活かすことを目的と

している． 
 田中(2000)1）は災害エスノグラフィーにおけるデータ

の収集手法として，1)構造化されないインタビュー法の

採用，2)時系列にしたがった話題の展開，3）3 つの教訓

に関する視点という手続きを示している．体験者のイン

タビューを通して，被災地に居合わせた人だけが知りう

る新しい事実を収集,紹介している．災害エスノグラフィ

ーでは，どの災害でも繰り返す問題の同定と，そのソリ

ューションを提供することが求められている．しかしイ

ンタビューの積み上げだけでは，体系的，整合的な業務

プロセスを確立することは難しい．被災地に居合わせた

人々の体験は，本質的に断片的であり，相互に矛盾した

見解を含んでいるからである．そこでエスノグラフィー

を構築するためには，これらの個々の体験を体系化し，

整合することが必要となる． 
本研究では，体験者からのインタビュー内容を業務プ

ロセスとして可視化し，それを体験者にフィードバック

し，このループを複数回繰り返すことで業務の可視化の

質をあげる，実体験に基づいた災害対応業務の記述手法

を提案することを目的とする． 
本稿では 2007 年新潟県中越沖地震災害で被災した柏崎

市における罹災証明集中発行業務を対象として，その実

現可能性について検討する．罹災証明集中発行業務は，

被災者生活再建支援を行う上での被災者の支援基準を決

める重要な役目を担っており，いかなる被災自治体にお

いて避けられない業務である．この業務経験を可視化す

ることで，未だ被災経験のない自治体の防災力向上に資

することを目指す． 
 

 

２．災害対応業務の標準的な記述手法の要件 
 
(1) 災害エスノグラフィーの方法論 
林ら(1997)2)は，災害エスノグラフィーの方法は出発点
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からゴールまで一直線に進む過程でなく，何度も仮説・

検証・修正を繰り返しつつ核心に迫るフィードバック過

程であるとしている．出発点である現地の人々の言動に

ついて見聞や質問によって検証する．不具合があれば，

さらに観察や質問を重ねる．あるいは仮説やそのものを

修正する．こうした過程を妥当な理解に至るまで継続す

ることが災害エスノグラフィーの方法論であるとしてい

る． 

 

(2) 先行研究から見る本手法における要件 

高島(2006)3)が生活再建支援業務に被災者のニーズに合

わせたシステム開発をするため，現場の実態・実情を十

分に考慮する必要性からエスノグラフィー調査に基づい

て外部設計を実施している．また田中(2006) 4)は建物被害

認定調査業務という個別の業務が，どのように問題に直

面し，どう乗り越えたという問題解決に向け，現場の実

態・実情を明らかにしようとしている． 
しかしながら，これらの先行研究は，断片的な教訓や

コツを抽出できたとしても，体系的かつ整合的な業務の

可視化に至っていない．また成果に至るまでの過程には

属人的な部分が含まれており，他の災害に対しての適用

できないため，標準的な業務プロセスの確立が実現でき

ないといえる． 
本研究における提案手法の要件は，体系的であること，

整合的であること，属人的でなく科学的であり，再現性

があることという3点とする．この3点を手法の確立にお

いて，反映できれば，標準化された業務プロセスを明確

化にすることができる． 
 

(3) 災害エスノグラフィーに基づく提案手法の全体像 

本研究では，図1に示すような，1)体験者へのインタビ

ューによる聞き取り，2)インタビューデータを標準的な

概念枠組みと記述手法により定型化，3)体験者へのフィ

ードバックという過程からなる手法を提案する．この一

連の流れにより，災害の体験の中から標準的な業務プロ

セスが可視化される．とくに，体験者へのフィードバッ

クでは，体験者の持つ業務像とインタビュアーが把握で

きた業務像とのズレを極小化していく．そうすれば，ミ

スコミュニケーションの発生は減らすことができ，詳細

な経験の可視化を実現することができると考えられる． 

 

 

 

 

３．実体験に基づいた災害対応業務の体系的かつ

整合的な記述手法の確立 

  

本章では，図1を前提に，２.(2)での要件に基づいて，

本手法の概念枠組みに基づき，各フェーズにおける達成

目標と援用するツールを説明する．(1)～(3)は各フェー

ズの概要とツールを説明し，(4)は(1)～(3)を踏まえ，記

述手続きの全体像を説明する． 

 

(1) エスノグラフィーに基づく体験者へのインタビュー

による聞き取り 
本提案手法では，データ収集としてのインタビュー調

査は先述した田中(2000) 1)の方法を導入する．インタビ

ュー調査は複雑性や現場の状態を明らかにするのに適し

ているが，限られた時間の中では調査できる対象時間の

幅が短くなることや主観によるバイアスの影響を受ける．

そのため残された情報資料による調査により調査できる

対象時間の幅が大きくなり，主観によるバイアスの影響

を少なからずおさえることができる5)． 
 

(2) 標準的な概念枠組みと記述手法による定型化 

a）標準的な概念枠組みのプロジェクトマネジメント 

本提案手法では，体系的であることが前提であるため，

標準的な概念枠組みを導入する．標準的な概念枠組みと

してプロジェクトマネジメント(以下,PM)6)を適用する． 

西村(2007)7）は，プロジェクトを推進する上での問題

点を5つ述べた：1)暗黙のルールがない，2)業務プロセス

が決まっていない，3)月次や決算の納期がない，4)意思

決定者が決まっていない，5)ステークホルダーが複雑に

絡んでいるとしている．そこでそれらを解決するために

はそれぞれ，1)前提条件・制約条件，2)WBS，3)ガント

チャート(業務量)，4)5)組織図を規定することが必要とな

ると述べている． 
 これは，プロジェクトという不確実性のある業務にお

いて，業務遂行における5W1Hを明確にすることが，安

定的にマネジメントを可能にするといえる．そこで，西

村の指摘から整理すべき「前提条件，制約条件」

「WBS」「ガントチャート(業務量)」「組織図」を明ら

かにすることでプロジェクトの全体像が把握できると考

える．そこで，本研究では以下に示す4つの記述手法を用

いることで，プロジェクトの全体像を把握することとし

た． 
① WBS 

WBSとはWork Breakdown Structureの略称である．WBS
では大小関係や因果関係をもとに業務の階層を設定する

ことで，プロジェクトに必要な全業務が構造化される．

図2の縦軸で示すように，WBSを用いて業務を記述するこ

とで，業務の全体像と各業務を構成する詳細な業務を的

確に把握することができる．業務を記述する上で，業務

内容を把握することが起点となるため，WBSによる業務

の記述が第一ステップとなる．  
② ガントチャート 

 本来，ガントチャートはWBSを縦軸に置き，横軸に時

間軸を置いたものである．図2の右側で示したように，本

提案手法におけるガントチャートでは一つ一つの業務の

開始日と終了日を明確にして，業務に必要となる工数を

明らかにする手法である．しかし，業務量を算出するに

は，工数に加え，投入された資源の種類と単位時間あた

りの各種資源量が必要となる．本研究では，図2の中ほど

でWBSの業務列の隣に，業務ごとの資源の種類・投入資
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り災証明発行会場の下見情報

決定された発行会場

発行場所の決定

発行場所選定担当者

発行場所を下見

✓

り災証明発行会場の要件
候補会場リスト

り災証明発行業務に関わる方針

り災証明発行業務に関わる方針の決定

発行場所選定担当者

り災証明発行会場
の要件を定義

1-2-2

1-2-3

プロジェクト管理

担当者

1-2-4

決定された

発行会場

✓

り災証明発行

会場の下見情報

✓

✓

移動用

車両

会場設営担当者

発行会場に

おける要件

✓

デジカメ

発行支援システム

構築担当者

ID  WBS 番号  タスク名 期間 開始日 終了日

1 1 プロ ジェクト管理担当者がプロジェクト を管理する 51日 07/07/16 ( 月) 07/09/05  (水)

2 1 .1 立ち上げ 担当者が立ち上げ を 実施 する 19日 07/07/16 ( 月) 07/08/03  (金)

10 1 .2 計画作成 担当者が計画を作成す る 27日 07/07/18 ( 水) 07/08/13  (月)

15 1 .3 実施支援 担当者が実施を支援す る 22日 07/07/26 ( 木) 07/08/16  (木)

20 1 .4 進捗管理 担当者が進捗を管理す る 26日 07/08/06 ( 月) 07/08/31  (金)

28 1 .5 終結担当 者が終結する 25日 07/08/11 ( 土) 07/09/05  (水)

33 2 方針決定担当者がり 災証明発行業務の方針決定 をす る 16日 07/07/29 ( 日) 07/08/13  (月)

34 2 .1 基本方針 決定担当者 がり災証明発行業 務に関わる 基本方針を決定する 8日07/07/29 ( 日) 07/08/05  (日)

40 2 .2 発行場所 選定担当者 が発行場所を選定する 11日 07/08/03 ( 金) 07/08/13  (月)

45 2 .3 方針調整 担当者がステー クホルダー となる 組織の方針を調整す る 6日07/08/02 ( 木) 07/08/07  (火)

49 2 .4 実施方針 決定担当者 がり災証明発行業 務の実施方針を決定す る 5日07/08/08 ( 水) 07/08/12  (日)

52 3 発行基盤台帳構築担 当者がり災証明発行基盤台帳を構築する 49日 07/07/18 ( 水) 07/09/05  (水)

53 3 .1 デ ジタルデ ータ 化担当者が建物被害認定調査結果をデ ジタルデ ー タ化する 30日 07/07/18 ( 水) 07/08/16  (木)

58 3 .2 発行基盤 台帳設計担 当者がり災証明発 行基盤台帳を設計する 1日07/07/20 ( 金) 07/07/20  (金)

61 3 .3 再調査結 果更新担当 者が再調査結果を更新す る 24日 07/08/12 ( 日) 07/09/05  (水)

66 3 .4 結合担当 者が被災認定調査結果と被災者を結合する 29日 07/07/19 ( 木) 07/08/16  (木)

70 4 発行支援 システム構築担当者がり災証明発 行支援システム を構築する 20日 07/08/09 ( 木) 07/08/28  (火)

71 4 .1 発行システム 設計担当者がり 災証明発行支援システムを設計す る 2日07/08/09 ( 木) 07/08/10  (金)

74 4 .2 発行支援 窓口入力アプリ構築 担当者が発行支援窓口入力アプリを構築する 19日 07/08/10 ( 金) 07/08/28  (火)

79 4 .3 再調査スケジュー リン グ入力アプ リ構築担当者が再調査スケジュー リン グ入力 ア 19日 07/08/10 ( 金) 07/08/28  (火)

84 4 .4 ログ 集計 支援アプリ構築担当者がロ グ集計支援アプリを構築する 19日 07/08/10 ( 金) 07/08/28  (火)

89 4 .5 発行支援 システム操作研修担当 者が発行 支援システム操作を研修する 6日07/08/11 ( 土) 07/08/16  (木)

93 5 ワー クフロー 構築担当者がり災証明発行のワ ーク フロー を構築 する 8日07/08/09 ( 木) 07/08/16  (木)

94 5 .1 業務フロ ー 決定 担当者が業務フロ ーを 決定する 1日07/08/09 ( 木) 07/08/09  (木)

97 5 .2 マニ ュアル作成 担当者がマニュアルを 作成する 8日07/08/09 ( 木) 07/08/16  (木)

103 5 .3 研修実施 担当者が研修を実施す る 8日07/08/09 ( 木) 07/08/16  (木)

107 6 発行会場設営担当者 がり災証明発行会場を設営す る 41日 07/07/26 ( 木) 07/09/05  (水)

108 6 .1 動線決定 担当者が動線を決定す る 10日 07/07/26 ( 木) 07/08/04  (土)

111 6 .2 会場レイ アウ ト決定担当者が会場レ イアウトを決定す る 6日07/08/09 ( 木) 07/08/14  (火)

114 6 .3 会場配置 担当者が会場を配置す る 3日07/08/13 ( 月) 07/08/15  (水)

116 6 .4 ネッ トワー ク環境 整備担当者がネ ットワ ーク環境を整備す る 20日 07/08/16 ( 木) 07/09/05  (水)

120 6 .5 会場撤収 担当者が会場を撤収す る 19日 07/08/14 ( 火) 07/09/01  (土)

124 7 り災証明発行業務を実施 する 15日 07/08/17 ( 金) 07/08/31  (金)

125 7 .1 統括担当 が統括する 15日 07/08/17 ( 金) 07/08/31  (金)

129 7 .2 受付担当 が受付する 15日 07/08/17 ( 金) 07/08/31  (金)

134 7 .3 単純発行 担当がり災判定結 果を 通知・発行する 15日 07/08/17 ( 金) 07/08/31  (金)

137 7 .4 検索処理 担当が単純 処理で見つからなかったり災判定結 果を通知・判定す る 15日 07/08/17 ( 金) 07/08/31  (金)

141 7 .5 手作業確 認担当がDBで発見でき ない住宅のり 災判定結果を通知 ・判定する 15日 07/08/17 ( 金) 07/08/31  (金)

144 7 .6 再調査予 約担当が再調 査予約する 15日 07/08/17 ( 金) 07/08/31  (金)

147 7 .7 相談窓口 担当が個別を受け付けす る 15日 07/08/17 ( 金) 07/08/31  (金)

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水
16 月17 火18 水19 木20 金21 土22 23 月24 火25 水26 木27 金28 土29 30 月31 火01 水02 木03 金04 土05 06 月07 火08 水09 木10 金11 土12 13 月14 火15 水16 木17 金18 土19 20 月21 火22 水23 木24 金25 土26 日27 月28 火29 水30 木31 金01 土02 03 月04 火05 水0

2007年08月 2007年09月1 プロジェクト管理担当者がプロジェクトを管理する 1-1 立ち上げ担当者が立ち上げを実施する
1-2 計画作成担当者が計画を作成する
1-3 実施支援担当者が実施を支援する
1-4 進捗管理担当者が進捗を管理する
1-5 終結担当者が終結する

2 方針決定担当者がり災証明発行業務の方針決定をする 2-1 基本方針決定担当者がり災証明発行業務に関わる方針を決定する
2-2 発行場所選定担当者が発行場所を選定する
2-3 方針調整担当者がステークホルダーとなる組織の方針と調整する
2-4 実施方針決定担当者がり災証明発行業務の実施方針を決定する

3 発行基盤台帳構築担当者がり災証明発行基盤台帳を構築す3-1 調査結果台帳構築担当者が建物被害認定調査結果台帳を構築する
3-2 発行基盤台帳設計担当者がり災証明発行基盤台帳を設計する
3-3 再調査結果更新担当者が再調査結果を更新する
3-4 調査結果・被災者結合担当者が被災認定調査結果と被災者を結合する

4 発行支援システム構築担当者がり災証明発行支援システム4-1 発行支援システム設計担当者がり災証明発行支援システムを設計する

4-2 発行支援窓口入力アプリ構築担当者が発行支援窓口入力アプリを構築す
る4-3 再調査スケジューリング入力アプリ担当者が再調査スケジューリング入

4-4 ログ集計支援アプリ構築担当者がログ集計支援アプリを構築する
4-5 発行支援システム操作研修担当者が発行支援システムを説明する

5 ワークフロー構築担当者がり災証明発行のワークフローを5-1 業務フロー決定担当者が業務フローを決定する

5-2 マニュアル作成担当者がマニュアルを作成する

5-3 研修実施担当者が研修を実施する
6 発行会場設営担当者がり災証明発行会場を設営する 6-1 動線決定担当者が動線を決定する

6-2 会場レイアウト決定担当者が会場レイアウトを決定する

6-3 会場配置担当者が会場を配置する
6-4 会場撤収担当者が会場を撤収する

7 り災証明発行業務を実施する 7-1 統括担当が統括する
7-2 受付担当が受付する
7-3 単純発行担当がり災判定結果を通知・発行する
7-4 検索発行担当が単純発行で見つからなかったり災判定結果を通知・判定
7-5 手作業検索発行担当がり災証明発行基盤台帳で発見できない住宅の
7-6 再調査予約担当が再調査予約する
7-7 相談窓口担当が個別相談を受付する

り災証明集中発行業務
レベル２ レベル３

インタビューによる
聞き取り

標準的な概念枠組みと
記述手法による定型化

標準化された
業務プロセス

業務に関する
暗黙知

図 1 継続的な災害エスノグラフィーの仕組み 
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源量に関する列を加えたガントチャートを用いることと

した．資源量を含むガントチャートが作成されれば，

個々の業務量とそれらを足し合わせた全体業務量を把握

することができる．さらに，縦軸に設定されたWBSにおけ

る業務内容の時系列的な質の変化から，プロジェクトの

フェーズを把握することも可能である． 

③ 組織図 

 組織図とは，図3に示すように，業務を運用する上での

体制を記述したものである．業務内容だけでは，業務運

用の実現には至れない．各業務が適切に運用されるため

には，業務遂行を支える組織体制が欠かせない．WBSの
業務階層に応じて，組織構造を明らかにする． 
 

 

 

④ 制約条件・前提条件分析表 

 WBSで整理された各業務を遂行する上での制約条件や

前提条件を整理する．制約条件は「自分たちが変えるこ

とができない足かせとなる条件」であり，前提条件は

「自分たちが決めたことによる足かせとなる条件」であ

る．本チャートでは，この2つの条件を，業務単位で明確

化され，把握することができる．制約条件・前提条件分

析表は，図4のような表形式で簡潔にまとめていく． 

b）BFDによるPMの記述手法の支援 

 BFDとは，竹内ら(2007)8)が確立した危機対応業務の見

える化手法である．本手法は， IDEF0と部門間連携

FlowChartを用いた田口ら(2003)9)の災害対応マニュアル分

析に関する研究，ならびにFlowChartとData Flow Diagram
を用いた井ノ口ら(2006)10)の実務者レベルでの災害対応

業務の分析に関する研究に基づき，直感的に理解しやす

く，非専門家でも業務記述を可能にする手法である．

BFDは，「何をおこなわなければならないのか(What)」
をM7で，それぞれのWhatの「どんな資源・どんな手段

で行わなければならないのか(How)」をDFDで可視化す

る．なかでもDFDは，1つの単位業務を遂行する上で必要

となる入力，使用すべきツール，守るべき制約条件，結

果的に得られる成果物を可視的に整理している． 
BFDを危機対応業務の記述手法として用いることで，

業務内容に加えて，業務の流れと必要となった資源を把

握できる．さらに，BFDでは業務はお互いに連鎖して流
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図4 制約条件・前提条件分析表

制約条件ID カテゴリ コーディング
7 台帳構築 他部局との兼ね合い
8 台帳構築 市に出入りしている業者の兼ね合い
9 台帳構築(入力) 建物被害認定調査班との兼ね合い

10 台帳構築(結合) 市の既存のデータ整備状況

11 台帳構築(更新) り災証明発行と再調査との関わり

前提条件ID カテゴリ コーディング
7 台帳構築(入力) データ入力の基盤
8 台帳構築(管理) データ管理の基盤
9 台帳構築(更新) 市民向けの広報

 

ID  WBS 番号  タスク名 期間 開始日 終了日 人 人･工

1 1 プロジェクト管理担当者がプロジェクトを管理する 51日07/16 (月)09/05 (水) 2 102

2 1.1 立ち上げ担当者が立ち上げを実施する 19日07/16 (月)08/03 (金) 2 38

10 1.2 計画作成担当者が計画を作成する 29日07/18 (水)08/15 (水) 2 58

15 1.3 実施支援担当者が実施を支援する 22日07/26 (木)08/16 (木) 2 44

20 1.4 進捗管理担当者が進捗を管理する 26日08/06 (月)08/31 (金) 2 52

28 1.5 終結担当者が終結する 25日08/11 (土)09/05 (水) 2 50

33 2 方針決定担当者がり災証明発行業務の方針決定をする 16日07/29 (日)08/13 (月) 1 16

34 2.1 基本方針決定担当者がり災証明発行業務に関わる基本方針を決定する 8日07/29 (日)08/05 (日) 1 8

40 2.2 発行場所選定担当者が発行場所を選定する 11日08/03 (金)08/13 (月) 1 11

45 2.3 方針調整担当者がステークホルダーとなる組織の方針を調整する 6日08/02 (木)08/07 (火) 1 6

49 2.4 実施方針決定担当者がり災証明発行業務の実施方針を決定する 5日08/08 (水)08/12 (日) 1 5

52 3 発行基盤台帳構築担当者がり災証明発行基盤台帳を構築する 51日07/16 (月)09/05 (水) 25 127 5

53 3.1 デジタルデータ化担当者が建物被害認定調査結果をデジタルデータ化する 32日07/16 (月)08/16 (木) 15 480

58 3.2 発行基盤台帳設計担当者がり災証明発行基盤台帳を設計する 4日08/06 (月)08/09 (木) 4 16

61 3.3 再調査結果更新担当者が再調査結果を更新する 24日08/12 (日)09/05 (水) 10 240

66 3.4 結合担当者が被災認定調査結果と被災者を結合する 29日07/19 (木)08/16 (木) 2 58

70 4 発行支援システム構築担当者がり災証明発行支援システムを構築する 23日08/09 (木)08/31 (金) 4 92

71 4.1 発行システム設計担当者がり災証明発行支援システムを設計する 3日08/09 (木)08/11 (土) 4 12

74 4.2 発行支援窓口入力アプリ構築担当者が発行支援窓口入力アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 2 44

79 4.3 再調査予約入力アプリ構築担当者が再調査予約入力アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 1 22

84 4.4 ログ集計支援アプリ構築担当者がログ集計支援アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 1 22

89 4.5 発行支援システム操作研修担当者が発行支援システム操作を研修する 6日08/11 (土)08/16 (木) 1 6

93 5 ワークフロー構築担当者がり災証明発行のワークフローを構築する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

94 5.1 業務フロー決定担当者が業務フローを決定する 1日08/09 (木)08/09 (木) 2 2

97 5.2 マニュアル作成担当者がマニュアルを作成する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

103 5.3 研修実施担当者が研修を実施する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

107 6 発行会場設営担当者がり災証明発行会場を設営する 43日07/26 (木)09/07 (金) 56 240 8

108 6.1 動線決定担当者が動線を決定する 10日07/26 (木)08/04 (土) 1 10

111 6.2 会場レイアウト決定担当者が会場レイアウトを決定する 6日08/09 (木)08/14 (火) 2 12

114 6.3 会場配置担当者が会場を配置する 3日08/13 (月)08/15 (水) 10 30

116 6.4 ネットワーク環境整備担当者がネットワーク環境を整備する 22日08/16 (木)09/07 (金) 2 44

120 6.5 会場撤収担当者が会場を撤収する 19日08/14 (火)09/01 (土) 41 779

124 7 り災証明発行業務を実施する 15日08/17 (金)08/31 (金) 41 615

125 7.1 統括担当が統括する 15日08/17 (金)08/31 (金) 4 60

129 7.2 受付担当が受付する 15日08/17 (金)08/31 (金) 5 75

134 7.3 単純発行担当がり災判定結果を通知・発行する 15日08/17 (金)08/31 (金) 9 135

137 7.4 検索処理担当が単純処理で見つからなかったり災判定結果を通知・判定する 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

141 7.5 手作業確認担当がDBで発見できない住宅のり災判定結果を通知・判定する 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

144 7.6 再調査予約担当が再調査予約する 15日08/17 (金)08/31 (金) 5 75

147 7.7 相談窓口担当が個別を受け付けする 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水
16 月17 火18 水19 木20 金21 土22 23 月24 火25 水26 木27 金28 土29 30 月31 火01 水02 木03 金04 土05 06 月07 火08 水09 木10 金11 土12 13 月14 火15 水16 木17 金18 土19 20 月21 火22 水23 木24 金25 土26 日27 月28 火29 水30 木31 金01 土02 03 月04 火05 水

2007年08月 2007年09月

87516

79432

①立ち上げ ②企画 ③実施 ⑤終結④進捗管理

工数の把握資源量

ガントチャート

フェーズの把握

W
BS

ID  WBS 番号  タスク名 期間 開始日 終了日 人 人･工

1 1 プロジェクト管理担当者がプロジェクトを管理する 51日07/16 (月)09/05 (水) 2 102

2 1.1 立ち上げ担当者が立ち上げを実施する 19日07/16 (月)08/03 (金) 2 38

10 1.2 計画作成担当者が計画を作成する 29日07/18 (水)08/15 (水) 2 58

15 1.3 実施支援担当者が実施を支援する 22日07/26 (木)08/16 (木) 2 44

20 1.4 進捗管理担当者が進捗を管理する 26日08/06 (月)08/31 (金) 2 52

28 1.5 終結担当者が終結する 25日08/11 (土)09/05 (水) 2 50

33 2 方針決定担当者がり災証明発行業務の方針決定をする 16日07/29 (日)08/13 (月) 1 16

34 2.1 基本方針決定担当者がり災証明発行業務に関わる基本方針を決定する 8日07/29 (日)08/05 (日) 1 8

40 2.2 発行場所選定担当者が発行場所を選定する 11日08/03 (金)08/13 (月) 1 11

45 2.3 方針調整担当者がステークホルダーとなる組織の方針を調整する 6日08/02 (木)08/07 (火) 1 6

49 2.4 実施方針決定担当者がり災証明発行業務の実施方針を決定する 5日08/08 (水)08/12 (日) 1 5

52 3 発行基盤台帳構築担当者がり災証明発行基盤台帳を構築する 51日07/16 (月)09/05 (水) 25 127 5

53 3.1 デジタルデータ化担当者が建物被害認定調査結果をデジタルデータ化する 32日07/16 (月)08/16 (木) 15 480

58 3.2 発行基盤台帳設計担当者がり災証明発行基盤台帳を設計する 4日08/06 (月)08/09 (木) 4 16

61 3.3 再調査結果更新担当者が再調査結果を更新する 24日08/12 (日)09/05 (水) 10 240

66 3.4 結合担当者が被災認定調査結果と被災者を結合する 29日07/19 (木)08/16 (木) 2 58

70 4 発行支援システム構築担当者がり災証明発行支援システムを構築する 23日08/09 (木)08/31 (金) 4 92

71 4.1 発行システム設計担当者がり災証明発行支援システムを設計する 3日08/09 (木)08/11 (土) 4 12

74 4.2 発行支援窓口入力アプリ構築担当者が発行支援窓口入力アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 2 44

79 4.3 再調査予約入力アプリ構築担当者が再調査予約入力アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 1 22

84 4.4 ログ集計支援アプリ構築担当者がログ集計支援アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 1 22

89 4.5 発行支援システム操作研修担当者が発行支援システム操作を研修する 6日08/11 (土)08/16 (木) 1 6

93 5 ワークフロー構築担当者がり災証明発行のワークフローを構築する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

94 5.1 業務フロー決定担当者が業務フローを決定する 1日08/09 (木)08/09 (木) 2 2

97 5.2 マニュアル作成担当者がマニュアルを作成する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

103 5.3 研修実施担当者が研修を実施する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

107 6 発行会場設営担当者がり災証明発行会場を設営する 43日07/26 (木)09/07 (金) 56 240 8

108 6.1 動線決定担当者が動線を決定する 10日07/26 (木)08/04 (土) 1 10

111 6.2 会場レイアウト決定担当者が会場レイアウトを決定する 6日08/09 (木)08/14 (火) 2 12

114 6.3 会場配置担当者が会場を配置する 3日08/13 (月)08/15 (水) 10 30

116 6.4 ネットワーク環境整備担当者がネットワーク環境を整備する 22日08/16 (木)09/07 (金) 2 44

120 6.5 会場撤収担当者が会場を撤収する 19日08/14 (火)09/01 (土) 41 779

124 7 り災証明発行業務を実施する 15日08/17 (金)08/31 (金) 41 615

125 7.1 統括担当が統括する 15日08/17 (金)08/31 (金) 4 60

129 7.2 受付担当が受付する 15日08/17 (金)08/31 (金) 5 75

134 7.3 単純発行担当がり災判定結果を通知・発行する 15日08/17 (金)08/31 (金) 9 135

137 7.4 検索処理担当が単純処理で見つからなかったり災判定結果を通知・判定する 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

141 7.5 手作業確認担当がDBで発見できない住宅のり災判定結果を通知・判定する 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

144 7.6 再調査予約担当が再調査予約する 15日08/17 (金)08/31 (金) 5 75

147 7.7 相談窓口担当が個別を受け付けする 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水
16 月17 火18 水19 木20 金21 土22 23 月24 火25 水26 木27 金28 土29 30 月31 火01 水02 木03 金04 土05 06 月07 火08 水09 木10 金11 土12 13 月14 火15 水16 木17 金18 土19 20 月21 火22 水23 木24 金25 土26 日27 月28 火29 水30 木31 金01 土02 03 月04 火05 水

2007年08月 2007年09月
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①立ち上げ ②企画 ③実施 ⑤終結④進捗管理

ID  WBS 番号  タスク名 期間 開始日 終了日 人 人･工

1 1 プロジェクト管理担当者がプロジェクトを管理する 51日07/16 (月)09/05 (水) 2 102

2 1.1 立ち上げ担当者が立ち上げを実施する 19日07/16 (月)08/03 (金) 2 38

10 1.2 計画作成担当者が計画を作成する 29日07/18 (水)08/15 (水) 2 58

15 1.3 実施支援担当者が実施を支援する 22日07/26 (木)08/16 (木) 2 44

20 1.4 進捗管理担当者が進捗を管理する 26日08/06 (月)08/31 (金) 2 52

28 1.5 終結担当者が終結する 25日08/11 (土)09/05 (水) 2 50

33 2 方針決定担当者がり災証明発行業務の方針決定をする 16日07/29 (日)08/13 (月) 1 16

34 2.1 基本方針決定担当者がり災証明発行業務に関わる基本方針を決定する 8日07/29 (日)08/05 (日) 1 8

40 2.2 発行場所選定担当者が発行場所を選定する 11日08/03 (金)08/13 (月) 1 11

45 2.3 方針調整担当者がステークホルダーとなる組織の方針を調整する 6日08/02 (木)08/07 (火) 1 6

49 2.4 実施方針決定担当者がり災証明発行業務の実施方針を決定する 5日08/08 (水)08/12 (日) 1 5

52 3 発行基盤台帳構築担当者がり災証明発行基盤台帳を構築する 51日07/16 (月)09/05 (水) 25 127 5

53 3.1 デジタルデータ化担当者が建物被害認定調査結果をデジタルデータ化する 32日07/16 (月)08/16 (木) 15 480

58 3.2 発行基盤台帳設計担当者がり災証明発行基盤台帳を設計する 4日08/06 (月)08/09 (木) 4 16

61 3.3 再調査結果更新担当者が再調査結果を更新する 24日08/12 (日)09/05 (水) 10 240

66 3.4 結合担当者が被災認定調査結果と被災者を結合する 29日07/19 (木)08/16 (木) 2 58

70 4 発行支援システム構築担当者がり災証明発行支援システムを構築する 23日08/09 (木)08/31 (金) 4 92

71 4.1 発行システム設計担当者がり災証明発行支援システムを設計する 3日08/09 (木)08/11 (土) 4 12

74 4.2 発行支援窓口入力アプリ構築担当者が発行支援窓口入力アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 2 44

79 4.3 再調査予約入力アプリ構築担当者が再調査予約入力アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 1 22

84 4.4 ログ集計支援アプリ構築担当者がログ集計支援アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 1 22

89 4.5 発行支援システム操作研修担当者が発行支援システム操作を研修する 6日08/11 (土)08/16 (木) 1 6

93 5 ワークフロー構築担当者がり災証明発行のワークフローを構築する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

94 5.1 業務フロー決定担当者が業務フローを決定する 1日08/09 (木)08/09 (木) 2 2

97 5.2 マニュアル作成担当者がマニュアルを作成する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

103 5.3 研修実施担当者が研修を実施する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

107 6 発行会場設営担当者がり災証明発行会場を設営する 43日07/26 (木)09/07 (金) 56 240 8

108 6.1 動線決定担当者が動線を決定する 10日07/26 (木)08/04 (土) 1 10

111 6.2 会場レイアウト決定担当者が会場レイアウトを決定する 6日08/09 (木)08/14 (火) 2 12

114 6.3 会場配置担当者が会場を配置する 3日08/13 (月)08/15 (水) 10 30

116 6.4 ネットワーク環境整備担当者がネットワーク環境を整備する 22日08/16 (木)09/07 (金) 2 44

120 6.5 会場撤収担当者が会場を撤収する 19日08/14 (火)09/01 (土) 41 779

124 7 り災証明発行業務を実施する 15日08/17 (金)08/31 (金) 41 615

125 7.1 統括担当が統括する 15日08/17 (金)08/31 (金) 4 60

129 7.2 受付担当が受付する 15日08/17 (金)08/31 (金) 5 75

134 7.3 単純発行担当がり災判定結果を通知・発行する 15日08/17 (金)08/31 (金) 9 135

137 7.4 検索処理担当が単純処理で見つからなかったり災判定結果を通知・判定する 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

141 7.5 手作業確認担当がDBで発見できない住宅のり災判定結果を通知・判定する 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

144 7.6 再調査予約担当が再調査予約する 15日08/17 (金)08/31 (金) 5 75

147 7.7 相談窓口担当が個別を受け付けする 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水
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ID  WBS 番号  タスク名 期間 開始日 終了日 人 人･工

1 1 プロジェクト管理担当者がプロジェクトを管理する 51日07/16 (月)09/05 (水) 2 102

2 1.1 立ち上げ担当者が立ち上げを実施する 19日07/16 (月)08/03 (金) 2 38

10 1.2 計画作成担当者が計画を作成する 29日07/18 (水)08/15 (水) 2 58

15 1.3 実施支援担当者が実施を支援する 22日07/26 (木)08/16 (木) 2 44

20 1.4 進捗管理担当者が進捗を管理する 26日08/06 (月)08/31 (金) 2 52

28 1.5 終結担当者が終結する 25日08/11 (土)09/05 (水) 2 50

33 2 方針決定担当者がり災証明発行業務の方針決定をする 16日07/29 (日)08/13 (月) 1 16

34 2.1 基本方針決定担当者がり災証明発行業務に関わる基本方針を決定する 8日07/29 (日)08/05 (日) 1 8

40 2.2 発行場所選定担当者が発行場所を選定する 11日08/03 (金)08/13 (月) 1 11

45 2.3 方針調整担当者がステークホルダーとなる組織の方針を調整する 6日08/02 (木)08/07 (火) 1 6

49 2.4 実施方針決定担当者がり災証明発行業務の実施方針を決定する 5日08/08 (水)08/12 (日) 1 5

52 3 発行基盤台帳構築担当者がり災証明発行基盤台帳を構築する 51日07/16 (月)09/05 (水) 25 127 5

53 3.1 デジタルデータ化担当者が建物被害認定調査結果をデジタルデータ化する 32日07/16 (月)08/16 (木) 15 480

58 3.2 発行基盤台帳設計担当者がり災証明発行基盤台帳を設計する 4日08/06 (月)08/09 (木) 4 16

61 3.3 再調査結果更新担当者が再調査結果を更新する 24日08/12 (日)09/05 (水) 10 240

66 3.4 結合担当者が被災認定調査結果と被災者を結合する 29日07/19 (木)08/16 (木) 2 58

70 4 発行支援システム構築担当者がり災証明発行支援システムを構築する 23日08/09 (木)08/31 (金) 4 92

71 4.1 発行システム設計担当者がり災証明発行支援システムを設計する 3日08/09 (木)08/11 (土) 4 12

74 4.2 発行支援窓口入力アプリ構築担当者が発行支援窓口入力アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 2 44

79 4.3 再調査予約入力アプリ構築担当者が再調査予約入力アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 1 22

84 4.4 ログ集計支援アプリ構築担当者がログ集計支援アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 1 22

89 4.5 発行支援システム操作研修担当者が発行支援システム操作を研修する 6日08/11 (土)08/16 (木) 1 6

93 5 ワークフロー構築担当者がり災証明発行のワークフローを構築する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

94 5.1 業務フロー決定担当者が業務フローを決定する 1日08/09 (木)08/09 (木) 2 2

97 5.2 マニュアル作成担当者がマニュアルを作成する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

103 5.3 研修実施担当者が研修を実施する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

107 6 発行会場設営担当者がり災証明発行会場を設営する 43日07/26 (木)09/07 (金) 56 240 8

108 6.1 動線決定担当者が動線を決定する 10日07/26 (木)08/04 (土) 1 10

111 6.2 会場レイアウト決定担当者が会場レイアウトを決定する 6日08/09 (木)08/14 (火) 2 12

114 6.3 会場配置担当者が会場を配置する 3日08/13 (月)08/15 (水) 10 30

116 6.4 ネットワーク環境整備担当者がネットワーク環境を整備する 22日08/16 (木)09/07 (金) 2 44

120 6.5 会場撤収担当者が会場を撤収する 19日08/14 (火)09/01 (土) 41 779

124 7 り災証明発行業務を実施する 15日08/17 (金)08/31 (金) 41 615

125 7.1 統括担当が統括する 15日08/17 (金)08/31 (金) 4 60

129 7.2 受付担当が受付する 15日08/17 (金)08/31 (金) 5 75

134 7.3 単純発行担当がり災判定結果を通知・発行する 15日08/17 (金)08/31 (金) 9 135

137 7.4 検索処理担当が単純処理で見つからなかったり災判定結果を通知・判定する 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

141 7.5 手作業確認担当がDBで発見できない住宅のり災判定結果を通知・判定する 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

144 7.6 再調査予約担当が再調査予約する 15日08/17 (金)08/31 (金) 5 75

147 7.7 相談窓口担当が個別を受け付けする 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水
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図 2 柏崎市罹災証明集中発行業務における業務内容ならびに業務量の実態 
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れていくとしている8)．そのため，業務が連鎖していな

いことが把握でき，本記述手法を用いて可視化すること

により，業務の抜け漏れが浮き彫りとなる．これは，業

務を階層的に列挙したのみのWBSでは見落としがちな

「業務の抜け漏れ」の発見可能性を高め，記述された業

務の質を高めることができる． 
これらを踏まえ，本研究では，BFDを媒介として，PM

で求められるWBS，組織図，資源量を含むガントチャー

トを，危機対応業務の記述ツールとして用いる．これら

の記述ツールによる業務の体系化を行い，その成果を用

いて，体験者のもつ業務体験を抽出・体系化し，危機対

応に関する暗黙知を形式知化することを試みる． 

 

(3) 暗黙知から形式知化に至る業務記述の流れ 

a) 業務記述の質を高める体験者へのフィードバック 

本研究では，前節までで整理されたツールを用いた業

務の記述を行なうこととした．そのためには，本論の序

章で示したように，図1の一連の流れを経ることが必要で

ある．なかでも，体験者からのインタビュー結果を業務

の全体像として定型化したものをもとにフィードバック

を実施することが，継続的な一連の流れを担保する．体

験者へのフィードバックでは，前節で示した5つの記述手

法を用いた，「インタビュアーの業務の認識像」を媒介

として，インタビュイー（体験者）の持つ業務体験とイ

ンタビュアーが認識した業務像のズレを把握する．ズレ

を把握したのちに，インタビュイーから体験に関するイ

ンタビューデータを追加的に収集し，それらを記述する

過程の中で，インタビュイー（体験者）の持つ業務体験

とインタビュアーが認識した業務像のズレが極小化され

る． 

本研究では，可視化された業務の質を高めるために，

インタビュイーとインタビュアーが的確なコミュニケー

ションを図るための共通の記述ツールによる成果を用い

たフィードバックという過程を本研究で提示する手法に

取り入れた．これらは，図5に示すように，体験を入力と

し，各種のツールを用いた業務記述の過程を経て，継続

的なフィードバックを行い，最終成果物を得るという流

れで実現される． 

なかでもWBSは，簡潔であり，強い視覚的効果を持ち，

無秩序なものに秩序をもたらすとしている11)．またBFDは，

直感的に見やすく，非専門家でも業務記述が可能である

という特徴を有している．これらの点からも体験者とイ

ンタビュアーにとって業務の全体像を描くうえで有用で

あるといえる．これらは，効果的なフィードバックを実

現する上で欠かせない共通の記述ツールであると考えた． 

b) 業務記述の全体の流れ 

前節までで整理されたツールを用いた業務記述は，イ

ンタビュー手法によるデータ収集，業務記述の実施，体

験者へのフィードバックを通して実現される．この業務

記述手法には，言うまでもなく明確に「はじまり」と

「おわり」がある． 

特に初回のインタビューの位置づけを明確にし，イン

タビュー自体の質を高めることは，結果として得られる

体験データの質を高めることができる．そのため，「は

じまり」として，「調査計画の作成」を設定することが

必要であると考えた．さらに，本研究で提示した危機対

応業務の記述手法で得られる最終成果を正しく認識する

ことは，成果そのものの質を高める． 

そこで，前項で示した図5の業務記述に至る前後に1プ

ロセスずつを加え，本研究では図6で示すように業務の記

述手続きとして提示する． 

「調査計画を作成する」では，「業務の全体像を捉え

るための調査計画」を明確にする．インタビュアーが業

務の全体像を設定する．「事実情報を確認する」では，

「事実情報，目的・目標，前提条件・制約条件」を明確

にする．体験者とインタビュアーとの間でお互いに共通

の像を描く上で共通の認識を統一することが重要である．

体験者の共通認識を統一することで手戻りを減らすこと

になる．調査計画で決めた各実行担当者が当時なにを感

じ，どう動いたのかを明確にする．インタビュアーとの

共通認識を図る．「業務内容を抽出する」では，「アク

ティビティ，業務の大枠(M7)」を明確にする．次に抽出

したアクティビティを業務の大枠として捉え，概念枠組

みと記述手法による定型化により共通の認識の統一の中

で各実行担当者が持つ業務の全体像に近づけていこうと

試みる．「業務内容の構造化をする」では，業務の大枠

を意識しながら「WBS，必要となる資源，支援ツール整

理(DFD)」を明確にする．体験者に対して業務の全体像

に合意を得る．「業務量を明確にする」では，「資源量

を含むガントチャート」を明確にする．合意を得た業務

の全体像に対応して資源を位置づけ，業務量の算出を行

う．「はじまり」から業務の記述，そして「おわり」に

決定された
調査計画

事実情報を確認する
業務内容を抽出する

確定した
業務量

（ガントチャート・
リソースシート）

業務内容を
合意する

業務内容を
構造化する

インタビュアーが
業務の全体像を設定
する

共通認識を
図る

調査対象者が持つ
業務の全体像に
近づけていく

詳細を詰める

業務の全体像
が一致

図 6 業務の記述手続き 
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標準的な業務手順パッケージ

図5 各種のツールを援用した体系的・整合

的な危機対応業務の記述過程
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至る5つのプロセスでの詳細な手順ならびに期待される成

果については，次章における本手法の適用検証の中で説

明する． 

 

 

４．柏崎市罹災証明集中発行業務における災害 

対応業務記述手法の適用可能性の検討 
 

(1) 業務記述を実施する選定理由 

罹災証明発行業務は被災者一人一人を対象とする重要

な災害対応業務である被災者生活再建業務の根幹を担う

ものである．なぜなら罹災証明とは，火災等の災害で建

物や家財に損害があった場合に，その被害程度を自治体

の長が証明するものであり，国の被災者支援策も罹災証

明判定結果に基づいており，一種の被災者の生活再建に

とってのパスポートと言える．そのため，被災者の生活

再建を支援する行政の立場を鑑みれば，重要な業務であ

ると位置付られる． 
 特に罹災証明発行の対象が多い場合には，罹災証明集

中発行業務が行われ，災害時に新しく発生する業務であ

るといえる．これは，対象が多い際に，一度に罹災証明

の発行を申請すると，市役所側で対応できず，結果大混

乱に陥ることから，発行場所を取り，あらかじめ定めら

れた発行期間に集中的に罹災証明を発行する． 
2004年中越地震災害でも小千谷市において4日間にわた

り，罹災証明を集中発行業務を実施した13)14)．しかしそ

の業務について客観的に記述したものはなく，どのよう

に業務を遂行するまでは明確ではない．このような状況

の中で，この記述ができれば，質を上げ，コストを抑え，

早く業務を遂行することが可能になる．今回のこの業務

を記述することで，この3つの制約に対して検討できる． 

(2) 柏崎市罹災証明集中発行業務の概要 

柏崎市においては所管部局として税務課を中心に7月16
日～8月16日まで準備をし，8月17日～8月31日(うち20，
21日は西山町役場)にソフィアセンター(市立図書館)にお

いて，罹災証明集中発行業務が行われた． 
本業務は，著者らが所属する研究グループの研究成果

が活用され，生活再建の根幹となる被災者台帳の構築と

効率的かつ効果的な罹災証明書の発行の二つの目的で行

われた．同時に今後の生活再建へ向けたり災者台帳を構

築する，短期間にできるだけ多くの被災者に正しく罹災

証明書を発行する，被害者意識を持つ被災者に対して，

公平さを十分留意し，そして安全を確保して罹災証明書

を発行する(市民の安全･業務のスムーズな実現･職員の安

全) の3点が目標として掲げられた． 
 会場では，罹災証明書発行と同時に被災者台帳の構築

も窓口にて被災者と職員の協働で行なわれ，判定結果に

不満を持つ方に対しては速やかに再調査の受付，個別相

談の受付を行なわれた． 
その結果，15日間に罹災証明を14,656件，判定に不服

がある場合には再調査の予約票を4,230件，合計18,886件
の申請を処理した．一日の平均処理量は1,259件である．

これは我が国における災害対応にないほど優れた事例と

されている12）．しかしながら，当日は整理券が発行され

たが，発行数以上の被災者が会場に訪れたため，一日分

の整理券は開場後の1時間ほどでなくなってしまった．整

理券の配布や，整理券を取得できなかった被災者への対

応などに追われ，非常に大規模な業務となった． 

(3) 実例に基づく記述手法の手続き化 

 本稿では，記述手法における詳細な手続きと期待され

る成果を，実例に基づき追跡する． 

a）調査計画を作成する 

図3で示したものをいつまでにどのように明らかにして

いくかを規定する．活動の中で残された情報資料(説明資

料や報告書，メールなど)から資料体を構築して，インタ

ビュー調査計画を規定する．インタビュー調査計画には

インタビュー調査対象者を誰にするかを選定し，いつ，

なにをインタビュー調査するかを規定する． 

① 調査対象者の決定 

本研究では，業務の全体像を明らかにするために主に

中核を担った人間を対象者とした．これはあらかじめ関

係者に予備調査を行った結果から，想定担当業務を勘案

し，この7名を抽出した（表1）． 

罹災証明集中発行業務の実行担当者A～Gの7名とした. 
この7名は,2004年新潟県中越地震において,小千谷市の罹

災証明集中発行業務に携わった業務経験者であり,外部支

援者である．表1に，小千谷市での担当業務,専門性を記

載した．また本研究での事例は，前回の小千谷市におけ

る罹災証明発給業務での仕組みを踏襲している．7名は著

者らが所属する研究機関の関係者である． 

② 資料体調査の実施 

 本研究では資料体として，実行担当者も含まれていた

2007年中越沖地震災害の災害対応業務支援での連絡・報

告用メーリングリストを採用する． 
このメーリングリストは，著者らの研究グループをは

じめ，一部の企業関係者，自治体職員が発災翌日より9月
5日まで使用されたものである．総件数は，メール413件
（添付資料付き141件）である．主な内容は，情報共有

（活動報告書，各種資料，スケジュール，宿泊状況な

ど），自治体からの要望，対応方針の指示，議論，報道

資料の分析結果，その他（タイトル間違い・メーリング

リスト以外）である． 

業務の全体像を明らかにする上でこのメーリングリス

トは時間的な観点から業務の範囲を網羅している．もち

ろんこの資料体が全てを表現しているわけではない． 

メーリングリストは一つ一つの情報資料に時間情報が付

与されているため，時間軸で整理しやすい．その結果，

業務の全体像をとらえる上で有効的である．またメール

はデジタル化が容易であるので加工しやすい． 

 しかし2007年中越沖地震災害の災害対応業務支援にお

けるメーリングリストは柏崎市罹災証明集中発行業務に

関連しないメールも含まれている．そのため2007年中越

沖地震災害の災害対応業務支援におけるメーリングリス 
トから柏崎市罹災証明集中発行業務プロジェクトにお 
ける実行担当者A～Fに関連するメールを抽出する． 

手続きとしては，1)実行担当者A～Fから送られている

表 1 調査対象者一覧 

 
実行

担当者
想定担当業務 2004年中越地震災害

小千谷市での担当業務
専門性

A プロジェクトリーダー、方針決定 方針決定 社会心理
危機対応

B り災証明発行基盤台帳構築･
発行支援システム構築

発行支援システム構築 GIS

C り災証明発行基盤台帳構築 発行支援システム構築 GIS
業務分析

D り災証明発行基盤台帳構築･
物理的ネットワーク設営･
マニュアル作成

写真整理 GIS
業務分析

E 業務フロー作成、会場レイアウト設計、
マニュアル作成

空間レイ アウト 空間設計
戦略計画策定

F 発行場所選定、調整、マニュアル作成 空間レイ アウト,
マニュアル作成

社会福祉
戦略計画策定

G 物理的ネットワーク設営 × GIS
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メールを抽出(計：184件）,2)メールタイトル，本文内容

から柏崎市の内容でなければ削除する（計：78件（添付

資料も含む163件））．この資料体を柏崎コーパスとする． 

③ インタビュー調査の実施 

本研究では，インタビュー調査のみならず，資料体調

査で補完する方法を採用している．そのため，属人的な

要素を極力おさえたことを勘案して，本研究では半構造

化インタビュー形式を採用した．手続きとしては「1) 誰
に何を聞くのかを詳細に記載した趣旨書を，事前に送付

する」「2) 資料体調査から得られた成果物WBSを同時に

添付する」「3) 「事実情報の確認する」：インタビュー

調査から事実情報を抽出する，  「業務内容の抽出す

る」：インタビュー調査から抽出したアクティビティよ

り業務内容の大枠を整理する， 「業務内容を構造化す

る」：インタビュー調査から業務内容を構造化する， 
「業務量を抽出する」：ワークパッケージ間の前後関係

を整理する，業務に必要な資源の質・量を整理するとし

ている．インタビュー調査実施日程については表2に示す． 

④ 追加資料体調査の実施 

インタビュー調査と同時に各実行担当者が所有してい

た情報資料（文書・写真・音声など）を追加収集を行っ

た．追加資料は各情報資料を一件として追加資料DBに整

理した．インタビュー調査におけるテープ起こし原稿に

ついては，各インタビュー内容のテープ起こしを一件と

してテープ起こしDBとして整理した．テープ起こしは，

逐語形式で実施した．そしてテープ起こしをした文章か

ら以下のように内容分類を実施した．内容分類について

は以下の6項目である：「事実情報」「前提条件，制約条

件」「業務内容の大枠」「アクティビティの追加，削

除」「DFDの構成」「その他（業務とは関係ない内

容）」． 
⑤ フィードバックの実施 

本研究ではフィードバックをメーリングリスト及びイ

ンタビュー調査の際に実施した．インタビュー調査が開

始された12月末日～5月に成果物を各実行担当者に共有し

た．途中成果物を11件のメール送信した．しかしメーリ

ングリストが一方的な媒体であることも考慮し，インタ

ビュー調査時にもフィードバックを実施した． 

⑥ 追加インタビュー調査の実施 

 実行担当者A～Gのインタビュー調査中に実行担当者H
～Kが重要な役割を担ったことが明らかになり，追加イ

ンタビューを実施した．追加インタビュー対象者は，罹

災証明集中発行業務の実行担当者H～Kの4名である（表

3）．実行担当者Hは2004年中越地震において，小千谷市

の罹災証明発給業務に携わった業務経験者であり,民間の

外部支援者である．実行担当者I～Jの2名は，柏崎市の行

政職員である．実行担当者Kは，新潟県の行政職員であ

る．  

この調査では資料体調査は行わず，インタビュー調査

のテープ起こし原稿をもとに，半構造化インタビューを

実施した．以下に追加インタビュー調査の実施概要を表4

に示す． 

b）事実情報を確認する 

当時の状況を時系列展開することで追体験により，記

憶を想起させることができる．本研究では実行担当者と

時間軸で構成された年表をもとに，1)現地に滞在した期

間，2)現地で行なった業務内容，3)現地での体制，4)業務

を行なっていく上での足かせとなる条件である前提条件，

制約条件の確認，5）大枠として業務内容の確認をする． 
本研究では，プロジェクト･チーム内で約束されていた

活動報告書の提出状況と宿泊状況から年表を作成した．

提出状況と宿泊状況に着目したのは，両者ともに業務範

囲の期間に継続的にメーリングリスト内に流されており，

両者が現地にいることを証明する一助をなす． 
また，このフェーズでは業務に関する目的，目標そし

て前提条件，制約条件についても明らかにする．目的，

目標から実行担当者間の認識を確認する．また前提条件，

制約条件から実行担当者間での実行担当者の位置づけを

明らかにする．前提条件，制約条件は業務遂行における

阻害要因となるものを明らかにすることになり，業務の

全体像をとらえるうえでは非常に重要なポイントである

といえる．業務プロセスは似たようなプロジェクトでは

類似したものが多いが，前提条件，制約条件は周辺の状

況を示したものであることから重要なポイントの一つで

ある． 
c）業務内容を抽出する 

業務を遂行する上での全業務を洗い出す．そこで業務

の全体像を明らかにするために業務の大枠をとらえる．

資料体及びインタビュー調査からアクティビティを抽出

する．アクティビティとは，業務を遂行する上で必要な

業務を指す．業務の大枠をとらえるうえでBFDにおける

M7を触媒として整理する． 
また，適切なWBSとして「WBSの2階層目にプロジェ

 表2 インタビュー調査実施日程

実行
担当者

想定担当業務 第1回ヒアリング 第2回ヒアリング 第3回ヒアリング 第4回ヒアリング

A プロジェクトリーダー、方針決定 2/27
10:00～11:30

5/7
14:30～16:00

B り災証明発行基盤台帳構築
発行支援システム構築

12/27
16:30～17:30

1/8
14:00～15:00

4/9
10:30～12:00

5/16
10:00～11:00

C り災証明発行基盤台帳構築 1/9
17:30～18:30

5/9
17:00～18:00

D り災証明発行基盤台帳構築
物理的ネットワーク設営
マニュアル作成

12/31
14:00～16:00

1/15
8:30～9:30

E 会場レイアウト設計、
業務フロー作成、マニュアル作成

12/26
16:00～17:00

1/9
12:00～13:00

4/10
16:00～17:00

5/14
14:30～16:00

F 発行場所選定、調整、マニュアル作成 1/27
16:00～18:00

1/31
16:00～17:00

2/1
17:00～18:00

G 物理的ネットワーク設営 1/28
16:00～17:30

1/31
23:00～23:30

実行
担当者

想定担当業務 第1回ヒアリング 第2回ヒアリング 第3回ヒアリング 第4回ヒアリング

A プロジェクトリーダー、方針決定 2/27
10:00～11:30

5/7
14:30～16:00

B り災証明発行基盤台帳構築
発行支援システム構築

12/27
16:30～17:30

1/8
14:00～15:00

4/9
10:30～12:00

5/16
10:00～11:00

C り災証明発行基盤台帳構築 1/9
17:30～18:30

5/9
17:00～18:00

D り災証明発行基盤台帳構築
物理的ネットワーク設営
マニュアル作成

12/31
14:00～16:00

1/15
8:30～9:30

E 会場レイアウト設計、
業務フロー作成、マニュアル作成

12/26
16:00～17:00

1/9
12:00～13:00

4/10
16:00～17:00

5/14
14:30～16:00

F 発行場所選定、調整、マニュアル作成 1/27
16:00～18:00

1/31
16:00～17:00

2/1
17:00～18:00

G 物理的ネットワーク設営 1/28
16:00～17:30

1/31
23:00～23:30

 
実行
担当者

想定担当業務 第1回ヒアリング 第2回ヒアリング 第3回 ヒアリング

H 発行支援システム窓口入力
アプリ構築担当、ログ集計支援
アプリ構築担当

1/30
20:00～21:00

2/1
13:00～14:00

I 事務局（立ち上げ～終結）、
データ管理

4/22
14:00～16:00

4/23
13:00～15:00

4/25
8:30～9:00

J 事務局（立ち上げ～終結）、
方針決定、調整

4/21
16:00～17:00

4/22
10:00～11:00

4/25
15:30～16:30

K 立ち上げ支援，調整 4/23
10:00～12:00

4/25
14:00～15:00

表4 追加インタビュー調査実施日程

表3 追加調査対象者一覧

実行
担当者

想定担当業務 2004年中越地震災害
小千谷市での担当業務

専門性

H 発行支援システム窓口入力アプリ構築担当、
ログ集計支援アプリ構築担当

発行支援システム構築 GIS
プログラマ

I 事務局（立ち上げ～終結）、データ管理 × ×

J 事務局（立ち上げ～終結）、方針決定、調整 × ×

K 立ち上げ支援，調整 × ×
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クトマネジメント要素を置く」ことも規定している．プ

ロジェクトマネジメント要素とは，打ち合わせや物品の

調達など他の業務に横断的に関わる業務のことを指す．

この業務は抜け･漏れ･落ちしやすい業務の一つで横断的

な役割を持つため，優先度が高い業務として2階層目に置

くことが規定されている． 
① 資料体からアクティビティを抽出する 

柏崎コーパスを資料体とし,アクティビティを抽出する.

資料体からアクティビティを抽出する手続きは以下のと

おりである．1)定められた資料体の本文内容を読む．2)

本文からプロジェクトにおける業務内容を示す動詞に注

目する．3)「目的語+動詞」を基本形としてアクティビテ

ィを抽出する．4)抽出したアクティビティにはIDを付与

する． 

② インタビュー調査から抽出したアクティビティより業

務内容の大枠(WBSのレベル1,2)を整理する 

①で抽出したアクティビティを構造化する. このステ

ージでは業務の大枠をとらえることが目的であるために，

詳細な部分は記載しない． 

 抽出したアクティビティをグループ化し，WBSの大枠

を作成する．成果物を意識して，いくつかのアクティビ

ティをグループ化する．この際には「企画-設計-実施」

などの既存の枠組みを意識する．また大小関係，因果関

係を意識する．成果物同士の間で，大小関係，因果関係

があるものを縦関係にし，並列関係にあるものを横関係

として，構造化を行う． 

③ 業務内容の大枠が確定する 

 業務内容の大枠について，作業グループの合意を得る.

②で作成したM7を用いて，階層構造を整理していく．成

果物を意識し，抜け・漏れ・落ちがないかを確認する． 

d）業務内容を構造化する 

ここでは，適切なWBSを構築していく. 資料体調査か

ら抽出したアクティビティをグループ化し，構造化する．

抜け漏れ落ちを確認する際はBFDにおけるDFDを触媒と

して整理する．成果物であるWBSは，適切なWBSの要件

である「8/80の法則」「WBSの2階層目にプロジェクトマ

ネジメント要素を置く」を満たす必要がある．「8/80の
法則」とはWBSの最下部を管理できる最小単位として工

数が目安として8時間～80時間であるワークパッケージで

規定することである．これはWBSの最下層が細かすぎて

も大きすぎても管理できないためである． 
① 資料体から業務内容の大枠をもとにアクティビティを

整理する 

 仕事カードに記載した抽出したアクティビティを詳細

化する.c）で作成した業務内容の大枠を意識しながら，

再びグループ化していく． 

② インタビュー調査から業務内容を構造化する 

仕事カード，資源カードを配置し，DFDを作成する．

DFDは，仕事の流れを意識したうえ，仕事カードを時系

列に配置していく．それぞれの仕事カード間に入力と出

力を示した資源カードを配置する．資源カードはヒト，

モノ，フォームからなり，チェックをつけることによっ

て情報が付随するかどうかが分かるように設計されてい

る．  
③ 業務内容を確定する 

 業務内容について，作業グループの合意を得る．②で

作成したDFDをもう一度順を追って確認する．このとき

に仕事の流れに沿って確認するため，追体験ともなり，

想起が促されている．細かい部分での修正やノウハウの

追加がなされる． 

今回は脆弱な体制で活動していたこともあり，一人一

人が色々な役割を担っていた．そこで業務の大枠が「実

行担当者Eがマニュアルを作成する」とグループ化し，

業務の大枠が固まれば汎用性を考える上で「マニュアル

作成担当者(実行担当者E)がマニュアルを作成する」と変

換した． 

e）業務量を抽出する 

 ここでは，適切なWBSをもとに業務量を抽出していく． 

業務量とは，業務を実際に遂行する上で必要となる資源

量に基づき，業務規模を算定するものである． 

① 資料体から適切なWBSをもとにアクティビティの開始

日・終了日を抽出する．またDFDより業務に必要な資源

の質・量を抽出する 

資源量については，一般的に大きく3つに分類され，そ

れぞれ表現方法は異なる．数量単価型リソース（ソフト

ウェアやPCなど）は，そのアクティビティに直接関わる

資源とその数量から算出するため，WBSに資源情報を追

加したものを援用する．一方で,時間単価型リソース（入

力要員など）やコスト型リソース（宿泊施設や交通費な

ど）については,時間が関わる人工が影響するため，ガン

トチャートを援用する．15） 

リソースシートは，ここでは主にガントチャート，

WBS(資源情報に関して追加)で整理する．ガントチャー

トは開始日と終了日を規定する．また，それらの開始日

に関係する業務同士の前後関係を明らかにする．WBSに
よって規定した業務について必要となる資源を規定する

ものである．これは量だけでなく，種類や質も要件を規

定する．これらで得た時間と必要な資源量を基に業務量

を明確にする．業務量を明らかにするためにガントチャ

ートで整理される時間，WBSで規定された業務における

必要な資源量を抽出する 

適切なWBSで体系化されたアクティビティの一つ一つ

に対して資料体及び追加資料体，インタビュー原稿から

開始日，終了日を付与していく．そしてそれらの情報か

らガントチャートを作成する．また業務に必要な資源に

ついてはd）で作成したDFDをもとに抽出する．資源のみ

ならず，入力についても必要となる資源として計上する． 

② インタビュー調査からワークパッケージ間の前後関係

を整理，業務に必要な資源の質・量を整理する 

 インタビュー調査で先ほど作成したガントチャートを

もとに修正を行う．できるだけ正確な開始日，終了日は

もとより，工数が非現実になっていないか，ある業務が

本来の依存関係から考えると前後関係を修正する必要が

あるのではないかという点について着目する．またその

過程の中で業務に必要な資源の質・量を整理する．また，

ここで作成した時間情報をもとに資源の一つである人に

ついて検討する．資源には資機材などの数量単価型リソ

ース(ソフトウェアやコンピュータなど)と時間単価型リ

ソース(入力要員など)，コスト型リソース(宿泊料金な

ど)がある．これらの違いについても考慮する必要がある． 

③ ガントチャート，リソースシートを確定する 

作成したガントチャート，そしてリソースシートを確

定する．すでに確定されたアクティビティ一つ一つに対

して開始日，終了日を再確認する．DFDを参考にしなが

ら，必要な資源とともに支援ツールの確認を実施する． 

 

 

５．結果と考察 
 

前章での手続きを通して実施し，最終的にはインタビ

ュイーの全体成果物に対する合意を得た．本章では，本
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研究で提示した災害対応業務の記述手法の各手続きと，

手法を用いることで得られた成果物から考察を行う．な

かでも，本研究を通して得られた主な成果である「①1回

のインタビューだけでは実現できない体系化・整合化が

はかれる」「②多面的な表現技法を用いることで体験者

の持つ対応状況の全体像を抽出する」という2点について，

以下に結果と考察を記す． 
 

(1) 災害対応体験者に対する複数回のフィードバックの

有効性の検討 

本研究で提示した手法では，災害対応体験者に対し，

複数回のフィードバックを行う過程を取り入れた．この

過程を取り入れたことにより，体験者から導き出された

災害対応業務をより体系的，整合的に見える化すること

ができた．本項では，「罹災証明発行基盤台帳を構築す

る」という業務を例にとり，4回のフィードバック過程の

中で業務が体系化し，整合性が確保され，どのようにし

ていったかを明示的に記す． 

1）「抜け・漏れ」が補完され体系的な業務記述を得る 

一人の体験者に対し，業務の実態の記述結果を本人へ

フィードバックを行うことで，体験者から得られた業務

体系における「抜け・漏れ」に体験者自身が気づき，を

見つけ，補完することが見られた．本項では，実行担当

者Bの体験から抽出された「罹災証明発行基盤台帳を構

築する」業務を例に取る．実行担当者Bは，当該業務に

おいてオペレーションチーフを務め，業務の全体を網羅

的に体験する立場にあった．そこで，実行担当者Bへの

フィードバック過程の中での仕事カードの増減から，

「抜け・漏れ」の補完過程を追う． 

 第1回～第2回：M7による整理（図7→図8） 

1回目のフィードバックではM7を用いて業務記述結果

をインタビュアーに提示したところ，図7に示すように，

「実行担当者Cが再調査結果を編集（入力する）」が不 

 
 

足していると指摘を受けた．さらに，M7の整理段階で 
階層の不一致が修正され，DFDによる業務記述を行なっ

た．その結果，2回目のフィードバックの中では，図8に

示すとおり，不足していた「実行担当者Bが建物被害認

定調査結果と被災者を結合する」という業務が見出され

た． 

 第2回～第3回：DFDによる整理（図8→図9） 

3回目のフィードバックでは，DFDによる業務全体の流

れを見直すなかで「実行担当者Bが罹災証明発行基盤台

帳を設計する」と「実行担当者Dが建物被害認定調査結

果のデジタルデータを管理する」という2つの業務の不足

が見出された． 

 第3回～第4回：WBSによる業務の確定（図9→図10） 

4回目のフィードバックでは，「実行担当者Dが建物被

害認定調査結果のデジタルデータを管理する」は「実行

担当者Bが建物被害認定調査結果のデジタルデータを入

力する」の下階層，「実行担当者Jは住民基本台帳をエク

 1 り災証明発行基盤台帳を構築する

建物被害認定調査結果を入力

1-1
実行担当者B

建物被害認定調査結果デジタルデータ

✓

建物被害認定調査結果入力完了

建物被害認定調査の調査票

再調査結果を入力

1-4
実行担当者C

再調査結果デジタルデータ

✓

再調査結果入力完了

再調査の調査票

住民基本台帳を用意

1-2
実行担当者B

住民基本台帳データ

✓

住民基本台帳のエスポート化

税務課からの依頼要請

建物被害認定調査結果と被災者を結合

1-3
実行担当者B

り災証明発行台帳

✓

り災証明発行台帳の完成

建物被害認定調査結果台帳、
住民基本台帳データ、
建物被害認定調査済み証

入力手順 入力要員PC

建物被害認定調査

の調査票

✓

PC,入力手順,入力要員

建物被害認定調査結果
デジタルデータ

建物被害認定調査
結果台帳

再調査結果
デジタルデータ

住民基本台帳
データ

り災証明発行台帳

再調査の調査票

✓

入力手順 入力要員PC

PC,入力手順,入力要員

地元企業

税務課

依頼要請

✓

建物被害認定
調査済み証

被災者

✓

第2回実行担当者B
インタビュー調査終了後

・人がいない

・時間がない
・調査票の質が低い

・他部局との兼ね合い

・外注先との意思疎通

・地元企業との兼ね合い

・調査結果の質が低い
・技術を持っている人が少ない。

2008/02/26 60

り災証明発行
基盤台帳を
構築する

1
住民基本台帳を用意

1-1

第1回実行担当者B
インタビュー調査後

建物被害認定調査台帳を構築

1-2
実行担当者B 実行担当者B

2008/02/26 62

建物被害認定
調査結果台帳を

構築する

1
被害認定調査結果を入力

1-2-1

第1回実行担当者B
インタビュー調査後

再調査結果を編集(入力)

1-2-2
実行担当者B 実行担当者C

図7 第1回実行担当者Bインタビュー調査結果

図 8 第 2回実行担当者 Bインタビュー調査結果 

実線括弧：仕事カード 点線括弧：資源カード（入力・資源・制約条件・出力） 
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スポート化したデータを用意する」は「実行担当者Bが

建物被害認定調査結果と被災者を結合する」の下階層と

して位置づけられることが明かになった． 
以上見てきたように，インタビュイーの体験が体系的

に整理されていないために，1回のインタビューで明らか

になった業務の記述だけで業務の全体像を描くことはで

きなかった．そこで複数回のフィードバックを通して， 
M7やDFDを用いて整理された業務体系をもとにインタビ

ュイー自身で業務の記述の「抜け・漏れ」に気付き，欠

如した部分を補足されていった．また，資源についても

同様に記述の「抜け・漏れ」に気付き、欠如した部分を

補足した。 
適切な記述言語を用いた可視化を行ない，インタビュ

イーの体験とインタビュアーの認識を共有化させる過程

でコミュニケーションレベルが高まる．さらに，合意形

成過程としてフィードバック過程を複数回にわたって実

施することで，インタビュイーの体験とインタビュアー

の認識のズレを極小化し，結果的に限りなく現実に近い

体系的な業務像を描くことができる．上記に示した例は，

この成果として位置づけられる． 

2）複数人の合意形成により業務記述内容の整合性を確保

する 

共通の記述言語を用い，複数のステークホルダーから

図10 第4回実行担当者Bインタビュー調査結果から生成されたWBS

2 方針決定担当者がり災証明発行業務の方針決定を する 2-1 基本方針決定担当者がり災証明発行業務に関わる方針を決定する

2-2 発行場所選定担当者が発行場所を 選定する

2-3 方針調整担当者がステークホルダーとなる組織の方針と調整する

2-4 実施方針決定担当者がり災証明発行業務の実施方針を決定する

3 発行基盤台帳構築担当者がり災証明発行基盤台帳を構築する 3-1 調査結果台帳構築担当者が建物被害認定調査結果台帳を構築する

3-2 発行基盤台帳設計担当者がり災証明発行基盤台帳を設計する

3-3 再調査結果更新担当者が再調査結果を更新する

3-4 調査結果・被災者結合担当者が被災認定調査結果と被災者を 結合する

4 発行支援システム構築担当者がり災証明発行支援システムを構築する 4-1 発行支援システム設計担当者がり災証明発行支援システムを設計する

4-2 発行支援窓口入力アプリ構築担当者が発行支援窓口入力アプリを構築する

4-3
再調査スケジューリング入力アプリ担当者が再調査スケジューリング
入力アプリを構築する

4-4 ログ集計支援アプリ構築担当者がログ集計支援アプリを構築する

4-5 発行支援システム操作研修担当者が発行支援システムを説明する

5 ワークフロー構築担当者がり災証明発行のワークフローを構築する 5-1 業務フロー決定担当者が業務フローを決定する

5-2 マニュアル作成担当者がマニュアルを作成する

5-3 研修実施担当者が研修を 実施する

BFDにおける
M7で規定

BFDにおける
DFDで規定

 

2008/02/26 63

り災証明発行
基盤台帳

を構築する

1
被害認定調査結果を入力

1-1

住民基本台帳を用意

1-2

再調査結果を編集(入力)

1-3

第１回実行担当者Cインタビュー
調査終了後

実行担当者C

実行担当者B 実行担当者B

図11 第1回実行担当者Cインタビュー調査結果

2 り災証明発行基盤台帳を構築する

り災証明発行基盤台帳を設計

2-1
実行担当者B

り災証明発行台帳の仕様書

✓

り災証明発行台帳の仕様書完成

建物被害認定調査結果を
デジタルデータに

2-2
実行担当者(その他）

PC、ポイントデータの

統合化マニュアル

建物被害認定調査結果デジタルデータ

✓

建物被害認定調査結果デジタルデータ完了

建物被害認定調査の調査票
被害認定調査結果入力アプリ

建物被害認定調査
デジタルデータを管理

2-3
実行担当者D

PC、サーバー、ArcSDE

精度の高い建物被害認定調査結果
デジタルデータ

✓

精度の高い建物被害認定調査結果
デジタルデータ完了

建物被害認定調査デジタルデータ

再調査結果を更新

2-5
実行担当者(その他)

PC、入力手順、入力要員

再調査結果台帳

✓

再調査結果の更新

追加調査、再調査の調査票
再調査結果入力アプリ

住民基本台帳をエクスポート
したデータを用意

2-4
実行担当者I

住民基本台帳

エクスポートした住民基本台帳

✓

住民基本台帳をエクスポート
したものを受理

税務課からの要請

建物被害認定調査結果
と被災者を結合

2-6
実行担当者F

結合された罹災結果

✓

り災結果と被災者を結合

エクスポートした住民基本台帳、
正確な建物被害認定調査結果台帳、 再調査 結果台 帳

被害認定調査結果

入力アプリ

調査票

PC

再調査結果

入力手順

PC

PC サーバー ArcSDE

再調査結果

入力アプリ

再調査の調査票

住民基本台帳

り災証明
発行台帳

地元企業が管理している
住民基本台帳

✓

柏崎市税務課
からの依頼

エクスポートした
住民基本台帳

✓

建物被害認定
調査結果

デジタルデータ 精度の高い建物被害

認定調査結果
デジタルデータ

✓

✓

再調査結果

デジタルデータ

✓

り災証明発行業務
の実施方針

追加調査の

調査票

り災証明発行台帳
の仕様書

✓

✓

✓

税務課

被害認定調査結果

入力アプリ

✓

税務課

税務課

結合された

り災結果

✓

✓

✓

り災証明発行業務の実施方針

再調査結果

入力アプリ

✓

入力要員

調査票の質
（現場での問題）

他部局との兼ね合い

（仮設住宅入居）

外注先との
意思疎通

✓

調査票の質

（入力での問題）

✓

り災証明発行台帳
の仕様書

✓

ポイントデータの
統合化マニュアル

税務課

り災証明発行基盤台帳の

責任者（実行担当者B）

ArcMap

第3回実行担当者B
インタビュー調査終了後

図 9 第 3回実行担当者 Bインタビュー調査結果 

実線括弧：仕事カード 点線括弧：資源カード（入力・資源・制約条件・出力） 
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得た内容を表現し，各人にフィードバックを行なうこと

で，体験者から得られた業務間の関係や業務階層に関す

る整合性が確保できることが期待された．本項では，実

行担当者Bと実行担当者Cへの複数回のフィードバックに

より整合性が高められた「再調査結果を編集（入力）す

る」という業務を例について述べる．実行担当者Bは本

業務の上位階層に位置した「罹災証明発行基盤台帳を構

築する」のオペレーションチーフを務め，一方で実行担

当者Cは「再調査結果を編集（入力）する」のオペレー

ションチーフを務めた．本事例では，実行担当者Bと実

行担当者Cへ同一業務内容を対象としたフィードバック

過程を経ることで，お互いの認識のズレによる業務構造

化の変化を追う． 
実行担当者Bへのインタビュー結果の整理を，実行担

当者Cへのインタビューの際に，これまでに明らかにさ

れた業務としてフィードバックを行なったところ，図7に

示す「再調査結果を編集（入力）する」の階層レベルが

合わないことが指摘され，図11に示すM7へと修正された．

この修正結果を，再度，実行担当者Bへフィードバック

したところ，実行担当者Bが体験の整理を自身の中で行な

い，図10に対する合意を得ることができた．この結果は，

他者に対してのフィードバック過程にも合意が得られ，

最終的に図10が業務遂行の実態を表しているという成果

となった． 

上記の例は，同一業務の2人に対するフィードバックの

中から見られた整合性の確保について示されている．類

似の事例は，本成果の中でいくつも見受けられた．イン

タビュイーの体験は，本人の中では整合的であっても，

業務の全体像の中では矛盾を含んでいる場合が多いこと

が示唆された．そのため，フィードバックにおいて，積

極的に他者の体験とのすりあわせを行うことにより，業

務全体としての整合性が確保され，最終的に「体験者全

員が合意した業務の全体像」を記述することができた． 
以上で示したように，同一人物内，複数の関係者間で

体系的・整合的な業務を記述できたことは，全項目と同

様に共通の記述言語を用いたことに起因する．共通言語

を用いれば，一人の体験を客体視できると同時に他者と

比較することができる．さらに，複数人へ複数回のフィ

ードバック過程を経ることは，体験者の立場から見た業

務の実態を全体的かつ整合的に記述するうえで，有効な

手法となることが示された．  

 

 (2) 多面的な表現技法を用いた体験者の持つ対応

状況の全体像の抽出 
本研究でインタビュイーに提示した業務の記述手法は，

ツールとして業務内容を記述するWBSと，そのフローを

記述するBFDだけではない．制約条件・前提条件分析表，

資源量を含むガントチャート，組織図が，柏崎市での適

用検証において，状況の可視化ツールとして利用された． 
WBSやBFDは，インタビュー調査と体験者との対話の

中で構築される．一方で，WBSをもとに，それらの業務

を執行時期に着目して展開することで，ガントチャート

が作成され，現実として業務遂行に費やされた時間的コ

ストが把握できる．体験者へのインタビューを通して

「実際に遂行した業務」がWBSで把握されため，各々の

業務内容の実施期間について追加調査を進めることがで

きた．体験者は，いつからいつまでどの業務を実施した

かを記憶していた．しかし，業務についてのインタビュ

ーという枠組みの中では，作業日まで聞き出すことは難

しい．WBSをもとに，ガントチャートを作成することによ

って，初めて業務量を実態として把握できた．ここで得

られた成果である，実態に基づく業務内容ならびに業務

量の全体像は，３章（２）で示した図2である．図2の全

体像は，これは図12で示すような詳細なガントチャート

による業務量の分析を算出することでえられた． 

業務フローを進める中でのトリガーや業務選定の背景

に位置づけられる制約条件・前提条件が，BFDをもとに抽

出・整理された（図4）．特に，今回の分析対象とした罹

災証明集中発給業務は自治体職員にとってまったくの新

規業務であり，模索的に実施されてきた．次の災害対応

で活用するためにも，各々の業務項目を，どういう制約

条件の下で進めざるを得なかったかは，貴重な知見であ

る． 
また，BFDには，業務遂行に必要な資源も記述されて

いる．この資源に着目し，ガントチャート内に資源内容

を整理した（図2）．この整理結果からは，今回の規模の

災害対応業務では，どういう資源を，どれだけ用いるこ

とで実際に業務が遂行されたかという事実を把握できる． 

業務自体が自治体にとって新規であるために，業務遂

行を可能とする組織も新規に整備される必要がある．そ

こで，業務運用を支える「人的資源」に着目し，組織図

による可視化を通して，組織構成を明らかにした（図3）．

組織図という1つの表現形を用いて，体験者からの情報整

理を行なうことで，体験者へのフィードバックにおいて

「組織について」に論点を定め，体験者から組織構成に

関する実態を聞き出すことができ，最終的に組織図を組

み立てることができた． 

これらの過程で得られた成果は，1つの業務の実施状況

を多面的に可視化したものである．インタビュイーが実

際の体験者であり，さらに定まったコミュニケーション

ツールを適切に用いることで，業務内容に偏りがちなイ

ンタビューの弱点を補いつつ，業務の実施背景，利用資

源，コストなど，次の被災地における災害対応を実施す

る上での参考となる基礎情報を抽出することが可能にな

った．これは，本研究で提示した災害対応業務の記述手

法内において複数種類の業務遂行状況の記述表現技法な

 
ID WBS

番号
 タスク名 期間 開始日 終了日 人 人･工 資源名

52 3 発行基盤台帳構築担当者がり災証明発行基盤台帳を構築する 51日07/16 (月)09/05 (水) 25 127 5

53 3.1 デジタルデータ化担当者が調査結果をデジタルデータ化する 32日07/16 (月)08/16 (木) 15 480

54 3.1.1 デジタルデータ化担当者が調査結果入力アプリを構築する 11日 /07/16 (月)/07/26 (木) 1 11 調査票,ArcGIS,ArcMap,PC

55 3.1.2 デジタルデータ化担当者が調査結果入力マニュアルを作成する 1日 /07/19 (木)/07/19 (木) 1 1 入力アプリ

56 3.1.3 デジタルデータ化担当者が調査結果を入力する 31日 /07/17 (火)/08/16 (木) 12 372 入力アプリ,入力マニュアル,PC,調査票

57 3.1.4 デジタルデータ化担当者が調査結果のデータを管理する 17日 /07/31 (火)/08/16 (木) 2 34 管理マニュアル,サーバー,ＡｒｃSDE,SQLサーバー

58 3.2 発行基盤台帳設計担当者がり災証明発行基盤台帳を設計する 4日08/06 (月)08/09 (木) 5 20

59 3.2.1 発行基盤台帳設計担当者が発行基盤台帳の方針を決定する 4日 /08/06 (月)/08/09 (木) 5 20 プログラマの予定,罹災証明発行実施方針

60 3.2.2 発行基盤台帳設計担当者がデータ項目を決定する 4日 /08/06 (月)/08/09 (木) 5 20 罹災証明書様式

61 3.3 再調査結果更新担当者が再調査結果を更新する 24日08/12 (日)09/05 (水) 10 240

62 3.3.1 再調査結果更新担当者が再調査結果編集アプリを構築する 3日 /08/12 (日)/08/14 (火) 1 3 編集パターン想定図,ArcGIS,PC

63 3.3.2 再調査結果更新担当者が再調査結果編集マニュアルを作成する 1日 /08/15 (水)/08/15 (水) 1 1 編集アプリ

64 3.3.3 再調査結果更新担当者が再調査結果を編集する 18日 /08/18 (土)/09/05 (水) 10 180 編集アプリ,編集マニュアル,PC,再調査調査票

65 3.3.4 再調査結果更新担当者が再調査編集結果を管理する 18日 /08/18 (土)/09/05 (水) 2 36 管理マニュアル

66 3.4 結合担当者が被災認定調査結果と被災者を結合する 29日07/19 (木)08/16 (木) 2 58

67 3.4.1 結合担当者が住民基本台帳を用意する 3日 /07/19 (木)/07/21 (土) 1 3 データ利用申請書

68 3.4.2 結合担当者が家屋データを用意する 3日 /07/19 (木)/07/21 (土) 1 3

69 3.4.3 結合担当者が建物被害認定調査結果と被災者を結合する 26日 /07/22 (日)/08/16 (木) 1 26 住基データ,航空写真,建物枠

調査 票,Arc GIS,Arc Map,PC

入力 アプ リ

入力 アプ リ,入力 マニ ュアル ,PC ,調査 票

管理 マニ ュアル ,サー バー ,Ａｒｃ SD E,SQLサー バー

プロ グラ マの予定 ,罹災 証明 発行 実施方 針

罹災 証明 書様 式

編集 パタ ーン想定 図,Arc GIS,PC

編集 アプ リ

デー タ利用 申請 書

住基 デー タ,航空 写真 ,建物 枠

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水
16 月17 火18 水19 木20 金21 土22 23 月24 火25 水26 木27 金28 土29 30 月31 火01 水02 木03 金04 土05 06 月07 火08 水09 木10 金11 土12 13 月14 火15 水16 木17 金18 土19 20 月21 火22 水23 木24 金25 土26 日27 月28 火29 水30 木31 金01 土02 03 月04 火05 水
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図12 ＷＢＳを詳細レベルに展開した業務内容ならびに業務量の実態
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らびにコミュニケーションツールを設定し，本手法にお

けるフィードバック過程の中でインタビュイーの持つ実

体験が抽出できたことによって得られた成果であると考

えられる． 

 

 

６．まとめと今後の展望 
 
本研究では，災害対応業務を記述する手法を開発・提

案し，2007年新潟県中越沖地震の被災地である新潟県柏

崎市の罹災証明集中発行業務の業務プロセスを明確化す

ることができた．業務プロセスの明確化においては，業

務の経験をWBSやDFDなどで構成されるBFDや，ガント

チャートや制約条件などプロジェクトマネジメントで用

いられるツールによって可視化を行い，インタビュイー

（体験者）にフィードバックすることで，1）個々の体験

者の経験をインタビュアーの誤った認識を取り除いたか

たちで記述できたとともに，2）複数の体験者間で発生し

ていた認識や理解の異なりも是正され，個々の断片的な

業務経験を体系的・整合的に一つの業務プロセスとして

記述することができた．このことは，危機対応における

実際の業務経験を形式知として描ける手法を開発できた

こと意味している． 

効果的な危機対応を行うためには，危機の発生時に自

治体が行う一連の業務プロセスを，標準化したかたちで

整備しておくことが望ましい．このような標準的な危機

対応業務のプロセスは，複数の被災地における様々な危

機対応業務の経験について，体系的・整合的な業務プロ

セスの記述を蓄積し，比較・分析・検証を行うことで構

築できると考えている．このような調査や検証を一過性

のものにとどめず，継続的に実施することは，業務プロ

セスを精錬化し，我が国の危機対応能力の向上につなげ

ることをねらいとしている．柏崎市における罹災証明集

中発行業務にとどまらず，危機発生時に必要となる業務

について，複数の被災地や異なる災害事例で業務プロセ

ス記述を継続していきたい． 
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継続的な入居者支援を実現する仮設住宅対応管理システムの開発 
－2007年新潟県中越沖地震災害への柏崎市の対応を事例として－ 

Development of Effective Information Management System 
for Supporting for Households in Temporary Housings Continueously 

- A Case Study of Kashiwazaki City at 2007 Niigata-ken Chhuetsu-oki Earthquake - 
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   Once disaster occurs, local governments build temporary housings for victims whose houses are collapsed. In order 
to support for their life recovery, each department in local goverment provided supporting programs to them 
individually at the past events. Against this issue, this research aims to establish an information-sharing platform for 
integrating information about victims’ current situation by developing information management system. This system 
should manage comprehensive information about not only hardware of temporary housings but also interaction logs 
between residents and local responders. In this paper, we introduce the summary of this system and application it to 
Kashiwazaki City affected by 2007 Niigata-ken Chuetsu-oki earthquake. 

 
Key Words : Temporary Housing Management System, Niigataken Chuetsu-oki earthquake, Kashiwazaki city, 

house-to-house canvass, victims’ life recovery process 
 

 
１．はじめに 

 

(1) 本研究の背景 
 我が国では，災害が発生すると被災地内において応急

仮設住宅が建設される．これは，被災者が自立再建を進

める過程で仮住まいとして利用するためのものであり，

被災自治体から一時的に提供される．近年の傾向では，

仮設住宅は発災後 1 ヶ月程度で建設され，要件に合致し

た被災者が入居可能となっている． 

これまでは施設管理的要素が強く，被災者の自立的な

生活再建に向けた支援の一環として，被災者対自治体と

いう構造のなかで，仮設住宅の管理部局を超えて包括的

に支援が進められるという実態ではなかった．IT 技術

が飛躍的に進歩した現代において，応急仮設住宅および

入居者に関する様々な情報を，一元的かつ効果的に集約

することにより，自治体から被災者への一刻も早い自立

生活再建支援へと貢献できると考えた． 

 

(2) 仮設住宅対応管理システムの必要性 
 これまでの仮設住宅における入居の管理は，施設管理

的な観点から，建築住宅課が担当するケースが多い．し

かしながら，仮設住宅は被災者が生活再建を進める上で

の仮住まいとして利用される．そのため，仮設住宅に入

居している被災者は，早期の自立生活再建に向けて，継

続的に様々な支援を受けるとともに，被災自治体へ相談

を行ないながら，自立生活再建のめどをたてていく． 

 この過程において，被災自治体としても入居者の実態

を包括的に把握する必要がある 1)とともに，入居者と接

する機会は各部局の担当業務に依存し，多岐にわたる．

そこで，これらの機会を通して得られる種々の情報を効

果的に管理し，被災自治体から仮設住宅入居者への支援

施策へ展開するためにも，IT 技術を利用した情報の一

元管理が必要とされた． 

 本研究では，情報の一元管理を実現すべく，業務分析

を通して実際に業務の中で処理される情報を把握し，情

報処理システムの構築へと展開した．システムの援用に

より，多種にわたる情報の管理と，実務者の要望に応じ

た情報集約の実現，および，他部局の情報を連携させる

ことにより，部局間の実務者レベルでの連携を支援する

ものと考えている． 

 

 

２．仮設住宅対応管理システムの設計 

 

(1) システムの要件定義 
 本システムの開発にあたり，適切な要件定義を行なう

必要があった．そこで，本研究では井ノ口ら 2)が提唱す

る災害対応業務分析手法に基づき，柏崎市の建築住宅課

および復興支援室が進めた業務を分析した．業務分析を

通して，1 つの仮設住宅に対して，複数の部局が個別に

対応するという実態が明らかとなった．この概略図を図

1 に示す． 
この対応の実態を考慮し，本研究では以下に示す 6 つの

機能要件と 3 つのシステム要件を定義した． 
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図 1 柏崎市における応急仮設住宅と各部局の関わり 

 
a) 機能に求める要件 

① 入退居の管理 

システムの基本となる要件である．入居者に関する

基本情報を適切に管理する．また，入居日・退居日を

管理し，各部屋が空室か在室かを明確化する． 
② 受付情報の管理 

仮設住宅への入居の受付を行なった際に，申込者よ

り得られる各情報を入居者の基本情報として登録する

機能が必要となる．この登録が適切に行なわれること

で，入居者の検索，基本情報の閲覧が可能となる． 
③ 入居状況の管理 

申込者の入居が確定した後，入居日の確定，鍵の引

き渡し，駐車場の管理，その他の個別要望に対する対

応など，入居者の実態に加え，行政と入居者との対応

状況などを管理する．入居者からの要望を，行政側の

誰がいつどのように対応したかが把握でき，入居者に

対して確実に対応を進めることができる． 
④ 一覧表示での情報集約 

入居の状況を俯瞰的に把握するために，条件に合致

した入居者の状況を一覧として表示する．各条件を設

定することで，様々な実務者の視点から入居者の状況

の全体像を把握することが可能となる．エクセル等と

連携することで，実務者は普段使い慣れた操作で，さ

らなる情報整理が可能となる． 
⑤ 入居世帯への戸別訪問の対応管理 

入居者に対する支援の 1 つとして，仮設住宅の入居

世帯に対して，実務者による継続的な戸別訪問が実施

される．実務者は入居者と接する中で，個別に要望を

聞くとともに，入居者の実態を把握する．これらの記

録を適切に管理することで，入居者の早期自立生活再

建に寄与できると考えられる．そのため，実務者自身

が活動記録としてシステムへ情報を容易に登録できる

機能が求められる． 
⑥ 地図による仮設住宅の状況把握 

仮設住宅の各部屋の配置状況を空間的に把握し，隣

接の状況や住宅団地内の全体等を俯瞰的に把握するに

は地図による可視化が有効である．この有効性につい

ては，古屋ら 3)も指摘している． 
 

b) システムに求める要件 

① 容易なインタフェース変更・項目の追加 

業務分析時点ですべての業務が把握できているわけ

ではない．時間経過にともない，仮設住宅の入居者の

状況は変化する．状況に応じて新しい施策が企画され

ると，把握すべき情報はこれまでの情報で十分とは限

らない．状況の変化に応じて，インターフェースや項

目を容易に変更できる仕組みを取り入れる必要がある． 
② 複数部局での情報共有 

業務分析の結果からも明らかのように，複数部局が

1 つの応急仮設住宅に対して対応を行なう．そのため，

システムおよびデータベースの援用により，共通のイ

ンターフェース内で，各部局が必要とする情報が閲覧

できることが求められる．また，各部局の対応の中で，

入居者に関する様々な情報が収集されるため，これら

の情報を効果的に共有し，入居者の早期の自立生活再

建を支援することが求められる． 
③ セキュリティの確保 

応急仮設住宅の入居者に関する情報は個人情報であ

る場合が多い．また，各部局が管理する情報は各部局

の利用目的内で収集された情報である．そのため，た

とえ同じ市の職員であっても，部局が異なれば，適切

な権限を持つ職員以外は，個別の情報を閲覧すること

は許されない．これらの情報は，支援を進める上で重

要である反面，個人情報という性質上，適切なセキュ

リティが確保され，情報が保護されなければならない． 
 

(2) システムの基本設計 
前節におけるシステムの要件定義に基づき，本システ

ムの基本設計を行なった．本システムは大きく分けて 2

種類のアプリケーションによって構成する必要があった．

1 つめは仮設住宅の入居状況を管理する「仮設住宅入居

管理アプリケーション」であり，2 つめは仮設住宅の入

居者に対する戸別訪問の内容を管理する「仮設住宅戸別

訪問管理アプリケーション」である．これらのアプリケ

ーションに求める要素を以下のように設計した． 

 

a) 仮設住宅入居管理アプリケーション 

① ログイン機能 

② 入居者検索機能 

③ 入居者基本情報登録・閲覧機能 

④ 地図表示機能 

⑤ 各部局における個別情報登録・閲覧機能 

⑥ 仮設住宅入居状況集計機能 

 

b) 仮設住宅戸別訪問管理アプリケーション 

① ログイン機能 

② 訪問先検索機能 

③ 訪問記録登録・閲覧機能 

④ 訪問内容閲登録・覧機能 

⑤ 訪問記録集計機能 

 

(3) データベースの設計 

 業務分析の結果に基づき，各部局の関わり方や，その

際に処理されると考えられる情報を管理するためのデー

タベース設計を行なった．本研究の業務分析時点では，

すべての部局に対する業務分析が完了したわけではなく，

核となる業務のみを対象とした．そのため，今後の継続

的な被災者支援の中で，新たな業務が発生することが予

想された．この状況をふまえ，データベース設計では，

システムの基本設計に基づき，大きく 2 つのデータベー

スを設計するとともに，業務単位で扱う情報をテーブル

として個別管理することとした．表 1 に，本システムの

基盤となるデータベースの基本設計表を記す． 
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表 1 テーブル定義の概要一覧 

種別 論理名 概要

仮設住宅台帳 仮設住宅入居世帯を管理する基本テーブル

入居者 仮設住宅入居者を管理するテーブル

入居部屋 入居者と入居部屋を結合するリンクテーブル

通学 入居者の通学者を管理するテーブル

介護保険 入居者の介護保険を管理するテーブル

模様替申請 仮設住宅の模様替申請を管理するテーブル

連絡意見 仮設住宅に関する連絡・意見を管理するテーブル

駐車場 仮設住宅入居者の駐車場を管理するテーブル

ユーザ情報 システムを操作する利用者と利用権限の一覧

業者マスタ 建設・修繕を依頼する業者の一覧

仮設住宅マスタ 仮設住宅団地の一覧

仮設住宅棟マスタ 各団地における住宅棟の一覧

仮設住宅部屋マスタ 各住宅棟における部屋の一覧

部屋タイプマスタ 部屋の種類の一覧

退去後予定マスタ 入居者の退去後予定の一覧

学校マスタ 入居世帯構成員が所属する小中学校の一覧

再建方針マスタ 再建の方針をカテゴリ化した一覧

再建状況マスタ 再建の状況をカテゴリ化した一覧

居住環境マスタ 居住の実態をカテゴリ化した一覧

訪問者マスタ 戸別訪問を行なう職員の一覧

訪問記録 戸別訪問の日時と訪問者，聞き取った入居者名の記録

訪問内容 戸別訪問における報告内容

居住環境実態 居住実態の変化に関する報告内容

再建のめど 入居者から聞き取った再建の方針

再建状況概要 入居者の再建に向けた現状のまとめ

支援方針 入居者の実態を踏まえ今後進めるべき支援の方針

相談状況 生活再建支援に関する相談および支援金申請の状況

仮設住宅入居管理
テーブル群

仮設住宅入居管理
マスタテーブル群

戸別訪問管理
マスタテーブル群

戸別訪問管理
テーブル群

 
 
 

３．仮設住宅入居状況管理システムの開発 

 

(1) データベースの構築 
 本システムの基盤となるデータベースの構築を行なう．

本システムでは，実務者の業務分析を行なってからの設

計・開発となったため，データは実務者が管理していた

エクセルデータを読み込む形で整備した． 
 しかしながら，実務者が管理するエクセルデータは申

込者単位で構成されており，1 申込者が複数の部屋を申

し込んだ場合は，1 レコードに複数の部屋の情報が入力

されるという形となっていた．そこで，本研究で示した

データベース設計に基づき，データの正規化を行なった． 
 新たに構築された仮設住宅入居データベースでは，1
部屋 1 レコードとして管理をしている．基本情報のみを

基本テーブルにおいて管理し，その他の各部局で扱うべ

き情報については，ID によるリンクを張り，個別テー

ブルで管理されている．これにより，システム側からも

セキュリティ管理上，ログインされたユーザごとに見せ

るべき情報を容易に操作可能となった． 
 

(2) システムの開発 
 本システムを開発するにあたり，庁内イントラを利用

したクライアント－サーバ型でのシステム開発とした．

庁内の PC が Windows 環境であることと，セキュリティ

ポリシー上，.Net Flamework 2.0 がインストールでき

ないという柏崎市のセキュリティポリシーに基づき，開

発環境として Visual Basic .Net2003 を選定した．また

DBMS は，それまでに柏崎市内において整備されていた

Microsoft 社の SQL Server 2005 とした． 

 開発されたシステムは，基本設計に基づき，「仮設住

宅入居管理アプリケーション」と「仮設住宅戸別訪問管

理アプリケーション」である．以下に，開発されたシス

テムの概要を記す． 

a) 仮設住宅入居管理アプリケーション 

① ログイン 

アクセスコントロールを行なうために，ユーザ名と

パスワードを要求する．ログインされたユーザに応じ

て，その後の操作権限および情報閲覧の範囲を決定し

ている． 

 
図 2 仮設住宅入居状況の基本情報の閲覧 

 

 
図 3 PDF を用いた仮設住宅の地図表示機能 

 

 
図 4 戸別訪問における報告内容の登録・確認 
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② 個別の情報管理（図 2） 

本画面内で，罹災証明書番号や団地名，部屋番号等

を手がかりとして，入居者を特定できる．特定された

入居者に関する基本情報が上半分に表示され，下半分

には個別業務の中で必要となる情報が業務単位でタブ

管理されている．新たな業務が発生した場合において

も，新たなテーブルを作成する都とともに，タブの追

加により容易に対応可能となっている． 

③ 仮設住宅地図の表示（図 3） 

入居者に関する個別の情報を閲覧する際に，地図表

示ボタンを選択することで，仮設住宅団地の地図が閲

覧可能となる．これは，事前に GIS を用いて地図化し

たものを，PDF に変換し，職員のどの PC でも閲覧を可

能としている． 

b) 仮設住宅戸別訪問管理アプリケーション 

① 訪問記録の検索 

報告者が訪問者として，あるいは報告者として関わ

った訪問に関する記録を検索する．入居者から得られ

た情報が個人情報として扱われるべきであり，訪問者

のみが知る情報も存在しうるため，セキュリティの確

保を行なっている． 

② 報告内容の登録・確認（図 4） 

過去の訪問の中で得られた報告内容を閲覧すること

ができる．また，日々進められる戸別訪問での報告内

容を登録できる．画面自体は簡素化されており，職員

としても報告すべき内容が明確化されるため，報告さ

れる内容において，ある一定の質の確保が実現される． 

③ 報告内容の集計 

入居者の実態を把握し，次の施策へと展開するため

にも集計機能は重要である．報告内容を，入居世帯単

位で一覧として集計する機能を搭載した．集計のため

の条件は，仮設住宅の状況に応じて変化するため，一

意に決定できない．そこで，適宜 SQL のテキストをフ

ァイルに保存し，ファイルを読み込むことで集計を行

なう仕掛けを組み入れ，柔軟に対応することとした． 

 

(3) システムの運用 

 本システムを開発の後，被災者の生活再建支援を担当

する柏崎市復興支援室を中心に本システムの運用が進め

られた．仮設住宅の入居状況を管理するシステムについ

ては，開発完了時点では仮設住宅への入居受付件数が少

なくなっていたこともあり，システムの活用はほとんど

なされなかった．一方で，被災者の自立再建支援という

観点から，戸別訪問の管理システムについては，長期的

に利用された． 

 特に，2008 年 2 月 16 日には柏崎市の部課長による一

斉戸別訪問が実施された．その際にも，本システムを利

用し，各実施者からの報告を一元的に管理した．その後

も，継続的に復興支援室の中で本システムは利用されて

いる． 

 

 

４．おわりに 
 

(1) 本研究のまとめ 

 本研究では，2007 年新潟県中越沖地震により被災し

た柏崎市において，応急仮設住宅に対する対応業務の分

析を行ない，応急仮設住宅の対応管理システムの設計か

ら開発までを行なった．細かく要件を定義し，必要な機

能を洗い出し，システム開発へと展開した． 
 システムの設計は，業務の実態を明らかにしながら進

められたため，システム開発までに要した時間は長く，

業務支援そのものへの適用が実現されず，その効力は計

れていない．しかしながら，復興支援室が担当した戸別

訪問においては，システムの効力は発揮され，継続的に

訪問内容を記録し，室内において情報共有がなされてい

る．また，他部局の専門性の高い職員に対して，集約さ

れた情報を提示することで，議論がなされ，適切な助言

を受けることも可能となった．また，本システムは現在

においても復興支援室内で継続的に利用されており，被

災者の仮設住宅からの早期自立再建に向けて，情報処理

の観点から大きく貢献している． 
 

(2) 本研究の今後の展開 

 本研究において開発したシステムは，応急仮設住宅と

いう被災者生活再建過程における仮住まいを対象とした

情報管理支援システムであった．本システムの設計にあ

たり抽出された要件は，今後の災害復興公営住宅におい

ても適用可能と考えている．そのため，本年の 9 月に建

設完了が予定されている災害復興公営住宅においても，

同様の仕組みに基づいた情報管理システムの開発を予定

している． 
 また，本システムを用いた情報の共有により，部局を

超えた業務の連携が実現された．この中で情報プラット

フォームの重要性とその効力が示された．これについて

は，分析を行ない，改めて報告することを考えている． 
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１．はじめに  
 

 わが国の危機対応体制の現状をみると、災害対策基本

法による自然災害を中心とした防災体制が最も包括的で

ある。平時においては、公共性の高い組織の参画による

防災会議を設置し、防災計画の整備を中心とした防災体

制の構築を行うことが定められている。災害時において

は、第一義的に対応する組織としては、市町村・都道府

県に設置される災害対策本部である。また、市町村や都

道府県だけでは十分に対応できないときには、国に非常

災害対策本部を設置すると規定している1)。 

災害が発生すると被害を軽減するために様々な課題を

処理する必要がある。災害対応においては、既存の組織

が、平時より期待される機能を果たすために、既存業務

を縮小あるいは中断する中で、新たに発生する災害対応

業務に従事する。災害対策基本法では、第一義的な災害

対応従事者は市町村と定められており、市町村という既

存の組織が「市民の安全・安心な環境を守り、市民生活

の継続を保障する」という目標を災害下においても果た

すために、応急期においては、被災者の①命を守る、②

避難生活を支援する、③仮住まい生活を支援する、など

の災害時特有の機能を果たさなければならない。その実

施体制は、災害対策本部組織という平時には存在しない

組織体制が行政内で立ち上がり、原課ならびに場合によ

っては外部からの応援職員を受け入れる形で形成される。

しかし、災害の規模が大きいまたは広域であった場合に

は、行政組織だけでは、目指すべき機能を実現し得ない。

よって、行政以外の既存組織や、災害後に必要性から立

ち上がった組織に至るまで様々な組織が、行政が果たす

ことができない機能を補完ならびに代替する形で担うこ

とが現実に起こっている。それは業務の分担と言うより

は、災害から社会が立ち直るために必要な機能を社会全

体で分担する実践的行為である。 

災害対応業務は、災害対応時に期待される機能を果た

すための手続きである。災害対応業務は、平時業務に多

く見られる「目標設定は別の部署が行い、設定された目

標を達成するために課題に集中して取り組む」という

「課題達成型」とは異なり、災害下の変化する状況の中

で、課題を発見し、達成すべき目標を設定し、その目標

と現実とのずれ（ギャップ）を埋めようと活動し、また

その過程の中で課題を発見するという「課題解決型」で

ある。組織においては、災害対応に関する課題の解決に

自律的に取り組むため、効率的な業務手続きの実践が求

められる。 

 行政を第一義的な対応者として、その他組織による活

動を支援側と捉えると、効果的な災害対応を協働で実現

するためには、行政のみならずその他組織についても、

支援活動の検証と今後の支援体制のあるべき姿に対する

検討が必要となる。 
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２．災害対応における組織・機能・業務 
 

(1) アメリカ社会学における災害対応組織の類型 

組織、機能、業務について検証するための先行研究に

よる枠組みを示す。Quarantelli 他 2)は、災害対応組織

を 2 つの軸で整理している。１つの軸は、災害対応組織

の構造(Strucure)で「日常とは変化がない(Old)－日常と

は変化している(New)」、もう一方の軸は、災害対応の機

能(Task)に着目し「日常からある(Regular)－日常にはな

い(Non-regular)」、この 2 軸からなる４つの象限に分類

した。林 3)は、タイプⅠを「通常業務」タイプⅡを「拡

大業務」タイプⅢを「拡張業務」タイプⅣを「創発業

務」とし、機能(Task)に、より着目するラベリングを行

っている。一方、高梨 4)はタイプⅠを「定置型組織」タ

イプⅡを「拡大型組織」タイプⅢを「転置型組織」タイ

プⅣを「創発型組織」とし、より組織の構造(Strucure)

に着目するラベリングを行っている(図 1)。 

Kreps 他 5)は、Quarantelli 他の分類を基に、対応組織

が「公的な組織活動 (Formal Organizing)-集合行動

(Collective Behavior)」の一軸上に分類する方法を提唱

している。これは Domain（自己完結型の団体で外部に認

知されており存在意義が確立している）、Tasks(社会活

動として認知された業務の一部を請け負っている)、

Resources (人的資源、物的資源を有している)、

Acitivities(物理的空間で継続的に行われる活動を実施

している)の４つのうちどの項目に対してその組織が重き

をおいているか、優先順位が高いか、存在意義としてい

るかの判断にたって、分類を行う。最も公的な組織活動

は、D-T-R-A（組織の存在意義や業務を優先する）が組織

の形態であるものをいい、最も集合行動的なものは、A-

R-T-D（実際の活動や資源の保有度合いに重きをおいてい

る）となる。 

 Quarantelli 他が示す「組織構造」「機能」の軸、

Kreps 他が示す「業務」を分析する軸を用いることで支

援体制ならびに活動の検証が可能になる。また、将来的

にはこれらの検証を基に災害規模に応じた支援体制の提

言が可能になると考える。たとえば警察が「発災後の治

安維持を支援する」「応急期の交通の混乱沈静化を支援

する」という機能を果たした場合、警察の組織構造は

「平時とは変化していない」、治安維持、交

通整理は「平時から存在する機能である」、

活動は「公的な組織活動」であり、D-T-R-A の

順で重きをおいている。災害が広域化した場

合、「治安維持」については、引き続き警察

に支援を願うとしても、「交通整理」につい

ては、同じく平時から存在する機能として保

持している「警備会社」に支援を要請するこ

とは可能である。警備会社にとっての「交通

整理」業務は、T-D-R-A であると考えられ、

「交通整理」という Domain に最も重きをおい

ている警察の指揮命令の下で「交通整理」業

務支援に当たることが効果的な災害対応支援

の形として可能ではないかとの議論が成立す

る。 

 

(3) 新潟県中越沖地震における組織の特徴 

 2004 年 10 月に新潟県中越地震が発生した。

新潟県中越地震は、阪神・淡路大震災以降 10

人以上の死者が発生する初めての地震災害で

あり、特に新潟県にとっては（1964 年には新

潟地震を経験しているが、その知恵は組織の危機対応に

生かされておらず）様々な課題と取り組みながらの災害

対応となった。新潟中越地震の復旧期も終わり、本格的

な復興期にさしかかった 3 年後、2007 年 7 月に再び新潟

県中越地域に地震災害が発生した(表 1)。 

 新潟県庁自体は両地震災害で直接被害を受けなかった

こと、3 年前の対応の経験は組織の知恵となるには至っ

ていなかったが、対応経験者のほとんどが組織に留まっ

ていることが、その対応に有利に働いた。また、余震が

少なかったこと、道路アクセスが比較的確保されたこと、

ライフラインの途絶も比較的解消が早かったことなども

対応に有利に働いた。原発施設に関わる被害という点を

除けば、新潟県は 3 年前の経験を生かし、その応急・復

旧対応については、3 年前に比べると、迅速かつ円滑で

あったとの認識が（地元を中心として）高い。 

 新潟県中越沖地震の対応の特徴として、新潟県は積極

的に様々な組織の支援を得て、被災者の立場からは効率

的効果的な対応を実施した。これらの活動は、今後の災

害対応に生かすことのできる様々な教訓を残している。 

 

(3) 本研究の目的 

 本研究では、昨年発生した新潟県中越沖地震を事例と

して、災害対応組織として対応に関わった組織の対応活

動として、特に他組織の組織・団体の支援を得て実施し

た対応について、対応組織の類型に着目しながらその対

応の業務内容について検証する。 

災害対策本部以外の活動を検証することで、今後の災

害対応、特に首都直下地震や東海・東南海・南海地震な

どのスーパー広域災害の対応を念頭において、災害対策

本部及びそれらと連携・協働する組織・団体にどのよう

な機能・構造を持たせるべきかを考察する。 

 

３．方法  
 

(1) 調査の手続き 

 新潟県災害対策本部において、外からの組織による支

援を得て、対応を実施した 8 事例について、その対応に

関わった県職員にインタビューを行い、業務の目的、業

TASKSTASKS

STRUCTURESTRUCTURE

Regular Non‐Regular

Old

New

Type Ⅰ : Established

Type Ⅱ: Expanding

Type Ⅲ: Extending

Type Ⅳ: Emergent

既存の組織が平時から期待さ
れている役割を果たす

事前に組織的な活動計画が練
られており、災害時に計画に則
り機能を実現する

発災後に結成され、被災地で展
開される様々な活動のかなめと
して調整役を果たす

既存の組織や集団がその機能
を発揮して、災害時に必要と
なった役割を果たす

①通常業務、
②定置型組織、規制型組織

①拡張業務
②転置型組織、伸展性組織

①拡大業務
②拡大型組織

①創発業務
②創発型組織、緊急表出型組織

①林(2001)、②高梨(2008)による命名

図１ 災害対応組織の４分類
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務内容、対応の経過、今後の課題等を可能な限り明らか

にする。インタビューの実施期間は平成 20 年 3 月～5 月、

15 人の県職員に対し、1 時間から 1 時間半、インタビュ

ーの形式は、時系列に、業務の実施状況、今後の課題に

ついて尋ねた。 

 

(2) まとめの手続き 

 インタビュー結果をまとめるには以下の手続きに従っ

た。①a)目的、b)内容、c)対応の経過、d)新潟県中越沖

地震の対応で実現できたこと、e)課題として明らかにな

ったことの形で記述し、対応の様子を検証する（ただし

タイプⅡ－１，3 については当時の現場担当職員のイン

タビューが実現しておらず、具体的な業務の記述はな

い）、②Quarantelli 他が示す「組織構造」「機能」の

軸、Kreps 他が示す「業務」を分析する軸を用いた類型

結果を記述する、③できるかぎり客観的な資料を添付す

る。 

 

４．既存の組織が期待される役割を果たす（Type 

I Established） 
 

(1) 応急仮設住宅を供給する（D-T-R-A） 

a)目的 

仮設住宅の建設については、「仮住まいの供給」とい

う機能を果たすために具体的な業務として確立している

ものであり、災害救助法第 23 条の「救助の種類１．収容

施設（応急仮設住宅を含む。）の供与」にあたり「住家

が滅失した被災者のうち、自らの資力では住宅を確保す

ることができない者に対し、簡単な住宅を仮設し一時的

な居住の安定を図ることを目的」6)とするものである。 

b)内容 

 応急仮設住宅の設置については、その規格、規模、構

造、単価等市町村間で格差の生じないように広域的な調

整を行う必要があり、都道府県がその任に当たる。また、

現在、全国都道府県と社団法人プレハブ建築協会は、応

急仮設住宅の供給建設

に関わる協定を結んで

いる（1975 年神奈川県

に始まり、阪神・淡路

大震災の発生を契機と

して全都道府県への締

結を進め 1997 年に締結

が完了）。この協定書

は、将来の災害の発生

に備え被災者の生活を

優先的に確保するため

に各都道府県の担当者

と当協会との連携によ

り、情報の交換、建設

の準備・手続き、資材

部材・建設要員の確保、

調達、建設などを総合

的に一元化することに

よって、迅速に仮設住

宅を建設することを可

能としている 7)。プレハ

ブ建築協会は「日常と

は変化がない組織」が、

仮設住宅の建設という

「日常から果たしてい

る機能（学校や会社などへプレハブ建物の供給）」を行

っており、Type I Established に分類できる。応急

仮設住宅の供給建築については、以下の組織が関係して

おり（国、被災市町村、プレハブ協会）それらを実質的

には都道府県が調整する形で、業務が進む。 

プレハブ協会自体は 1964 年に設立され、自己完結型の

団体として外部に認知されており存在意義が確立してい

る（Domain、以下 D）、1983 年の三宅島噴火以降、仮設

住宅の建設は社会活動として認知されている(Tasks、以

下 T)。その活動は時には平常の仮設建物の供給のための

人的資源、物的資源確保(Resources、以下 R)に影響を与

えたとしても、災害への取り組みを行っている組織とし

ての存在意義や業務遂行に重きを置いている。また、工

場ラインの優先順位について、DT を優先させる形で物理

的空間で継続的に行われている(Acitivities、以下 A)。

以上の現状を踏まえると D-T-R-A 型業務と分類できる。 

c)対応の経過 

新潟県中越沖地震においては、柏崎市(1,007 戸)、刈

羽村(200 戸)、出雲崎 (15 戸)の 3 カ所で計 1,212 戸の仮

設住宅が建設された。その経緯について柏崎市を例とす

ると、発災当日には 250 戸建設要請、2 日目になって要

請戸数を 1,000 戸に変更（結果 1,007 戸建設）、3 日目

建設用地現地調査、8 日目建設工事着手、28 日目最初の

仮設住宅完成、29 日目最初の仮設で入居開始となった

（最後仮設住宅サイト 40 戸で建設工事が始まったのは 8

月 29 日、工事完成は 9 月 19 日、入居開始は 9 月 20 日で

あった）。工事期間は最短で 21 日間、最長で 29 日間で

あった。これは、2004 年新潟県中越地震における長岡市

と比較すると比較的早い推移となっている。 

 「住宅の被害状況を把握する(手順 1)」「必要戸数を

算定する(手順 2)」(図 2)について、阪神・淡路大震災に

おける応急仮設住宅の建設戸数の算出法が参考事例とし

て示されているが 8-9)、災害や被災地域の現状に対して、

そのまま適用することには現実的には抵抗があった。こ

表１ 2007新潟県中越沖地震と2004中越地震の被害の比較 
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の算出法も参考にしながら、新潟県中越沖地震では、新

潟県の住宅確保班職員が発災当日より被災市町村、特に

被害が甚大であった柏崎市に出向き、市職員と共働しな

がら、被災地域における被害状況とその割合を把握しな

がら、ある一定地域の被害割合をサンプルとしながら、

戸数を決定した。 

 「供給可能数を算定する(手順 3)」については、建設

可能用地（公有地などの空地、ライフライン施設状況

等）を洗い出す。新潟県中越沖地震においては、柏崎市

では 39 カ所、刈羽村では 1 カ所、出雲崎 1 カ所に仮設住

宅が建設された。 

 「仮設住宅供給計画を策定する(手順 4)」については、

現実の規定要件を洗い出し、建設用地の確保、住宅の仕

様の決定、配置計画の決定、資機材の目処などについて、

都道府県が中心となり、市町村、プレハブ協会と検討し、

国に対して情報共有する中で策定した。また一般公営住

宅を仮設住宅として利用することの可能性についても検

討した。 

 「プレハブ協会に建設要請を行う(手順 5)」について

は、県が中心となって調整を行った。建設については地

元業者を中心に選定した。これらの業者については、い

ずれ行われる撤去を含めての契約となる。 

 「入居者の募集・選定を行う(手順 6)」については、

市町村が中心となり実施する。この入居申し込みは、被

災者自身が被災世帯ごとに申し込み、申し込みにあたっ

ては、被災住居のり災証明書が必要になる。 

 「入居者に関わる仮設住宅の管理を行う（手順 7）」

については、被災市町村が被災世帯の生活に関わる住宅

の管理業務、ならびに仮住まいを解消して住まいの再建

に至るまでの生活再建支援を実施した（現在も継続）。 

d)新潟県中越沖地震の対応で実現できたこと 

避難所の早期解消（発災後 47 日）に応急仮設住宅の早

期建設達成が役立った。災害救助法第 2 条には「災害発

生の日から 20 日以内に着工」と定められているが、中越

沖地震では最初の仮設住宅工事が始まったのは発災後 8

日目であり、かなり早い段階で工事が始まっている。避

難所の閉鎖を行うためには、仮住まい先となる仮設住宅

の建設完了が現実的な前提条件であり、避難生活の解消

という観点からは仮設住宅の建設を急ぐことは利点が多

い。柏崎市で避難所が解消されたのが 8 月 31 日(発災後

47 日目)であったが、その時点までに入居可能だった仮

設住宅は建設全戸数の 96％(1,007 戸中 967 戸)であった

(図 3)。 

e)課題として明らかになったこと 

１．仮設住宅の適正な建設戸数を推計するためには、

過去の災害の経験を積み上げることでより精度の高い推

計手法の確立に貢献する必要がある。具体的には、災害

救助法では、仮設住宅に入居できる者の基本的要件は 5

点（①住家が全壊又は流出した者、②居住する住家がな

い者、③自らの資力をもってしては、住宅を確保するこ

とのできない者、生活保護法の被保護者、特定の資産の

ない高齢者・障害者・母子世帯・病弱者等、④災害地に

おける住民登録の有無を問わない）であり、それらそれ

ぞれの割合と実際に仮設住宅に入居した者の率から、推

計方法に必要な係数を算出するための専門家による検証

を行う必要がある。 

２．仮設住宅の入居者の選定について、その後の生活

再建支援方針の確立をにらみながら、決定する仕組みが

必要である。仮設住宅の入居者の選定には、災害救助法

では、上述の通り、ある特定の入居資格が必要となると

されるが、過去の災害においては「被害が甚大で地域全

体が被災者である」との理由で「所得に制限なく入居で

きる」とした事例（阪神・淡路大震災、神戸市）10)もあ

り、現実にはその入居基準と入居者の選定については市

町村に一任されている。 

柏崎市復興支援室が中心となった生活再建ワーキング

グループの活動の中では、仮設住宅の居住者の中には、

いったん慣れ親しんだ集落を離れ、仮設住宅に入居する

ことで、今までの地域の下支えを失い、行政等によるよ

り多くの支援が必要となるケースが生活再建の課題とな

っている。つまり、地域力の強い被災地では、特に仮設

住宅→復興公営住宅という単線的な生活再建過程は望ま

しい形態ではなく、なるだけ地域に留まる形での生活再

建過程が理想といえる。 

現在、仮設住宅の建設は、被災市町村の建築住宅課と

県の住宅確保班（県においても建築住宅課中心）の間で

進められている。発災後応急対応を実施する中で、仮設

住宅の建設を進めながら、その入居者の選定に心を配る

ことは、被災市町村の一課にとってはかなりの負担とな

る。発災と同時に災害対策本部が立ち上がり活動を始め

ると同様に、復興対策本部活動についても平行して開始

し、生活再建支援のための主体を部局横断で立ち上げ、

入居対象者の選定については、その中で決定するような

体制を構築する必要があると考える。 

３．新潟県中越沖地震では、柏崎市において地域に密

着した形での仮設住宅コミュニティの実現を目指し、39

カ所に仮設住宅(1,007 戸)が建設されたが、その効果と

弊害について検証する必要がある 

 100 戸を超える仮設住宅団地から 5 戸に至るまでその

図２ 業務分析：応急仮設住宅を供給する 

応急仮設住宅を
供給する

【市町村・都道府県】
住宅の
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1 2

4

【市町村・都道府県】
応急仮設住宅の

供給可能数を算定する

3

【市町村・都道府県】
応急仮設住宅の

必要個数を算定する

【市町村・都道府県】
仮設住宅の

供給計画を立てる

【都道府県】
プレハブ協会に
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柏崎市着工軒数割合累積
（新潟県中越沖地震）
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（新潟県中越沖地震）
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（新潟県中越地震）

％
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長岡市避難所
解消（61日目）

図３ 応急仮設住宅の着工割合と完成割合 
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戸数はバリエーションに富んでいる。今後の生活再建支

援過程、今後の仮設住宅団地の統合を含めて、団地の構

成による影響について検証を行い、今後の仮設住宅の供

給計画に生かす必要がある。 

 

(2) 物資の輸送調整を行う（D-T-A-R） 

a)目的 

物資の輸送調整については、災害救助法第 23 条「2．

炊き出しその他による食品の供与および飲料水の供給」

に必要な応急救助のための輸送業務である。 

b)内容 

新潟県中越沖地震では、円滑な救援物資輸送のために、

輸送業者の持つ専門性を利用した対応が実施された。新

潟県では、①トラック協会の物流のプロを仕分けに派遣

する、②被災地外で必要なものを混載し直接避難所に配

送する、③業者による配送センターを設置する、などの

対応を組み合わせる形で実施された。新潟県は、市町村

とそれらの業者の調整を行った。トラック協会は「日常

とは変化がない組織」が、物資の輸送調整という「日常

から果たしている機能」を担っており、 Type I 

Established に分類できる。トラック協会は 1923 年

に設立されており、自己完結型の団体として外部に認知

されており存在意義が確立している（D）。緊急輸送対策

（大規模災害時における緊急救援物資輸送体制の確立）

を事業計画に挙げており、社会活動として認知された業

務の一部を請け負ってきた(T)。その活動は時には平常の

物資輸送に関わる人的資源、物的資源確保(R)に影響を与

える形になっても、災害への取り組みを行っている組織

としての存在意義や業務遂行に重きを置いている。また、

業務の優先順位について、DT を優先させる形で物理的空

間で継続的に行われる活動を実施している(A)。以上を踏

まえると D-T-R-A 型業務と分類できる。 

c)対応の経過 

「輸送ルートを確認する(手順 1)」(図 4)については、

県の輸送調整班が災害情報の収集を行い、管内図に被災

状況（道路、航路、空路）を記入し、輸送手段、輸送方

法、輸送経路の検討のための基礎資料とし、輸送方法と

ルートを決定した。「備蓄物資を手配する(手順 2)」に

ついては、発災当日中にルートの確認が済んでから、備

蓄物資の配送手続きを行った。翌日「市町村の受け入れ

状況を確認する(手順 3)」を行うと、最も甚大な被害を

受けていた柏崎市では、県、他自治体、民間企業からの

物資が大量に市役所に届いており、ボランティアなどの

手を借りて作業を実施していたが、在庫管理に手が回ら

ず、避難所までの二次輸送に十分対応ができていなかっ

た。そこで、トラック協会から「物資の専門家を派遣す

る(手順 4)」と共にバックヤードとして民間の倉庫を確

保した。また、発災 3 日目には「避難物資を直接避難所

に配送する(手順 5)」を開始し(図 5)、新潟市内で必要物

資を混載し、避難所に直接配送する試みを開始した。柏

崎市が物資の配給がうまく実施できていないことに対し、

県は専門家や企業の力を借りるように支援を行ったつも

りであったが、市当局には中々その点が理解されず、発

災 3 日目には県職員が市を訪問し、市に理解を得た。

「救援物資配送センターを設置する(手順 6)」について

は、発災 4 日目に市の 3 階に設置され、民間企業の倉庫

を活用しながら、市役所ガレージを荷役場として、配送

業務を安定的に実施することに成功した。「配送センタ

ーを終了する(手順 7)」のは避難所解消の 8 月 31 日とし

たが、実質は 9月 14 日まで避難所撤収作業を行った。 

c) 食料物資の暑さ対策 

 食料配送については、消費期限管理の徹底等により安

全を心がけてきた（どうしても被災者の手元に届くのは

想定していた時間より、半日～一日遅れとなることが現

実であった）。夏本番を迎えるにつれて、衛生対策を早

急に構築する必要が生じた。冷蔵設備のある倉庫や機器

の手配は困難であったため、①配送用トラックへの積み

下ろし時間をできるだけ短くすること、②ドライアイス

を利用した簡易なクーラー棚やボックスを各避難所に設

置する、などの対策を講じた。 

 

５．組織的な活動計画に基づき活動する（Type II 

Expanding） 
 

(1) ＤＭＡＴの活動を支援する（D-T-R-A） 

a)目的 

災害時に専門的な訓練を受けた医療チームを可及的速

やかに被災地に派遣し、現場での緊急治療（瓦礫の下の

医療等）や病院支援を行うとともに、被災地で発生した

多くの傷病者を被災地外に搬送することにより、死亡や

後遺症の減少を図ることを目的とする。 

b)内容 

ＤＭＡＴの活動は都道府県と医療機関等との間で締結

された協定（当県は未締結：平成 19 年 10 月現在）及び

救援物資の
輸送調整を行う

【県輸送調整班】
輸送ルートを確認する

1 2

4

【県輸送調整班】
市町村の受け入れ
状況を確認する

3

【県輸送調整班】
備蓄物資の配送を

手配する

【県輸送調整班】
物流の専門家を

派遣する

【県輸送調整班】
救援物資を直接

避難所に配送する

5

【市町村・
県輸送調整班】
救援物資等配送

センターを設置する

【市町村・
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図４ 業務分析：救援物資の輸送調整を行う 
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厚生労働省、文部科学省、都道府県、国立病院機構等に

より策定された防災計画に基づく。対象者は、災害によ

る負傷者、事業実施期間は、平成 19 年 7 月 16 日午前 10

時 13 分から 18 日 10 時 00 分まで（概ね 48 時間）。 

「ＤＭＡＴの派遣は被災地の都道府県要請に基づく」

「緊急でやむを得ない場合、厚生労働省、都道府県等は、

被災都道府県の要請がなくとも、医療機関の自発的な活

動に期待した要請を行うことができる」「被災都道府県

は、現場活動に関わるＤＭＡＴを統括する現地本部を設

置する。現地本部は都道府県災害対策本部の指揮下に置

かれる」「本県では、地域防災計画において、災害拠点

病院の長は、県医薬国保課から医療救護班の派遣要請が

あった場合、また、派遣要請がない場合においても、被

災状況等に応じ自らの判断で医療救護班（ＤＭＡＴを含

む。）を派遣する」などのルールが定められていた。 

ＤＭＡＴは事前の活動計画に乗っ取り「日常とは異な

る組織」が、医療救護という「日常から果たしている機

能」を担っており、Type II Expanding に分類でき

る。ＤＭＡＴは 2006 年に厚生労働省によりその仕組み

が設立され、自己完結型の団体として外部に認知されて

おり存在意義が確立している(D)。また、災害派遣医療と

いう社会活動として認知された業務を請け負っている(T)。

その活動は事前のＤＭＡＴ登録者の所属する指定機関へ

の要請に基づき開始される形をとっており、多くの登録

者を確保することで平時の人的資源、物的資源確保(R)に

影響を与えない仕組みが確立されているため、DT を優先

させる形で活動を実施している(A)。以上の現状を踏まえ

ると D-T-R-A 型業務と分類できる。 

c)対応の経過 

被災地における活動ＤＭＡＴ数は 40 病院・42 チーム

であり、そのうち県内 5 病院・ 5 チーム（村上総合、下

越、新潟市民、長岡赤十字、県立中央）、県外 35 病院・

37 チーム（1 都 14 県）であった(図 6)。刈羽郡総合病院

での被災患者（2 日間約 580 人）のトリアージ、他病院

への搬送（域外搬送ヘリ 8 人、救急車 16 人）、診療等医

療支援、崩壊現場での医療活動、避難所での救護活動

（本来の活動ではない）であった。 

ＤＭＡＴは発足して間もない仕組みであり、受け入れ

にもいろいろと齟齬があったが、DMAT チームが自立的に

活動拠点の整備なども行い、活動を実施していた。県か

らの派遣要請が遅れた事実もある。また、現地で DMAT の

受け入れ準備ができていなかった。DMAT チームは、柏崎

市の保健福祉センターを拠点として自立的な活動を行っ

た。DMAT チームは、福祉施設などの巡回も行った。県の

現地保健所長が医師であったため、救護班の活動調整に

追われ、地域の医療・保健・福祉の意思決定者としての

活動が遅れた。DMAT→県内医療チーム→被災地における

地域医療へのバトンタッチのタイミングを見極めること

が難しく、それらを調整する機関が必要である。 

 

(2) 応急危険度判定（D-T-R-A） 

a)目的 

応急危険度判定は「被災建築物を調査し、その後発生

する余震等による倒壊危険性や外壁・窓ガラスの落下、

付属設備の転倒などの危険性を判定することにより、人

命にかかわる二次的災害を防止すること」が目的である。 

b)内容 

  応急危険度判定については、全国被災建築物応急危険

度判定協議会が要請する応急危険度判定士によって実施

される。協議会は、地震直後に被災建築物の応急危険度

判定を迅速かつ的確に実施するため、応急危険度判定の

方法、都道府県相互の支援等に関して事前に会員間の調

整を行うことにより，応急危険度判定の実施体制の整備

を行うことを目的とし，平成 8 年 4 月 5 日に設立された
11)。全国被災建築物応急危険度判定協議会は、国土交通

省、47 都道府県、建築関連団体、都市再生機構等から構

成され、(財)日本建築防災協会が事務局を担当している。

協議会は事前の活動計画に乗っ取り「日常とは異なる組

織」が、応急被災度判定という「日常からそれぞれの組

織が果たしている機能」を担っており、Type II 

Expanding に分類できる。応急危険度判定については、

実質的には都道府県が、被災市町村、協議会、を調整す

る形で業務が進む。協議会自体は 1996 年に設立されてお

り、自己完結型の団体として外部に認知されており存在

意義が確立している(D)。1995 年の阪神・淡路大震災以

降、応急被災度判定は社会活動として認知された業務の

一部を請け負ってきた(T)。その活動は時には平常の建築

士としての業務に関わる人的資源、物的資源確保(R)に影

響を与える形になっても災害への取り組みを行っている

組織としての存在意義や業務遂行に重きを置いている。

また、DT を優先させる形で物理的空間で継続的に行われ

る活動を実施している(A)。以上の現状を踏まえると D-

T-R-A 型業務と分類できる。 

c)対応の経過 

 中越沖地震においては合計 34,048 棟の建物に対して応

急危険度判定を実施した。判定士がのべ 2,758 人関わり、

8 日間で完了した。これは 2004 年の中越地震（36,143 棟、

3,821 人、18 日間）に比べると、実施期間、実施人数に

対して、負担も軽減される結果となった 12)。これは①余

震が少なかった、②平地が多かった、③交通が途絶され

る場所が少なかった、ことに起因する。両地震災害にお

ける判定結果は、同等性の検定を行ったところ「統計的

に有意ではない」結果が得られ、二つの結果に統計的な

差は見られなかった。 

「被災市町村は応急危険度判定実施の要否を決定する

(手順 1)」(図 7)については、発災後現地に県の職員、新

潟建築士会の建築士が現地に赴き、市の意思決定につい

て支援した。「県は被災市町村からの支援要請を受ける

(手順 2)」については、発災当日に柏崎市(11:43)、刈羽

村(12:10)、出雲崎町(14:00)の 3 市町村から応急危険判

定に関わる支援要請が県にあり、「被災市町村に実施本

部、県に支援本部を立ち上げた(手順 3)」。そこで、
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「市町村が業務実施範囲、業務実施の優先順位を決定し

た(手順 4)」。応急危険度判定業務の実施範囲、優先順

位の決定を受け、実施期間、実施対象建物、必要人員の

確保、人員のためのロジなどを決定し、具体的な「業務

実施計画を策定する(手順 5)」。計画に基づき、「応急

危険度判定士、応急危険度判定コーディネーターの応援

を要請する(手順 6)」。結果以下の広域支援を得て業務

を実施し「市町村が判定結果の整理・広報を実施し、住

民への相談窓口を設立する(手順 7)」。 

ここで困難であったのは、被害が甚大で市の規模も比

較的大きい柏崎市において、どの地域まで応急危険度判

定を実施するか(手順 4)、の決定であった。実際は業務

を実施し始めてから、業務実施範囲を拡大する結果とな

り、実施計画の大幅見直しが実施され、支援要請が 3 回

にわたって実施され、応援者ならびに応援を派遣する先

にも大きな影響を与える結果となった。 

d)新潟県中越沖地震の対応で実現できたこと 

過去の災害から実績を積んできた「全国被災建築物応

急危険度判定協議会」における応急危険度判定の仕組み

を活用し、全国からの支援を受け、迅速に応急危険度判

定の実施が行われたことは実績として評価できる(図 8)。 

e)課題として明らかになったこと 

１．被災市町村が応急危険度判定を実施する範囲を一度

で決定することができず、業務実施計画を 2 度見直す結

果となったことについて、被災市町村が範囲の決定をス

ムーズに行うことが可能となるような業務支援の方法を

確立する必要がある 

２．「被災市町村に支援体制を受け入れる体制が十分で

なかった」「支援本部である県においても広域支援を踏

まえた宿泊先のリストアップや、移動手段、道路被害状

況の把握等、判定活動がより円滑に行われるために必要

な情報の収集が不十分であった」との声が広域応援職員

からあったことについて、事実の検証と改善のための方

法を知ることが必要である 

 

(3) 在宅避難者への健康・福祉ニーズ調査（R-A-T-D） 

a)目的 

保健師等の専門職が、個別訪問を実施し、在宅の要支

援者の保健福祉ニーズを早期に把握し適切な支援につな

げるとともに、専門職の訪問により住民に安心を与える。 

b)内容 

専門職が招集され「日常とは異なる組織」として現地

福祉保健本部を立ち上げ、在宅避難者の健康・福祉ニー

ズ調査という「日常から各々の専門職が果たしている機

能」を担っており、Type II Expanding に分類できる。

専門職の確保という人的資源、物的資源確保(R)を優先し、

被災地という物理的空間で継続的に実施することが可能

な活動(A)に重きをおいた活動となった。現地福祉保健本

部は中越沖地震発災後に新潟県が確立した仕組みであり、

業務の必要性は中越地震以降取りざたされてきたが社会

的に広く認識はされておらず(T)、また自己完結型の団体

として外部に認知されてはいない(D)。以上の現状を踏ま

えると R-A-T-D型業務と分類できる。 

c)対応の経過 

対象者は、柏崎市内被災地区のうち被害の多かった 15

地区の全世帯（24,424 世帯）、実施期間は 7 月 21 日か

ら 8 月 8 日までの 19 日間であった。調査員は、県内外の

保健師、社会福祉士、介護福祉士、看護系大学教員等

720 チーム、1,496 人の調査員が担当した（調査員の大部

分は保健師）。原則として調査員 2 人を 1 チームとして、

事前に作成した調査票に基づき、既往歴、現病治療状況、

自覚症状の有無等の項目について本人及び家族の状況を

聞くとともに、支援が必要な者については相談票に記入

し、必要なサービスに確実につないだ(図 9)。 

調査地域が広く遠いので、バス 2 台をチャーターして

調査員の輸送や宿泊場所の確保等を現地本部が実施した。 

なお刈羽村、出雲崎町の健康福祉ニーズ調査も、全世帯

対象に町村保健師及び県内外からの派遣・応援保健師に

より同時期に実施した。 

その結果、刈羽村では 7 月 22 日から 8 月 5 日まで、

1,506 世帯中 1,350 世帯､4,428 人を調査し、継続支援必

要者は 137 人であった。出雲崎町では 7 月 19 日から 7 月

21 日まで、1,641 世帯中 1,108 世帯を調査し、継続支援

必要者は 260 人であった 13)。 

d)実現できたこと、課題として明らかになったこと 

 在宅被災者における要援護者の洗い出しを組織的・系

統的に実施できた。被災市町村からの調査の参画が得ら

れなかった。調査後のデータがその後の生活再建支援に

生かされず、死蔵していた。 

 

６．既存の組織がその機能を拡張する(Type III 

Extending） 
 

(1) FM 放送による災害情報の伝達（R-T-D-A） 

a)目的 

 発災後、被災者に対し、災害情報（災害そのものに関
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図７ 業務分析：応急危険度判定業務を支援する 
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図８ 応急危険度判定士数と調査達成率 
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わる情報、生活関連情報、行政の対応情報等）を迅速に

伝達し、被災者の安全・安心に貢献する。 

b)内容 

コミュニティ FM という「日常とは変化がない組織」が、

災害情報（被害情報、避難生活情報等）という平時では

ほとんど取り扱わない情報を、FM 放送という「日常から

果たしている機能」を通して行っており、Type III 

Extending に分類できる。FM 放送のスタッフ、機材の

確保という人的資源、物的資源確保(R)が優先されてはじ

めて可能になった業務である。業務内容については、平

時から社会に広く認識されていた(T)。しかし、災害対応

においては自己完結型の団体として（同様の組織間での

認識はあったが）広く外部に認知されてはおらず(D)、RA

を優先する形での活動(A)であった。以上の現状を踏まえ

ると R-T-D-A型業務と分類できる。 

c)対応の経過 

 柏崎市のコミュニティ放送局の「FM ピッカラ」が被災

地域に対し、ローカル放送局の拠点として、発災（7 月

16 日）1 分 45 秒後から 41 日間（8 月 25 日）、緊急災害

放送を実施した。FM ピッカラは柏崎市の全戸に設置され

ている防災行政無線の端末から直接災害放送につなぐメ

リットを最大限発揮した。FM ピッカラでは、3 年前の新

潟県中越地震の経験をふまえ、JCBA 信越協新潟県内 10

局の一員として、各局と災害支援協定を結んでいた。そ

の具体的内容は、①緊急事態に備えての余力放送機材の

リスト化、②人材派遣、③携帯ラジオの備蓄、④財政的

支援、であった 14)。阪神・淡路大震災以降、新潟県豪雨

水害、新潟県中越地震を含め、コミュニティ放送局の活

動の意義は認識されており、緊急時における職員配置に

ついてはあらかじめ決められており、その配置に沿って

業務が開始された。9 日後には、 FM 長岡の支援を得るこ

とができ、送信アンテナの制作、中継所を設置、総務省

信越電気通信監理局への開局申請手続きを行い、柏崎市

災害 FM 局が開局し、体制を整えた上で災害放送を継続実

施し、結果的に 41 日間にわたる放送を実施した。「被害

状況（機材、スタッフ）の確認をする(手順 1)」「災害

情報を伝達する活動を行うかどうか決定する(手順 2)」

(図 10)については、建物は歪み、放送局内部は内部被害

が甚大であったがスタッフ 7 名は無事、放送を継続する

機材も確保できたことから、災害情報の伝達活動を行う

ことを決定した。この決定は、スポンサー・コマーシャ

ルによって放送を成り立たせている放送局には大きな決

断であった。「勤務ローテーションを確立する(手順

3)」については、24 時間放送を決断し、7 名のスタッフ

が 4 日ごとに勤務の一日を 24 時間勤務に充てるという負

担の大きいものであった。応援協定によって、応援に入

った他地域のコミュニティ FM の職員は 17 名、発災後 6

日目～19 日目の間に限られた支援であった。応援職員は

市民からの電話対応が主な応援業務であった。「伝達す

る内容について基準や方針を設ける(手順 4)」について

は、業務を行いながらその都度方針や基準を確認しなが

らの対応になった。その基準や方針とは、①ウラのとれ

ない情報についても「リスナーからの情報」として放送

する、②リスナーに対して「あなたのまわりの情報をメ

ールで教えてください」と依頼して情報を収集する、③

メール・電話・ファックスで寄せられる市民の声から

刻々と変わる地元のニーズを把握する、④原発の問題な

ど市民への影響が大きいと思われるものを放送するとき

は市役所と調整を行う、⑤県の国際課と協力しながら、

最高 5カ国語で情報を発信する、などである。 

「情報収集のための地域、市役所などにでかける(手順

5)」、「市民からの電話・ファックスメールをうける 

(手順 6)」を受けるなどの業務について、応援を得なが

ら実施した。避難所解消の 6 日前 8 月 25 日に「災害情報

伝達業務を終了した(手順 6)」。 

 

７．発災後に形成され創発業務を実施する（Type 

IV Emergent） 

 

(1) 地図作成班・資源管理班（R-A-T-D） 

a)目的 

 新潟県では、災害対策本部の機能の一部を産官学民連

携による任意の団体に移譲をし、災害対策本部室におい

て協働で業務を実施した。地図作成班は、研究者、GIS

に関わる企業、GIS 技術者からなり、災害対策本部の情

報分析班の機能の一部を担うとの位置づけで、被災市町

村などから提供されたデータを空間的に GIS を用いて可

視化し、災害対策本部会議における状況認識の統一に用

い、意思決定のツールを提供した。資源管理班は、研究

者、応援職員（近畿ブロック）からなり、災害対策本部

の総務班の機能の一部を担うとの位置づけで、人的応援、

物的支援に関する情報を一元化することでデータベース

化し、①今どのくらいの応援・支援がどこからどこへ入

っているかの把握が可能になる、②応援・支援に関わる

図９ 柏崎市における健康福祉ニーズ調査 

柏崎市
・全世帯数：32,668世帯。

・うち健康福祉ニーズ調査
は74.8%に当たる15地区
24,424世帯を対象に実施。

調査は
・７月21日から８月８日ま
での19日間。
・720チーム、1,496人の

調査員が担当。
・のべ26,472世帯を訪問
し、要支援者293人に対

し個々に対応・支援。
・地区別の在宅者に対
する要支援者数（要支
援者率）は左図のとおり。柏崎市における健康福祉ニーズ調査対象地域

（％は調査で対応した要支援者の割合）

災害情報を
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【コミュニティFM】
被害状況（機材、ス
タッフ）を確認する

1 2

4

【コミュニティFM】
勤務ローテーションを

確立する

3

【コミュニティFM】
災害情報を伝達する

活動を行うか
どうかを決定する

【コミュニティFM 】
伝達する内容
について方針や
基準を設ける

【コミュニティFM 】
情報収集のために地域、
市役所などに出かける

5

【コミュニティFM 】
市民からの電話・

ファックス・メイルを
うける

【コミュニティFM村】
災害情報伝達業務を

終了する

6 7

図10 業務分析：災害情報を伝達する 
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費用の試算が可能になる、ことで災害対応への貢献が可

能になった。 

b)内容 

全くそれまで存在していなかった組織が、状況認識の

統一という新たな機能を果たすことに取り組んでおり、

Type IV Emergent に分類できる。地図作成ならびに資

源管理のための人的資源、地図作成に関わる物的資源確

保(R)が優先され、被災地という物理的空間で継続的に実

施することが可能な活動(A)に重きをおいた活動となった。

業務の必要性は社会的に広く認識はされておらず(T)、自

己完結型の団体として外部に認知されてはいない(D)。以

上を踏まえると R-A-T-D型業務と分類できる。 

c)対応の経過 

「産官学民連携組織が災害対策本部の業務支援を実施

することを決定する(手順 1)」(図 11)については、産官

学民連携組織が、これまでの研究成果を災害対応の現場

に適用するために、実際に現場での活動を実施すること

を決定した。「産官学民連携組織に正式要請を行う (手

順 2)」については、産官学民連携組織の決定を受け、新

潟県知事から正式要請を受けた。「連携組織に物的・人

的資源を提供する(手順 3)」 については、活動場所の提

供、活動に必要な便宜については図ったが、積極的に物

的・人的資源の供給を受けることはなく、支援側からの

持ち出し、ボランティア参画が基本であった。「構成要

員に対して連携組織の支援について周知する (手順 4)」

については、県職員に対して連携組織の活動内容につい

て周知を図るための努力がなされたが、県の中で「組織

外」の人間が活動を実施することへの抵抗感を抱く職員

は予想以上に多く、時には支援活動の阻害要因となるこ

ともあった。「連携組織の 活動過程について共有する

(手順 5)」については、連携組織の活動過程やその成果

について、地図作成班については毎回の災害対策本部会

議に地図が用いられることで周知が図られたが、一方資

源管理班については、地図作成班ほど共有の機会を与え

られなかった。「連携組織の 活動支援を終了する (手順

6)」については、連携組織の撤退に伴い、県側の支援も

終了した。 

d)新潟県中越沖地震の対応で実現できたこと 

県の災害対策本部が、産官学民連携組織を支援団体と

して受け入れた。産官学民連携組織による県の災害対策

本部機能に対する業務支援が実現できた。地図作成班、

資源管理班について、標準的な手法で業務を実施したわ

が国で初めての事例であった。 

d)課題として明らかになったこと 

より効果的な災害対応を実現するために、専門性を持

つ組織外への団体に対して、県の災害対策本部機能の委

託は体制として可能かどうか検討する必要がある。より

効率的な災害対応を実現するために、事務処理機能が高

い団体に対して、県の災害対策本部機能を応援を求める

ことは体制として可能かどうか検討する必要がある。 

 

(2) 福祉避難所の運営を実施する（T-D-R-A） 

a)目的 

災害時に特別な配慮が必要となる人々に対して、一般

の避難スペースに比べて比較的環境がよい場所を、福祉

避難スペースとする。新潟県では、2004 中越地震の発生

時に、小千谷市において総合体育館にもうけられた別室、

ケアハウスにおいて、災害時要援護者のための福祉避難

所が、必要に後押しされる形で設置された。しかしこれ

らは災害救助法に基づく正式なものではなかった。それ

らの経験をふまえ、2007 新潟県中越沖地震においては、

発災時以降、積極的に福祉避難所の設置をよびかけ、結

果的に 9 カ所の福祉避難所が設置された。これらの福祉

避難所は、のべ 46 日間、2,335 人が利用した。本格的な

福祉避難所の設置は中越沖地震が初めてとなる(表 2)。 

b)内容 

全くそれまで存在していなかった福祉避難所の運営組

織が、福祉避難所の設置運営という新たな機能を果たす

ことに取り組んでおり Type IV Emergent に分類できる。

頻発する要援護者の被災により業務の必要性は社会的に

広く認識はされてきた(T)、また今回設置運営を引き受け

た事業体自体は福祉関係業務の実施組織として外部に認

知されていた(D)。しかし、平時の事業所としての業務を

優先する中で、このような業務を引き受けることによる

人的資源、物的資源確保(R)の困難さ(R)、また被災地に

おける限られた物理的空間での活動(A)の困難さよりも

TD が優先された形で活動が行われた。以上を踏まえると

T-D-R-A型業務と分類できる。 

c)対応の経過 

 福祉避難所として想定される場所には、①デイサービ

ス、②特養など専門施設に設けられた地域交流スペース、

③保健・福祉センター、④一般避難所に併設されるバリ

アフリースペース、⑤地域・コミュニティセンター、⑥

旅館・ホテルなどの宿泊施設、がある。それぞれの場所

地図作成班・
資源管理班の

活動を支援する

【産官学民連携組織】
災対本部の業務
支援を行う

ことを決定する

1 2

4

【県】
連携組織に

物的・人的資源を
提供する

3

【県】
産官学民連携組織に
正式要請を行う

【県】
構成要員に対して
連携組織の支援に
ついて周知する

【県】
連携組織の

活動過程について
共有する

5

【県】
連携組織の
活動支援を
終了する

6 7

図11 業務分析：地図作成班・資源管理班の活動

を支援する 
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表２ 新潟県中越沖地震で設置した福祉避難所の状況 
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には以下のような特徴がある。①デイサービスについて

は、専門施設・スタッフがそろっており、発災直後にお

ける福祉的な避難生活を提供するには適した場所である

が、時間が経過し、被災地においてライフラインの復旧

が進むと共に従来のデイサービス復旧のニーズが高まる、

②特養など専門施設に設けられた地域交流スペースにつ

いては、専門施設・スタッフがそろっているが、従来の

入所者の対応に手一杯であり、長期にわたって避難者に

対応することは難しい、③保健・福祉など地域の複合施

設は、ある程度の施設・スタッフがそろっているが、複

合施設であるがために運営主体をどこがつとめるのか、

専門性をもった応援スタッフをどこから確保するのかに

ついて、困難が予想される、④一般避難所のバリアフリ

ースペースに設置される場合は、避難者は一般避難所に

避難している家族とともに避難することが可能になると

いうメリットがあるが、平時には福祉避難所としての設

備・運営主体をそなえていないために、発災後それらを

整えるための人的・物的資源ならびにそれらを調整する

専門スタッフが必要となる、⑤公民館やコミュニティセ

ンターは、地域に密着した施設であり、家族や地域の支

援が得やすいが、④と同様の理由で、人的・物的資源な

らびにそれらを調整する専門スタッフが必要となる、⑥

旅館・ホテルなどの宿泊施設は、宿泊場所としての機能

をあらかじめ十分にそなえているが、避難所としての利

用が長期化すると経営を圧迫する事態が発生し、また要

援護者対応のための専門スタッフの確保は難しい。 今

回立ち上がった福祉避難所は、⑤以外の①②③④⑥であ

った。 

d)新潟県中越沖地震の対応で実現できたこと 

 「福祉避難所として立ち上げ可能な場所を探す(手順

1)」(図 12)について、事前指定が理想であるが、事後に

おいても関係機関に呼びかけを行った。適切な場所が見

つかったら「運営主体を探す(手順 2)」ことが必要とな

る。上述の①②⑥については施設と運営主体が共存して

いるが、③④については、運営主体の引受先を探す必要

がある。今回県では、新潟県老人福祉施設協議会に依頼

をする形で、実際は運営主体として新潟県長岡市を中心

とした地域で施設などを複数経営している事業体に業務

を委託した。その事業体が、人の確保、必要物の確保

（ベッド他）を行った。また、①②⑥についても福祉避

難所を運営することについて人的資源が必要な場合につ

いても新潟県老人福祉施設協議会を通じて応援の調達を

行った。「避難者のスクリーニングを実施する(手順

3)」については、避難者を一般避難スペース、福祉避難

スペース、専門施設に適切にふりわける必要がある。

「福祉避難所の運営状況を集約する(手順 4)」複数の主

体が運営する福祉避難所の運営状況を集約する。「相談

業務を福祉避難所と 平行して実施する(手順 5)」につい

ては、特に一般避難スペースと併設する形で福祉避難所

を設置すると、福祉避難所に避難者からの相談がよせら

れることが多く本来の業務に差し支えるほどであった。

そこでそれらの相談（医療・保健・福祉の相談に留まら

ず、避難生活、生活再建についてなど相談は多岐にわた

る）するためのワンストップセンター（1 人に相談すれ

ば回答が得られるまで面倒を見てもらえる要援護者を中

心とした被災者へのサービス）を設置した。「状況を見

ながら福祉避難所の撤退を決定する(手順 6)」について

は、関係者で協議しながら、一般避難スペースの状況な

どを勘案しながら最終決定した。 

e)課題として明らかになったこと 

福祉避難所として複合的な施設・場所を確保しておく

必要がある、避難者のスクリーニングの適切な技術、手

順の確立が必要になる。 

 

８．まとめと今後の展開 

 
本研究では、新潟県中越沖地震を事例として、災害対

応組織として対応に関わった組織の対応活動として、特

に他組織の組織・団体の支援を得て実施した対応につい

て、対応組織・機能の類型に着目しながらその対応の業

務内容について検証した。 

Quarantelli 他の 4 タイプに従って分類した結果を図 13 に

示した。組織の類型と検証内容については、TypeI（応急

仮設）（物資輸送）については、組織や業務手順がはっ

きりと確立しており、受援側が対応を誤らなければ、か

なり業務効率が期待できる。これらについては発災後の

県側の調整力にかなり依存すると言わざるを得ない。

TypeⅡ(DMAT)(応急危険度)(ニーズ調査)については、組

織や業務手順がはっきりしている先の 2 つについては

TypeI と同様に県などの調整機能が問われる。ニーズ調

査については、業務や領域が確立しておらず、既存の専

門家集団を大量投入することで短期間に実現しようとす

る業務であり、今後の発災程度・規模によって、実施す

べき業務かどうかについての優先度の決定が必要となる。

福祉避難所を
設置・運営する

【県・市町村】
福祉避難所として
立ち上げ可能な
場所を探す

1 2

4

【県・市町村】
福祉避難所の

運営を委託する

3

【県・市町村】
福祉避難所の

運営主体を決定する

【市町村・県】
避難者の

スクリーニングを
実施する

【県・市町村】
福祉避難所の
運営状況を
集約する

5

【県・市町村】
相談業務を

福祉避難所と
平行して実施する

【県・市町村】
状況を見ながら、
福祉避難所の
解消を決定する

6 7

図12 業務分析：福祉避難所を設置・運営する 図13 新潟県中越沖地震における活動の分類 

TASKSTASKS

STRUCTURESTRUCTURE

Regular Non‐Regular

Old

New

Type Ⅰ : Established

Type Ⅱ: Expanding

Type Ⅲ: Extending

Type Ⅳ: Emergent

－応急仮設住宅の供給

－物資の輸送調整

－ＤＭＡＴ

－応急被災度判定

－在宅避難者への健康・

福祉ニーズ調査

（災害対策本部）

－ＦＭ放送による災害情報の

伝達

－地図作成班

－資源管理班

－福祉避難所の設置・運営

191



 

 493 
 

災害時要援護者の対応に着目が集まる中、どのような判

断を行政が下すべきかについては判断が分かれるところ

といえる。TypeⅢ(コミュニティＦＭ)については、資源

や業務手順については確立された情報発信という日常業

務を災害情報発信という活動に読み替えることで実現し

た。今後は業界として災害情報の発信を目指すのであれ

ば、スポンサーの獲得について検討する必要がある。

TypeⅣ(地図作成班・資源管理班) (福祉避難所)について

は、他の自治体に先駆けて実施されており、また、それ

らの機能の重要性は防災関係者が認めるところであり、

創発としての価値は高いと評価される。 

業務に着目して Kreps による、D,T,R,A の優先順位を

用いて分類した結果では、大別して、①DT スタートの業

務、②R スタートの業務があることが明らかとなった。

①については「応急仮設住宅を供給する」「ＤＭＡＴ」

「応急被災度判定」の３業務が D-T-R-A、「物資の輸送

調整を行う」が D-T-A-R、「福祉避難所の運営を実施す

る」T-D-R-A に分類された。②については「在宅避難者

への健康・福祉ニーズ調査」「地図作成班・資源管理

班」が R-A-T-D、「FM 放送によって災害情報を伝達す

る」が R-T-D-A であった。①DT スタートの業務について

は、災害対応業務として、既存の業界団体の協力を得て

自己完結型の団体や仕組みが既に構築されており(D)、既

に社会的に必要性の認知度が高い業務(T)であった。一方

②R スタートの業務については、自己完結型の団体や仕

組みは構築されて折らず、専門家集団の確保・参画(R)を

頼りに実施された業務といえる。今後、新潟県中越沖地

震の検証とその結果の発信に基づき、これらの業務につ

いての必要性が高く認識されることで、自律的で自己完

結型の仕組みが構築されることが期待される。 
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